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第１章 計画策定の趣旨・位置付け

１．計画策定の趣旨

○ 東⽇本⼤震災の教訓を踏まえ、事前防災・減災と迅速な復旧・復興に資する施策を総合
的、計画的に実施することを目的として、平成25年12月に「強くしなやかな国⺠⽣活の実
現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法（以下「基本法」という。）」が
制定された。

政府においては、基本法に基づき、平成26年6月に国土強靱化に係る他の計画の指針
となる「国土強靱化基本計画（以下「基本計画」という。）」を策定し、今後の⼤規模
自然災害に備え、強靱な国土づくりに向けた施策を推進している。

○ ⻘森県においては、これまで「みんなでつくる安全・安⼼な⻘森県」を目指し、「災害
や危機に強い人づくり、地域づくり」に係る様々な取組を進めてきたほか、災害時に人命
を守ることを最優先に、「孤⽴集落をつくらない」という視点と「逃げる」という発想を
重視した、防災対策と危機管理体制の強化などのハード・ソフト⼀体となった本県独自の
取組である「防災公共」等を推進してきたところである。

○ こうした状況を踏まえ、「命と暮らしを守る⻘森県」を目指し、県⺠の命を守ることを
最優先に、⼤規模自然災害が発⽣しても、機能不全に陥らない、迅速な復旧・復興が可能
な、強靱な地域づくりを推進するため、⻘森県国土強靱化地域計画を策定する。

２．計画の位置付け

○ 本計画は、基本法に基づく計画であり、「⻘森県基本計画 未来を変える挑戦」等の計
画について、国土強靱化に係る事項を補完し、その着実な推進を図るための指針となるも
のである。

○ 基本法では、国土強靱化地域計画は国の基本計画との調和を保たれたものでなければ
ならないとされており、本計画の目標等については、基本計画を踏まえて設定した。

３．計画期間

○ 社会経済情勢等の変化に対応し、計画の実効性を確保する観点から、計画期間は、概ね
５年間とする。

第２章 基本的な考え方

１．基本目標

○ ⻘森県における国土強靱化の取組を推進する上での「基本目標」を次のとおり設定した。

① 人命の保護が最⼤限図られること
② 県及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること
③ 県⺠の財産及び公共施設に係る被害の最⼩化
④ 迅速な復旧・復興

２．事前に備えるべき目標

○ 「基本目標」を達成するために必要となる、「事前に備えるべき目標」を次のとおり
設定した。

いかなる⼤規模自然災害が発⽣しようとも

① 人命の保護が最⼤限図られること
② 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること
③ 必要不可⽋な⾏政機能と情報通信機能を確保すること
④ 経済活動を機能不全に陥らせないこと
⑤ 必要最低限のライフライン等を確保するとともに、これらの早期復旧を図ること
⑥ 重⼤な二次災害を発⽣させないこと
⑦ 地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備すること

３．基本的な方針

○ ⻘森県における国土強靱化の取組を推進する上での「基本的な方針」を次のとおり設定
した。

（１）⻘森県の国土強靱化に向けた取組姿勢

① 国・県・市町村等との⼀層の連携強化を図るとともに、県⺠等への情報提供・避難
体制の強化等を推進すること

② 東⽇本⼤震災の経験や人口減少問題など幅広い観点から検討すること
③ 災害に強い地域づくりを進めることにより、地域の活⼒の向上につなげること
④ ⻘森県の社会経済システムが有する潜在⼒、抵抗⼒、回復⼒、適応⼒を強化すること

（２）適切な施策の組み合わせ

① ハード対策とソフト対策を適切に組み合わせること
② 自助・共助・公助を適切に組み合わせること
③ 非常時のみならず平時にも有効活用できる対策とすること

（３）効率的な施策の推進

① 人口減少等に起因する需要の変化等を踏まえた、効果的で効率的な施策の推進を図る
こと

② 国の施策、既存の社会資本、⺠間資⾦の活用を図ること

（４）⻘森県の地域特性を踏まえた施策の推進

① 「⻘森県基本計画 未来を変える挑戦」との調和を図ること
② ⻘森県の地域特性を踏まえるとともに強みを⽣かした施策の推進を図ること
③ 寒冷多雪地域であることを踏まえ、冬期間における災害発⽣への対応を念頭に置いた

対策とすること

目指すべき将来の姿 「命と暮らしを守る⻘森県」
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第３章 想定するリスク

１．⻘森県の地域特性

（１）自然環境

【位置】
○ 本州の最北端
○ 太平洋、⽇本海、津軽海峡に面する

【地勢】
○ 奥⽻⼭脈の北端部が⼋甲⽥⼭系となって県内を二分し、⻄側に津軽地方、東側に

三⼋、上北地方を形成
○ 上北地方から北側に下北半島がまさかり状となって突き出す
○ 県土の半分が⼭地・火⼭地、3分の1が平地

【気候】
○ 海域や地形が複雑なことから、地域的に気候特性に⼤きな違い
○ 冬は、津軽地方で多雪、三⼋地方で乾燥晴天
○ 夏は、偏東風（ヤマセ）のため太平洋側で低温・多湿
○ 県内全域にわたり積雪寒冷地に属している

【河川】
○ ⼀級水系133河川（岩木川、馬淵川、高瀬川）
○ 二級水系157河川（堤川、奥入瀬川、新井⽥川 等）

【活火⼭】
○ 岩木⼭、⼋甲⽥⼭、恐⼭、十和⽥

【主な活断層】
○ 津軽⼭地⻄縁断層帯

・ 津軽⼭地⻄縁断層帯北部（五所川原市飯詰 〜 ⻘森市浪岡銀 約16㎞）
・ 津軽⼭地⻄縁断層帯南部（⻘森市⻄部 〜 平川市 約23㎞）

○ 野辺地断層帯（東北町添ノ沢 〜 七⼾町 約12㎞）
○ 折⽖断層（五⼾町倉⽯中市 〜 名久井岳東麓〜岩手県葛巻町 最⼤47㎞）
○ 入内断層（⻘森市入内 〜 沖館 約15㎞）
○ ⻘森湾⻄断層（⻘森市新城天⽥内 〜 蓬⽥村南⻄部 約16㎞）

（２）社会経済基盤等

【道路】
○ 高速道路（東北縦貫自動⾞道（弘前線・⼋⼾線））
○ 国管理道路（国道4号、7号、45号、101号（⼀部）、104号（⼀部））
○ 県管理道路（国道101号（⼀部）、102号、103号、104号（⼀部）、279号、

280号、282号、338号、339号、340号、394号、454号、
主要地方道⼋⼾階上線外231路線）

○ 有料道路（みちのく有料道路、第二みちのく有料道路、⻘森空港有料道路）

※ 整備中の主要幹線道路（上北自動⾞道、三陸沿岸道路、津軽自動⾞道、
下北半島縦貫道路）

【鉄道】
○ JR東北新幹線、JR北海道新幹線
○ ⻘い森鉄道線、JR奥⽻本線、JR⼤湊線、JR五能線、JR津軽線、JR⼋⼾線
○ 弘南鉄道（弘南線、⼤鰐線）、津軽鉄道、⼋⼾臨海鉄道

【港湾・海運】
○ 重要港湾（⻘森、⼋⼾、むつ⼩川原）
○ 地方港湾（⼤湊、⼩湊、野辺地、川内、⼤間、尻屋岬、深浦、休屋、子の口

七⾥⻑浜、仏ケ浦）
○ 定期航路（⻘森〜函館間、⼤間〜函館間、⼋⼾〜苫⼩牧間、蟹⽥〜脇野沢間

⻘森〜佐井間）
【空港】

○ ⻘森空港、三沢空港

【エネルギー関連施設】
○ ⽯油コンビナート（⻘森地区、⼋⼾地区、むつ⼩川原地区（国家⽯油備蓄基地））
○ 風⼒発電施設、⼤規模太陽光発電施設の⽴地
○ 原子⼒発電所、原子燃料サイクル施設等の⽴地

（３）人口

【総人口・男⼥別人口】

【年齢３区分別人口】

【世帯数】

【将来推計人口】（まち・ひと・しごと創⽣⻘森県⻑期人口ビジョン）

※1 ⻘森県による推計値
※2 社会減対策、自然減対策を進め⼀定の仮定を実現した場合の値

区 分 H22国勢調査 H27国勢調査 増 減

年少人口（14歳以下） 171,842人 148,208人 △23,634人

⽣産年齢人口（15〜64歳） 843,587人 757,867人 △85,720人

⽼年人口（65歳以上） 352,768人 390,940人 38,172人

区 分 H22国勢調査 H27国勢調査 増 減

総人口 1,373,339人 1,308,265人 △65,074人

うち男性 646,141人 614,694人 △31,447人

うち⼥性 727,198人 693,571人 △33,627人

H22国勢調査 H27国勢調査 増 減

513,385世帯 510,945世帯 △2,440世帯

区 分 2040年 2080年

国推計値 93.2万人 (※1) 63.9万人

⻘森県⻑期人口ビジョン
推計値(※2) 100.3万人 81.4万人
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２．対象とする自然災害

○ 国⺠⽣活及び国⺠経済に⼤きな影響を及ぼすリスクについては、ひとたび⼤規模な自然
災害が発⽣すれば、広域な範囲に甚⼤な被害をもたらす可能性があることから、国の基本
計画においては、⼤規模自然災害を対象としている。

○ ⻘森県においても、国土強靱化基本計画と同様に「⼤規模自然災害」を「想定するリス
ク」として設定する。

○ 「起きてはならない最悪の事態」の設定に当たっては、これまで本県において発⽣した
災害による被害や、最新の被害想定調査の結果のほか、他都道府県における⼤規模自然
災害の被害等を参考とするとともに、複数の自然災害が同時又は連続して発⽣する複合
災害の発⽣可能性についても配慮する。

また、⼤規模自然災害に起因する二次災害についても対象とする。

○ 参考として、これまで本県において発⽣した自然災害による被害等について、以下に
掲載する。

（１）地震・津波

甚⼤な被害が発⽣した過去の地震・津波としては、昭和43年十勝沖地震、昭和58年
⽇本海中部地震、平成6年三陸はるか沖地震、平成23年東⽇本⼤震災があげられる。

また、⻘森県周辺の太平洋沖合、⽇本海沖合、及び内陸直下の各々の領域に最⼤クラス
の地震を想定し、人的被害及び建物被害等の調査を⾏っている。

主な地震・津波災害

地震・津波被害想定調査

災害名
（発⽣年月⽇） 震度等 死傷者 被害額

十勝沖地震
（S43.5.16）

マグニチュード
県内最⼤震度

7.9
5

死者
⾏方不明者
負傷者

46名
2名

671名
470億円

⽇本海中部地震
（S58.5.26）

マグニチュード
県内最⼤震度

7.7
5

死者
負傷者

17名
25名 518億円

三陸はるか沖地震
（H6.12.28）

マグニチュード
県内最⼤震度

7.5
6

死者
負傷者

3名
783名 755億円

東⽇本⼤震災
【東北地方太平洋沖地震】
（H23.3.11）

マグニチュード
県内最⼤震度

9.0
5強

死者
⾏方不明者
負傷者

3名
1名

95名
1,344億円

名称 太平洋側海溝型地震
（H24・25）

⽇本海側海溝型地震
（H27）

内陸直下型地震
（H24・25）

Mw 9.0 7.9 6.7

考え方

昭和43年十勝沖地震及び
平成23年東北地方太平洋
沖地震の震源域を考慮し、
⻘森県に最も⼤きな地震・
津波の被害をもたらす震源
モデルを設定

「⽇本海における⼤規模
地震に関する調査検討会
（国土交通省）」で設定
された震源モデルのうち、
「平成26年度津波浸水
想定調査（⻘森県）」に
おいて採用した4つの断層
を震源モデルとして設定

「⻘森湾⻄岸断層帯の
活動性及び活動履歴調査
(産業総合研究[2009])」
により入内断層北に海底
活断層が推定されたこと
から、震源モデルを設定

想定被害の概要
最⼤震度 7

死者数 約 25,000人

最⼤震度 6強

死者数 約 6,900人

最⼤震度 7

死者数 約 2,900人
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（２）風水害

過去に発⽣した甚⼤な風水害としては、昭和50年、52年の豪⾬、平成3年の台風による
災害があげられ、複数の死傷者を伴う甚⼤な被害を被った。

主な風水害

（３）豪雪災害

⻘森県は、寒冷多雪地域であり、⼤雪、雪崩及び吹雪による人的、物的被害や交通障害
が頻繁に発⽣している。

近年における豪雪災害

※ 上記のほか、H24.2には、国道279号（野辺地町〜むつ市）において、豪雪により
⾞両が⽴ち往⽣し、約20時間にわたり全面通⾏⽌めとなる事態が発⽣している。

発⽣年月⽇ 死傷者 被害額 特徴

S44.8.23〜24
（台風9号）

死者
負傷者

2名
5名 82億円 ⼤⾬による河川の氾濫等、県内全域の

被害

S50.8.5〜7
（⼤⾬）

死者
負傷者

22名
46名 121億円 ⼤⾬による旧岩木町百沢地区の土砂

災害（死者22名）等の被害

S50.8.20
（⼤⾬）

死者
負傷者

1名
25名 531億円 ⼤⾬による洪水、土砂災害等の被害

S52.8.5
（⼤⾬）

死者
負傷者

11名
30名 518億円 津軽地方を中⼼に⼤⾬による洪水、

土砂災害等の被害

S56.8.21〜23
（⼤⾬・暴風）

死者
負傷者

2名
8名 492億円 ⼤⾬・暴風により全県的に強風、洪水、

土砂災害等の被害

S57.5.20〜21
（⼤⾬） 165億円 ⼤⾬による三⼋地方における⼩河川の

氾濫、土砂災害、冠水等の被害

S57.9.10〜13
（台風第18号） 死者 1名 277億円 台風通過に伴う暴風、⼤⾬による三⼋

地方中⼼とした被害

S60.9.1
（台風第13号） 202億円 降水量はほとんどなく、強風による

被害

H2.9.17〜20
（台風第19号） 154億円 ⼤⾬、暴風による洪水、土砂災害等の

被害

H2.10.26〜27
（⼤⾬・暴風） 200億円 ⼤⾬、暴風による土砂災害等の被害

H3.9.28
（台風第19号）

死者
負傷者

9名
255名 1,129億円

津軽を中⼼に急激に風が強まり、人的
被害をはじめ、りんごの落果等の甚⼤
な被害

H11.10.27〜27
（⼤⾬・暴風）

死者
⾏方不明者
負傷者

1名
1名
2名

342億円 三⼋地方を中⼼とした⼤⾬・暴風によ
る土砂災害等の被害

H16.9.8
（台風第18号） 負傷者 7名 170億円 暴風による人的被害や住家被害

H18.10.6〜8
（⼤⾬・暴風） 負傷者 1名 178億円 ⼤⾬・暴風による河川の氾濫等の被害

H25.9.28
（台風第18号） 負傷者 1名 115億円 ⼤⾬による岩木川や馬淵川等の河川の

氾濫等の被害

発⽣年月⽇ 被害額 最深積雪
（⻘森市）

S59.1〜3 119億円 165cm

S60.1〜3 89億円 142cm

S61.1〜3 101億円 194cm

H13.1〜3 137億円 154cm

H17.1〜3 129億円 178cm

H24.1〜4 109億円 152cm

H25.1〜4 106億円 142cm
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（４）火⼭噴火

⻘森県には、恐⼭、⼋甲⽥⼭、岩木⼭及び十和⽥の４つの活火⼭があり、これらのうち
噴火の文献記録があるのは、岩木⼭と十和⽥の２つの活火⼭である。

火⼭活動を24時間体制で監視している火⼭（常時観測火⼭）は、⼋甲⽥⼭、岩木⼭、
十和⽥となっている。

観測体制及び火⼭活動

３．起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）

○ 国の基本計画をもとに、⻘森県の地域特性を踏まえ、「事前に備えるべき目標」に
沿って34の「起きてはならない最悪の事態」を設定した。

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）

1 人命の保護が最⼤限
図られること

1-1 地震等による建築物の倒壊や住宅密集地における火災による死傷者の発⽣

1-2 ⼤規模津波等による多数の死傷者の発⽣

1-3 異常気象等による広域的かつ⻑期的な市街地の浸水や河川の⼤規模氾濫

1-4 火⼭噴火や土砂災害等による多数の死傷者の発⽣のみならず、後年度にわたり県土の脆弱性が高まる事態

1-5 暴風雪や豪雪による重⼤事故や交通途絶等に伴う多数の死傷者の発⽣

1-6 情報伝達の不備、⿇痺、⻑期停⽌や防災意識の低さ等による避難⾏動の遅れ等に伴う多数の死傷者の発⽣

2 救助・救急、医療活動
等が迅速に⾏われる
こと

2-1 被災地での⾷料・飲料水等、⽣命に関わる物資供給の⻑期停⽌

2-2 多数かつ⻑期にわたる孤⽴集落等の同時発⽣

2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等により救助・救急活動等が実施できない事態

2-4 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の⻑期途絶

2-5 想定を超える⼤量かつ⻑期の帰宅困難者（県外からの来訪客等）への水・⾷料等の供給不⾜

2-6 医療施設及び関係者の絶対的不⾜・被災、⽀援ルートの途絶による医療機能の⿇痺

2-7 被災地における疾病・感染症等の⼤規模発⽣

3 必要不可⽋な⾏政機能
と情報通信機能を確保
すること

3-1 ⾏政機関の職員・施設等の被災による⾏政機能の⼤幅な低下

3-2 信号機の全面停⽌等による重⼤交通事故の多発

3-3 電⼒供給停⽌等による情報通信の⿇痺・⻑期停⽌

4 経済活動を機能不全
に陥らせないこと

4-1 サプライチェーンの寸断等による経済活動の停滞

4-2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停⽌

4-3 ⽯油コンビナート等の損壊、火災、爆発等

4-4 基幹的交通ネットワーク（陸上・海上・航空）の機能停⽌

4-5 ⾷料等の安定供給の停滞

5 必要最低限のライフ
ライン等を確保する
とともに、これらの
早期復旧を図ること

5-1 電気・⽯油・ガス等のエネルギー供給機能の⻑期停⽌

5-2 上水道等の⻑期間にわたる機能停⽌

5-3 汚水処理施設等の⻑期間にわたる機能停⽌

5-4 地域交通ネットワークが分断する事態

6 重⼤な二次災害を
発⽣させないこと

6-1 ため池、ダム、防災施設、天然ダム等の損壊・機能不全による二次災害の発⽣

6-2 有害物質の⼤規模流出・拡散

6-3 原子⼒施設からの放射性物質の放出

6-4 農地・森林等の荒廃による被害の拡⼤

6-5 風評被害等による地域経済等への甚⼤な影響

7 地域社会・経済が迅速
に再建・回復できる
条件を整備すること

7-1 ⼤量に発⽣する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態

7-2 道路啓開等の復旧・復興を担う人材等の不⾜により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態

7-3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態

7-4 鉄道・幹線道路等の基幹インフラの損壊により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態

火⼭名 観測体制 火⼭活動

⼋甲⽥⼭
平成28年12月〜

常時観測

平成25年2月以降、⼤岳⼭頂直下付近が震源と推定
される火⼭性地震が発⽣し、同年４月下旬から７月中旬
にかけて増加したが、７月下旬以降は減少傾向となり、
現在も火⼭性地震は少ない状態で推移

岩木⼭
平成21年6月〜

常時観測

火⼭活動に特段の変化はなく、静穏に経過しており、
噴火の兆候は認められない。

平成28年7月26⽇の噴火警戒レベルの運用開始に
併せて噴火予報発表。
（噴火警戒レベル１、活火⼭であることに留意）

十和⽥
平成28年12月〜

常時観測

十和⽥湖の中湖付近、深さ5kmを震源とする火⼭性
地震が平成28年7月22⽇に5回、23⽇に16回と⼀時的に
増加したが、現在は火⼭性微動は観測されておらず、
噴火の兆候は認められない。
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第４章 脆弱性評価

１．脆弱性評価の考え方

○ ⼤規模自然災害による被害を回避するための対策（施策）や、社会経済システムの現状
のどこに問題があるかについて把握するため、「脆弱性評価」を⾏った。

２．脆弱性評価の実施手順

○ 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）を回避するための施策を抽出し、その
達成度や進捗を把握し、現状の脆弱性を総合的に分析・評価した。

○ 現状で把握できるデータや施策の進捗状況等を踏まえて分析・評価を⾏った。

○ 施策の達成度を⽰す「重要業績評価指標（ＫＰＩ）」を参考値として活用した。

第５章 脆弱性評価結果に基づく対応方策

１．対応方策とりまとめの考え方

○ 「脆弱性評価」の結果を踏まえ、今後必要となる取組・施策を検討し「対応方策」と
して整理した。

○ とりまとめに当たっては、「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」ごとに
「脆弱性評価」の結果と「対応方策」を対比して掲載した。

２．起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策

【別掲 － 目次（P13）、概要（P14〜36）、全文（P37〜172）】

３．施策の重点化

○ 限られた資源・財源で、国土強靱化の取組を効果的・効率的に推進するため、優先度の
高い施策に重点化を図る必要がある。

○ 本計画では、「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」を回避するための
施策について、「県⺠の命と暮らしを守る」観点から、重点化すべき施策を選定すること
とした。

○ 特に、人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ18項目については、これを
回避するための施策について、優先的に実施することとした。

○ 施策の重点化に当たっては、この18項目のリスクシナリオを回避するための施策を中⼼
に、「人命の保護」を第⼀義に、次に掲げる「重点化の視点」を考慮し、総合的に判断
した。

第６章 計画の推進

１．計画の推進

○ 本計画に掲げる施策の実効性を確保するため、県庁内の各部局のみならず、国、市町村、
⺠間事業者等との連携を図りながら、効果的な施策の推進につなげていく。

２．計画の進捗管理

○ 本計画の推進に当たっては、「⻘森県基本計画 未来を変える挑戦」に係る政策・施策
の点検結果（アウトルックレポート）など、既存の政策点検の結果を活用・集約し進捗
状況を概括的に評価することにより、進捗管理を⾏う。

３．他の計画等の⾒直し

○ 本計画は、⻘森県の様々な分野の計画等について、国土強靱化に係る事項を補完し、
その着実な推進を図るための指針となるものであることから、他の計画等においては、
計画の⾒直しや次期計画を策定する際には、本計画を踏まえた検討を⾏い整合を図る
こととする。

重点化の視点 説 明

① 影響・効果の⼤きさ 「県⺠の命と暮らしを守る」観点から、影響・効果があるかなど

② 緊急性・切迫性 対策実施の緊急性や、災害リスクの切迫の度合い・頻度など

③ ⼀層の進捗を図る必要性 全国水準や目標値に照らし、⼀層の進捗を図る必要があるかなど

④ 県の基本計画等における優先度 「⻘森県基本計画 未来を変える挑戦」等における位置付けなど

⑤ 県の役割の⼤きさ 県以外に適切な実施主体がない場合や、県の役割の⼤きさなど

⑥ 自助・共助の推進 地域の防災⼒・減災⼒の向上に資する取組かどうかなど



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策（目次・概要） 事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最⼤限図られること
リスクシナリオ 1-1 地震等による建築物の倒壊や住宅密集地における火災による死傷者の発⽣

－ 13 － － 14 －

○ 起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策（目次） ○ 起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策（概要）

項 目 概要 全文

1-1 地震等による建築物の倒壊や住宅密集地における火災による死傷者の発⽣ 14 37

1-2 ⼤規模津波等による多数の死傷者の発⽣ 15 47

1-3 異常気象等による広域的かつ⻑期的な市街地の浸水や河川の⼤規模氾濫 16 53

1-4 火⼭噴火や土砂災害等による多数の死傷者の発⽣のみならず、後年度にわたり
県土の脆弱性が高まる事態 17 61

1-5 暴風雪や豪雪による重⼤事故や交通途絶等に伴う多数の死傷者の発⽣ 18 69

1-6 情報伝達の不備、⿇痺、⻑期停⽌や防災意識の低さ等による避難⾏動の遅れ等に
伴う多数の死傷者の発⽣ 18 71

2-1 被災地での⾷料・飲料水等、⽣命に関わる物資供給の⻑期停⽌ 19 75

2-2 多数かつ⻑期にわたる孤⽴集落等の同時発⽣ 20 81

2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等により救助・救急活動等が実施できない事態 21 85

2-4 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の⻑期途絶 22 91

2-5 想定を超える⼤量かつ⻑期の帰宅困難者（県外からの来訪客等）への水・⾷料等の
供給不⾜ 22 95

2-6 医療施設及び関係者の絶対的不⾜・被災、⽀援ルートの途絶による医療機能の⿇痺 23 99

2-7 被災地における疾病・感染症等の⼤規模発⽣ 24 105

3-1 ⾏政機関の職員・施設等の被災による⾏政機能の⼤幅な低下 25 107

3-2 信号機の全面停⽌等による重⼤交通事故の多発 26 113

3-3 電⼒供給停⽌等による情報通信の⿇痺・⻑期停⽌ 26 115

4-1 サプライチェーンの寸断等による経済活動の停滞 27 117

4-2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停⽌ 28 121

4-3 ⽯油コンビナート等の損壊、火災、爆発等 28 125

4-4 基幹的交通ネットワーク（陸上・海上・航空）の機能停⽌ 29 127

4-5 ⾷料等の安定供給の停滞 29 131

5-1 電気・⽯油・ガス等のエネルギー供給機能の⻑期停⽌ 30 135

5-2 上水道等の⻑期間にわたる機能停⽌ 30 139

5-3 汚水処理施設等の⻑期間にわたる機能停⽌ 31 141

5-4 地域交通ネットワークが分断する事態 31 143

6-1 ため池、ダム、防災施設、天然ダム等の損壊・機能不全による二次災害の発⽣ 32 145

6-2 有害物質の⼤規模流出・拡散 32 147

6-3 原子⼒施設からの放射性物質の放出 33 151

6-4 農地・森林等の荒廃による被害の拡⼤ 33 153

6-5 風評被害等による地域経済等への甚⼤な影響 34 155

7-1 ⼤量に発⽣する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態 34 157

7-2 道路啓開等の復旧・復興を担う人材等の不⾜により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態 35 159

7-3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態 36 165

7-4 鉄道・幹線道路等の基幹インフラの損壊により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態 36 169

事前に備えるべき目標

１ 人命の保護が最大限図られること

リスクシナリオ

1-1 地震等による建築物の倒壊や住宅密集地における⽕災による死傷者の発⽣
※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

地震等による建築物の倒壊や住宅密集地における火災による死傷者の発⽣を防ぐため、建築物等の
耐震化や⽼朽化対策を推進するとともに、住⺠の避難場所の確保や防災意識の醸成、救助活動を実施
する消防⼒の向上等を図る。

対応方策⼀覧

【住宅・病院・学校等の耐震化】
・住宅の耐震化
・⼤規模建築物の耐震化
・公営住宅の耐震化・⽼朽化対策
・病院施設の耐震化
・社会福祉施設等の耐震化
・公⽴学校施設等の耐震化・⽼朽化対策
・私⽴学校の耐震化
・建築物等からの二次災害防⽌対策
・文化財の防災対策の推進

【公共建築物・防災施設等の耐震化・⽼朽化対策】
・公共建築物・インフラ施設の耐震化・⽼朽化対策
・県･市町村庁舎、消防本部等の耐震化･⽼朽化対策
・警察施設の耐震化・⽼朽化対策
・港湾・漁港施設の耐震化・⽼朽化対策
・ため池施設の耐震化・⽼朽化対策

【市街地の防災対策】
・都市公園における防災対策
・幹線街路の整備

【道路施設の防災対策】
・緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策
・緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策
・市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策

【鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備】
・鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備
・⻘い森鉄道の耐災害性の確保・体制の整備

【空き家対策】
・空き家対策

【防⽕対策・消防⼒強化】
・防火対策
・消防⼒の強化
・消防団の充実
・防災ヘリコプター等の活動の確保

【石油コンビナート等防災計画に基づく防災
体制の充実】
・⽯油コンビナート等防災計画に基づく特別

防災区域の防災対策
【避難場所の指定・確保】

・指定緊急避難場所及び指定避難所の指定
・福祉避難所の指定・協定締結
・防災公共の推進
・福祉施設・学校施設等の安全対策

【避難⾏動⽀援】
・避難⾏動要⽀援者名簿の作成
・避難⾏動要⽀援者名簿の活用

【防災意識の啓発・地域防災⼒の向上】
・自主防災組織の設⽴・活性化⽀援
・防災意識の啓発
・防災訓練の推進



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策（概要）
事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最⼤限図られること

リスクシナリオ 1-2 ⼤規模津波等による多数の死傷者の発⽣
リスクシナリオ 1-3 異常気象等による広域的かつ⻑期的な市街地の浸水や河川の⼤規模氾濫

－ 15 － － 16 －

事前に備えるべき目標

１ 人命の保護が最大限図られること

リスクシナリオ

1-3 異常気象等による広域的かつ⻑期的な市街地の浸⽔や河川の大規模氾濫
※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

広域的かつ⻑期的な市街地等の浸水や河川の⼤規模氾濫による被害の発⽣を防ぐため、河川・ダム
施設等の防災対策を推進するとともに、警戒・避難体制の整備や住⺠の避難場所の確保、救助活動を
実施する消防⼒の向上等を図る。

対応方策⼀覧

【河川改修等の治⽔対策】
・河川改修等の治水対策

【河川・ダム施設等の防災対策】
・河川関連施設の耐震化・⽼朽化対策
・内水危険箇所の被害防⽌対策
・農業用ダム・ため池の防災対策
・農業水利施設の防災対策・⽼朽化対策
・海岸保全施設の整備

【警戒避難体制の整備】
・洪水ハザードマップの作成
・内水ハザードマップの作成
・高潮浸水想定区域の指定
・避難勧告等発令の⽀援
・避難勧告等の発令基準の作成
・住⺠等への情報伝達手段の多様化
・県・市町村・防災関係機関における情報伝達

【避難場所の指定・確保】
・指定緊急避難場所及び指定避難所の指定
・福祉避難所の指定・協定締結
・防災公共の推進
・福祉施設・学校施設等の安全対策
・都市公園における防災対策

【避難⾏動⽀援】
・避難⾏動要⽀援者名簿の作成
・避難⾏動要⽀援者名簿の活用

【消防⼒の強化】
・消防⼒の強化
・消防団の充実

【防災意識の啓発・地域防災⼒の向上】
・水防災意識社会再構築ビジョンの取組
・防災意識の啓発

事前に備えるべき目標

１ 人命の保護が最大限図られること

リスクシナリオ

1-2 大規模津波等による多数の死傷者の発⽣
※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

⼤規模津波等による多数の死傷者の発⽣を防ぐため、津波防災施設等の整備や⽼朽化対策を推進する
とともに、警戒・避難体制の整備や住⺠の避難場所の確保、救助活動を実施する消防⼒の向上等を図る。

対応方策⼀覧

【津波防災施設の整備】
・津波防災施設の整備
・海岸陸閘の管理体制の強化

【河川・海岸施設の耐震化・⽼朽化対策】
・河川関連施設の耐震化・⽼朽化対策

【警戒避難体制の整備】
・津波浸水想定の設定・津波災害警戒区域の指定
・地震・津波被害想定調査の実施
・津波ハザードマップの作成
・漁船避難ルールづくりの促進

【避難場所の指定・確保】
・指定緊急避難場所及び指定避難所の指定
・福祉避難所の指定・協定締結
・防災公共の推進
・福祉施設・学校施設等の安全対策
・都市公園における防災対策

【避難⾏動⽀援】
・避難⾏動要⽀援者名簿の作成
・避難⾏動要⽀援者名簿の活用

【消防⼒の強化】
・消防⼒の強化
・消防団の充実
・消防団員の安全確保

【防災意識の啓発・地域防災⼒の向上】
・自主防災組織の設⽴・活性化⽀援
・防災意識の啓発
・防災訓練の推進



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策（概要）

事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最⼤限図られること
リスクシナリオ 1-4 火⼭噴火や土砂災害等による多数の死傷者の発⽣のみならず、後年度にわたり県土の脆弱性が

高まる事態
リスクシナリオ 1-5 暴風雪や豪雪による重⼤事故や交通途絶等に伴う多数の死傷者の発⽣
リスクシナリオ 1-6 情報伝達の不備、⿇痺、⻑期停⽌や防災意識の低さ等による避難⾏動の遅れ等に伴う多数の

死傷者の発⽣

－ 17 － － 18 －

事前に備えるべき目標

１ 人命の保護が最大限図られること

リスクシナリオ

1-5 暴風雪や豪雪による重大事故や交通途絶等に伴う多数の死傷者の発⽣
※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

暴風雪や豪雪による重⼤事故や交通途絶等に伴う多数の死傷者の発⽣を防ぐため、道路交通の確保に
向けた防雪施設の整備や除排雪体制の強化を推進するとともに、代替交通手段の確保や住⺠の防災意識
の醸成等を図る。

対応方策⼀覧

【防雪施設の整備】
・防雪施設の整備

【道路交通の確保】
・除排雪体制の強化
・⽴往⽣⾞両の未然防⽌

【代替交通手段の確保】
・代替交通手段の確保

【情報通信の確保】
・情報通信利用環境の強化

【防災意識の啓発・地域防災⼒の向上】
・冬季の防災意識の啓発

事前に備えるべき目標

１ 人命の保護が最大限図られること

リスクシナリオ

1-4 ⽕⼭噴⽕や⼟砂災害等による多数の死傷者の発⽣のみならず、後年度にわたり県⼟の脆弱性が
高まる事態

※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

火⼭噴火や土砂災害等による多数の死傷者の発⽣及び県土の脆弱性が高まる事態を防ぐため、警戒
避難体制の整備や住⺠の防災意識の醸成、登⼭者等の安全対策等を推進するとともに、土砂災害対策
施設の整備や⽼朽化対策の推進等を図る。

対応方策⼀覧

【警戒避難体制の整備（⼟砂災害）】
・土砂災害ハザードマップの作成・公表
・避難勧告等発令及び自主避難のための情報提供

【⼟砂災害対策施設の整備・⽼朽化対策】
・砂防関係施設の整備
・砂防関係施設の⽼朽化対策

【農⼭村地域における防災対策】
・農⼭村地域における防災対策
・農業用ダム・ため池の防災対策

【警戒避難体制の整備（⽕⼭噴⽕）】
・岩木⼭の警戒避難体制の整備
・⼋甲⽥⼭の警戒避難体制の整備
・十和⽥の警戒避難体制の整備
・火⼭の警戒体制の強化

【登⼭者等の安全対策】
・登⼭者等の安全対策
・情報通信利用環境の強化

【避難場所の指定・確保】
・指定緊急避難場所及び指定避難所の指定
・福祉避難所の指定・協定締結
・防災公共の推進
・福祉施設・学校施設等の安全対策
・都市公園における防災対策

【避難⾏動⽀援】
・避難⾏動要⽀援者名簿の作成
・避難⾏動要⽀援者名簿の活用

【消防⼒の強化】
・消防⼒の強化
・消防団の充実

【防災意識の啓発・地域防災⼒の向上】
・土砂災害に対する防災意識の啓発
・火⼭に対する防災意識の啓発
・自主防災組織の設⽴・活性化⽀援

リスクシナリオ

1-6 情報伝達の不備、⿇痺、⻑期停⽌や防災意識の低さ等による避難⾏動の遅れ等に伴う多数の
死傷者の発⽣

※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

情報伝達の不備等に起因した避難⾏動の遅れ等による多数の死傷者の発⽣を防ぐため、⾏政機関に
おける情報連絡体制や住⺠等への情報提供体制を強化するとともに、住⺠の防災意識の醸成や防災
教育の推進等を図る。

対応方策⼀覧

【⾏政情報連絡体制の強化】
・県・市町村・防災関係機関における情報伝達

【住⺠等への情報伝達の強化】
・住⺠等への情報伝達手段の多様化
・情報通信利用環境の強化
・障害者等に対するICT利活用⽀援
・障害者等に対する避難情報伝達
・外国人観光客等に対する防災情報提供体制の強化

【防災意識の啓発・地域防災⼒の向上】
・防災意識の啓発
・防災情報の入手に関する普及啓発

【防災教育の推進・学校防災体制の確⽴】
・防災教育の推進
・学校防災体制の確⽴



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策（概要）
事前に備えるべき目標 2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること

リスクシナリオ 2-1 被災地での⾷料・飲料水等、⽣命に関わる物資供給の⻑期停⽌
リスクシナリオ 2-2 多数かつ⻑期にわたる孤⽴集落等の同時発⽣

－ 19 － － 20 －

事前に備えるべき目標

2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること

リスクシナリオ

2-2 多数かつ⻑期にわたる孤⽴集落等の同時発⽣
※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

多数かつ⻑期にわたる孤⽴集落等の同時発⽣を防ぐため、孤⽴するおそれのある集落の把握や、これ
に通じる道路施設の防災対策を推進するとともに、代替交通・輸送手段の確保等を図る。

対応方策⼀覧

【集落の孤⽴防⽌対策】
・集落の孤⽴防⽌対策

【孤⽴集落発⽣時の⽀援体制の構築】
・孤⽴集落発⽣時の⽀援体制の確保

【代替交通・輸送手段の確保】
・代替交通手段の確保
・代替輸送手段の確保

【防災ヘリコプターの運航の確保】
・防災ヘリコプターの連携体制の確⽴
・防災ヘリコプター等の活動の確保

【ドクターヘリの運航の確保】
・ドクターヘリの運航確保

【情報通信の確保】
・情報通信利用環境の強化

【道路施設の防災対策】
・緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策
・緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策
・市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策
・復旧作業等に係る技術者等の確保

事前に備えるべき目標

2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること

リスクシナリオ

2-1 被災地での⾷料・飲料⽔等、⽣命に関わる物資供給の⻑期停⽌
※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

被災地での⾷料・飲料水等、⽣命に関わる物資供給の⻑期停⽌を防ぐため、⽀援物資等の供給体制の
確保や水道施設・物流関連施設の防災対策の推進を図る。

対応方策⼀覧

【⽀援物資等の供給体制の確保】
・非常物資の備蓄
・災害発⽣時の物流インフラの確保
・⽯油燃料供給の確保
・避難所等への燃料等供給の確保
・災害応援の受入体制の構築
・救援物資等の受援体制の構築
・要配慮者（難病疾患等）への医療的⽀援
・災害用医薬品等の確保

【⽔道施設の防災対策】
・水道施設の耐震化・⽼朽化対策
・応急給水資機材の整備
・水道施設の応急対策

【道路施設の防災対策】
・緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策
・緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策
・市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策

【鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備】
・鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備
・⻘い森鉄道の耐災害性の確保・体制の整備

【港湾・漁港の防災対策】
・港湾・漁港施設の耐震化・⽼朽化対策

【空港の防災対策】
・空港の業務継続体制の維持・確保等

【⾷料⽣産体制の強化】
・⾷料⽣産体制の強化
・農業・水産施設の⽼朽化対策



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策（概要）
事前に備えるべき目標 2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること

リスクシナリオ 2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等により救助・救急活動等が実施できない事態
リスクシナリオ 2-4 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の⻑期途絶
リスクシナリオ 2-5 想定を超える⼤量かつ⻑期の帰宅困難者（県外からの来訪客等）への水・⾷料等の供給不⾜

－ 21 － － 22 －

事前に備えるべき目標

2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること

リスクシナリオ

2-4 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の⻑期途絶
※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の⻑期途絶を防ぐため、緊急⾞両・災害拠点病院等に
対する燃料供給の確保や、輸送路の確保を図る。

対応方策⼀覧

【緊急⾞両・災害拠点病院に対する燃料の確保】
・⽯油燃料供給の確保
・緊急⾞両等への燃料供給の確保
・警察⾞両への燃料供給の確保
・医療施設の燃料等確保

【防災ヘリ・ドクターヘリの燃料の確保】
・防災ヘリコプターの燃料確保
・ドクターヘリの燃料確保

【道路施設の防災対策】
・緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策
・緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策
・市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策

事前に備えるべき目標

2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること

リスクシナリオ

2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等により救助・救急活動等が実施できない事態
※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

自衛隊、警察、消防、海保等が有する救助・救急活動等の能⼒を十分に発揮できない事態や、被災等
により活動できない事態を防ぐため、防災関連施設の耐震化・⽼朽化対策等を推進するとともに、関係
機関の連携強化、救急・救助体制の強化や受援体制の構築等を図る。

対応方策⼀覧

【防災関連施設の耐震化・⽼朽化対策】
・県･市町村庁舎、消防本部等の耐震化･⽼朽化対策
・警察施設の耐震化・⽼朽化対策

【災害対策本部等機能の強化】
・災害対策本部機能の強化
・災害警備本部機能の強化

【関係機関の連携強化・防災訓練の推進】
・災害発⽣時の緊急消防援助隊の連携強化
・防災航空隊への航空⽀援
・医療従事者確保に係る連携体制
・総合防災訓練の実施
・図上訓練の実施

【救急・救助活動の体制強化】
・消防⼒の強化
・消防団の充実
・災害医療･救急救護･福祉⽀援に携わる人材の育成
・救急・救助活動等の体制強化

【⽀援物資等の供給体制の確保】
・災害応援の受入体制の構築
・救援物資等の受援体制の構築

【防災意識の啓発・地域防災⼒の向上】
・防災意識の啓発
・防災訓練の推進
・自主防災組織の設⽴・活性化⽀援
・地域防災リーダーの育成

リスクシナリオ

2-5 想定を超える大量かつ⻑期の帰宅困難者（県外からの来訪客等）への⽔・⾷料等の供給不⾜

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

祭り期間中の災害発⽣等により、多数の県外来訪客等が避難できない事態や、避難⽣活が⻑期に
わたること等により水・⾷料等の供給が不⾜する事態を防ぐため、避難場所や⽀援物資の供給を確保
する。

また、外国人観光客等に対する情報提供体制の強化等を図る。

対応方策⼀覧

【帰宅困難者の避難体制の確保】
・観光客の避難体制の強化
・観光客等に対する広域避難の強化

【⽀援物資等の供給体制の確保】
・非常物資の備蓄
・応急給水資機材の整備
・災害応援の受入体制の構築
・救援物資等の受援体制の構築

【情報伝達の強化】
・外国人観光客等に対する防災情報提供体制の強化

【帰宅困難者の輸送手段の確保】
・バスによる帰宅困難者の輸送



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策（概要）
事前に備えるべき目標 2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること

リスクシナリオ 2-6 医療施設及び関係者の絶対的不⾜・被災、⽀援ルートの途絶による医療機能の⿇痺
リスクシナリオ 2-7 被災地における疫病・感染症等の⼤規模発⽣

－ 23 － － 24 －

事前に備えるべき目標

2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること

リスクシナリオ

2-6 医療施設及び関係者の絶対的不⾜・被災、⽀援ルートの途絶による医療機能の⿇痺
※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

医療施設及び関係者の絶対的不⾜等による医療機能の⿇痺を防ぐため、病院・福祉施設等の耐震化を
推進するとともに、医療圏単位での医療連携体制の構築や災害医療派遣等による連携体制の構築等を
図る。

また、避難に当たり配慮を要する方々に対する⽀援体制を構築する。

対応方策⼀覧

【病院・福祉施設等の耐震化】
・病院施設の耐震化
・社会福祉施設等の耐震化

【災害発⽣時における医療提供体制の構築】
・災害時医療の連携体制
・災害医療･救急救護･福祉⽀援に携わる人材の育成
・医療従事者確保に係る連携体制
・お薬手帳の利用啓発

【ドクターヘリの運航の確保】
・ドクターヘリの運航確保

【防災ヘリコプターの運航の確保】
・防災ヘリコプターの連携体制の確⽴

【要配慮者への⽀援等】
・要配慮者等への⽀援
・男⼥のニーズの違いに配慮した⽀援
・⼼のケア体制の確保
・児童⽣徒の⼼のサポート
・外国人観光客等に対する防災情報提供体制の強化
・動物救護対策

【道路施設の防災対策】
・緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策
・緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策
・市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策

事前に備えるべき目標

2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること

リスクシナリオ

2-7 被災地における疫病・感染症等の大規模発⽣

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

被災地における疫病・感染症等の⼤規模発⽣を防ぐため、避難所における良好な⽣活環境の確保や
平時における予防接種等を推進するとともに、下水道施設の機能確保を図る。

対応方策⼀覧

【感染症対策】
・避難所における衛⽣環境の維持
・感染症への意識向上及び対応策の整備
・予防接種の促進

【下⽔道施設の機能確保】
・下水道施設の耐震化・⽼朽化対策
・農業集落排水施設等の耐震化・⽼朽化対策
・下水道事業の業務継続計画の策定



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策（概要）
事前に備えるべき目標 3 必要不可⽋な⾏政機能と情報通信機能を確保すること

リスクシナリオ 3-1 ⾏政機関の職員・施設等の被災による⾏政機能の⼤幅な低下
リスクシナリオ 3-2 信号機の全面停⽌等による重⼤交通事故の多発
リスクシナリオ 3-3 電⼒供給停⽌等による情報通信の⿇痺・⻑期停⽌

－ 25 － － 26 －

事前に備えるべき目標

3 必要不可⽋な⾏政機能と情報通信機能を確保すること

リスクシナリオ

3-2 信号機の全面停⽌等による重大交通事故の多発

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

信号機の全面停⽌等による重⼤交通事故の多発を防ぐため、信号機の電源対策や交通整理人員の確保
等を図る。

対応方策⼀覧

【災害に備えた道路交通環境の整備】
・災害発⽣時の交通整理体制の構築
・信号機の非常用電源対策
・信号機の⽼朽化対策

事前に備えるべき目標

3 必要不可⽋な⾏政機能と情報通信機能を確保すること

リスクシナリオ

3-1 ⾏政機関の職員・施設等の被災による⾏政機能の大幅な低下
※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

⾏政機関の職員・施設等の被災による⾏政機能の⼤幅な低下を防ぐため、庁舎等の耐震化・⽼朽化
対策や情報通信基盤の耐災害性の強化を推進するとともに、業務継続計画の策定や応援・受援体制の
構築等を図る。

対応方策⼀覧

【災害対応庁舎等における機能の確保】
・公共建築物・インフラ施設の耐震化・⽼朽化対策
・県･市町村庁舎、消防本部等の耐震化･⽼朽化対策
・警察施設の耐震化・⽼朽化対策
・代替庁舎の確保・災害警備本部機能の移転訓練
・⾏政施設の非常用電源の整備
・警察本部等の非常用電源の整備

【⾏政情報通信基盤の耐災害性の強化】
・県・市町村・防災関係機関における情報伝達
・⾏政情報通信基盤の耐災害性の強化
・⾏政情報の災害対策

【⾏政機関の業務継続計画の策定】
・県及び市町村の業務継続計画の策定

【災害対策本部等機能の強化】
・災害対策本部機能の強化
・災害警備本部機能の強化

【受援・連携体制の構築】
・県内市町村の広域連携体制の構築
・災害応援の受入体制の構築

【被災地の社会秩序の維持】
・被災地の社会秩序の維持
・留置非常計画の策定・護送訓練の実施

【防災訓練の推進】
・総合防災訓練の実施
・図上訓練の実施

リスクシナリオ

3-3 電⼒供給停⽌等による情報通信の⿇痺・⻑期停⽌

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

電⼒供給停⽌等による情報通信の⿇痺・⻑期停⽌を防ぐため、⾏政情報通信基盤の耐災害性の強化や
非常用電源の整備等を図る。

対応方策⼀覧

【情報通信基盤の耐災害性の強化】
・電気通信事業者・放送事業者の災害対策
・県・市町村・防災関係機関における情報伝達
・無線通信の冗⻑化
・総合防災訓練の実施

【電⼒の供給停⽌対策】
・エネルギー供給事業者の災害対策
・⾏政施設の非常用電源の整備
・警察本部等の非常用電源の整備



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策（概要）
事前に備えるべき目標 4 経済活動を機能不全に陥らせないこと

リスクシナリオ 4-1 サプライチェーンの寸断等による経済活動の停滞
リスクシナリオ 4-2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停⽌
リスクシナリオ 4-3 ⽯油コンビナート等の損壊、火災、爆発等

－ 27 － － 28 －

事前に備えるべき目標

4 経済活動を機能不全に陥らせないこと

リスクシナリオ

4-2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停⽌

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停⽌を防ぐため、エネルギー供給
事業者の災害対策や⽯油製品の安定供給体制の構築を推進するとともに、企業における業務継続体制の
強化等を図る。

対応方策⼀覧

【エネルギー供給体制の強化】
・エネルギー供給事業者の災害対策
・⽯油元売会社からの供給確保
・⽯油燃料供給の確保

【石油コンビナート等防災計画に基づく防災体制
の充実】
・⽯油コンビナート等防災計画に基づく特別

防災区域の防災対策
【企業における業務継続体制の強化】

・企業の業務継続計画作成の促進

【道路施設の防災対策】
・緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策
・緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策
・市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策

事前に備えるべき目標

4 経済活動を機能不全に陥らせないこと

リスクシナリオ

4-1 サプライチェーンの寸断等による経済活動の停滞

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

サプライチェーンの寸断等による経済活動の停滞を防ぐため、企業等における業務継続体制を強化
するとともに、物流機能の維持・確保等を図る。

対応方策⼀覧

【企業における業務継続体制の強化】
・企業の業務継続計画作成の促進

【農林⽔産物の移出・流通対策】
・農林水産物の移出・流通対策

【物流機能の維持・確保】
・災害発⽣時の物流機能の確保
・輸送ルートの代替性の確保

【被災企業の⾦融⽀援】
・被災企業への⾦融⽀援等

【人材育成を通じた産業の体質強化】
・人材育成を通じた産業の体質強化

【道路施設の防災対策】
・緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策
・緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策
・市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策

【鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備】
・鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備
・⻘い森鉄道の耐災害性の確保・体制の整備

【港湾・漁港の防災対策】
・港湾・漁港施設の耐震化・⽼朽化対策

【空港の防災対策】
・空港の業務継続体制の維持・確保等

リスクシナリオ

4-3 石油コンビナート等の損壊、⽕災、爆発等

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

⽯油コンビナート等の損壊、火災、爆発等を防ぐため、⽯油コンビナート等防災計画に基づく特別
防災区域の防災対策を推進する。

対応方策⼀覧

【石油コンビナート等防災計画に基づく防災体制
の充実】

・⽯油コンビナート等防災計画に基づく特別防災
区域の防災対策



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策（概要）

事前に備えるべき目標 4 経済活動を機能不全に陥らせないこと
リスクシナリオ 4-4 基幹的交通ネットワーク（陸上・海上・航空）の機能停⽌
リスクシナリオ 4-5 ⾷料等の安定供給の停滞

事前に備えるべき目標 5 必要最低限のライフライン等を確保するとともに、これらの早期復旧を図ること
リスクシナリオ 5-1 電気・⽯油・ガス等のエネルギー供給機能の⻑期停⽌
リスクシナリオ 5-2 上水道等の⻑期間にわたる機能停⽌

－ 29 － － 30 －

事前に備えるべき目標

5 必要最低限のライフライン等を確保するとともに、これらの早期復旧を図ること

リスクシナリオ

5-1 電気・石油・ガス等のエネルギー供給機能の⻑期停⽌
※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

電気・⽯油・ガス等のエネルギー供給機能の⻑期停⽌を防ぐため、エネルギー供給事業者の災害対策
や⽯油製品の安定供給体制の構築を推進するとともに、再⽣可能エネルギーの導入促進等を図る。

対応方策⼀覧

【エネルギー供給体制の強化】
・エネルギー供給事業者の災害対策
・ガス供給施設の⽼朽化対策
・避難所等への燃料等供給の確保
・企業の業務継続計画作成の促進
・⽯油燃料供給の確保

【石油コンビナート等防災計画に基づく防災体制
の充実】
・⽯油コンビナート等防災計画に基づく特別

防災区域の防災対策

【再⽣可能エネルギーの導入促進】
・再⽣可能エネルギーの導入
・電⼒系統の接続制約等の改善

【道路施設の防災対策】
・緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策
・緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策
・市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策

事前に備えるべき目標

4 経済活動を機能不全に陥らせないこと

リスクシナリオ

4-4 基幹的交通ネットワーク（陸上・海上・航空）の機能停⽌
※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

基幹的交通ネットワークの機能停⽌を防ぐため、道路、鉄道、港湾・漁港、空港施設の防災対策の
強化を図るとともに、高規格幹線道路等の整備を推進する。

対応方策⼀覧

【道路施設の防災対策】
・緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策
・緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策
・市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策
・幹線街路の整備

【基幹的道路交通ネットワークの形成】
・基幹的道路交通ネットワークの形成

【鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備】
・鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備
・⻘い森鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備

【港湾・漁港の防災対策】
・港湾・漁港施設の耐震化・⽼朽化対策

【空港の防災対策】
・空港の業務継続体制の維持・確保等
・空港施設の機能維持・⽼朽化対策

リスクシナリオ

4-5 ⾷料等の安定供給の停滞
※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

⾷料等の安定供給の停滞を防ぐため、自給⾷料の確保に向けて、平時から県産⾷料品の⽣産・供給
体制の強化等を図る。

対応方策⼀覧

【被災農林漁業者の⾦融⽀援】
・被災農林漁業者への⾦融⽀援

【⾷料流通機能の維持・確保】
・⾷料市場の早期復旧体制の構築
・災害発⽣時における適正価格の維持

【県産⾷料品の⽣産・供給体制の強化】
・⾷料⽣産体制の強化
・多様なニーズに対応した県産品づくり
・県産⾷料品の供給を⽀える人づくり
・⾷料品製造業者の供給体制強化
・農業・水産施設の⽼朽化対策

リスクシナリオ

5-2 上⽔道等の⻑期間にわたる機能停⽌
※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

上水道等の⻑期間にわたる機能停⽌を防ぐため、水道施設等の耐震化・⽼朽化対策や、早期復旧の
ための体制の整備等を図る。

対応方策⼀覧

【⽔道施設の防災対策】
・水道施設の耐震化・⽼朽化対策
・水道施設の応急対策
・水道事業者の業務継続計画の策定

【工業用⽔道施設の防災対策】
・⼯業用水道施設の耐震化・⽼朽化対策



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策（概要）

事前に備えるべき目標 5 必要最低限のライフライン等を確保するとともに、これらの早期復旧を図ること
リスクシナリオ 5-3 汚水処理施設等の⻑期間にわたる機能停⽌
リスクシナリオ 5-4 地域交通ネットワークが分断する事態

事前に備えるべき目標 6 重⼤な二次災害を発⽣させないこと
リスクシナリオ 6-1 ため池、ダム、防災施設、天然ダム等の損壊・機能不全による二次災害の発⽣
リスクシナリオ 6-2 有害物質の⼤規模流出・拡散

－ 31 － － 32 －

事前に備えるべき目標

6 重大な二次災害を発⽣させないこと

リスクシナリオ

6-1 ため池、ダム、防災施設、天然ダム等の損壊・機能不全による二次災害の発⽣

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

ため池、ダム、防災施設、天然ダム等の損壊・機能不全による二次災害の発⽣を防ぐため、ダム施設、
防災施設等の⽼朽化対策等を推進するとともに、ため池ハザードマップの作成により危険地区の周知や
防災意識の醸成を図る。

対応方策⼀覧

【ため池、ダム等の防災対策】
・ダム施設の⽼朽化対策
・農業用ダム・ため池の防災対策
・ダム施設等の非常用電源の整備
・ため池ハザードマップの作成

【防災施設の機能維持】
・砂防関係施設の整備
・砂防関係施設の⽼朽化対策
・農⼭村地域における防災対策

事前に備えるべき目標

5 必要最低限のライフライン等を確保するとともに、これらの早期復旧を図ること

リスクシナリオ

5-3 汚⽔処理施設等の⻑期間にわたる機能停⽌

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

汚水処理施設等の⻑期間にわたる機能停⽌を防ぐため、下水道施設や農業集落排水施設等の耐震化・
⽼朽化対策等の推進を図る。

対応方策⼀覧

【下⽔道施設の機能確保】
・下水道施設の耐震化・⽼朽化対策
・下水道事業の業務継続計画の策定
・農業集落排水施設等の耐震化・⽼朽化対策
・農業集落排水施設等の耐災害性の確保
・避難所等におけるトイレ機能の確保

【合併処理浄化槽への転換の促進】
・合併処理浄化槽への転換の促進

リスクシナリオ

5-4 地域交通ネットワークが分断する事態

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

地域交通ネットワークが分断する事態を防ぐため、道路施設や鉄道施設の防災対策を推進すると
ともに、バス路線等の維持を図る。

対応方策⼀覧

【道路施設の防災対策】
・緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策
・緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策
・市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策

【鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備】
・鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備
・⻘い森鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備

【路線バスの運⾏体制・むつ湾内航路運航体制
の維持】
・路線バスの運⾏体制の維持
・むつ湾内航路の運航体制の維持

リスクシナリオ

6-2 有害物質の大規模流出・拡散

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

有害物質の⼤規模流出・拡散による二次災害の発⽣を防ぐため、有害物質取扱事業所等に対する
監視・検査指導等を通じた流出・拡散防⽌対策の推進や、坑廃水処理関係施設の稼働の確保等を図る。

対応方策⼀覧

【有害物質の流出・拡散防⽌対策】
・有害物質の流出・拡散防⽌対策
・公共用水域等への有害物質の流出・拡散防⽌対策
・毒性ガスの⼤規模漏えいに係る保安対策
・有害な産業廃棄物の流出等防⽌対策
・⼤気中への有害物質の飛散防⽌対策

【坑廃⽔処理関係施設の稼働の継続】
・坑廃水処理関係施設の稼働の継続

【有害物質流出時の処理体制の構築】
・有害物質流出時の処理体制の構築
・有害物質の⼤規模流出・拡散対応



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策（概要）

事前に備えるべき目標 6 重⼤な二次災害を発⽣させないこと
リスクシナリオ 6-3 原子⼒施設からの放射性物質の放出
リスクシナリオ 6-4 農地・森林等の荒廃による被害の拡⼤
リスクシナリオ 6-5 風評被害等による地域経済等への甚⼤な影響

事前に備えるべき目標 7 地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備すること
リスクシナリオ 7-1 ⼤量に発⽣する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態

－ 33 － － 34 －

事前に備えるべき目標

6 重大な二次災害を発⽣させないこと

リスクシナリオ

6-5 風評被害等による地域経済等への甚大な影響

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

風評被害等による地域経済等への甚⼤な影響の発⽣を防ぐため、平時より県産品に関する正確な情報
を発信する体制の整備や、物流関係者との信頼関係の構築等を図る。

対応方策⼀覧

【風評被害の発⽣防⽌】
・正確な情報発信による風評被害の防⽌
・物流関係者との信頼関係の構築

【風評被害の軽減対策】
・風評被害の軽減対策

事前に備えるべき目標

6 重大な二次災害を発⽣させないこと

リスクシナリオ

6-3 原⼦⼒施設からの放射性物質の放出
※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

原子⼒施設からの放射性物質の放出による二次災害の発⽣を防ぐため、国・事業者が責任をもって
施設の安全性確保に取り組むことはもとより、県としても平時から安全協定に基づく⽴入調査や環境
放射線モニタリング等を実施する。

また、万が⼀の原子⼒災害の発⽣に備え、地域防災計画の⾒直し、防災訓練の実施や防災資機材の
整備など、防災対策の充実・強化を図る。

さらに、施設の安全性確保に係る事業者の対策や国の対応について、県議会、関係市町村⻑、原子⼒
政策懇話会、県⺠説明会等の意⾒を踏まえつつ、安全性を検証していく。

対応方策⼀覧

・原子⼒施設の安全対策
・原子⼒施設に係る環境放射線モニタリング
・原子⼒災害時の防災対策
・原子⼒施設の安全性検証

リスクシナリオ

6-4 農地・森林等の荒廃による被害の拡大
※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

農地・森林等の荒廃による被害の拡⼤を防ぐため、荒廃農地の発⽣防⽌・利用促進や森林資源の適切
な保全管理を推進するとともに、砂防・治⼭施設等の⽼朽化対策等を実施する。

対応方策⼀覧

【荒廃農地の発⽣防⽌・利用促進】
・農地利用の最適化⽀援
・農地の⽣産基盤の整備推進

【森林資源の適切な保全管理】
・森林の計画的な保全管理
・森林整備事業等の森林所有者への普及啓発

【農⼭村地域における防災対策】
・農⼭村地域における防災対策

【農林⽔産業の⽣産基盤の防災対策】
・農業・水産施設の⽼朽化対策

事前に備えるべき目標

7 地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備すること

リスクシナリオ

7-1 大量に発⽣する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

⼤量に発⽣する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態を防ぐため、市町村に
おける災害廃棄物処理計画の策定を促進するとともに、災害廃棄物等の処理に関する連携体制の強化等
を図る。

対応方策⼀覧

【災害廃棄物の処理体制の構築】
・災害廃棄物処理計画の策定
・災害廃棄物等の処理に関する連携の強化
・農林水産業に係る災害廃棄物等の処理に

関する連携の強化
・⼤気中への有害物質の飛散防⽌対策



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策（概要）
事前に備えるべき目標 7 地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備すること

リスクシナリオ 7-2 道路啓開等の復旧・復興を担う人材等の不⾜により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態
リスクシナリオ 7-3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態
リスクシナリオ 7-4 鉄道・幹線道路等の基幹インフラの損壊により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態

－ 35 － － 36 －

事前に備えるべき目標

7 地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備すること

リスクシナリオ

7-3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態を防ぐため、応急仮設
住宅を迅速に供給する体制を確保するとともに、地域コミュニティ・農⼭漁村の活性化や地域を⽀える
リーダーの育成等を図る。

対応方策⼀覧

【応急仮設住宅の確保等】
・応急仮設住宅の迅速な供給

【地域コミュニティ⼒の強化】
・地域防災⼒の向上・コミュニティ再⽣
・地域コミュニティ⼒の強化
・農⼭漁村の活性化
・地域コミュニティを牽引する人材の育成
・地域を⽀えるリーダーの育成
・消防団の充実

【被災地域の治安維持】
・被災地の社会秩序の維持

事前に備えるべき目標

7 地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備すること

リスクシナリオ

7-2 道路啓開等の復旧・復興を担う人材等の不⾜により復旧・復興が大幅に遅れる事態

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

道路啓開等の復旧・復興を担う人材等の不⾜により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態を防ぐため、
受援・連携体制の構築を図るとともに、建設業・農林水産業の担い手の育成・確保や産業を⽀える人材
の育成等を図る。

対応方策⼀覧

【防災ボランティア受入体制の構築】
・防災ボランティア受入体制の構築
・防災ボランティアの育成

【技術職員等の確保】
・復旧作業等に係る技術者等の確保
・災害応援の受入体制の構築

【建設業の担い手の育成・確保】
・建設業の担い手の育成・確保

【農林⽔産業の担い手の育成・確保】
・農林水産業の担い手育成・確保

（農業の担い手育成・確保）
（林業の担い手育成・確保）
（水産業の担い手育成・確保）

【人材育成を通じた産業の体質強化】
・産業を⽀える人材の育成

【キャリア教育等の推進】
・キャリア教育等の推進

【防災人材育成】
・災害医療･救急救護･福祉⽀援に携わる人材の育成
・自主防災組織の設⽴・活性化⽀援
・消防⼒の強化
・消防団の充実

リスクシナリオ

7-4 鉄道・幹線道路等の基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態

リスクシナリオを回避するための対応方策の概要

鉄道・幹線道路等の基幹インフラの損壊により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態を防ぐため、鉄道の
運⾏確保や代替交通・輸送手段の確保を図るとともに、道路施設の防災対策や高規格幹線道路等の整備
を推進する。

対応方策⼀覧

【鉄道の運⾏確保】
・鉄道事業者との連携による早期復旧
・⻘い森鉄道の災害対策

【道路施設の防災対策】
・緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策
・緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策
・市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策

【基幹的道路交通ネットワークの形成】
・基幹的道路交通ネットワークの形成

【代替交通・輸送手段の確保】
・代替交通手段の確保
・代替輸送手段の確保
・輸送ルートの代替性の確保



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最⼤限図られること
リスクシナリオ 1-1 地震等による建築物の倒壊や住宅密集地における火災による死傷者の発⽣

－ 37 － － 38 －

事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最大限図られること

リスクシナリオ 1-1 地震等による建築物の倒壊や住宅密集地における⽕災による死傷者の発⽣

※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

地震等による建築物の倒壊や住宅密集地における火災による死傷者の発⽣を防ぐため、建築物等の耐震化や
⽼朽化対策を推進するとともに、住⺠の避難場所の確保や防災意識の醸成、救助活動を実施する消防⼒の向上等を
図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【住宅・病院・学校等の耐震化】
＜住宅の耐震化＞

住宅の地震に対する安全性の向上及び倒壊による避
難路（緊急輸送道路等）の閉塞などを防⽌するため、
市町村と連携を図りながら、昭和56年5月以前に建築
された住宅の耐震化の促進に取り組んでいる。

平成25年時点の住宅の耐震化率は73.3％と低く、
依然、耐震化が⾏われていない住宅があるとともに、
積雪期における地震による被害リスクが⼤きいことか
ら、耐震化を⼀層促進する必要がある。 ○

住宅の耐震化を⼀層促進するため、引き続き、国の
防災・安全交付⾦等を活用し、市町村と連携を図りな
がら、木造住宅の耐震診断・耐震改修の補助等を実施
する。

また、家具固定など、家庭での地震対策や住宅耐震
化の重要性を普及啓発するため、県⺠の防災意識の醸
成につながる取組を推進する。

県土整備部
危機管理局
市町村

住宅の耐震化率
73.3％【H25】 → 95.0％【H32】

＜大規模建築物の耐震化＞
不特定多数の者が利用する⼤規模建築物等の地震に

対する安全性の向上及び倒壊による避難路（緊急輸送
道路等）の閉塞などを防⽌するため、市町村と連携を
図りながら、耐震診断が義務化された⺠間所有の⼤規
模建築物の耐震化の促進に取り組んでいる。

平成25年時点の⼤規模建築物等の耐震化率は
85.4％であり、依然、耐震化が⾏われていない建築物
があることから、耐震化を⼀層促進する必要がある。 ○

⼤規模建築物等の耐震化を⼀層促進するため、引き
続き、国の防災・安全交付⾦等を活用し、市町村と連
携を図りながら、⼤規模建築物の耐震診断・耐震改修
の補助等を実施する。

また、様々な機会を通じて、耐震診断・耐震改修の
必要性について普及啓発を図る。

県土整備部
危機管理局
市町村

不特定多数の者が利用する⼤規模建築物
等の耐震化率
85.4％【H25】 → 95.0％【H32】

＜公営住宅の耐震化・⽼朽化対策＞
公営住宅の地震に対する安全性を向上させるため、

県と市町村は、公営住宅の耐震化や⽼朽化対策に取り
組んでいる。

平成27年8月末現在、建築後30年以上経過した公営
住宅が56％ある中、公営住宅の耐震化率は88.4％と
なっていることから、計画的かつ効率的に公営住宅の
耐震化や⽼朽化対策を推進する必要がある。

○
公営住宅の地震に対する安全性を⼀層向上させるた

め、県と市町村は、引き続き、国の社会資本整備総合
交付⾦等を活用し、計画的かつ効率的に公営住宅の耐
震化や⽼朽化対策を推進する。

県土整備部
市町村

県営住宅の⻑寿命化計画による建替⼾数
72⼾【H23〜H27】

→ 304⼾【H23〜H32】

＜病院施設の耐震化＞
災害発⽣時の医療機能確保のため、災害拠点病院等

の病院施設の耐震化を推進している。
耐震基準を満たしていない病院があることから、災

害拠点病院等の病院施設が災害発⽣時に機能不全に陥
らないよう、施設の耐震化を進める必要がある。

災害拠点病院である県⽴中央病院の耐震化は実施済
みであるが、建築物及び設備の⽼朽化対策を計画的に
実施する必要がある。

○

引き続き市町村と連携し、国の医療提供体制施設整
備交付⾦等の活用を図りながら、耐震化されていない
病院の耐震改修等を促進する。

健康福祉部
病院局
市町村

病院施設の耐震化率
国調査結果（Ｈ27.9現在）

県内病院（97病院）の
耐震化率：73.2％

県内災害拠点病院等（9病院）の
耐震化率：77.8％

＜社会福祉施設等の耐震化＞
災害発⽣時に、避難することが困難な方が多く入所

する施設等の安全・安⼼を確保するため、介護施設や
障害福祉施設、児童福祉施設等の社会福祉施設等の耐
震化を推進している。

耐震化が図られていない社会福祉施設等があること
から、引き続き耐震化を推進する必要がある。 ○

社会福祉施設等に係る耐震化率の向上を図るため、
引き続き国の交付⾦等を活用し、耐震改修や改築の実
施を促進する。

健康福祉部
社会福祉法人等

「社会福祉施設等耐震化等臨時特例
交付⾦」による対象施設の耐震化⼯事
対応状況
10施設中7施設が⼯事完了

＜公⽴学校施設等の耐震化・⽼朽化対策＞
児童⽣徒の学習・⽣活の場であり、災害発⽣時に避

難場所としての役割を果たす公⽴学校施設、公⽴社会
体育施設及び公⽴社会教育施設等の安全対策の充実を
図るため、施設の耐震化・⽼朽化対策を推進している。

耐震基準を満たしていない施設があることに加え、
経年劣化により外壁等の損耗がある施設も⾒られるこ
とから、天井等落下防⽌対策を含めた耐震化や⽼朽化
対策が必要である。

○
利用者の安全確保及び避難場所としての防災機能の

強化を図るため、引き続き、市町村と連携しながら、
国の交付⾦等を活用した耐震補強及び⽼朽改修などを
実施する。

教育庁
市町村

県⽴学校施設の耐震化率
98.9％【H28】 → 100％【H33】

市町村⽴⼩中学校の耐震化率
98.3％【H28】 → 100％【H33】

＜私⽴学校の耐震化＞
幼児、⽣徒等の学習・⽣活の場である私⽴学校施設

の安全確保の充実を図るため、国や県の補助制度を活
用し、施設の耐震化を促進している。

耐震基準を満たしていない施設を有する私⽴学校が
あることから、引き続き耐震化の取組を促す必要があ
る。

○ 私⽴学校施設の耐震化率の向上を図るため、引き続
き国や県の補助制度を活用し、施設の耐震化を促進す
る。

総務部
学校法人等

私⽴学校等の耐震化率
75.8%【H28】
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リスクシナリオ 1-1 地震等による建築物の倒壊や住宅密集地における⽕災による死傷者の発⽣
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＜建築物等からの二次災害防⽌対策＞
余震等による建築物の倒壊等や被災した宅地からの

二次災害を防⽌するため、被災建築物応急危険度判定
⼠や被災宅地危険度判定⼠の養成に取り組むとともに、
応急危険度判定に関する協⼒体制等について、
（⼀社）⻘森県建築⼠会と協定を締結している。

平成28年3月末現在、被災建築物応急危険度判定⼠
は590名、被災宅地危険度判定⼠は143名登録されて
いるが、県及び市町村において円滑に判定活動を実施
するための具体的な手順等が定められていないことか
ら、具体的な判定実施マニュアルを作成するとともに、
判定コーディネーターの育成を図る必要がある。

○

県及び市町村において円滑に判定活動を実施するた
め、市町村と連携して、具体的な判定実施マニュアル
を作成するとともに、判定コーディネーターの育成を
図る。

県土整備部
市町村

＜文化財の防災対策の推進＞
地震発⽣時の倒壊等により人的被害が発⽣するおそ

れがある文化財（建造物等）を災害から守り、利用者
の安全を確保するため、文化財の耐震対策や防災設備
の整備充実を推進している。

文化財パトロールの実施や文化財調査等により、文
化財の保存状況を的確に把握の上、必要となる耐震対
策等を推進していく必要がある。

市町村と連携し、文化財パトロールの実施や文化財
調査等により、文化財の保存管理状況の把握に努め、
文化財所有者等が実施する耐震対策や防災設備の整備
を⽀援する。

教育庁
市町村

文化財パトロールの実施件数
1,357件【Ｈ27】

→ 1,600件【Ｈ33】

【公共建築物・防災施設等の耐震化・⽼朽化対策】
＜公共建築物・インフラ施設の耐震化・⽼朽化対策＞

県有の公共建築物やインフラ施設の⽼朽化対策とし
て、効果的・効率的な維持管理と⻑寿命化を図るため、
⻘森県公共施設等総合管理方針に基づき、施設の更
新・統廃合や耐震化・⻑寿命化などの取組を進めてい
る。

公共建築物やインフラ施設の⽼朽化が進んでいるこ
とから、⻑期的な視点をもって、更新・統廃合や耐震
化・⽼朽化対策などを計画的に⾏う必要がある。 ○

全ての分野の個別施設計画等の策定を進めるととも
に、ライフサイクルコストの低減等に留意し、計画的
に耐震化・⻑寿命化を推進する。

総務部
各施設所管部局

＜県・市町村庁舎、消防本部等の耐震化・⽼朽化対策＞
災害発⽣時に防災拠点となる県庁舎・合同庁舎の耐

震化を進めるとともに、市町村庁舎、消防本部・消防
署の耐震化を促進している。

防災拠点となる公共施設等耐震化の進捗率は、H27
年度末時点で89.0%であることから、引き続き、各施
設管理者が施設の耐震化を進める必要がある。

県の災害対策本部を設置する県庁舎北棟については、
必要な耐震基準を満たしているが、災害対策本部機能
が確保されるよう、引き続き適切な維持管理を⾏うと
ともに、計画的な⽼朽化対策を進め、災害発⽣時の被
害を極⼒抑える必要がある。

○

引き続き県庁舎等の耐震化・⻑寿命化を進めるとと
もに、市町村と連携し、国の財政⽀援制度等の活用も
図りながら、消防庁舎等の耐震化等を市町村に促す。

県庁舎北棟の災害対策機能を確保するため、引き続
き定期的な点検や適切な修繕等を実施していく。

危機管理局
総務部
各施設所管部局
市町村

本庁舎・各合同庁舎の耐震化率
5/6庁舎【H28】 → 6/6庁舎【H30】

＜警察施設の耐震化・⽼朽化対策＞
警察本部庁舎の耐震改修については、庁舎⻑寿命化

と合わせ検討を進めている。
また、警察署については、⽼朽化対策として計画的

に庁舎の建替え、修繕等を実施している。

警察本部庁舎については、耐震性を確保するため耐
震改修を実施する必要がある。

警察本部分庁舎及び警察署については、耐震強度は
確保されているものの、⽼朽化が進む庁舎があること
から、引き続き、計画的に⽼朽化対策を実施する必要
がある。

○

災害発⽣時に警察施設が機能不全に陥らないよう、
警察本部庁舎の耐震改修については、庁舎⻑寿命化と
合わせ検討を進めていく。

警察本部分庁舎及び警察署については、⽼朽度に応
じて計画的に庁舎の建替え、修繕等を実施していく。

警察本部

＜港湾・漁港施設の耐震化・⽼朽化対策＞
三方が海に囲まれている地域特性を⽣かし、災害発

⽣時における海路による輸送を確保するため、⻘森港、
⼋⼾港、⼤湊港について耐震強化岸壁を整備している。

港湾施設の⽼朽化に対応するため、県内14港湾で主
要な施設の維持管理計画を策定している。

被災後の物流機能の早期回復のため、重要港湾３港
で港湾ＢＣＰを策定している。

災害発⽣時における漁港を利用した輸送確保も視野
に入れ、漁港施設の⽼朽化対策・機能強化対策を⾏っ
ている。

県内３港で耐震強化岸壁を整備しているが未整備の
重要港湾があり、また、⼀部橋梁やその他港湾施設の
耐震強化が図られていないことから、引き続き、港湾
施設の耐震強化や⽼朽化対策を進める必要がある。

また、重要港湾に係るＢＣＰの策定を推進するとと
もに実効性を確保するための取組を実施する必要があ
る。

漁港施設の⽼朽化対策・機能強化対策を対象漁港34
のうち25漁港で実施しているが、まだ十分な対策が講
じられていない施設があることから、⽼朽化対策・機
能強化対策を⾏う必要がある。

○

災害発⽣時の海路による輸送確保に向けて、国の交
付⾦等を活用し、主要な港湾の岸壁や橋梁、その他必
要な港湾施設の耐震強化を進める。

港湾施設の⽼朽化対策について、その他の港湾施設
の維持管理計画を策定し、施設の優先度等に応じて補
修⼯事等を進める。

また、重要港湾に係るBCPの策定や実効性を確保す
るための実地訓練等を実施する。

災害発⽣時の海路による輸送確保に向けて、引き続
き、漁港施設の⽼朽化対策・機能強化対策を実施する。

なお、⽣活航路に係る重要な漁港については、災害
発⽣時の漁港の啓開の在り方について検討していく。

県土整備部
農林水産部

耐震強化岸壁の整備率 75%
（H22全国目標70%）

重要港湾での港湾ＢＣＰ策定率100％
（H27末策定率 全国55％）

漁港施設の機能強化⼯事完了漁港数
24漁港【H33まで】

＜ため池施設の耐震化・⽼朽化対策＞
ため池施設に係る地震等に起因する災害を未然に防

⽌するため、ため池の耐震性能等に関する調査を実施
の上、ハード・ソフト両面からの対策を実施している。

ため池の⼀⻫点検の結果、より詳細な点検を必要と
するため池が239か所あることから、優先順位を定め
計画的に詳細調査に取り組む必要がある。

ため池中期プランを策定の上、市町村と連携を図り
ながら、国の交付⾦等を活用し、ため池の耐震化・⽼
朽化対策を促進する。

農林水産部
市町村

より詳細な点検を必要とするため池
239か所について、ため池中期プランに
基づき、計画的に調査を実施する
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【市街地の防災対策】
＜都市公園における防災対策＞

災害発⽣時に避難場所や活動拠点として活用される
都市公園の整備事業（地域防災拠点整備等）を円滑に
進めるため、実施主体である市町村に対し助言等を実
施している。

災害発⽣時に避難場所や活動拠点として活用される
都市公園では緊急時に使用可能な非常用発電設備や耐
震性貯水槽が整備されていないことや、地域防災拠点
となる都市公園でも、避難者を受け入れたり災害対策
本部が設置できる部屋等が無いことから、整備を促進
する必要がある。

○

引き続き、市町村に対し必要な助言等を実施しなが
ら、国の交付⾦等を活用し、非常用電源設備、耐震性
貯水槽の整備など都市公園の防災対策を促進する。

県土整備部
市町村

都市公園において、防災機能の向上を
目的とした施設整備（非常用電源設備、
耐震性貯水槽、地域防災拠点等）を
⾏った公園数
0公園【H27】 → 4公園【H32】

＜幹線街路の整備＞
市街地における災害発⽣時の避難路の確保や延焼を

防⽌するため、市町村と連携して幹線街路の整備を推
進している。

平成27年度末時点での幹線街路の整備率は56.1％
であり、都市計画道路の未整備区間が多く、市街地で
の災害発⽣時における避難路の確保や延焼防⽌が課題
であるため、引き続き、幹線街路の整備を推進する必
要がある。

○
市街地において、災害発⽣時の避難路の確保や延焼

防⽌を図るため、市町村と連携を図りながら、国の交
付⾦等を活用し、幹線街路の整備を実施する。

県土整備部
市町村

幹線街路の整備率
56.1％【H27】 → 56.6％【H32】

【道路施設の防災対策】
＜緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策＞

災害発⽣時の広域的な避難路や救援物資の輸送路と
なる緊急輸送道路を確保するため、優先的に機能強化
や⽼朽化対策を推進している。

依然として、多くの脆弱性を有する箇所が残ってお
り、災害発⽣時の救助・救援に係る人員や物資などの
緊急輸送路の確保が課題であるため、緊急輸送道路の
機能強化・⽼朽化対策を優先的に進める必要がある。

○
災害に強い道路を整備し、⼤規模災害発⽣時の広域

的な避難路や救援物資の輸送路の確保を図るため、国
の交付⾦を活用する等により、道路整備や危険箇所対
策、道路施設の耐震化といった機能強化と⽼朽化対策
を実施する。

国
県土整備部
市町村

＜緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策＞
緊急輸送道路が損壊した場合に備え、これを補完す

る緊急輸送道路以外の道路の安全性等を確保するため、
機能強化や⽼朽化対策を推進している。

緊急輸送道路が損壊した場合にこれを補完する道路
について、依然多くの脆弱性を有する箇所が残ってい
るため、機能強化や⽼朽化対策を⾏う必要がある。

○
緊急輸送道路を補完する道路の安全性等を確保する

ため、国の交付⾦を活用する等により、道路整備や危
険箇所対策、道路施設の耐震化といった機能強化と⽼
朽化対策を実施する。

県土整備部
農林水産部
市町村

(漁港)
臨港道路の機能保全⼯事完了漁港数
4漁港【H33まで】

＜市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策＞
災害発⽣時の避難路・代替輸送路となる市町村管理

の農道・林道の安全性等を確保するため、市町村によ
る定期的な点検診断等を促進している。

整備後、相当の年数を経過している施設もあること
から、点検診断等を実施の上、計画的に⽼朽化対策等
を実施する必要がある。

○
市町村管理の農道・林道については、必要な改良や

⽼朽化対策等が実施されるよう、定期的な点検診断等
の取組を⽀援する。

農林水産部
市町村

個別施設ごとの⻑寿命化計画（農道橋
（橋⻑15m以上)）の策定数
1橋【H27】 → 102橋【H32】

【鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備】
＜鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備＞

災害発⽣時における鉄道利用者の安全性確保及び交
通手段確保のため、ＪＲ及び⺠営鉄道事業者と情報共
有を図るとともに、⺠営鉄道事業者が⾏う安全性の向
上に資する設備整備等に対し、補助を⾏っている。

災害発⽣時における鉄道利用者の安全性確保及び交
通手段確保のため、引き続き、ＪＲ及び⺠営鉄道事業
者との情報共有を図るほか、⺠営鉄道事業者が⾏う安
全性の向上に資する施設整備等を促進していく必要が
ある。

災害発⽣時において、円滑な連携が図られるよう、
ＪＲ及び⺠営鉄道事業者と⼀層の情報共有を図るとと
もに、引き続き、国の補助制度等を活用し⺠営鉄道事
業者が⾏う施設の安全対策等の取組を促進していく。

企画政策部
鉄道事業者

＜⻘い森鉄道の耐災害性の確保・体制の整備＞
県が所有する⻘い森鉄道線の鉄道施設について、鉄

道輸送の安全を確保するため、安全管理規程により、
事業の運営の方針や管理の体制、方法などを定めてい
る。

災害発⽣時における鉄道利用者の安全性確保及び救
援物資等の⼤量輸送に必要な鉄道機能を維持するため、
鉄道施設の耐震化など耐災害性をより⼀層確保する必
要がある。

○
平時における⼤量の貨物輸送に対応した鉄道施設の

耐震化等について、輸送事業者の適切な負担の下に、
計画的に対策を実施する。

企画政策部

【空き家対策】

＜空き家対策＞
雪害による空き家の倒壊等を防⽌するため、空き家

対策相談マニュアルを作成するなどにより市町村へ情
報提供を⾏い、空き家の解体や適正管理、利活用等を
推進している。

⼤規模災害発⽣時における空き家の倒壊による避難
路の閉塞や火災発⽣などの防⽌が課題であることから、
倒壊のおそれ等がある危険な空き家(特定空家)の解体
を促すとともに、活用が可能な空き家の適正管理や利
活用等を推進する必要がある。

○
倒壊のおそれ等がある危険な空き家の解体の促進や、

活用が可能な空き家の適正管理や利活用等を推進する
ため、市町村と連携して、空き家の実態調査、空き家
等対策計画の策定、空き家の適正管理や利活用を促進
するための人材育成やサポート体制の構築などを⾏う。

県土整備部
市町村
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【防⽕対策・消防⼒強化】
＜防⽕対策＞

防火意識を啓発するため、毎年春と秋に各消防本部
において火災予防運動を実施しているほか、住宅火災
による被害軽減のため、各地区の幼少年⼥性防火委員
会等において住宅用火災警報器の普及活動を実施して
いる。

また、火災や危険物事故の未然防⽌を図るため、消
防設備⼠、危険物取扱者に対し技術向上等に係る講習
等を実施している。

火災件数及び火災による死者数を減少させるため、
引き続き、防火意識の啓発及び住宅用火災警報器の普
及を図る必要がある。

また、消防設備⼠、危険物取扱者が社会情勢の変化
等に的確に対応できるよう、新しい知識・技能を習得
し資質向上を図っていく必要がある。

○

防火意識の啓発及び住宅火災による被害軽減を図る
ため、引き続き各消防本部において火災予防運動を実
施するほか、各地区の幼少年⼥性防火委員会等におい
て、住宅用火災警報器の普及活動を実施する。

また、消防設備⼠、危険物取扱者が常に新しい知
識・技能を習得し、資質が図られるよう、引き続き講
習等を実施する。

危機管理局
市町村

＜消防⼒の強化＞
消防本部は、消防⼒の強化を図るため、国の「消防

⼒の整備指針」に基づき地域の実情を踏まえ消防体制
（施設・人員）の整備を進めている。

また、各消防本部の消防⼒では対応できない⼤規模
災害等に対応するため、県内消防の相互応援体制及び
県を越えた応援体制である緊急消防援助隊を整備して
いる。

⼤規模災害等に迅速・的確に対応するため、引き続
き、施設等の整備を進めるとともに、災害発⽣時に他
消防本部との応援・受援及び関係機関との連携等の対
応が円滑に⾏われる必要がある。 ○

国の指針に基づく施設等の整備を進めるとともに、
災害発⽣時に他消防本部との応援・受援及び関係機関
との連携等の対応が円滑に⾏われるよう、訓練を実施
するほか、近年発⽣した事案の教訓を踏まえた対応を
検討する。

危機管理局
市町村

＜消防団の充実＞
市町村では、地域に密着し、災害時に重要な役割を

果たす消防団について、各地域の実情に応じ、消防団
員の確保と装備の充実を図っている。

また、県では、市町村の団員確保活動を⽀援するた
め、県内のイベントや⼤学祭、高校でのＰＲ等、消防
団活動の理解と入団促進を図るための広報活動を実施
しているほか、学⽣消防団活動認証制度や消防団協⼒
事業所表⽰制度の導入、消防団員の処遇改善の検討等
を市町村に働きかけている。

近年、消防団員は年々減少しており、平成28年4月
1⽇現在で19,080人となっていることから、市町村で
は、地域の消防⼒を確保するため、消防団員の確保と
装備の充実を図る必要がある。

また、県として、引き続き、効果的な手法を検討し
ながら、市町村の団員確保活動を⽀援するとともに、
市町村に対し、学⽣消防団活動認証制度の導入等を働
きかけていく必要がある。

○

市町村は、引き続き、地域の実情に応じて消防団員
の確保と装備の充実を進める。

また、市町村の消防団員確保活動を⽀援するため、
県として、効果的な手法を検討しながら、広報活動等
を実施するとともに、市町村の学⽣消防団活動認証制
度の導入等を働きかけていく。

危機管理局
市町村

＜防災ヘリコプター等の活動の確保＞
災害発⽣時に防災ヘリコプター等が、被災地周辺に

離着陸できるように、全市町村に1カ所以上、県内90
カ所を場外離着陸場に指定している。

必要となる防災ヘリコプターの場外離着陸場につい
ては確保されているが、市町村から場外離着陸場の追
加申請等がある場合は、現場確認の上、指定手続きを
⾏う必要がある。

○
既存の場外離着陸場については、引き続き、定期的

に現況調査を実施する。
また、市町村から場外離着陸場の追加申請等がある

場合は、迅速に現場確認を⾏い、指定に向けた手続き
を実施する。

危機管理局

【石油コンビナート等防災計画に基づく防災体制の充実】
＜石油コンビナート等防災計画に基づく特別防災区域
の防災対策＞
⻘森市、⼋⼾市、六ヶ所村の⽯油コンビナート等特

別防災区域に係る災害の防⽌を図るため、⽯油コンビ
ナート等災害防⽌法の規定に基づき、⻘森県⽯油コン
ビナート等防災計画を定め、関係機関が連携し、防災
訓練の実施等、防災対策を実施している。

⽯油コンビナート等特別防災区域の状況変化等を踏
まえ、⽯油コンビナート等防災計画を必要に応じ適切
に⾒直す必要がある。

⽯油コンビナート等特別防災区域の災害防⽌対策を
適切に⾏うため、必要に応じ⻘森県⽯油コンビナート
等防災計画を⾒直すとともに、引き続き関係機関と連
携し、防災訓練等の防災対策を実施する。

危機管理局
⺠間事業者

【避難場所の指定・確保】
＜指定緊急避難場所及び指定避難所の指定＞

災害発⽣時における住⺠等の緊急的な避難場所とな
る指定緊急避難場所と、住⺠・被災者等の滞在場所と
なる指定避難所の確保を図るため、市町村に対して指
定緊急避難場所等の指定に関する研修会の開催や情報
提供を実施している。

平成28年7月現在、県内40市町村における指定緊急
避難場所の指定は16市町村、指定避難所の指定は17
市町村にとどまることから、全ての市町村で指定され
るよう、引き続き、研修会の開催や情報提供を実施す
る必要がある。

○
県内全ての市町村で指定緊急避難場所等の指定が終

了するよう、引き続き、研修会の開催や情報提供を実
施するとともに、指定していない市町村に対しては、
個別に、指定に向けた指導・助言等の⽀援を⾏ってい
く。

危機管理局
県土整備部
市町村

指定緊急避難場所及び指定避難所を指定
した市町村の数
16【H28】 → 40【H29】

＜福祉避難所の指定・協定締結＞
⼀般の避難所では避難⽣活に⽀障が⽣じる方に適切

なケアを⾏う体制が整っている福祉避難所を確保する
ため、市町村における取組を⽀援している。

福祉避難所が確保されていない地域があることから、
福祉避難所となりうる社会福祉施設等を運営する事業
者等との協議が進むよう、引き続き、市町村に対して
依頼等を⾏う必要がある。

○
災害発⽣時に円滑な福祉避難所の設置・運営が⾏わ

れるよう、福祉避難所のない市町村の解消に向けて、
災害救助事務等担当者会議の開催等により、市町村の
取組を⽀援する。

健康福祉部
危機管理局
市町村

福祉避難所の指定・協定締結済市町村
の数
35【H28】 → 40【H29】
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＜防災公共の推進＞
災害発⽣時において、集落や沿岸地域の安全な避難

場所と避難経路を確保するため、人命を守ることを最
優先に「孤⽴集落をつくらない」という視点と「逃げ
る」という発想を重視し、危険箇所等の防災対策と危
機管理体制の強化などのハード・ソフト⼀体となった、
本県独自の取り組みである「防災公共」を推進してい
る。

地区毎の取組が掲載された全市町村分の「防災公共
推進計画」を市町村とともに策定し、地域住⺠などが
参加する避難訓練などにより、避難経路・避難場所が
有効に機能するか検証するよう市町村に促している。

災害リスクの高い地区において、災害発⽣時に避難
所に通じる避難経路の安全を確保できないおそれがあ
ることから、「防災公共推進計画」に位置付けられた
危険箇所等の防災対策を進めるとともに、危険箇所等
の情報を随時市町村へ提供する必要がある。

また、災害時発⽣時に住⺠が適切な避難場所と避難
経路を認識し速やかな避難を確実に⾏うためには、地
域住⺠などが参加する避難訓練などにより、避難経
路・避難場所が有効に機能するかを市町村が検証する
必要がある。

○

「防災公共推進計画」に位置付けられた危険箇所等
の防災対策を進めるとともに、危険箇所等の情報を随
時市町村へ提供する。

今後、「防災公共推進計画」を、地域の実情に合っ
たより実践的な計画にするため、地域住⺠などが参加
する避難訓練などにより、避難経路・避難場所が有効
に機能するかを検証するよう市町村に促す。その結果、
市町村が⾏った検証や地域の方々からの意⾒を踏まえ、
避難経路・避難場所や危険箇所等の対策について、
「防災公共推進計画」を⾒直す。

さらに、住⺠の防災意識の向上を図るとともに、地
域住⺠が自主的かつ主体的に参加できる新しい形の防
災訓練を開発し、その普及に努めていく。

県土整備部
危機管理局
農林水産部
市町村

＜福祉施設・学校施設等の安全対策＞
災害危険箇所等に⽴地している福祉施設、学校等の

把握に努め、安全な避難場所や避難経路を定めた避難
計画の作成を促進している。

災害危険箇所等に⽴地している施設等については、
安全な避難場所や避難経路を定めた避難計画の作成を
促進していく必要がある。 ○

避難計画の作成を着実に進めるため、県庁関係部局
や市町村等と連携し、適切な研修を実施するなど、施
設管理者の避難計画が具体的に進むよう指導・助言す
る。

危機管理局
県土整備部
健康福祉部
教育庁
総務部
市町村
社会福祉法人等
学校法人等

【避難⾏動⽀援】
＜避難⾏動要⽀援者名簿の作成＞
災害発⽣時に自ら避難することが困難な方を円滑に

⽀援するため、市町村に対して避難⾏動要⽀援者名簿
の作成等に関する研修や情報提供を実施している。

平成28年4月現在、県内40市町村における避難⾏動
要⽀援者名簿の作成は、25市町村にとどまることから、
全ての市町村で作成されるよう、引き続き、研修会の
開催や情報提供等の⽀援を⾏う必要がある。

○
県内全ての市町村で避難⾏動要⽀援者名簿の作成が

終了するよう、引き続き、研修会の開催や情報提供を
実施するとともに、名簿を作成していない市町村に対
しては、個別に、作成に向けた指導・助言等の⽀援を
⾏っていく。

危機管理局
市町村

避難⾏動要⽀援者名簿を作成した市町村
の数
25【H28】 → 40【H29】

＜避難⾏動要⽀援者名簿の活用＞
災害発⽣時の避難⽀援等を実効性あるものとするた

め、地域の特性や実情を踏まえつつ、名簿情報に基づ
き避難⾏動要⽀援者毎の具体的な避難場所や避難経路
等を定めた個別計画の策定について、市町村に対して
策定方法や避難⽀援体制に関する研修の開催や情報提
供を実施している。

平成28年4月現在における個別計画の策定は、避難
⾏動要⽀援者名簿を作成している25市町村のうち7市
町村にとどまることから、避難⾏動要⽀援者名簿の作
成とともに個別計画の策定を推進するため、引き続き、
研修会の開催や情報提供を実施する必要がある。

○

県内全市町村で避難⾏動要⽀援者名簿の作成ととも
に個別計画の策定が終了するよう、引き続き、研修会
の開催や情報提供を実施する。

危機管理局
市町村

個別計画を作成した市町村の数
7【H28】 → 40【H32】

【防災意識の啓発・地域防災⼒の向上】
＜自主防災組織の設⽴・活性化⽀援＞

災害発⽣時に地域住⺠が自助・共助による救助・救
急活動ができるよう、自主防災組織リーダー研修会、
防災啓発研修等を実施し、自主防災組織の設⽴を促進
している。

災害発⽣時の公助による救助・救急活動の絶対的人
員不⾜の際、各地域において地域住⺠が救助・救急活
動を⾏う自主防災組織活動カバー率は46.5％
（H28.4)と全国ワースト2位であり、さらに自主防災
組織を設⽴させる必要がある。

○
自主防災組織の設⽴促進と、活動の活発化に向けて、

引き続き、市町村と連携を図りながら、リーダー研修
会や防災啓発研修等の取組を実施する。

危機管理局
市町村

自主防災組織活動カバー率
46.5％【H28】 → 50％以上【H30】

＜防災意識の啓発＞
地域住⺠の防災意識を高めるため、災害等への備え

や避難勧告等が発令された場合の避難について、講
座・講演等を通じて啓発を⾏っている。

早期避難の重要性等について十分な浸透が図られて
いないことから、地域住⺠の防災意識の向上に向けて、
より⼀層の取組を実施していく必要がある。

○
各種講演会や出前講座の場などを活用し、県⺠に対

する防災意識の啓発を図るとともに、防災に対する関
⼼をさらに高めていくため、効果的な普及啓発の在り
方を検討する。

危機管理局
市町村

＜防災訓練の推進＞
地域住⺠の防災意識を高めるとともに、災害発⽣時

における安全かつ迅速な対応が可能となるよう、市町
村が実施する防災訓練に対する⽀援を⾏っている。

また、地域コミュニティの再⽣と地域防災⼒の向上
を図るため、住⺠参加による防災訓練を開発している。

市町村単位の防災訓練は、定期的に実施されていな
い地域もあることから、地域住⺠の防災意識を高める
ため、各市町村において地域単位での防災訓練を⾏う
必要がある。

○
市町村においても、地域特性に応じた防災訓練を実

施できるよう、市町村を⽀援し実効性の高い総合防災
訓練を実施していく。

また、地域単位での防災訓練を開発し、その普及に
努めていく。

危機管理局
市町村



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最⼤限図られること
リスクシナリオ 1-2 ⼤規模津波等による多数の死傷者の発⽣

－ 47 － － 48 －

事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最大限図られること

リスクシナリオ 1-2 大規模津波等による多数の死傷者の発⽣

※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

⼤規模津波等による多数の死傷者の発⽣を防ぐため、津波防災施設等の整備や⽼朽化対策を推進するとともに、
警戒・避難体制の整備や住⺠の避難場所の確保、救助活動を実施する消防⼒の向上等を図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【津波防災施設の整備】
＜津波防災施設の整備＞

高潮や波浪、津波等から地域住⺠の⽣命財産を守る
ため、堤防・防潮堤や海岸防災林を整備している。

高潮、波浪又は津波等による被害から海岸を防護す
るため、堤防や護岸などの海岸保全施設の⽼朽化対策
を進めている。

防潮堤等の整備が⼀部にとどまるほか、整備後かな
り経過し、機能が低下しているものもあることから、
引き続き堤防や防潮堤等の津波防災施設の整備及び改
修を進める必要がある。

堤防や護岸などの海岸保全施設の⻑寿命化計画を策
定の上、計画的に⽼朽化対策を実施していく必要があ
る。

○

現在の施設の状況を踏まえ、市町村との連携を図り
ながら、国の交付⾦等を活用し、防潮堤や海岸防災林
等の整備を実施する。

海岸保全施設の⻑寿命化計画を策定の上、国の交付
⾦等を活用し、計画的に⽼朽化対策を実施する。

県土整備部
農林水産部

⻑寿命化計画の策定海岸数
100河川海岸【H30まで】

32港湾海岸【H30まで】
39漁港海岸【H32まで】
19農地海岸【H32まで】

＜海岸陸閘の管理体制の強化＞
海岸陸閘等の安全かつ確実な操作のため、操作規則

を策定している。
災害発⽣時における陸閘等の操作員の安全確保と確

実な閉鎖のため、遠隔操作化を推進している。

陸閘等の統⼀的な操作規則は策定済みであるが、操
作者の安全確保を最優先として地域の実情に即した操
作・避難等のルールを決めておく必要がある。

また、港湾においては陸閘等の遠隔化・自動化が⾏
われていないことから、操作員の安全確保と津波襲来
時の確実な閉鎖のため、遠隔操作や自動開閉システム
の導入を進める必要がある。

○

海岸陸閘を安全かつ適切に操作するため、操作員の
安全確保を最優先とすることなど委託内容の明確化を
図った上で、市町村等と管理委託協定を締結する。

また、港湾において陸閘等の遠隔化・自動化の導入
を検討するため、制御技術や管理体制の研究を⾏って
いく。

県土整備部
農林水産部

(漁港)
市町村等と管理委託協定の締結
46％【H27】 → 80％【H33】

(河川)
海岸水門の遠隔操作化箇所割合 100％

(港湾)
海岸陸閘等の遠隔操作化箇所割合 0％

【河川・海岸施設の耐震化・⽼朽化対策】
＜河川関連施設の耐震化・⽼朽化対策＞

地震等による堤防の損傷等を防⽌し、津波等に対す
る堤防高を確保するため、⽼朽化対策や耐震対策を推
進している。

河川関連施設の状況を適切に把握するとともに、計
画的に耐震化・⽼朽化対策を実施していく必要がある。 ○ 河川関連施設について、国の交付⾦等を活用し、計

画的に耐震化・⽼朽化対策等を実施していく。 県土整備部

【警戒避難体制の整備】
＜津波浸⽔想定の設定・津波災害警戒区域の指定＞

国、県及び市町村連携の下、津波防災対策を効率的
かつ効果的に推進するため、基礎となる、津波浸水想
定を設定するとともに、津波災害警戒区域の指定を進
めている。

最⼤クラスの津波が発⽣した場合においても、人命
を守ることを最優先とした津波防災の推進が求められ
ていることから、その基礎となる、最⼤クラスの津波
の浸水区域及び水深を設定し公表する必要がある。

津波災害警戒区域については、現時点で指定区域が
ないところであるが、津波浸水想定の⾒直し等を適切
に反映していく必要がある。

○

津波に関して新たな知⾒が得られた場合は、津波シ
ミュレーション等により再度検討し、必要に応じて津
波浸水想定を⾒直す。

津波災害警戒区域の指定のため、必要な調査を実施
し、関係市町村と協議の上、指定を進める。

危機管理局
県土整備部
農林水産部

津波浸水想定を設定している市町村の
割合
100％【H26】

津波災害警戒区域を指定している市町村
の割合
0％【H27】 → 100％【H33】

＜地震・津波被害想定調査の実施＞
地震発⽣時における住⺠等の迅速な避難を確保し、

被害を軽減するため、津波浸水想定に基づく地震・津
波被害想定調査を実施している。

地震・津波被害想定調査は、太平洋側海溝型地震、
⽇本海側海溝地震、内陸直下型地震の３つの想定を
⾏っており、国等の新たな科学的知⾒に基づき必要に
応じて⾒直しの必要がある。

○
新たな科学的知⾒に基づき地震・津波想定を⾒直す。
また、被害想定調査で得られた震度分布、液状化危

険度、人的被害、建物被害、減災効果等の周知等を通
じて防災意識の向上を図る。

危機管理局

＜津波ハザードマップの作成＞
津波発⽣時における住⺠等の迅速な避難を確保し、

被害を軽減するため、津波浸水想定に基づく地震・津
波被害想定調査を実施するとともに、市町村における
津波ハザードマップの作成を促進している。

平成27年11月現在における津波ハザードマップの
作成は、沿岸22市町村中14市町村にとどまることか
ら、未作成市町村におけるマップ作成の取組を促進す
るとともに、作成されたハザードマップの周知・活用
を図っていく必要がある。

○
全ての沿岸市町村において津波ハザードマップが作

成されるよう、引き続き技術的な⽀援や助言等を実施
するとともに、作成された津波ハザードマップや地
震・津波被害想定調査結果の周知・活用を促進する。

危機管理局
県土整備部
農林水産部
市町村

津波ハザードマップを作成している
市町村の数
14【H27】 → 22【H30】

＜漁船避難ルールづくりの促進＞
津波被害から漁業者や漁船を守るため、漁業者によ

る自主的な漁船による沖出する場合の可否等の漁船避
難ルールづくりが促進されるよう、津波予測結果に基
づく指導・助言等を実施している。

津波発⽣時の漁船避難ルールづくりに取り組む漁協
等が少ないことから、漁船が沖出避難する場合の可否
等の地域におけるルールづくりの取組を促進していく
必要がある。

それぞれの地域において津波発⽣時の漁船避難ルー
ルづくりが進むよう、引き続き、津波予測結果に基づ
く指導・助言等を実施する。

農林水産部
市町村
漁協



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最⼤限図られること
リスクシナリオ 1-2 ⼤規模津波等による多数の死傷者の発⽣

－ 49 － － 50 －

リスクシナリオ 1-2 大規模津波等による多数の死傷者の発⽣

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【避難場所の指定・確保】
＜指定緊急避難場所及び指定避難所の指定＞

災害発⽣時における住⺠等の緊急的な避難場所とな
る指定緊急避難場所と、住⺠・被災者等の滞在場所と
なる指定避難所の確保を図るため、市町村に対して指
定緊急避難場所等の指定に関する研修会の開催や情報
提供を実施している。

再
掲

平成28年7月現在、県内40市町村における指定緊急
避難場所の指定は16市町村、指定避難所の指定は17
市町村にとどまることから、全ての市町村で指定され
るよう、引き続き、研修会の開催や情報提供を実施す
る必要がある。

○
県内全ての市町村で指定緊急避難場所等の指定が終

了するよう、引き続き、研修会の開催や情報提供を実
施するとともに、指定していない市町村に対しては、
個別に、指定に向けた指導・助言等の⽀援を⾏ってい
く。

危機管理局
県土整備部
市町村

指定緊急避難場所及び指定避難所を指定
した市町村の数
16【H28】 → 40【H29】

＜福祉避難所の指定・協定締結＞
⼀般の避難所では避難⽣活に⽀障が⽣じる方に適切

なケアを⾏う体制が整っている福祉避難所を確保する
ため、市町村における取組を⽀援している。

再
掲

福祉避難所が確保されていない地域があることから、
福祉避難所となりうる社会福祉施設等を運営する事業
者等との協議が進むよう、引き続き、市町村に対して
依頼等を⾏う必要がある。

○
災害発⽣時に円滑な福祉避難所の設置・運営が⾏わ

れるよう、福祉避難所のない市町村の解消に向けて、
災害救助事務等担当者会議の開催等により、市町村の
取組を⽀援する。

健康福祉部
危機管理局
市町村

福祉避難所の指定・協定締結済市町村
の数
35【H28】 → 40【H29】

＜防災公共の推進＞
災害発⽣時において、集落や沿岸地域の安全な避難

場所と避難経路を確保するため、人命を守ることを最
優先に「孤⽴集落をつくらない」という視点と「逃げ
る」という発想を重視し、危険箇所等の防災対策と危
機管理体制の強化などのハード・ソフト⼀体となった、
本県独自の取り組みである「防災公共」を推進してい
る。

地区毎の取組が掲載された全市町村分の「防災公共
推進計画」を市町村とともに策定し、地域住⺠などが
参加する避難訓練などにより、避難経路・避難場所が
有効に機能するか検証するよう市町村に促している。

再
掲

災害リスクの高い地区において、災害発⽣時に避難
所に通じる避難経路の安全を確保できないおそれがあ
ることから、「防災公共推進計画」に位置付けられた
危険箇所等の防災対策を進めるとともに、危険箇所等
の情報を随時市町村へ提供する必要がある。

また、災害時発⽣時に住⺠が適切な避難場所と避難
経路を認識し速やかな避難を確実に⾏うためには、地
域住⺠などが参加する避難訓練などにより、避難経
路・避難場所が有効に機能するかを市町村が検証する
必要がある。

○

「防災公共推進計画」に位置付けられた危険箇所等
の防災対策を進めるとともに、危険箇所等の情報を随
時市町村へ提供する。

今後、「防災公共推進計画」を、地域の実情に合っ
たより実践的な計画にするため、地域住⺠などが参加
する避難訓練などにより、避難経路・避難場所が有効
に機能するかを検証するよう市町村に促す。その結果、
市町村が⾏った検証や地域の方々からの意⾒を踏まえ、
避難経路・避難場所や危険箇所等の対策について、
「防災公共推進計画」を⾒直す。

さらに、住⺠の防災意識の向上を図るとともに、地
域住⺠が自主的かつ主体的に参加できる新しい形の防
災訓練を開発し、その普及に努めていく。

県土整備部
危機管理局
農林水産部
市町村

＜福祉施設・学校施設等の安全対策＞
災害危険箇所等に⽴地している福祉施設、学校等の

把握に努め、安全な避難場所や避難経路を定めた避難
計画の作成を促進している。 再

掲

災害危険箇所等に⽴地している施設等については、
安全な避難場所や避難経路を定めた避難計画の作成を
促進していく必要がある。 ○

避難計画の作成を着実に進めるため、県庁関係部局
や市町村等と連携し、適切な研修を実施するなど、施
設管理者の避難計画が具体的に進むよう指導・助言す
る。

危機管理局
県土整備部
健康福祉部
教育庁
総務部
市町村
社会福祉法人等
学校法人等

＜都市公園における防災対策＞
災害発⽣時に避難場所や活動拠点として活用される

都市公園の整備事業（地域防災拠点整備等）を円滑に
進めるため、実施主体である市町村に対し助言等を実
施している。

再
掲

災害発⽣時に避難場所や活動拠点として活用される
都市公園では緊急時に使用可能な非常用発電設備や耐
震性貯水槽が整備されていないことや、地域防災拠点
となる都市公園でも、避難者を受け入れたり災害対策
本部が設置できる部屋等が無いことから、整備を促進
する必要がある。

○

引き続き、市町村に対し必要な助言等を実施しなが
ら、国の交付⾦等を活用し、非常用電源設備、耐震性
貯水槽の整備など都市公園の防災対策を促進する。

県土整備部
市町村

都市公園において、防災機能の向上を
目的とした施設整備（非常用電源設備、
耐震性貯水槽、地域防災拠点等）を
⾏った公園数
0公園【H27】 → 4公園【H32】

【避難⾏動⽀援】
＜避難⾏動要⽀援者名簿の作成＞
災害発⽣時に自ら避難することが困難な方を円滑に

⽀援するため、市町村に対して避難⾏動要⽀援者名簿
の作成等に関する研修や情報提供を実施している。

再
掲

平成28年4月現在、県内40市町村における避難⾏動
要⽀援者名簿の作成は、25市町村にとどまることから、
全ての市町村で作成されるよう、引き続き、研修会の
開催や情報提供等の⽀援を⾏う必要がある。

○
県内全ての市町村で避難⾏動要⽀援者名簿の作成が

終了するよう、引き続き、研修会の開催や情報提供を
実施するとともに、名簿を作成していない市町村に対
しては、個別に、作成に向けた指導・助言等の⽀援を
⾏っていく。

危機管理局
市町村

避難⾏動要⽀援者名簿を作成した市町村
の数
25【H28】 → 40【H29】

＜避難⾏動要⽀援者名簿の活用＞
災害発⽣時の避難⽀援等を実効性あるものとするた

め、地域の特性や実情を踏まえつつ、名簿情報に基づ
き避難⾏動要⽀援者毎の具体的な避難場所や避難経路
等を定めた個別計画の策定について、市町村に対して
策定方法や避難⽀援体制に関する研修の開催や情報提
供を実施している。

再
掲

平成28年4月現在における個別計画の策定は、避難
⾏動要⽀援者名簿を作成している25市町村のうち7市
町村にとどまることから、避難⾏動要⽀援者名簿の作
成とともに個別計画の策定を推進するため、引き続き、
研修会の開催や情報提供を実施する必要がある。

○

県内全市町村で避難⾏動要⽀援者名簿の作成ととも
に個別計画の策定が終了するよう、引き続き、研修会
の開催や情報提供を実施する。

危機管理局
市町村

個別計画を作成した市町村の数
7【H28】 → 40【H32】



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最⼤限図られること
リスクシナリオ 1-2 ⼤規模津波等による多数の死傷者の発⽣

－ 51 － － 52 －

リスクシナリオ 1-2 大規模津波等による多数の死傷者の発⽣

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【消防⼒の強化】
＜消防⼒の強化＞

消防本部は、消防⼒の強化を図るため、国の「消防
⼒の整備指針」に基づき地域の実情を踏まえ消防体制
（施設・人員）の整備を進めている。

また、各消防本部の消防⼒では対応できない⼤規模
災害等に対応するため、県内消防の相互応援体制及び
県を越えた応援体制である緊急消防援助隊を整備して
いる。

再
掲

⼤規模災害等に迅速・的確に対応するため、引き続
き、施設等の整備を進めるとともに、災害発⽣時に他
消防本部との応援・受援及び関係機関との連携等の対
応が円滑に⾏われる必要がある。 ○

国の指針に基づく施設等の整備を進めるとともに、
災害発⽣時に他消防本部との応援・受援及び関係機関
との連携等の対応が円滑に⾏われるよう、訓練を実施
するほか、近年発⽣した事案の教訓を踏まえた対応を
検討する。

危機管理局
市町村

＜消防団の充実＞
市町村では、地域に密着し、災害時に重要な役割を

果たす消防団について、各地域の実情に応じ、消防団
員の確保と装備の充実を図っている。

また、県では、市町村の団員確保活動を⽀援するた
め、県内のイベントや⼤学祭、高校でのＰＲ等、消防
団活動の理解と入団促進を図るための広報活動を実施
しているほか、学⽣消防団活動認証制度や消防団協⼒
事業所表⽰制度の導入、消防団員の処遇改善の検討等
を市町村に働きかけている。

再
掲

近年、消防団員は年々減少しており、平成28年4月
1⽇現在で19,080人となっていることから、市町村で
は、地域の消防⼒を確保するため、消防団員の確保と
装備の充実を図る必要がある。

また、県として、引き続き、効果的な手法を検討し
ながら、市町村の団員確保活動を⽀援するとともに、
市町村に対し、学⽣消防団活動認証制度の導入等を働
きかけていく必要がある。

○

市町村は、引き続き、地域の実情に応じて消防団員
の確保と装備の充実を進める。

また、市町村の消防団員確保活動を⽀援するため、
県として、効果的な手法を検討しながら、広報活動等
を実施するとともに、市町村の学⽣消防団活動認証制
度の導入等を働きかけていく。

危機管理局
市町村

＜消防団員の安全確保＞
津波災害時の消防団員の安全確保のため、海岸を有

する市町村では、退避ルールの確⽴や活動可能時間の
設定等を内容とする「津波災害時の消防団活動・安全
管理マニュアル」を策定するよう、働きかけている。

平成28年11月現在、海岸を有する22市町村におけ
る「津波災害時の消防団活動・安全管理マニュアル」
の策定は21市町村であり、全市町村で策定されるよう
引き続き、助言などを実施する必要がある。

○
全市町村で「津波災害時の消防団活動・安全管理マ

ニュアル」が策定されるよう、助言等を⾏う。 危機管理局
市町村

【防災意識の啓発・地域防災⼒の向上】
＜自主防災組織の設⽴・活性化⽀援＞

災害発⽣時に地域住⺠が自助・共助による救助・救
急活動ができるよう、自主防災組織リーダー研修会、
防災啓発研修等を実施し、自主防災組織の設⽴を促進
している。

再
掲

災害発⽣時の公助による救助・救急活動の絶対的人
員不⾜の際、各地域において地域住⺠が救助・救急活
動を⾏う自主防災組織活動カバー率は46.5％
（H28.4)と全国ワースト2位であり、さらに自主防災
組織を設⽴させる必要がある。

○
自主防災組織の設⽴促進と、既存組織の活動の活発

化に向けて、引き続き、市町村と連携を図りながら、
リーダー研修会や防災啓発研修等の取組を実施する。

危機管理局
市町村

自主防災組織活動カバー率
46.5％【H28】 → 50％以上【H30】

＜防災意識の啓発＞
地域住⺠の防災意識を高めるため、災害等への備え

や避難勧告等が発令された場合の避難について、講
座・講演等を通じて啓発を⾏っている。

再
掲

早期避難の重要性等について十分な浸透が図られて
いないことから、地域住⺠の防災意識の向上に向けて、
より⼀層の取組を実施していく必要がある。

○
各種講演会や出前講座等の場などを活用し、県⺠に

対する防災意識の啓発を図るとともに、防災に対する
関⼼をさらに高めていくため、効果的な普及啓発の在
り方を検討する。

危機管理局
市町村

＜防災訓練の推進＞
地域住⺠の防災意識を高めるとともに、災害発⽣時

における安全かつ迅速な対応が可能となるよう、市町
村が実施する防災訓練に対する⽀援を⾏っている。

また、地域コミュニティの再⽣と地域防災⼒の向上
を図るため、住⺠参加による防災訓練を開発している。

再
掲

市町村単位の防災訓練は、定期的に実施されていな
い地域もあることから、地域住⺠の防災意識を高める
ため、各市町村において地域単位での防災訓練を⾏う
必要がある。

○

市町村においても、地域特性に応じた防災訓練を実
施できるよう、市町村を⽀援し実効性の高い総合防災
訓練を実施していく。

また、地域単位での防災訓練を開発し、その普及に
努めていく。

危機管理局
市町村



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最⼤限図られること
リスクシナリオ 1-3 異常気象等による広域的かつ⻑期的な市街地の浸水や河川の⼤規模氾濫

－ 53 － － 54 －

事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最大限図られること

リスクシナリオ 1-3 異常気象等による広域的かつ⻑期的な市街地の浸⽔や河川の大規模氾濫

※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

広域的かつ⻑期的な市街地等の浸水や河川の⼤規模氾濫による被害の発⽣を防ぐため、河川・ダム施設等の防災
対策を推進するとともに、警戒・避難体制の整備や住⺠の避難場所の確保、救助活動を実施する消防⼒の向上等を
図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【河川改修等の治⽔対策】

＜河川改修等の治⽔対策＞
洪水災害に対する安全度の向上を図るため、国の防

災・安全交付⾦等を活用し、河川改修等の整備を推進
している。

県管理河川全体の要改修延⻑（1,216.5km）に対
する平成27年度末の河川整備率が38.8％と低いこと
から、計画規模降⾬による氾濫から浸水被害を防ぐた
め、河川改修等の対策を進める必要がある。

○
洪水災害に対する安全度の向上を図るため、引き続

き、国の防災・安全交付⾦等を活用し、計画的かつ効
率的に河川改修等を推進する。

県土整備部
市町村

県管理の河川整備率
38.8%【H28.3末】

→ 39.5%【H32.3末】

【河川・ダム施設等の防災対策】

＜河川関連施設の耐震化・⽼朽化対策＞
地震等による堤防やダムの損傷等を防⽌し、津波等

に対する堤防高を確保するため、⽼朽化対策や耐震対
策を推進している。

⼀
部
再
掲

堤防やダム等の河川関連施設の状況を適切に把握す
るとともに、計画的に耐震化・⽼朽化対策を実施して
いく必要がある。

○ 堤防やダム等の河川関連施設について、国の交付⾦
等を活用し、計画的に耐震化・⽼朽化対策等を実施し
ていく。

県土整備部

＜内⽔危険箇所の被害防⽌対策＞
内水による浸水被害の発⽣防⽌と被害軽減を図るた

め、各市町村において、⾬水管渠や排水ポンプ場の整
備を推進している。

市町村における都市浸水対策達成率は37.2%となっ
ていることから、内水による家屋の浸水被害を解消に
向けて市町村の取組を⼀層促進する必要がある。

○ 国の防災・安全交付⾦等を活用して市町村が実施す
る浸水対策事業のより⼀層の促進が図られるよう、引
き続き助言等を実施する。

県土整備部
市町村

都市浸水対策達成率
37.2%【H27】 → 37.9％【H32】

＜農業用ダム・ため池の防災対策＞
将来にわたる農業用防災ダム・ため池の機能発揮に

向けて、⻑寿命化計画の策定を推進している。
市町村及び土地改良区が管理している農業用ダム・

ため池についても、⻑寿命化計画の策定が進むよう、
技術的な⽀援等を実施している。

県管理の農業用防災ダムについては、⽼朽化が進⾏
していることから、計画的に点検・診断を実施し、⻑
寿命化計画を策定する必要がある。

市町村及び土地改良区が管理する農業用ダム・ため
池については、⻑寿命化計画の策定が進んでいないこ
とから、計画策定に向けた⽀援等を継続していく必要
がある。

○

県管理の農業用防災ダムについて、計画的に点検・
診断を実施の上、⻑寿命化計画を策定する。

市町村及び土地改良区が管理する農業用ダム・ため
池に係る⻑寿命化計画の策定に向けて、引き続き技術
的な⽀援等を実施する。

農林水産部
市町村
土地改良区

個別施設ごとの⻑寿命化計画（農業用
ダム）の策定数
0基【H27】

→ 11基（100％）【H32】

個別施設ごとの⻑寿命化計画（農業用
ため池）の策定数
0施設【H27】

→ 140施設（100％）【H32】

＜農業⽔利施設の防災対策・⽼朽化対策＞
集中豪⾬等による災害の未然防⽌と被害の最⼩化を

図るため、頭⾸⼯等の河川⼯作物や農業用排水路の機
能保全に向け、⽼朽化対策等を実施している。

⽼朽化等により本来の機能が失われた河川⼯作物や、
自然的・社会的条件変化により脆弱化した農業用排水
路等があることから、近年のゲリラ豪⾬等の増加も踏
まえ、必要な⽼朽化対策等を推進していく必要がある。

○
市町村等と連携を図りながら、機能が低下した頭⾸

⼯等の河川⼯作物について、撤去も含め必要な対策を
講じるとともに、農業用排水路について、機能不全に
よる被害発⽣の防⽌を図るため、補強・改修等を実施
する。

農林水産部
市町村

＜海岸保全施設の整備＞
波浪・高潮等による浸水被害を防⽌するため、砂浜

の浸⾷対策として海岸保全施設を整備している。
砂浜の侵⾷が進み高潮等による浸水被害のおそれが

増⼤していることから、人⼯リーフ等の海岸保全施設
の整備を進め浸水被害を防ぐ必要がある。

○ 高潮の被害から背後地を守るため、地元自治体や住
⺠の意向を確認しながら、防潮堤等の整備を検討して
いく。

県土整備部
津波・高潮・波浪による災害から⼀定の
水準の安全性が確保されていない地域の
面積
62ha【H27】 → 28ha【H31】

【警戒避難体制の整備】
＜洪⽔ハザードマップの作成＞

洪水発⽣に際し、住⺠等の迅速な避難を確保し、被
害の軽減を図るため、洪水予報河川及び水位周知河川
の沿川市町村の浸水想定区域図を指定・公表しており、
市町村は洪水ハザードマップを作成・公表している。

市町村が作成する洪水ハザードマップは、洪水予報
河川及び水位周知河川に指定した河川について作成済
みであるが、法改正により、近年の集中豪⾬を踏まえ、
想定し得る最⼤規模降⾬に基づき洪水浸水想定区域の
指定・公表を予定していることから、当該区域をもと
にした洪水ハザードマップを作成する必要がある。

○

洪水予報河川及び水位周知河川について、洪水浸水
想定区域を計画的に指定・公表するとともに、市町村
における洪水ハザードマップ修正等の促進に向けて、
助言等を実施する。

県土整備部
市町村

洪水ハザードマップ作成・公表率
100％（26市町村/26市町村）

【〜H24】

＜内⽔ハザードマップの作成＞
内水による浸水発⽣に際し、住⺠等の迅速な避難を

確保し、被害の軽減を図るため、浸水実績がある市町
村において、内水ハザードマップの策定を推進してい
る。

市町村における内水ハザードマップの整備率は
10.0%であり、住⺠の避難体制等を強化し、市街地等
の浸水による水害を未然に防⽌するためには、内水ハ
ザードマップの作成を⼀層推進する必要がある。

○
内水ハザードマップの策定に向け、市町村による国

の防災・安全交付⾦等を活用した内水浸水想定区域図
の作成を促進するため、助言等を実施する。

県土整備部
市町村

内水ハザードマップを作成する必要が
ある20市町村のうち、内水ハザード
マップを作成・公表した市町村の割合
（整備率）
10.0%【H27】 → 100.0％【H33】
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リスクシナリオ 1-3 異常気象等による広域的かつ⻑期的な市街地の浸⽔や河川の大規模氾濫

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

＜高潮浸⽔想定区域の指定＞
高潮発⽣に際し、住⺠等の迅速な避難を確保し、被

害の軽減を図るため、高潮浸水想定区域の指定に取り
組んでいる。

近年、全国各地で多発している、想定を超える浸水
被害に備え、最⼤規模の高潮が発⽣した場合の災害に
対する水防体制の強化が課題となっていることから、
水位周知海岸及び高潮浸水想定区域を指定する必要が
ある。

○
水位周知海岸及び高潮浸水想定区域を指定するため、

必要な調査を実施し、関係機関等と検討を⾏い、関係
市町村と協議の上、指定を進める。

県土整備部
農林水産部

高潮浸水想定区域を指定している市町村
の割合
0％【H27】 → 100％【H33】

＜避難勧告等発令の⽀援＞
洪水発⽣に際し、周辺地域住⺠が迅速な避難を⾏え

るよう、避難勧告等の発令を⾏う市町村に対し、水位
到達情報等を通知している。

水災害に備え出水時に市町村⻑が避難勧告等を発令
するタイミングを的確に判断する必要があることから、
水位到達情報等の通知を適切に⾏っていく必要がある。

○ 洪水予報河川及び水位周知河川の沿川市町村⻑が水
災害に備え、円滑に避難勧告等を発令できるよう洪水
タイムラインの策定やホットラインの構築を進める。

県土整備部
市町村

＜避難勧告等の発令基準の作成＞
市町村から住⺠等へ避難勧告等を迅速・的確に伝達

するため、「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成
ガイドライン」（新ガイドライン）に基づき、災害種
別ごと（水害、土砂災害、高潮災害、津波）の避難勧
告等発令基準を策定するよう市町村に働きかけている。

新ガイドラインに基づく避難勧告等の発令基準につ
いては、平成28年7月現在で、該当する災害の全ての
発令基準を作成している市町村は、12市町村にとど
まっている。

新ガイドラインに基づく発令基準を全ての該当する
市町村で策定するため、引き続き、研修会の開催や情
報提供等の発令基準策定を⽀援する必要がある。

○

該当する全ての市町村で新ガイドラインに基づく避
難勧告等の発令基準の策定が終了するよう、引き続き、
研修会の開催や情報提供を実施するとともに、発令基
準を策定していない市町村に対しては、個別に、策定
に向けた指導・助言を⾏っていく。

危機管理局
市町村

避難勧告発令基準を策定している市町村
の数
水害(河川に係るもの)

13【H28】 → 34【H29】
土砂

15【H28】 → 37【H29】
高潮災害

7【H28】 → 22【H29】
津波

9【H28】 → 22【H29】

＜住⺠等への情報伝達手段の多様化＞
住⺠等へ避難勧告等を迅速・的確に伝達するため、

市町村では防災無線、広報⾞、緊急速報メール等の多
様な伝達手段の確保に努めている。

避難勧告等を迅速・確実に住⺠等に伝達するため、
速報性の高いTV放送、耐災害性が高い防災無線、屋
内外を問わず受信できる緊急速報メール等の様々な伝
達手段を組み合わせる必要がある。

また、全市町村においてＬアラートを導入し、マス
メディアを通じた住⺠への避難勧告等の伝達を⾏って
いるが、市町村における災害時の運用にばらつきがあ
るため、さらに運用を迅速化・確実化していく必要が
ある。

○

市町村に対して、情報伝達手段の多様化を促進する
とともに、避難勧告等を伝達する役割を担うマスメ
ディア、通信事業者と平時からの連携強化に努める。

災害時のＬアラートの運用を確実にするため、定期
的に市町村による訓練等を実施していく。

危機管理局
市町村

＜県・市町村・防災関係機関における情報伝達＞
災害発⽣時に⼀般通信の輻輳に影響されない独自の

通信ネットワークとして、県、市町村、防災関係機関
の間の通信を⾏う防災情報ネットワーク（地上系・衛
星系）を整備している。

また、⼤規模災害発⽣時に防災情報ネットワークが
利用できない場合に備え、県警や電⼒事業者等が保有
する独自の通信網を活用した情報連絡体制を構築して
いる。

県、市町村、防災関係機関の間の通信を確保し、災
害発⽣時の情報伝達を確実に実施するためには、設備
の適切な保守管理と通信を⾏う職員等が防災情報ネッ
トワークの操作等に習熟していく必要がある。

また、防災情報ネットワークが利用できない場合の
非常手段として、県警や電⼒事業者等が保有する独自
の通信網を活用した非常通信の体制強化を図る必要が
ある。

○

災害発⽣時の防災情報システムの運用を万全にする
ため、定期的に保守管理を⾏うとともに、県、市町村、
防災関係機関による情報伝達訓練を計画的に実施する。 危機管理局

市町村

複数の自治体を含んだ防災訓練の実施
回数

非常通信訓練２回
（東北地方１回、全国１回、）

Ｌアラート操作訓練毎月１回）

【避難場所の指定・確保】
＜指定緊急避難場所及び指定避難所の指定＞

災害発⽣時における住⺠等の緊急的な避難場所とな
る指定緊急避難場所と、住⺠・被災者等の滞在場所と
なる指定避難所の確保を図るため、市町村に対して指
定緊急避難場所等の指定に関する研修会の開催や情報
提供を実施している。

再
掲

平成28年７月現在、県内40市町村における指定緊
急避難場所の指定は16市町村、指定避難所の指定は
17市町村にとどまることから、全ての市町村で指定さ
れるよう、引き続き、研修会の開催や情報提供を実施
する必要がある。

○
県内全ての市町村で指定緊急避難場所等の指定が終

了するよう、引き続き、研修会の開催や情報提供を実
施するとともに、指定していない市町村に対しては、
個別に、指定に向けた指導・助言等の⽀援を⾏ってい
く。

危機管理局
県土整備部
市町村

指定緊急避難場所及び指定避難所を指定
した市町村の数
16【H28】 → 40【H29】

＜福祉避難所の指定・協定締結＞
⼀般の避難所では避難⽣活に⽀障が⽣じる方に適切

なケアを⾏う体制が整っている福祉避難所を確保する
ため、市町村における取組を⽀援している。

再
掲

福祉避難所が確保されていない地域があることから、
福祉避難所となりうる社会福祉施設等を運営する事業
者等との協議が進むよう、引き続き、市町村に対して
依頼等を⾏う必要がある。

○
災害発⽣時に円滑な福祉避難所の設置・運営が⾏わ

れるよう、福祉避難所のない市町村の解消に向けて、
災害救助事務等担当者会議の開催等により、市町村の
取組を⽀援する。

健康福祉部
危機管理局
市町村

福祉避難所の指定・協定締結済市町村
の数
35【H28】 → 40【H29】
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リスクシナリオ 1-3 異常気象等による広域的かつ⻑期的な市街地の浸⽔や河川の大規模氾濫

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

＜防災公共の推進＞
災害発⽣時において、集落や沿岸地域の安全な避難

場所と避難経路を確保するため、人命を守ることを最
優先に「孤⽴集落をつくらない」という視点と「逃げ
る」という発想を重視し、危険箇所等の防災対策と危
機管理体制の強化などのハード・ソフト⼀体となった、
本県独自の取り組みである「防災公共」を推進してい
る。

地区毎の取組が掲載された全市町村分の「防災公共
推進計画」を市町村とともに策定し、地域住⺠などが
参加する避難訓練などにより、避難経路・避難場所が
有効に機能するか検証するよう市町村に促している。

再
掲

災害リスクの高い地区において、災害発⽣時に避難
所に通じる避難経路の安全を確保できないおそれがあ
ることから、「防災公共推進計画」に位置付けられた
危険箇所等の防災対策を進めるとともに、危険箇所等
の情報を随時市町村へ提供する必要がある。

また、災害時発⽣時に住⺠が適切な避難場所と避難
経路を認識し速やかな避難を確実に⾏うためには、地
域住⺠などが参加する避難訓練などにより、避難経
路・避難場所が有効に機能するかを市町村が検証する
必要がある。

○

「防災公共推進計画」に位置付けられた危険箇所等
の防災対策を進めるとともに、危険箇所等の情報を随
時市町村へ提供する。

今後、「防災公共推進計画」を、地域の実情に合っ
たより実践的な計画にするため、地域住⺠などが参加
する避難訓練などにより、避難経路・避難場所が有効
に機能するかを検証するよう市町村に促す。その結果、
市町村が⾏った検証や地域の方々からの意⾒を踏まえ、
避難経路・避難場所や危険箇所等の対策について、
「防災公共推進計画」を⾒直す。

さらに、住⺠の防災意識の向上を図るとともに、地
域住⺠が自主的かつ主体的に参加できる新しい形の防
災訓練を開発し、その普及に努めていく。

県土整備部
危機管理局
農林水産部
市町村

＜福祉施設・学校施設等の安全対策＞
災害危険箇所等に⽴地している福祉施設、学校等の

把握に努め、安全な避難場所や避難経路を定めた避難
計画の作成を促進している。 再

掲

災害危険箇所等に⽴地している施設等については、
安全な避難場所や避難経路を定めた避難計画の作成を
促進していく必要がある。 ○

避難計画の作成を着実に進めるため、県庁関係部局
や市町村等と連携し、適切な研修を実施するなど、施
設管理者の避難計画が具体的に進むよう指導・助言す
る。

危機管理局
県土整備部
健康福祉部
教育庁
総務部
市町村
社会福祉法人等
学校法人等

＜都市公園における防災対策＞
災害発⽣時に避難場所や活動拠点として活用される

都市公園の整備事業（地域防災拠点整備等）を円滑に
進めるため、実施主体である市町村に対し助言等を実
施している。

再
掲

災害発⽣時に避難場所や活動拠点として活用される
都市公園では緊急時に使用可能な非常用発電設備や耐
震性貯水槽が整備されていないことや、地域防災拠点
となる都市公園でも、避難者を受け入れたり災害対策
本部が設置できる部屋等が無いことから、整備を促進
する必要がある。

○

引き続き、市町村に対し必要な助言等を実施しなが
ら、国の交付⾦等を活用し、非常用電源設備、耐震性
貯水槽の整備など都市公園の防災対策を促進する。

県土整備部
市町村

都市公園において、防災機能の向上を
目的とした施設整備（非常用電源設備、
耐震性貯水槽、地域防災拠点等）を
⾏った公園数
0公園【H27】 → 4公園【H32】

【避難⾏動⽀援】
＜避難⾏動要⽀援者名簿の作成＞
災害発⽣時に自ら避難することが困難な方を円滑に

⽀援するため、市町村に対して避難⾏動要⽀援者名簿
の作成等に関する研修や情報提供を実施している。

再
掲

平成28年4月現在、県内40市町村における避難⾏動
要⽀援者名簿の作成は、25市町村にとどまることから、
全ての市町村で作成されるよう、引き続き、研修会の
開催や情報提供等の⽀援を⾏う必要がある。

○
県内全ての市町村で避難⾏動要⽀援者名簿の作成が

終了するよう、引き続き、研修会の開催や情報提供を
実施するとともに、名簿を作成していない市町村に対
しては、個別に、作成に向けた指導・助言等の⽀援を
⾏っていく。

危機管理局
市町村

避難⾏動要⽀援者名簿を作成した市町村
の数
25【H28】 → 40【H29】

＜避難⾏動要⽀援者名簿の活用＞
災害発⽣時の避難⽀援等を実効性あるものとするた

め、地域の特性や実情を踏まえつつ、名簿情報に基づ
き避難⾏動要⽀援者毎の具体的な避難場所や避難経路
等を定めた個別計画の策定について、市町村に対して
策定方法や避難⽀援体制に関する研修の開催や情報提
供を実施している。

再
掲

平成28年4月現在における個別計画の策定は、避難
⾏動要⽀援者名簿を作成している25市町村のうち7市
町村にとどまることから、避難⾏動要⽀援者名簿の作
成とともに個別計画の策定を推進するため、引き続き、
研修会の開催や情報提供を実施する必要がある。

○

県内全市町村で避難⾏動要⽀援者名簿の作成ととも
に個別計画の策定が終了するよう、引き続き、研修会
の開催や情報提供を実施する。

危機管理局
市町村

個別計画を作成した市町村の数
7【H28】 → 40【H32】
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リスクシナリオ 1-3 異常気象等による広域的かつ⻑期的な市街地の浸水や河川の⼤規模氾濫

－ 59 － － 60 －

リスクシナリオ 1-3 異常気象等による広域的かつ⻑期的な市街地の浸⽔や河川の大規模氾濫

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【消防⼒の強化】
＜消防⼒の強化＞

消防本部は、消防⼒の強化を図るため、国の「消防
⼒の整備指針」に基づき地域の実情を踏まえ消防体制
（施設・人員）の整備を進めている。

また、各消防本部の消防⼒では対応できない⼤規模
災害等に対応するため、県内消防の相互応援体制及び
県を越えた応援体制である緊急消防援助隊を整備して
いる。

再
掲

⼤規模災害等に迅速・的確に対応するため、引き続
き、施設等の整備を進めるとともに、災害発⽣時に他
消防本部との応援・受援及び関係機関との連携等の対
応が円滑に⾏われる必要がある。 ○

国の指針に基づく施設等の整備を進めるとともに、
災害発⽣時に他消防本部との応援・受援及び関係機関
との連携等の対応が円滑に⾏われるよう、訓練を実施
するほか、近年発⽣した事案の教訓を踏まえた対応を
検討する。

危機管理局
市町村

＜消防団の充実＞
市町村では、地域に密着し、災害時に重要な役割を

果たす消防団について、各地域の実情に応じ、消防団
員の確保と装備の充実を図っている。

また、県では、市町村の団員確保活動を⽀援するた
め、県内のイベントや⼤学祭、高校でのＰＲ等、消防
団活動の理解と入団促進を図るための広報活動を実施
しているほか、学⽣消防団活動認証制度や消防団協⼒
事業所表⽰制度の導入、消防団員の処遇改善の検討等
を市町村に働きかけている。

再
掲

近年、消防団員は年々減少しており、平成28年4月
1⽇現在で19,080人となっていることから、市町村で
は、地域の消防⼒を確保するため、消防団員の確保と
装備の充実を図る必要がある。

また、県として、引き続き、効果的な手法を検討し
ながら、市町村の団員確保活動を⽀援するとともに、
市町村に対し、学⽣消防団活動認証制度の導入等を働
きかけていく必要がある。

○

市町村は、引き続き、地域の実情に応じて消防団員
の確保と装備の充実を進める。

また、市町村の消防団員確保活動を⽀援するため、
県として、効果的な手法を検討しながら、広報活動等
を実施するとともに、市町村の学⽣消防団活動認証制
度の導入等を働きかけていく。

危機管理局
市町村

【防災意識の啓発・地域防災⼒の向上】
＜⽔防災意識社会再構築ビジョンの取組＞

岩木川等の⼀級水系において、堤防の決壊や越水等
による⼤規模な被害に備え、従来のハード対策に加え、
避難⾏動・水防活動や「洪水お知らせメール」サービ
スなど災害情報等のソフト対策を⼀体的・計画的に取
り組むため、河川管理者である国・県と、流域沿川市
町村・関係機関が連携して「減災対策協議会」を設⽴
し、対策を推進している。

⼀級河川においては、「水防災意識社会再構築ビ
ジョン」の取組により、減災対策協議会を設⽴し、氾
濫被害の最⼩化を目指す対策を進めていることから、
この取組を県が管理する二級河川に拡⼤する必要があ
る。

○

堤防の決壊や越水等に伴う⼤規模な被害に備え、
ハード・ソフト対策を⼀体的、計画的に進めるため、
「水防災意識社会再構築ビジョン」の取組を県が管理
する二級河川に拡⼤し、新たに「減災対策協議会」を
設⽴して対策を推進する。

国
県土整備部
危機管理局
市町村

設⽴する減災対策協議会数
0協議会【H28】

→ ４協議会【H29】100％

＜防災意識の啓発＞
地域住⺠の防災意識を高めるため、災害等への備え

や避難勧告等が発令された場合の避難について、講
座・講演等を通じて啓発を⾏っている。

再
掲

早期避難の重要性等について十分な浸透が図られて
いないことから、地域住⺠の防災意識の向上に向けて、
より⼀層の取組を実施していく必要がある。

○
各種講演会や出前講座等の場などを活用し、県⺠に

対する防災意識の啓発を図るとともに、防災に対する
関⼼をさらに高めていくため、効果的な普及啓発の在
り方を検討する。

危機管理局
市町村



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策
事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最⼤限図られること

リスクシナリオ 1-4 火⼭噴火や土砂災害等による多数の死傷者の発⽣のみならず、後年度にわたり県土の脆弱性が
高まる事態

－ 61 － － 62 －

事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最大限図られること

リスクシナリオ 1-4 ⽕⼭噴⽕や⼟砂災害等による多数の死傷者の発⽣のみならず、後年度にわたり県⼟の
脆弱性が高まる事態

※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

火⼭噴火や土砂災害等による多数の死傷者の発⽣及び県土の脆弱性が高まる事態を防ぐため、警戒避難体制の
整備や住⺠の防災意識の醸成、登⼭者等の安全対策等を推進するとともに、土砂災害対策施設の整備や⽼朽化
対策の推進等を図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【警戒避難体制の整備（⼟砂災害）】

＜⼟砂災害ハザードマップの作成・公表＞
土砂災害の発⽣に際し、土砂災害警戒区域の周辺住

⺠の円滑な警戒避難を確保するため、市町村において
土砂災害ハザードマップを作成・公表している。

土砂災害ハザードマップは全ての市町村において作
成されているが、平時から、災害発⽣時における警戒
避難につながる態勢を構築する必要があることから、
土砂災害警戒区域や避難場所等を住⺠に周知する必要
がある。

○
引き続き、市町村における土砂災害ハザードマップ

の修正等について助言等を⾏うとともに、住⺠に対す
る土砂災害警戒区域や避難場所等の周知を促進する。

県土整備部
市町村

土砂災害ハザードマップ作成・公表率
100%（36市町村/36市町村）

【〜H25】

＜避難勧告等発令及び自主避難のための情報提供＞
土砂災害に関して、市町村⻑が的確に避難勧告等の

発令を⾏うことができるよう、また、住⺠が自主避難
できるよう、判断材料となる情報を市町村と住⺠へ提
供している。

土砂災害に関して、市町村⻑は避難勧告等を発令す
るタイミングや対象地域の的確な判断、また、住⺠は
的確な自主避難の判断を求められていることから、そ
の判断材料として土砂災害警戒情報や土砂災害警戒判
定メッシュ情報等を提供する必要がある。

○

気象庁と協⼒しながら土砂災害警戒情報の精度を高
めていくとともに、市町村⻑が避難勧告等の対象地域
を今以上に判断し易いよう、また、住⺠が自主避難を
容易に判断できるよう、土砂災害警戒情報メール通知
サービスに加え、より分かりやすい土砂災害警戒判定
メッシュ情報等を提供するなど、情報提供の充実を図
る。

国
県土整備部
市町村

【⼟砂災害対策施設の整備・⽼朽化対策】
＜砂防関係施設の整備＞

土砂災害に対し安全安⼼な県⺠⽣活を確保するため、
砂防堰堤等の土砂災害対策を実施している。

土砂災害危険箇所整備率が約3割と低いことから、
砂防関係施設の整備を進める必要がある。 ○

災害履歴のある箇所のほか、避難所、防災拠点、要
配慮者利用施設が⽴地する箇所などを対象として、国
の防災・安全交付⾦等を活用し、砂防関係施設の整備
を推進する。

県土整備部
土砂災害危険箇所整備率
（要対策箇所1,514箇所)
31.6%【H25】 → 33.1%【H30】

＜砂防関係施設の⽼朽化対策＞
土砂災害を防⽌する砂防関係施設の機能及び性能を

⻑期にわたり維持・確保するため、⻑寿命化計画を策
定している。

既存砂防関係施設の中には、施⼯後⻑期間経過し、
その機能及び性能が低下したものがあることから、計
画的に点検・評価を実施し、⻑寿命化計画を策定する
必要がある。

○
砂防関係施設⻑寿命化計画に基づき、国の防災・安

全交付⾦等を活用しながら、施設の機能及び性能を維
持・確保する。

県土整備部 ⻘森県砂防関係施設⻑寿命化計画策定率
0%【H28】 → 100%【H30】

【農⼭村地域における防災対策】
＜農⼭村地域における防災対策＞

農⼭村地域における土砂崩れ・土⽯流・地すべりか
ら地域住⺠の人命や財産、農地等を守るため治⼭施設
や地すべり防⽌施設等を整備している。

ダムや水⽥などの⾬水の貯留機能を発揮させ、洪水
を防⽌するため、農業水利施設や農地の整備を推進し
ている。

治⼭施設や地すべり防⽌施設等については、定期的
に点検診断を実施し、⻑寿命化計画の策定を進めると
ともに、引き続き必要に応じて整備を進める必要があ
る。

洪水防⽌や土砂崩壊防⽌機能など農業・農村の有す
る多面的機能を維持・発揮するため、地域や施設の状
況を踏まえ、農地や農業水利施設等の⽣産基盤整備を
着実に推進する必要がある。

○

荒廃地(荒廃するおそれのある場所を含む)の早期復
旧のため、治⼭施設等を整備すると共に、現在の施設
の状況を踏まえ、必要に応じて⽼朽化対策を実施する。

ダムや水⽥などの⾬水の貯留機能を発揮できるよう、
農業用ダムの維持管理を適切に実施するとともに、必
要に応じて水⽥の区画整理など、農業農村整備事業を
実施する。

農林水産部
市町村

個別施設ごとの⻑寿命化計画（地すべり
防⽌施設）の策定数
0施設【H27】 → 10施設【H32】

＜農業用ダム・ため池の防災対策＞
将来にわたる農業用防災ダム・ため池の機能発揮に

向けて、⻑寿命化計画の策定を推進している。
市町村及び土地改良区が管理している農業用ダム・

ため池についても、⻑寿命化計画の策定が進むよう、
技術的な⽀援等を実施している。

再
掲

県管理の農業用防災ダムについては、⽼朽化が進⾏
していることから、計画的に点検・診断を実施し、⻑
寿命化計画を策定する必要がある。

市町村及び土地改良区が管理する農業用ダム・ため
池については、⻑寿命化計画の策定が進んでいないこ
とから、計画策定に向けた⽀援等を継続していく必要
がある。

○

県管理の農業用防災ダムについて、計画的に点検・
診断を実施の上、⻑寿命化計画を策定する。

市町村及び土地改良区が管理する農業用ダム・ため
池に係る⻑寿命化計画の策定に向けて、引き続き技術
的な⽀援等を実施する。

農林水産部
市町村
土地改良区

個別施設ごとの⻑寿命化計画（農業用
ダム）の策定数
0基【H27】

→ 11基（100％）【H32】

個別施設ごとの⻑寿命化計画（農業用
ため池）の策定数
0施設【H27】

→ 140施設（100％）【H32】



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策
事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最⼤限図られること

リスクシナリオ 1-4 火⼭噴火や土砂災害等による多数の死傷者の発⽣のみならず、後年度にわたり県土の脆弱性が
高まる事態

－ 63 － － 64 －

リスクシナリオ 1-4 ⽕⼭噴⽕や⼟砂災害等による多数の死傷者の発⽣のみならず、後年度にわたり県⼟の
脆弱性が高まる事態

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【警戒避難体制の整備（⽕⼭噴⽕）】
＜岩木⼭の警戒避難体制の整備＞
平成21年7月に常時観測火⼭に選定された岩木⼭に

ついて、 警戒避難体制を整備するため、平成26年11
月に設置した岩木⼭火⼭防災協議会において、噴火シ
ナリオ、火⼭ハザードマップに基づき避難計画の作成
を検討している。

また、平成28年7月に噴火警戒レベルが気象庁によ
り導入されている。

噴火シナリオ、火⼭ハザードマップ、具体的な防災
対応を作成しているほか、噴火警戒レベルが導入され
ているが、さらに警戒避難体制を整備するため、住⺠、
登⼭者、観光客等を対象とした避難計画を策定する必
要がある。

○

火⼭防災協議会において避難計画を検討し、市町村
と連携し、防災対策の強化を図って⾏く。

危機管理局
環境⽣活部
農林水産部
県土整備部
観光国際戦略局
国
市町村

＜八甲田⼭の警戒避難体制の整備＞
平成28年12月に常時観測火⼭に追加された⼋甲⽥⼭

について、警戒避難体制を整備するため、平成25年9
月に設置した⼋甲⽥⼭火⼭防災協議会において、噴火
シナリオ、火⼭ハザードマップを作成している。

噴火シナリオ、火⼭ハザードマップ、具体的な防災
対応を作成しているが、さらに警戒避難体制を整備す
るため、噴火警戒レベルの導入とともに住⺠、登⼭者、
観光客等を対象とした避難計画を策定する必要がある。

○

火⼭防災協議会において、噴火警戒レベルの導入に
向けた検討とともに避難計画を検討し、市町村と連携
し、防災対策の強化を図って⾏く。

危機管理局
環境⽣活部
農林水産部
県土整備部
観光国際戦略局
国
市町村

＜十和田の警戒避難体制の整備＞
平成28年12月に常時観測火⼭に追加された十和⽥に

ついて、警戒避難体制を整備するため、平成28年3月
に設置した十和⽥火⼭防災協議会において、噴火シナ
リオ、火⼭ハザードマップの作成を進めている。

警戒避難体制を整備するため、その前提となる噴火
シナリオ、火⼭ハザードマップの作成が必要である。

○

作成を進めている噴火シナリオ、ハザードマップを
踏まえ、具体的な防災対応等について検討し、市町村
と連携し、防災対策の強化を図って⾏く。

危機管理局
環境⽣活部
農林水産部
県土整備部
観光国際戦略局
国
市町村

＜⽕⼭の警戒体制の強化＞
火⼭噴火時の土砂災害対策のため、火⼭噴火緊急減

災対策事業を推進している。
（岩木⼭、⼋甲⽥⼭、十和⽥）

火⼭噴火活動時の土砂災害対策について、ハード・
ソフト両面の対策が不備であることから、砂防部局と
して⾏動計画（タイムライン）を策定する必要がある。 ○

火⼭噴火活動時の土砂災害対策として実施する仮設
砂防堰堤等の緊急ハード対策や警戒避難対策用の監視
観測装置等の緊急ソフト対策、さらにこれらの対策を
迅速に実施できるよう平常時から⾏う準備事項をとり
まとめた「火⼭噴火緊急減災対策砂防計画（⾏動計画
含む）」を策定する。

国
県土整備部

【登⼭者等の安全対策】
＜登⼭者等の安全対策＞

住⺠、登⼭者、観光客等が噴火の規模等に応じた適
切な防災対応をとることができるよう、防災⾏政無線
や緊急速報メール等を活用し、情報提供するとともに、
噴火警戒レベル等に応じた登⼭道や道路の通⾏規制を
⾏うなど、登⼭者等の安全対策を講じることとしてい
る。

登⼭道では、緊急速報メール等を活用した情報伝達
の範囲が限定されるため、情報伝達手段の多様化を図
る必要がある。

また、噴火警戒レベルに応じた登⼭者等の安全を確
保するため、噴火シナリオ等をもとに安全対策を図る
必要がある。

○

登⼭客等に対する情報伝達は、⼭⼩屋等で規制情報
を確実に伝達する体制を整備するとともに、緊急速報
メール等による確実な情報伝達方法を検討する。

また、噴火シナリオ等の検討結果を踏まえ、⼭⼩屋
の機能強化や退避舎等の必要性について検討する。

危機管理局

＜情報通信利用環境の強化＞
携帯電話等の無線通信の利用可能な地域の拡⼤を図

るため、国の補助制度を活用し、市町村による無線通
信用施設・設備の整備を⽀援している。

外国人を含む観光客に対する情報通信利用環境を整
備するため、県が管理する観光施設のＷｉ－Ｆｉ利用
環境の整備を⾏うとともに、県内宿泊事業者及び交通
事業者が⾏うＷｉ－Ｆｉ利用環境整備等の取組に係る
経費の⼀部⽀援を実施している。

災害発⽣時には、通信環境が確保できない地域の発
⽣も予想されることから、無線通信利用範囲の拡⼤を
図るとともに、通信事業者との連携体制を構築する必
要がある。

依然として、宿泊施設や交通機関でＷｉ－Ｆｉ利用
環境が不十分なところが⾒受けられるため、宿泊事業
者や交通事業者の取組を促進するとともに、外国語に
よる情報発信の充実を図る必要がある。

○

災害発⽣時における情報通信利用環境の確保に向け
て、市町村・⺠間事業者との連携を図りながら、引き
続き無線通信利用範囲の拡⼤を促進する。

外国人観光客が安⼼して本県を旅⾏できるようにす
るため、県が管理する観光施設のＷｉ－Ｆｉ利用環境
を充実させるとともに、宿泊事業者等が⾏うＷｉ－Ｆ
ｉ利用環境整備等の取組に係る⼀部⽀援をするなど、
受入環境の改善を図る。

企画政策部
観光国際戦略局
危機管理局
市町村
⺠間事業者

【避難場所の指定・確保】
＜指定緊急避難場所及び指定避難所の指定＞

災害発⽣時における住⺠等の緊急的な避難場所とな
る指定緊急避難場所と、住⺠・被災者等の滞在場所と
なる指定避難所の確保を図るため、市町村に対して指
定緊急避難場所等の指定に関する研修会の開催や情報
提供を実施している。

再
掲

平成28年7月現在、県内40市町村における指定緊急
避難場所の指定は16市町村、指定避難所の指定は17
市町村にとどまることから、全ての市町村で指定され
るよう、引き続き、研修会の開催や情報提供を実施す
る必要がある。

○
県内全ての市町村で指定緊急避難場所等の指定が終

了するよう、引き続き、研修会の開催や情報提供を実
施するとともに、指定していない市町村に対しては、
個別に、指定に向けた指導・助言等の⽀援を⾏ってい
く。

危機管理局
県土整備部
市町村

指定緊急避難場所及び指定避難所を指定
した市町村の数
16【H28】 → 40【H29】



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策
事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最⼤限図られること

リスクシナリオ 1-4 火⼭噴火や土砂災害等による多数の死傷者の発⽣のみならず、後年度にわたり県土の脆弱性が
高まる事態

－ 65 － － 66 －

リスクシナリオ 1-4 ⽕⼭噴⽕や⼟砂災害等による多数の死傷者の発⽣のみならず、後年度にわたり県⼟の
脆弱性が高まる事態

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

＜福祉避難所の指定・協定締結＞
⼀般の避難所では避難⽣活に⽀障が⽣じる方に適切

なケアを⾏う体制が整っている福祉避難所を確保する
ため、市町村における取組を⽀援している。

再
掲

福祉避難所が確保されていない地域があることから、
福祉避難所となりうる社会福祉施設等を運営する事業
者等との協議が進むよう、引き続き、市町村に対して
依頼等を⾏う必要がある。

○
災害発⽣時に円滑な福祉避難所の設置・運営が⾏わ

れるよう、福祉避難所のない市町村の解消に向けて、
災害救助事務等担当者会議の開催等により、市町村の
取組を⽀援する。

健康福祉部
危機管理局
市町村

福祉避難所の指定・協定締結済市町村
の数
35【H28】 → 40【H29】

＜防災公共の推進＞
災害発⽣時において、集落や沿岸地域の安全な避難

場所と避難経路を確保するため、人命を守ることを最
優先に「孤⽴集落をつくらない」という視点と「逃げ
る」という発想を重視し、危険箇所等の防災対策と危
機管理体制の強化などのハード・ソフト⼀体となった、
本県独自の取り組みである「防災公共」を推進してい
る。

地区毎の取組が掲載された全市町村分の「防災公共
推進計画」を市町村とともに策定し、地域住⺠などが
参加する避難訓練などにより、避難経路・避難場所が
有効に機能するか検証するよう市町村に促している。

再
掲

災害リスクの高い地区において、災害発⽣時に避難
所に通じる避難経路の安全を確保できないおそれがあ
ることから、「防災公共推進計画」に位置付けられた
危険箇所等の防災対策を進めるとともに、危険箇所等
の情報を随時市町村へ提供する必要がある。

また、災害時発⽣時に住⺠が適切な避難場所と避難
経路を認識し速やかな避難を確実に⾏うためには、地
域住⺠などが参加する避難訓練などにより、避難経
路・避難場所が有効に機能するかを市町村が検証する
必要がある。

○

「防災公共推進計画」に位置付けられた危険箇所等
の防災対策を進めるとともに、危険箇所等の情報を随
時市町村へ提供する。

今後、「防災公共推進計画」を、地域の実情に合っ
たより実践的な計画にするため、地域住⺠などが参加
する避難訓練などにより、避難経路・避難場所が有効
に機能するかを検証するよう市町村に促す。その結果、
市町村が⾏った検証や地域の方々からの意⾒を踏まえ、
避難経路・避難場所や危険箇所等の対策について、
「防災公共推進計画」を⾒直す。

さらに、住⺠の防災意識の向上を図るとともに、地
域住⺠が自主的かつ主体的に参加できる新しい形の防
災訓練を開発し、その普及に努めていく。

県土整備部
危機管理局
農林水産部
市町村

＜福祉施設・学校施設等の安全対策＞
災害危険箇所等に⽴地している福祉施設、学校等の

把握に努め、安全な避難場所や避難経路を定めた避難
計画の作成を促進している。 再

掲

災害危険箇所等に⽴地している施設等については、
安全な避難場所や避難経路を定めた避難計画の作成を
促進していく必要がある。 ○

避難計画の作成を着実に進めるため、県庁関係部局
や市町村等と連携し、適切な研修を実施するなど、施
設管理者の避難計画が具体的に進むよう指導・助言す
る。

危機管理局
県土整備部
健康福祉部
教育庁
総務部
市町村
社会福祉法人等
学校法人等

＜都市公園における防災対策＞
災害発⽣時に避難場所や活動拠点として活用される

都市公園の整備事業（地域防災拠点整備等）を円滑に
進めるため、実施主体である市町村に対し助言等を実
施している。

再
掲

災害発⽣時に避難場所や活動拠点として活用される
都市公園では緊急時に使用可能な非常用発電設備や耐
震性貯水槽が整備されていないことや、地域防災拠点
となる都市公園でも、避難者を受け入れたり災害対策
本部が設置できる部屋等が無いことから、整備を促進
する必要がある。

○

引き続き、市町村に対し必要な助言等を実施しなが
ら、国の交付⾦等を活用し、非常用電源設備、耐震性
貯水槽の整備など都市公園の防災対策を促進する。

県土整備部
市町村

都市公園において、防災機能の向上を
目的とした施設整備（非常用電源設備、
耐震性貯水槽、地域防災拠点等）を
⾏った公園数
0公園【H27】 → 4公園【H32】

【避難⾏動⽀援】
＜避難⾏動要⽀援者名簿の作成＞
災害発⽣時に自ら避難することが困難な方を円滑に

⽀援するため、市町村に対して避難⾏動要⽀援者名簿
の作成等に関する研修や情報提供を実施している。

再
掲

平成28年4月現在、県内40市町村における避難⾏動
要⽀援者名簿の作成は、25市町村にとどまることから、
全ての市町村で作成されるよう、引き続き、研修会の
開催や情報提供等の⽀援を⾏う必要がある。

○
県内全ての市町村で避難⾏動要⽀援者名簿の作成が

終了するよう、引き続き、研修会の開催や情報提供を
実施するとともに、名簿を作成していない市町村に対
しては、個別に、作成に向けた指導・助言等の⽀援を
⾏っていく。

危機管理局
市町村

避難⾏動要⽀援者名簿を作成した市町村
の数
25【H28】 → 40【H29】

＜避難⾏動要⽀援者名簿の活用＞
災害発⽣時の避難⽀援等を実効性あるものとするた

め、地域の特性や実情を踏まえつつ、名簿情報に基づ
き避難⾏動要⽀援者毎の具体的な避難場所や避難経路
等を定めた個別計画の策定について、市町村に対して
策定方法や避難⽀援体制に関する研修の開催や情報提
供を実施している。

再
掲

平成28年4月現在における個別計画の策定は、避難
⾏動要⽀援者名簿を作成している25市町村のうち7市
町村にとどまることから、避難⾏動要⽀援者名簿の作
成とともに個別計画の策定を推進するため、引き続き、
研修会の開催や情報提供を実施する必要がある。

○

県内全市町村で避難⾏動要⽀援者名簿の作成ととも
に個別計画の策定が終了するよう、引き続き、研修会
の開催や情報提供を実施する。

危機管理局
市町村

個別計画を作成した市町村の数
7【H28】 → 40【H32】



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策
事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最⼤限図られること

リスクシナリオ 1-4 火⼭噴火や土砂災害等による多数の死傷者の発⽣のみならず、後年度にわたり県土の脆弱性が
高まる事態

－ 67 － － 68 －

リスクシナリオ 1-4 ⽕⼭噴⽕や⼟砂災害等による多数の死傷者の発⽣のみならず、後年度にわたり県⼟の
脆弱性が高まる事態

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【消防⼒の強化】
＜消防⼒の強化＞

消防本部は、消防⼒の強化を図るため、国の「消防
⼒の整備指針」に基づき地域の実情を踏まえ消防体制
（施設・人員）の整備を進めている。

また、各消防本部の消防⼒では対応できない⼤規模
災害等に対応するため、県内消防の相互応援体制及び
県を越えた応援体制である緊急消防援助隊を整備して
いる。

再
掲

⼤規模災害等に迅速・的確に対応するため、引き続
き、施設等の整備を進めるとともに、災害発⽣時に他
消防本部との応援・受援及び関係機関との連携等の対
応が円滑に⾏われる必要がある。 ○

国の指針に基づく施設等の整備を進めるとともに、
災害発⽣時に他消防本部との応援・受援及び関係機関
との連携等の対応が円滑に⾏われるよう、訓練を実施
するほか、近年発⽣した事案の教訓を踏まえた対応を
検討する。

危機管理局
市町村

＜消防団の充実＞
市町村では、地域に密着し、災害時に重要な役割を

果たす消防団について、各地域の実情に応じ、消防団
員の確保と装備の充実を図っている。

また、県では、市町村の団員確保活動を⽀援するた
め、県内のイベントや⼤学祭、高校でのＰＲ等、消防
団活動の理解と入団促進を図るための広報活動を実施
しているほか、学⽣消防団活動認証制度や消防団協⼒
事業所表⽰制度の導入、消防団員の処遇改善の検討等
を市町村に働きかけている。

再
掲

近年、消防団員は年々減少しており、平成28年4月
1⽇現在で19,080人となっていることから、市町村で
は、地域の消防⼒を確保するため、消防団員の確保と
装備の充実を図る必要がある。

また、県として、引き続き、効果的な手法を検討し
ながら、市町村の団員確保活動を⽀援するとともに、
市町村に対し、学⽣消防団活動認証制度の導入等を働
きかけていく必要がある。

○

市町村は、引き続き、地域の実情に応じて消防団員
の確保と装備の充実を進める。

また、市町村の消防団員確保活動を⽀援するため、
県として、効果的な手法を検討しながら、広報活動等
を実施するとともに、市町村の学⽣消防団活動認証制
度の導入等を働きかけていく。

危機管理局
市町村

【防災意識の啓発・地域防災⼒の向上】
＜⼟砂災害に対する防災意識の啓発＞

土砂災害に対する地域住⺠の防災意識の向上を図る
ため、市町村と連携を図りながら、土砂災害警戒区域
等の周知を図るとともに、防災教室の開催やハザード
マップに基づく避難訓練等を実施している。

土砂災害の危険地区が周知されていないなど、土砂
災害に対する防災意識が十分に浸透していないことか
ら、普及啓発活動を継続・強化していく必要がある。

○
土砂災害に対する地域住⺠の防災意識のより⼀層の

向上に向けて、市町村と連携を図りながら、引き続き、
普及啓発活動の充実に取り組む。

危機管理局
県土整備部
農林水産部
市町村

川の防災安全教室開催校数
7校【H26〜28】

雪崩防災教室開催校数
19校【H8〜28】

＜⽕⼭に対する防災意識の啓発＞
火⼭に対する住⺠や登⼭者等の防災意識の向上を図

るため、関係機関からなる火⼭防災協議会において、
火⼭現象による影響範囲や避難場所の位置等を⽰した
「火⼭防災マップ」の作成に必要な検討を⾏っている。

近年は県内における火⼭噴火の実績が無く、地震、
津波、水害に比べて、火⼭に対する防災意識が低い状
況にあることから、市町村も含めた防災普及体制を構
築の上、住⺠や登⼭者等に対する普及啓発を実施して
いく必要がある。

○
火⼭に対する防災意識の向上に向けて、市町村職員

等の火⼭防災知識の習得を促進するとともに、避難⾏
動に有効な情報を掲載した火⼭防災マップ等を活用し、
住⺠や登⼭者等に防災情報を周知する。

危機管理局
県土整備部
観光国際戦略局
市町村

＜自主防災組織の設⽴・活性化⽀援＞
災害発⽣時に地域住⺠が自助・共助による救助・救

急活動ができるよう、自主防災組織リーダー研修会、
防災啓発研修等を実施し、自主防災組織の設⽴を促進
している。

再
掲

災害発⽣時の公助による救助・救急活動の絶対的人
員不⾜の際、各地域において地域住⺠が救助・救急活
動を⾏う自主防災組織活動カバー率は46.5％
（H28.4)と全国ワースト2位であり、さらに自主防災
組織を設⽴させる必要がある。

○
自主防災組織の設⽴促進と、既存組織の活動の活発

化に向けて、引き続き、市町村と連携を図りながら、
リーダー研修会や防災啓発研修等の取組を実施する。

危機管理局
市町村

自主防災組織活動カバー率
46.5％【H28】 → 50％以上【H30】



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最⼤限図られること
リスクシナリオ 1-5 暴風雪や豪雪による重⼤事故や交通途絶等に伴う多数の死傷者の発⽣

－ 69 － － 70 －

事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最大限図られること

リスクシナリオ 1-5 暴風雪や豪雪による重大事故や交通途絶等に伴う多数の死傷者の発⽣

※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

暴風雪や豪雪による重⼤事故や交通途絶等に伴う多数の死傷者の発⽣を防ぐため、道路交通の確保に向けた防雪
施設の整備や除排雪体制の強化を推進するとともに、代替交通手段の確保や住⺠の防災意識の醸成等を図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【防雪施設の整備】
＜防雪施設の整備＞

冬期間の安全な道路交通等を確保するため、防雪柵
や雪崩防⽌柵等の防雪施設の整備を推進している。

新たに防雪施設を整備するべき箇所、⽼朽化が進み
再整備するべき施設や、なだれ防⽌保安林等を新たに
指定するべき地域が⽣じる場合もあることから、風雪
により道路等の状況が悪化する箇所を把握し、防雪柵、
雪崩防⽌柵などの防雪施設の整備を進める必要がある。

○
冬期間の安全な道路交通確保等に向けて、市町村と

連携を図りながら、雪害対策が必要な箇所を把握し、
防雪柵や雪崩防⽌柵等の防雪施設の整備や⽼朽化対策
を実施する。

県土整備部
農林水産部
市町村

【道路交通の確保】

＜除排雪体制の強化＞
降雪等による道路交通の阻害を解消するため、社会

の動向や地域の特性を考慮した効率的な除排雪を実施
している。

近年の局地的な豪雪・暴風雪による交通障害等に対
応する必要があることから、国・県・市町村との連携
強化や相互⽀援体制を構築する必要がある。

○ 近年の局地的な豪雪・暴風雪による交通障害等に対
応するため、国・県・市町村との連携強化や相互⽀援
体制の構築に取り組む。

国
県土整備部
市町村

＜⽴往⽣⾞両の未然防⽌＞
豪雪時等の異常気象による⽴往⽣⾞両の発⽣を未然

に防⽌するため、事前通⾏⽌めを適切に⾏うほか、⽴
往⽣⾞両が発⽣した際に速やかに道路交通を確保する
ため、災害対策基本法に基づく⾞両移動等について検
討している。

なお、平成24年2月に暴風雪による⾞両の⽴往⽣が
発⽣した国道279号では、再発防⽌に向けて、関係機
関との連携強化や緊急時の体制構築を図るとともに、
対応訓練を実施している。

災害対策基本法に基づく道路区間指定を⾏うための
手順や⾞両の移動方法が煩雑かつ関係者が多岐にわた
るため、関係者間で十分に確認、調整を⾏う必要があ
る。 ○

災害対策基本法に基づく道路区間指定を⾏うための
手順や⾞両の移動方法に関する知識を習得するため、
訓練の実施や運用方針の検討を⾏う。

県土整備部

【代替交通手段の確保】

＜代替交通手段の確保＞
災害発⽣時等に道路が通⾏困難となった場合の代替

交通手段確保のため、ＪＲ、⺠営鉄道事業者及び航路
運航事業者と情報共有を図っている。

また、離島航路について、地元市村が⾏う航路運航
事業者の⽋損に対する⽀援に対し、補助を⾏っている。

災害発⽣時等に道路が通⾏困難となった場合に円滑
に代替交通手段が確保されるよう、引き続き、ＪＲ、
⺠営鉄道事業者及び航路運航事業者と情報共有を図る
必要がある。

また、引き続き離島航路運航事業者や地元市村と連
携を図る必要がある。

災害発⽣時等に道路が通⾏困難となった場合に円滑
に代替交通手段が確保されるよう、引き続き、ＪＲ、
⺠営鉄道事業者及び航路運航事業者と⼀層の情報共有
を図っていく。

また、引き続き離島航路運航事業者や地元市村と連
携を図っていく。

企画政策部
市町村

【情報通信の確保】

＜情報通信利用環境の強化＞
携帯電話等の無線通信の利用可能な地域の拡⼤を図

るため、国の補助制度を活用し、市町村による無線通
信用施設・設備の整備を⽀援している。

外国人を含む観光客に対する情報通信利用環境を整
備するため、県が管理する観光施設のＷｉ－Ｆｉ利用
環境の整備を⾏うとともに、県内宿泊事業者及び交通
事業者が⾏うＷｉ－Ｆｉ利用環境整備等の取組に係る
経費の⼀部⽀援を実施している。

再
掲

災害発⽣時には、通信環境が確保できない地域の発
⽣も予想されることから、無線通信利用範囲の拡⼤を
図るとともに、通信事業者との連携体制を構築する必
要がある。

依然として、宿泊施設や交通機関でＷｉ－Ｆｉ利用
環境が不十分なところが⾒受けられるため、宿泊事業
者や交通事業者の取組を促進するとともに、外国語に
よる情報発信の充実を図る必要がある。

○

災害発⽣時における情報通信利用環境の確保に向け
て、市町村・⺠間事業者との連携を図りながら、引き
続き無線通信利用範囲の拡⼤を促進する。

外国人観光客が安⼼して本県を旅⾏できるようにす
るため、県が管理する観光施設のＷｉ－Ｆｉ利用環境
を充実させるとともに、宿泊事業者等が⾏うＷｉ－Ｆ
ｉ利用環境整備等の取組に係る⼀部⽀援をするなど、
受入環境の改善を図る。

企画政策部
観光国際戦略局
危機管理局
市町村
⺠間事業者

【防災意識の啓発・地域防災⼒の向上】

＜冬季の防災意識の啓発＞
豪雪災害等に対する防災意識の向上を図るため、研

修会・出前講座等を実施しているほか、雪下ろし事故
の防⽌を図るため、県のホームページ等により啓発を
⾏っている。

雪下ろし事故の発⽣防⽌や、落雪・雪崩等といった
災害への対応に加え、降雪期・厳寒期における地震等
の発⽣といった複合的な災害への備えの必要性等につ
いても、周知を図っていく必要がある。

○
市町村等との連携を図りながら、引き続き、雪下ろ

し事故防⽌に取り組むほか、降雪期・厳冬期における
複合災害への対応等も視野に入れながら、豪雪災害等
に対する防災意識の向上に取り組む。

危機管理局
市町村



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策
事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最⼤限図られること

リスクシナリオ 1-6 情報伝達の不備、⿇痺、⻑期停⽌や防災意識の低さ等による避難⾏動の遅れ等に伴う多数の
死傷者の発⽣

－ 71 － － 72 －

事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最大限図られること

リスクシナリオ 1-6 情報伝達の不備、⿇痺、⻑期停⽌や防災意識の低さ等による避難⾏動の遅れ等に伴う
多数の死傷者の発⽣

※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

情報伝達の不備等に起因した避難⾏動の遅れ等による多数の死傷者の発⽣を防ぐため、⾏政機関における情報
連絡体制や住⺠等への情報提供体制を強化するとともに、住⺠の防災意識の醸成や防災教育の推進等を図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【⾏政情報連絡体制の強化】
＜県・市町村・防災関係機関における情報伝達＞

災害発⽣時に⼀般通信の輻輳に影響されない独自の
通信ネットワークとして、県、市町村、防災関係機関
の間の通信を⾏う防災情報ネットワーク（地上系・衛
星系）を整備している。

また、⼤規模災害発⽣時に防災情報ネットワークが
利用できない場合に備え、県警や電⼒事業者等が保有
する独自の通信網を活用した情報連絡体制を構築して
いる。

再
掲

県、市町村、防災関係機関の間の通信を確保し、災
害発⽣時の情報伝達を確実に実施するためには、設備
の適切な保守管理と通信を⾏う職員等が防災情報ネッ
トワークの操作等に習熟していく必要がある。

また、防災情報ネットワークが利用できない場合の
非常手段として、県警や電⼒事業者等が保有する独自
の通信網を活用した非常通信の体制強化を図る必要が
ある。

○

災害発⽣時の防災情報システムの運用を万全にする
ため、定期的に保守管理を⾏うとともに、県、市町村、
防災関係機関による情報伝達訓練を計画的に実施する。 危機管理局

複数の自治体を含んだ防災訓練の実施
回数

非常通信訓練２回
（東北地方１回、全国１回）

Ｌアラート操作訓練毎月１回

【住⺠等への情報伝達の強化】
＜住⺠等への情報伝達手段の多様化＞

住⺠等へ避難勧告等を迅速・的確に伝達するため、
市町村では防災無線、広報⾞、緊急速報メール等の多
様な伝達手段の確保に努めている。

再
掲

避難勧告等を迅速・確実に住⺠等に伝達するため、
速報性の高いTV放送、耐災害性が高い防災無線、屋
内外を問わず受信できる緊急速報メール等の様々な伝
達手段を組み合わせる必要がある。

また、全市町村においてＬアラートを導入し、マス
メディアを通じた住⺠への避難勧告等の伝達を⾏って
いるが、市町村における災害時の運用にばらつきがあ
るため、さらに運用を迅速化・確実化していく必要が
ある。

○

市町村に対して、情報伝達手段の多様化を促進する
とともに、避難勧告等を伝達する役割を担うマスメ
ディア、通信事業者と平時からの連携強化に努める。

災害時のＬアラートの運用を確実にするため、定期
的に市町村による訓練等を実施していく。

危機管理局
市町村

＜情報通信利用環境の強化＞
携帯電話等の無線通信の利用可能な地域の拡⼤を図

るため、国の補助制度を活用し、市町村による無線通
信用施設・設備の整備を⽀援している。

外国人を含む観光客に対する情報通信利用環境を整
備するため、県が管理する観光施設のＷｉ－Ｆｉ利用
環境の整備を⾏うとともに、県内宿泊事業者及び交通
事業者が⾏うＷｉ－Ｆｉ利用環境整備等の取組に係る
経費の⼀部⽀援を実施している。

再
掲

災害発⽣時には、通信環境が確保できない地域の発
⽣も予想されることから、無線通信利用範囲の拡⼤を
図るとともに、通信事業者との連携体制を構築する必
要がある。

依然として、宿泊施設や交通機関でＷｉ－Ｆｉ利用
環境が不十分なところが⾒受けられるため、宿泊事業
者や交通事業者の取組を促進するとともに、外国語に
よる情報発信の充実を図る必要がある。

○

災害発⽣時における情報通信利用環境の確保に向け
て、市町村・⺠間事業者との連携を図りながら、引き
続き無線通信利用範囲の拡⼤を促進する。

外国人観光客が安⼼して本県を旅⾏できるようにす
るため、県が管理する観光施設のＷｉ－Ｆｉ利用環境
を充実させるとともに、宿泊事業者等が⾏うＷｉ－Ｆ
ｉ利用環境整備等の取組に係る⼀部⽀援をするなど、
受入環境の改善を図る。

企画政策部
観光国際戦略局
危機管理局
市町村
⺠間事業者

＜障害者等に対するICT利活用⽀援＞
自然災害等緊急時における視覚・聴覚障害者のＩＣ

Ｔリテラシーを高めるため、障害者がＩＣＴ機器の操
作方法を学ぶ環境を整備している。

必要な情報が視覚・聴覚障害者に迅速・適切に伝わ
りにくい現状があることから、ＩＣＴ機器が持つ障害
者向け機能の有用性を広く周知する必要がある。

○
自然災害等緊急時における視覚・聴覚障害者のICTリ

テラシーを高めるため、ＩＣＴ機器の障害者向け機能
の有用性の周知を図るとともに、障害者に対する操作
方法の講習等を実施する。

企画政策部

＜障害者等に対する避難情報伝達＞
災害発⽣時における障害者等の安全な避難を確保す

るため、障害者の意思疎通を⽀援する手話通訳者や要
約筆記者等の人材を養成するほか、県及び関係団体が
主催するイベント等を通じて、⼀般県⺠等に対して障
害特性に関する普及啓発を⾏っている。

障害者等の要援護者は、障害の程度により外部から
の情報を得られにくいため、避難情報が障害者等に確
実に伝わるよう伝達手段を準備するほか、地域の自主
防災組織などが要援護者の自宅を訪問するなどして、
避難⾏動を直接⽀援する必要がある。

○

障害者等の障害特性要援護者に対する避難⾏動の直
接⽀援が機能するように、引き続き、障害者の意思疎
通を⽀援する手話通訳者や要約筆記者等の人材を養成
するほか、県及び関係団体が主催するイベント等を通
じて、⼀般県⺠等に対して障害特性に関する普及啓発
を⾏う。

健康福祉部



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策
事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最⼤限図られること

リスクシナリオ 1-6 情報伝達の不備、⿇痺、⻑期停⽌や防災意識の低さ等による避難⾏動の遅れ等に伴う多数の
死傷者の発⽣

－ 73 － － 74 －

リスクシナリオ 1-6 情報伝達の不備、⿇痺、⻑期停⽌や防災意識の低さ等による避難⾏動の遅れ等に伴う
多数の死傷者の発⽣

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

＜外国人観光客等に対する防災情報提供体制の強化＞
外国人観光客が安⼼できる受入環境を整備するため、

外国語による情報発信、交通機関や宿泊・観光施設で
のＷｉ－Ｆｉ利用環境の充実、案内表記の多言語化・
記号化、外国語対応を推進し、災害発⽣時において自
⼒で情報収集、避難ができる体制を整えている。

⻘森県防災ＨＰでは、災害発⽣時の外国人に対する
防災情報提供のため、⼀部の防災情報について、多言
語（英語､中国語、韓国語）で表記し伝達している。

⼀
部
再
掲

依然として、宿泊施設や交通機関で、外国人観光客
のための外国語表記やＷｉ－Ｆｉ利用環境が不十分な
ところがあるため、それらの整備を推進するとともに、
外国人観光客向けの外国語による情報発信を充実する
必要がある。

また、⻘森県防災ＨＰで表⽰している防災情報につ
いては、扱う情報の全てが多言語化されているわけで
はないため、さらに多言語化による情報発信を強化し
ていく必要がある。

○

外国人観光客が安⼼して本県を旅⾏できるようにす
るため、県が管理する観光施設のＷｉ－Ｆｉ利用環境
を充実させるとともに、宿泊事業者等が⾏うＷｉ－Ｆ
ｉ利用環境整備等の取組に係る⼀部⽀援をするなど、
受入環境の改善を図る。

また、他都道府県の取組等を参考にしながら、⻘森
県防災ＨＰを含めた多言語による防災情報の伝達の在
り方について検討していく。

観光国際戦略局
危機管理局
市町村

【防災意識の啓発・地域防災⼒の向上】

＜防災意識の啓発＞
地域住⺠の防災意識を高めるため、災害等への備え

や避難勧告等が発令された場合の避難について、講
座・講演等を通じて啓発を⾏っている。

再
掲

早期避難の重要性等について十分な浸透が図られて
いないことから、地域住⺠の防災意識の向上に向けて、
より⼀層の取組を実施していく必要がある。

○
各種講演会や出前講座等の場などを活用し、県⺠に

対する防災意識の啓発を図るとともに、防災に対する
関⼼をさらに高めていくため、効果的な普及啓発の在
り方を検討する。

危機管理局
市町村

＜防災情報の入手に関する普及啓発＞
災害発⽣時において、住⺠等が確実に防災情報を入

手できるよう、各家庭等において⽇頃から準備してお
くべきことについて、県防災ＨＰや出前講座等での講
座・講演等を通じて普及啓発を⾏っている。

災害に伴う⼤規模停電発⽣時等においても、住⺠等
が確実に防災情報を入手できるよう、情報通信環境の
変化等も踏まえた普及啓発を実施していく必要がある。

○
停電発⽣時のラジオの活用をはじめ、様々なＩＣＴ

機器を活用した防災情報入手の方法や充電対策等につ
いて、県防災ＨＰや出前講座等を通じて普及啓発を⾏
う。

危機管理局
企画政策部

【防災教育の推進・学校防災体制の確⽴】

＜防災教育の推進＞
児童⽣徒等の防災意識を育成するため、防災教育に

携わる教員を対象とした研修を実施しているほか、防
災関係機関による出前講座等を開催している。

災害発⽣時の被害を軽減するためには、教職員、児
童⽣徒等が災害関連情報を正しく理解し、的確な避難
⾏動を⾏うことが重要であることから、学校安全に係
る教員研修や児童⽣徒への防災教育の充実を図ってい
く必要がある。

○
各学校において、発達段階に応じた防災教育が実施

されるよう、教員研修や防災関係機関による普及啓発
活動の充実を図る。

危機管理局
教育庁

＜学校防災体制の確⽴＞
学校における防災体制の整備等を図るため、各学校

において危機管理マニュアルを策定し、避難訓練等を
実施している。

危機管理マニュアルについては、社会環境の変化な
ど各学校の実情を踏まえ、必要な⾒直しを図っていく
必要がある。

○
各学校において、災害発⽣時に円滑かつ効果的な災

害対策活動が⾏われるよう、引き続き、危機管理マ
ニュアルの検証や⾒直しを推進する。

教育庁
総務部
健康福祉部
市町村
学校法人等

公⽴学校の危機管理マニュアルの
⾒直し率
90.4％【H27】 → 100%【H33】
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※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

被災地での⾷料・飲料水等、⽣命に関わる物資供給の⻑期停⽌を防ぐため、⽀援物資等の供給体制の確保や水道
施設・物流関連施設の防災対策の推進を図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【⽀援物資等の供給体制の確保】
＜非常物資の備蓄＞

災害発⽣時に被災者の⾷料・飲料水を確保するため、
県及び市町村は、住⺠が各家庭や職場で、平時から３
⽇分の⾷料を備蓄するよう、啓発している。

また、県及び市町村は、災害発⽣時における⾷料、
飲料水、⽇用品等の物資供給に関する協定をスーパー、
飲料水メーカー等と締結し、災害発⽣時に事業者等が
製造・調達することが可能な物資の提供を受ける流通
在庫備蓄を進めている。

引き続き住⺠等に家庭内備蓄について啓発活動を実
施する。また、スーパー、飲料水メーカー等と、災害
発⽣時における⽀援物資の供給に関する協定を17件締
結しているが、⾷料調達に関する協定を締結している
件数が十分でないと考えられることから、今後も協定
締結を推進するなど備蓄の確保を図る必要がある。

○

住⺠に対して⾷料を備蓄するよう、引き続き啓発す
るとともに、災害発⽣時に⾷料調達に関する協定の締
結を推進していく。

また、県⺠の３⽇分の⾷料備蓄を基本としつつも、
これを⼀層促進する取組や、県⺠の備蓄を補完する県
及び市町村の備蓄目標、役割分担等、これからの県全
体としての災害備蓄の在り方について検討し、推進す
る。

危機管理局
農林水産部
市町村

＜災害発⽣時の物流インフラの確保＞
災害発⽣時における避難所への救援物資等の円滑な

輸送を確保するため、災害発⽣時に利用する輸送経路
等を調査・検証し、道路、港湾、空港等の物流インフ
ラの強化策を検討している。

⼤規模災害発⽣時に、輸送経路等の寸断などにより
物流機能の低下が懸念されることから、災害に強い物
流インフラを確保する必要がある。 ○

災害発⽣時に救援物資等の円滑な輸送を確保するた
め、災害発⽣時に利用する輸送経路等の強化策を検討
の上、防災物流インフラ強化計画を策定する。また、
計画策定後は、本計画に基づいた危険箇所対策を進め
ていく。

県土整備部

＜石油燃料供給の確保＞
災害発⽣時には⽯油燃料の調達及び供給に⽀障を来

すおそれがあるため、⽣活の維持や業務継続が求めら
れる病院や避難所等重要施設や緊急⾞両に対し、災害
発⽣時に安定的な調達・供給ができるよう、⻘森県⽯
油商業組合などの関係機関と安定供給に関する協定を
締結している。

また、災害発⽣時における⽯油燃料の供給体制の整
備を図るため、⻘森県⽯油商業組合と連携して県内の
中核給油所等への⽯油燃料の備蓄を⽀援している。

災害発⽣時においては⻘森県⽯油商業組合等関係機
関との協定が有効に機能することが必要であることか
ら、引き続き、供給先の情報更新や防災訓練の実施な
どにより連携体制を維持・強化する必要がある。 ○

災害発⽣時において、協定に基づき円滑に必要な施
設等に⽯油燃料が供給されるよう、関係機関の情報を
更新するとともに定期的に訓練を実施する。

商⼯労働部

＜避難所等への燃料等供給の確保＞
災害発⽣時に液化⽯油ガス等を調達するため、県と

（⼀社）⻘森県エルピーガス協会との間で「災害時に
おける液化⽯油ガス及び応急対策用資機材の調達に関
する協定」を締結している。

災害発⽣時において、避難所等への応急対策用燃料
等を安定的に確保するため、必要に応じて協定を⾒直
す必要がある。

○
災害発⽣時に協定が有効に機能するよう、必要に応

じて協定を⾒直す。 危機管理局

＜災害応援の受入体制の構築＞
復旧・復興を担う技術職員等が不⾜した場合の応援

職員を確保するため、全国知事会及び関係省庁を通じ
て、全国の自治体に応援職員の派遣要請を⾏う等の対
応マニュアルを整備している。

全国自治体に派遣要請を⾏っても、職員数が少ない
分野等については、十分な人員が確保できない可能性
があることから、必要な技術職員等を確実に確保でき
る仕組み（スキーム）を構築する必要がある。

また、応援職員の受入れを円滑に実施するため、受
援体制を強化する必要がある。

○

必要に応じて、マニュアル等の⾒直しを⾏うほか、
必要な技術職員等を確実に確保できる仕組みの構築に
向けて、国による任期付職員の⼀括採用などを、国へ
働きかけていくことを検討する。

また、応援職員の受入れを円滑に実施するため、あ
らかじめ、応援職員が実施する対象業務や応援職員の
調整を実施する受援組織等を検討し、受援体制の強化
を推進する。

総務部
危機管理局
市町村

＜救援物資等の受援体制の構築＞
災害発⽣時、他自治体等からの応急措置等の応援を

迅速かつ円滑に遂⾏するため、災害発⽣時の相互応援
協定を締結している。

協定等に基づく救援物資、国からの⽀援物資、国⺠
や企業等からの義援物資等について、具体的な受入れ
の運用等が定まっておらず、受援体制を強化させるた
め、これらを具体化する必要がある。

○
物資等の受援を円滑に実施するため、物資等の受入

調整機能等について検討のうえ、受援体制の構築を推
進する。

危機管理局
市町村
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現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

＜要配慮者（難病疾患等）への医療的⽀援＞
災害発⽣時における透析患者の透析治療確保のため、

⻘森県透析医会と連携して情報共有・発信や患者搬送
等に対応することとしている。

また、在宅で人⼯呼吸器等を使用している患者・家
族に対し、停電時における予備電源の確保や停電が⻑
期にわたる場合の対応方法等を確認し、必要な助言を
⾏っている。

災害発⽣時の停電や水不⾜に備えて、引き続き、透
析患者には、透析可能な医療機関の確保など透析治療
を維持できる体制の構築を図る必要がある。

また、災害発⽣時の停電に備えて、引き続き、在宅
で人⼯呼吸器等を使用している患者には停電後も継続
して人⼯呼吸器を使用できる環境の整備を図る必要が
ある。

○

引き続き、⻘森県透析医会との連携を密にし、災害
発⽣時の透析患者の医療確保が図られる体制を維持す
るほか、在宅で人⼯呼吸器等を使用している患者・家
族に対し、停電時における予備電源の確保や停電が⻑
期にわたる場合の対応方法等の確認及び必要な助言を
継続する。

健康福祉部

非常用発電装置の配置率
県内病院（97）の非常用自家発電設備

の整備率（H27年度医療監視時調書に
よる）
90.7％

＜災害用医薬品等の確保＞
災害発⽣時における医薬品等の円滑な供給を確保す

るため、必要な事項を定めた要綱や、関係者の役割分
担を定めたマニュアルを作成している。

災害用医薬品や⽀援薬剤師の確保に向けて、関係機
関との協定の締結に努めるとともに、協定等が災害発
⽣時に有効に機能するよう、引き続き、防災訓練の実
施などにより連携が必要である。

○
災害発⽣時において、必要事項を定めた要綱や関係

機関の役割を定めたマニュアルに基づき、円滑に医薬
品等が供給されるよう、引き続き防災訓練を実施し実
効性を確保していく。

健康福祉部

【⽔道施設の防災対策】

＜⽔道施設の耐震化・⽼朽化対策＞
災害発⽣時においても給水機能を確保するため、水

道事業者（市町村等）における水道施設の耐震化・⽼
朽化対策を計画的に進めている。

⻑期的資産管理（アセットマネジメント）の未実施
等により計画的な耐震化・⽼朽化対策が図られていな
い場合もあることから、将来の人口の減少も踏まえた
経営の効率化やアセットマネジメントの実施を進めて
いく必要がある。

○
災害発⽣時における給水機能の確保に向けて、水道

事業の広域連携等による経営の効率化やアセットマネ
ジメントの実施など水道事業者における取組を推進し
ていく。

健康福祉部
市町村等水道事業者

＜応急給⽔資機材の整備＞
災害による断水発⽣時において、被災者が必要とす

る最⼩限の飲料水の供給が確保できるよう、水道事業
者（市町村等）においては、応急給水のための体制を
整えるとともに、応急給水資機材の整備を図っている。

災害による断水発⽣時において、被災者が必要とす
る最⼩限の飲料水の供給が確保できるよう、引き続き、
応急資機材の整備を図る必要がある。

○
災害による断水発⽣時において、被災者が必要とす

る最⼩限の飲料水の供給が確保できるよう、引き続き、
必要に応じ、応急給水のための体制の⾒直し及び応急
給水資機材の更新を図る。

健康福祉部
市町村等水道事業者

＜⽔道施設の応急対策＞
災害発⽣時に水道施設が損壊した場合、速やかに給

水が可能となるよう、水道事業者（市町村等）におい
ては応急復旧のための体制を整えるとともに、修繕資
機材の整備を図っている。

災害により水道施設が損壊した場合、できるだけ速
やかに給水を再開できるよう、引き続き、修繕資機材
の整備を図る必要がある。

○
災害により水道施設が損壊しても迅速に給水が再開

できるよう、引き続き、必要に応じ、応急復旧のため
の体制の⾒直し及び修繕資機材の更新を図る。

健康福祉部
市町村等水道事業者

【道路施設の防災対策】

＜緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策＞
災害発⽣時の広域的な避難路や救援物資の輸送路と

なる緊急輸送道路を確保するため、優先的に機能強化
や⽼朽化対策を推進している。

再
掲

依然として、多くの脆弱性を有する箇所が残ってお
り、災害発⽣時の救助・救援に係る人員や物資などの
緊急輸送路の確保が課題であるため、緊急輸送道路の
機能強化・⽼朽化対策を優先的に進める必要がある。

○
災害に強い道路を整備し、⼤規模災害発⽣時の広域

的な避難路や救援物資の輸送路の確保を図るため、国
の交付⾦を活用する等により、道路整備や危険箇所対
策、道路施設の耐震化といった機能強化と⽼朽化対策
を実施する。

国
県土整備部
市町村

＜緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策＞
緊急輸送道路が損壊した場合に備え、これを補完す

る緊急輸送道路以外の道路の安全性等を確保するため、
機能強化や⽼朽化対策を推進している。

再
掲

緊急輸送道路が損壊した場合にこれを補完する道路
について、依然多くの脆弱性を有する箇所が残ってい
るため、機能強化や⽼朽化対策を⾏う必要がある。

○
緊急輸送道路を補完する道路の安全性等を確保する

ため、国の交付⾦を活用する等により、道路整備や危
険箇所対策、道路施設の耐震化といった機能強化と⽼
朽化対策を実施する。

県土整備部
農林水産部
市町村

(漁港)
臨港道路の機能保全⼯事完了漁港数
4漁港【H33まで】

＜市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策＞
災害発⽣時の避難路・代替輸送路となる市町村管理

の農道・林道の安全性等を確保するため、市町村によ
る定期的な点検診断等を促進している。

再
掲

整備後、相当の年数を経過している施設もあること
から、点検診断等を実施の上、計画的に⽼朽化対策等
を実施する必要がある。

○
市町村管理の農道・林道については、必要な改良や

⽼朽化対策等が実施されるよう、定期的な点検診断等
の取組を⽀援する。

農林水産部
市町村

個別施設ごとの⻑寿命化計画（農道橋
（橋⻑15m以上)）の策定数
1橋【H27】 → 102橋【H32】



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること
リスクシナリオ 2-1 被災地での⾷料・飲料水等、⽣命に関わる物資供給の⻑期停⽌

－ 79 － － 80 －

リスクシナリオ 2-1 被災地での⾷料・飲料⽔等、⽣命に関わる物資供給の⻑期停⽌

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備】
＜鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備＞

災害発⽣時における鉄道利用者の安全性確保及び交
通手段確保のため、ＪＲ及び⺠営鉄道事業者と情報共
有を図るとともに、⺠営鉄道事業者が⾏う安全性の向
上に資する設備整備等に対し、補助を⾏っている。

再
掲

災害発⽣時における鉄道利用者の安全性確保及び交
通手段確保のため、引き続き、ＪＲ及び⺠営鉄道事業
者との情報共有を図るほか、⺠営鉄道事業者が⾏う安
全性の向上に資する施設整備等を促進していく必要が
ある。

災害発⽣時において、円滑な連携が図られるよう、
ＪＲ及び⺠営鉄道事業者と⼀層の情報共有を図るとと
もに、引き続き、国の補助制度等を活用し⺠営鉄道事
業者が⾏う施設の安全対策等の取組を促進していく。

企画政策部
鉄道事業者

＜⻘い森鉄道の耐災害性の確保・体制の整備＞
県が所有する⻘い森鉄道線の鉄道施設について、鉄

道輸送の安全を確保するため、安全管理規程により、
事業の運営の方針や管理の体制、方法などを定めてい
る。

再
掲

災害発⽣時における鉄道利用者の安全性確保及び救
援物資等の⼤量輸送に必要な鉄道機能を維持するため、
鉄道施設の耐震化など耐災害性をより⼀層確保する必
要がある。

○
平時における⼤量の貨物輸送に対応した鉄道施設の

耐震化等について、輸送事業者の適切な負担の下に、
計画的に対策を実施する。

企画政策部

【港湾・漁港の防災対策】
＜港湾・漁港施設の耐震化・⽼朽化対策＞

三方が海に囲まれている地域特性を⽣かし、災害発
⽣時における海路による輸送を確保するため、⻘森港、
⼋⼾港、⼤湊港について耐震強化岸壁を整備している。

港湾施設の⽼朽化に対応するため、県内14港湾で主
要な施設の維持管理計画を策定している。

被災後の物流機能の早期回復のため、重要港湾３港
で港湾ＢＣＰを策定している。

災害発⽣時における漁港を利用した輸送確保も視野
に入れ、漁港施設の⽼朽化対策・機能強化対策を⾏っ
ている。

再
掲

県内３港で耐震強化岸壁を整備しているが未整備の
重要港湾があり、また、⼀部橋梁やその他港湾施設の
耐震強化が図られていないことから、引き続き、港湾
施設の耐震強化や⽼朽化対策を進める必要がある。

また、重要港湾に係るBCPの策定を推進するととも
に実効性を確保するための取組を実施する必要がある。

漁港施設の⽼朽化対策・機能強化対策を対象漁港34
のうち25漁港で実施しているが、まだ十分な対策が講
じられていない施設があることから、⽼朽化対策・機
能強化対策を⾏う必要がある。

○

災害発⽣時の海路による輸送確保に向けて、国の交
付⾦等を活用し、主要な港湾の岸壁や橋梁、その他必
要な港湾施設の耐震強化を進める。

港湾施設の⽼朽化対策について、その他の港湾施設
の維持管理計画を策定し、施設の優先度等に応じて補
修⼯事等を進める。

また、重要港湾に係るBCPの策定や実効性を確保す
るための実地訓練等を実施する。

災害発⽣時の海路による輸送確保に向けて、引き続
き、漁港施設の⽼朽化対策・機能強化対策を実施する。

なお、⽣活航路に係る重要な漁港については、災害
発⽣時の漁港の啓開の在り方について検討していく。

県土整備部
農林水産部

耐震強化岸壁の整備率 75%
（H22全国目標70%）

重要港湾での港湾ＢＣＰ策定率100％
（H27末策定率 全国55％）

漁港施設の機能強化⼯事完了漁港数
24漁港【H33まで】

【空港の防災対策】
＜空港の業務継続体制の維持・確保等＞

自然災害等の発⽣時に、速やかに空港の運用を再開
するため、空港運営に携わるエアラインやターミナル
ビル管理者等関係者の役割を明確化し、復旧体制等を
取り決め、共有している。

空路による輸送を確保するため、回転翼機等の空港
利用に関する運用体制を取り決めている。

⼤規模災害が発⽣した場合でも速やかに空港が運用
再開できるよう、空港施設の点検や補修方法などをあ
らかじめ定めておく必要がある。

また、⼤規模災害発⽣時において空港内での滞留が
⻑引く場合、飲料や⾷料等のストック不⾜が懸念され
ることから、予め備蓄する必要がある。

空港利用に係る取決めについては、実効性を検証し
ていく必要がある。

○

⼤規模災害発⽣時に想定される被災箇所について、
国等関係機関と協議し、点検や補修方法等を検討する。

また、継続した運用体制を確保するため、空港管理
事務所職員の飲料や⾷料等の備蓄を進める。

空路による輸送確保に向けて、空港利用に係る取決
めに基づく運用体制の実効性を検証する。

県土整備部

【⾷料⽣産体制の強化】
＜⾷料⽣産体制の強化＞

本県のきれいな水と豊かな土からなる優良な農地等
を⽣かして、⽣産から販売までを⼀体的に取り組む
「攻めの農林水産業」を展開しており、その⼀環とし
て、「安全・安⼼で優れた⻘森県産品づくり」等を推
進している。

本県では米・野菜・果実・畜産物・水産物をバラン
スよく産出しており、⾷料自給率は、平成26年度の概
算値で全国第4位の123％となっている。

農業・畜産業については、災害発⽣時においても農
畜産物が安定供給できるよう、平時から、⽣産基盤や
⽣産体制の強化を図る必要がある。

水産業については、漁獲量が減少傾向にある。

○

農林水産業の成⻑産業化に向けて、引き続き「攻め
の農林水産業」を推進していく。

農業・畜産業については、⽣産体制の強化に向けて、
⽣産基盤の強化等の必要な対策を実施する。

水産業については、水産物の安定供給のため、資源
管理型漁業、つくり育てる漁業を、より⼀層推進する。

農林水産部

＜農業・⽔産施設の⽼朽化対策＞
農作物の⽣産に必要な農業用水を安定的に供給する

農業水利施設の⻑寿命化対策を実施するため、市町村
や土地改良区に対し、施設の⻑寿命化計画を策定する
よう技術的な⽀援等を実施している。

水産物の安定供給のため、漁港施設の⽼朽化対策を
⾏っている。

まだ⻑寿命化計画を策定していない施設があること
から、市町村や土地改良区の取組を促進していく必要
がある。

対策が講じられていない漁港施設があることから、
⽼朽化対策を実施する必要がある。

農作物の⽣産に必要な農業用水を安定的に供給する
ため、受益面積100ha以上の基幹的農業水利施設の⻑
寿命化対策として、市町村や土地改良区に対し、施設
ごとの計画を策定し、⻑寿命化を図るよう技術的な⽀
援等を実施する。

⽼朽化した漁港施設の機能保全に向けて、計画的に
⽼朽化対策を実施する。

農林水産部
市町村
土地改良区

個別施設ごとの⻑寿命化計画（農業水利
施設（ダム・ため池を除く））の策定数
102施設【H27】 → 333施設【H32】



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること
リスクシナリオ 2-2 多数かつ⻑期にわたる孤⽴集落等の同時発⽣

－ 81 － － 82 －

事前に備えるべき目標 2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること

リスクシナリオ 2-2 多数かつ⻑期にわたる孤⽴集落等の同時発⽣

※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

多数かつ⻑期にわたる孤⽴集落等の同時発⽣を防ぐため、孤⽴するおそれのある集落の把握や、これに通じる
道路施設の防災対策を推進するとともに、代替交通・輸送手段の確保等を図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【集落の孤⽴防⽌対策】
＜集落の孤⽴防⽌対策＞

災害発⽣時において、人命を守ることを最優先に、
「孤⽴集落をつくらない」という視点と「逃げる」と
いう発想を重視し、防災対策と危機管理体制の強化な
どのハード・ソフト⼀体となった、本県独自の「防災
公共」の取組を推進している。

この⼀環として、地震・⼤⾬により孤⽴するおそれ
がある集落の把握や、そこに通じる道路・橋梁等の通
⾏確保対策等に取り組んでいる。

市町村の防災公共推進計画等も踏まえながら、孤⽴
のおそれがある集落や、道路・橋梁等の通⾏確保対策
が講じられていない箇所を把握の上、対策を実施して
いく必要がある。 ○

災害発⽣時の集落の孤⽴防⽌に向けて、市町村等と
の連携を図りながら、引き続き、孤⽴のおそれがある
集落や、道路・橋梁等の通⾏確保対策が講じられてい
ない箇所を把握の上、必要な対策を実施する。

県土整備部
農林水産部
危機管理局
市町村

【孤⽴集落発⽣時の⽀援体制の構築】
＜孤⽴集落発⽣時の⽀援体制の確保＞

孤⽴集落が発⽣した場合は、⾷料や資機材等の物資
輸送等の⽀援が必要となるため、市町村間の広域連携
の観点から、⾷料や資機材等の輸送に係る連携体制の
構築が必要である。

多数の孤⽴集落が同時に発⽣した場合でも対応が可
能となるよう、関係機関による⽀援体制を確保する必
要がある。

○
市町村や防災関係機関と連携し、孤⽴集落発⽣時に

⽀援する内容について、検討していく。 危機管理局
市町村

【代替交通・輸送手段の確保】
＜代替交通手段の確保＞

災害発⽣時等に道路が利用できなくなった場合の代
替交通手段確保のため、航路運航事業者・航空会社等
と情報共有を図っている。

また、離島航路について、地元市村が⾏う航路運航
事業者の⽋損に対する⽀援に対し、補助を⾏っている。

⼀
部
再
掲

災害発⽣時等に道路が利用できなくなった場合に、
円滑・迅速に代替交通手段が確保できるよう、引き続
き、航路運航事業者及び航空会社等と情報共有を図る
必要がある。

また、引き続き、離島航路運航事業者や地元市村と
連携を図る必要がある。

○

災害発⽣時等に道路が通⾏困難となった場合に円滑
に代替交通手段が確保されるよう、引き続き、航路運
航事業者及び航空会社等と情報共有を図っていく。

また、引き続き、離島航路運航事業者や地元市村と
連携を図っていく。

企画政策部
市町村

＜代替輸送手段の確保＞
三方が海に囲まれている地域特性を⽣かし、災害発

⽣時における海路による輸送を確保するため、⻘森港、
⼋⼾港、⼤湊港について耐震強化岸壁を整備している。

港湾施設の⽼朽化に対応するため、県内14港湾で主
要な施設の維持管理計画を策定している。

被災後の物流機能の早期回復のため、重要港湾3港
で港湾ＢＣＰを策定している。

空路による輸送を確保するため、回転翼機等の空港
利用に関する運用体制を取り決めている。

災害発⽣時における漁港を利用した輸送確保も視野
に入れ、漁港施設の⽼朽化対策・機能強化対策を⾏っ
ている。

⼀
部
再
掲

県内３港で耐震強化岸壁を整備しているが未整備の
重要港湾があり、また、⼀部橋梁やその他港湾施設の
耐震強化が図られていないことから、引き続き、港湾
施設の耐震強化や⽼朽化対策を進める必要がある。

また、重要港湾に係るＢＣＰの策定を推進するとと
もに実効性を確保するための取組を実施する必要があ
る。

空港利用に係る取決めについては、実効性を検証し
ていく必要がある。

漁港施設の⽼朽化対策・機能強化対策を対象漁港34
のうち25漁港で実施しているが、まだ十分な対策が講
じられていない施設があることから、⽼朽化対策・機
能強化対策を⾏う必要がある。

○

災害発⽣時の海路による輸送確保に向けて、国の交
付⾦等を活用し、主要な港湾の岸壁や橋梁、その他必
要な港湾施設の耐震強化を進める。

港湾施設の⽼朽化対策について、その他の港湾施設
の維持管理計画を策定し、施設の優先度等に応じて補
修⼯事等を進める。

また、重要港湾に係るＢＣＰの策定や実効性を確保
するための実地訓練等を実施する。

空路による輸送確保に向けて、空港利用に係る取決
めに基づく運用体制の実効性を検証する。

災害発⽣時の海路による輸送確保に向けて、引き続
き、漁港施設の⽼朽化対策・機能強化対策を実施する。

なお、⽣活航路に係る重要な漁港については、災害
発⽣時の漁港の啓開の在り方について検討していく。

県土整備部
農林水産部

耐震強化岸壁の整備率 75%
（H22全国目標70%）

重要港湾での港湾ＢＣＰ策定率100％
（H27末策定率 全国55％）

漁港施設の機能強化⼯事完了漁港数
24漁港【H33まで】

【防災ヘリコプターの運航の確保】
＜防災ヘリコプターの連携体制の確⽴＞

他都道府県の防災航空隊や防災関係機関と相互の連
携・協⼒関係を確⽴するため、定期的に訓練を実施し
ている。

⼤規模災害が発⽣した場合の他都道府県からの広域
航空消防応援に係る受入体制に係るマニュアルを作成
し、体制を整えている。

防災関係機関相互の連携体制を確⽴するため、引き
続き、統⼀的な航空機の運用調整の下、訓練を実施す
る必要がある。

また、相互応援協定等に基づき隣県等の防災航空隊
と⼤規模災害発⽣時の迅速かつ的確な活動が実施でき
るよう、引き続き、関係機関相互の連携・協⼒体制を
確⽴するため訓練を実施する必要がある。

○

ヘリコプター又は固定翼機を保有する防災関係機関
相互の連携体制を確⽴するため、県総合防災訓練や合
同指揮本部図上訓練等において、統⼀的な航空機の運
用調整の下、訓練を実施する。

また、相互応援協定等に基づき隣県等の防災航空隊
と⼤規模災害発⽣時の迅速かつ的確な活動が実施でき
るよう、関係機関相互の連携・協⼒体制を確⽴するた
め訓練を実施する。

危機管理局



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること
リスクシナリオ 2-2 多数かつ⻑期にわたる孤⽴集落等の同時発⽣

－ 83 － － 84 －

リスクシナリオ 2-2 多数かつ⻑期にわたる孤⽴集落等の同時発⽣

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

＜防災ヘリコプター等の活動の確保＞
災害発⽣時に防災ヘリコプター等が、被災地周辺に

離着陸できるように、全市町村に1カ所以上、県内90
カ所を場外離着陸場に指定している。

再
掲

必要となる防災ヘリコプターの場外離着陸場につい
ては確保されているが、市町村から場外離着陸場の追
加申請等がある場合は、現場確認の上、指定手続きを
⾏う必要がある。

○
既存の場外離着陸場については、引き続き、定期的

に現況調査を実施する。
また、市町村から場外離着陸場の追加申請等がある

場合は、迅速に現場確認を⾏い、指定に向けた手続き
を実施する。

危機管理局

【ドクターヘリの運航の確保】
＜ドクターヘリの運航確保＞

平時から、救急医療提供体制の構築・充実のため、
ドクターヘリを２機保有・運用しているが、災害発⽣
時でも円滑な救急活動を⾏うため、運航要領を整備し
ているほか、各種災害訓練に参加している。

また、北東北三県による広域連携体制を構築してい
る。

災害発⽣時においても、機動的に２機のドクターヘ
リを活用するため、引き続き、運航体制の整備や消防
機関との連携強化を図る必要がある。 ○

災害発⽣時の医療提供体制の構築・充実のため、ド
クターヘリを活用した関係機関での訓練を実施する。 健康福祉部

病院局 訓練の参加回数：年2回程度

【情報通信の確保】
＜情報通信利用環境の強化＞

携帯電話等の無線通信の利用可能な地域の拡⼤を図
るため、国の補助制度を活用し、市町村による無線通
信用施設・設備の整備を⽀援している。

外国人を含む観光客に対する情報通信利用環境を整
備するため、県が管理する観光施設のＷｉ－Ｆｉ利用
環境の整備を⾏うとともに、県内宿泊事業者及び交通
事業者が⾏うＷｉ－Ｆｉ利用環境整備等の取組に係る
経費の⼀部⽀援を実施している。

再
掲

災害発⽣時には、通信環境が確保できない地域の発
⽣も予想されることから、無線通信利用範囲の拡⼤を
図るとともに、通信事業者との連携体制を構築する必
要がある。

依然として、宿泊施設や交通機関でＷｉ－Ｆｉ利用
環境が不十分なところが⾒受けられるため、宿泊事業
者や交通事業者の取組を促進するとともに、外国語に
よる情報発信の充実を図る必要がある。

○

災害発⽣時における情報通信利用環境の確保に向け
て、市町村・⺠間事業者との連携を図りながら、引き
続き無線通信利用範囲の拡⼤を促進する。

外国人観光客が安⼼して本県を旅⾏できるようにす
るため、県が管理する観光施設のＷｉ－Ｆｉ利用環境
を充実させるとともに、宿泊事業者等が⾏うＷｉ－Ｆ
ｉ利用環境整備等の取組に係る⼀部⽀援をするなど、
受入環境の改善を図る。

企画政策部
観光国際戦略局
危機管理局
市町村
⺠間事業者

【道路施設の防災対策】
＜緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策＞

災害発⽣時の広域的な避難路や救援物資の輸送路と
なる緊急輸送道路を確保するため、優先的に機能強化
や⽼朽化対策を推進している。

再
掲

依然として、多くの脆弱性を有する箇所が残ってお
り、災害発⽣時の救助・救援に係る人員や物資などの
緊急輸送路の確保が課題であるため、緊急輸送道路の
機能強化・⽼朽化対策を優先的に進める必要がある。

○
災害に強い道路を整備し、⼤規模災害発⽣時の広域

的な避難路や救援物資の輸送路の確保を図るため、国
の交付⾦を活用する等により、道路整備や危険箇所対
策、道路施設の耐震化といった機能強化と⽼朽化対策
を実施する。

国
県土整備部
市町村

＜緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策＞
緊急輸送道路が損壊した場合に備え、これを補完す

る緊急輸送道路以外の道路の安全性等を確保するため、
機能強化や⽼朽化対策を推進している。

再
掲

緊急輸送道路が損壊した場合にこれを補完する道路
について、依然多くの脆弱性を有する箇所が残ってい
るため、機能強化や⽼朽化対策を⾏う必要がある。

○
緊急輸送道路を補完する道路の安全性等を確保する

ため、国の交付⾦を活用する等により、道路整備や危
険箇所対策、道路施設の耐震化といった機能強化と⽼
朽化対策を実施する。

県土整備部
農林水産部
市町村

(漁港)
臨港道路の機能保全⼯事完了漁港数
4漁港【H33まで】

＜市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策＞
災害発⽣時の避難路・代替輸送路となる市町村管理

の農道・林道の安全性等を確保するため、市町村によ
る定期的な点検診断等を促進している。

再
掲

整備後、相当の年数を経過している施設もあること
から、点検診断等を実施の上、計画的に⽼朽化対策等
を実施する必要がある。

○ 市町村管理の農道・林道については、必要な改良や
⽼朽化対策等が実施されるよう、定期的な点検診断等
の取組を⽀援する。

農林水産部
市町村

個別施設ごとの⻑寿命化計画（農道橋
（橋⻑15m以上)）の策定数
1橋【H27】 → 102橋【H32】

＜復旧作業等に係る技術者等の確保＞
⼤規模災害等が発⽣した場合の応急対策業務（障害

物除去用の重機・資機材等の調達を伴う⼯事）を速や
かに実施するため、官⺠連携による対応⼒強化を図っ
ている。

⼤規模災害発⽣時に、技術者の不⾜により復旧作業
等に⽀障をきたすおそれがあることから、建設企業と
の連携を強化するとともに、i-Constructionを活用し、
道路啓開や応急対策業務を迅速に⾏う人材を確保・育
成する必要がある。

※ i-Construction ： ICT技術の活用、規格の標準化
及び施⼯の平準化により⽣産性の向上を図る取組で
あり、ここでは技術者不⾜を補うための、災害時の
調査や復旧⼯事へのICT技術の活用、規格の標準化
された⼯法等の採用を⽰す。

道路啓開や応急対策業務を迅速に⾏うため、i-
Constructionを活用し、⻘森県建設業協会や⻘森県測
量設計業協会等と締結している災害時における応急対
策業務に関する協定等の既存の取組を含め、官⺠連携
による対応⼒強化に引き続き取り組んでいく。 県土整備部



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること
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事前に備えるべき目標 2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること

リスクシナリオ 2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等により救助・救急活動等が実施できない事態

※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

自衛隊、警察、消防、海保等が有する救助・救急活動等の能⼒を十分に発揮できない事態や、被災等により
活動できない事態を防ぐため、防災関連施設の耐震化・⽼朽化対策等を推進するとともに、関係機関の連携強化、
救急・救助体制の強化や受援体制の構築等を図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【防災関連施設の耐震化・⽼朽化対策】
＜県・市町村庁舎、消防本部等の耐震化・⽼朽化対策＞

災害発⽣時に防災拠点となる県庁舎・合同庁舎の耐
震化を進めるとともに、市町村庁舎、消防本部・消防
署の耐震化を促進している。 再

掲

防災拠点となる公共施設等耐震化の進捗率は、H27
年度末時点で89.0％であることから、引き続き、各施
設管理者が施設の耐震化を進める必要がある。

県の災害対策本部を設置する県庁舎北棟については、
必要な耐震基準を満たしているが、災害対策本部機能
が確保されるよう、引き続き適切な維持管理を⾏うと
ともに、計画的な⽼朽化対策を進め、災害発⽣時の被
害を極⼒抑える必要がある。

○

引き続き県庁舎等の耐震化・⻑寿命化を進めるとと
もに、市町村と連携し、国の財政⽀援制度等の活用も
図りながら、消防庁舎等の耐震化等を市町村に促す。

県庁舎北棟の災害対策機能を確保するため、引き続
き定期的な点検や適切な修繕等を実施していく。

危機管理局
総務部
各施設所管部局
市町村

本庁舎・各合同庁舎の耐震化率
5/6庁舎【H28】 → 6/6庁舎【H30】

＜警察施設の耐震化・⽼朽化対策＞
警察本部庁舎の耐震改修については、庁舎⻑寿命化

と合わせ検討を進めている。
また、警察署については、⽼朽化対策として計画的

に庁舎の建替え、修繕等を実施している。

再
掲

警察本部庁舎については、耐震性を確保するため耐
震改修を実施する必要がある。

警察本部分庁舎及び警察署については、耐震強度は
確保されているものの、⽼朽化が進む庁舎があること
から、引き続き、計画的に⽼朽化対策を実施する必要
がある。

○

災害発⽣時に警察施設が機能不全に陥らないよう、
警察本部庁舎の耐震改修については、庁舎⻑寿命化と
合わせ検討を進めていく。

警察本部分庁舎及び警察署については、⽼朽度に応
じて計画的に庁舎の建替え、修繕等を実施していく。

警察本部

【災害対策本部等機能の強化】
＜災害対策本部機能の強化＞

⼤規模災害発⽣時において応急措置を円滑かつ的確
に講ずるために設置する⻘森県災害対策本部について、
市町村や防災関係機関等と連携・協⼒体制を構築して
いる。

また、災害対策本部の効率的な運用を図るため、定
期的に図上訓練を実施している。

災害に関する情報の収集、災害応急対策の方針、市
町村や防災関係機関との連絡調整等の災害発⽣時の応
急対策において重要な役割を果たす災害対策本部につ
いて、統制機能や⽀部の役割等の災害対策本部機能を
検証し、強化・充実する必要がある。

○

災害発⽣時に効率的な本部運営を⾏うため、災害対
策本部の体制、機能、配置等を検証し、在り方を検討
のうえ、災害対策本部の強化・充実を図る。

また、災害対策本部の効率的な運用を図るため、引
き続き定期的に訓練を実施する。

危機管理局

＜災害警備本部機能の強化＞
⼤規模災害等発⽣時においては、警察庁、管区警察

局を軸として他都道府県警察と連携･協⼒体制を構築
している。

警察機能は代替できない機能であるため、災害発⽣
時でも警察機能が失われることのないよう、引き続き、
警察庁、管区警察局を軸とした他都道府県警察との連
携･協⼒体制を強化する必要がある。

○
災害発⽣時においても、警察機能が維持できるよう、

引き続き、警察庁等警察機関との連携強化を図る。 警察本部

【関係機関の連携強化・防災訓練の推進】
＜災害発⽣時の緊急消防援助隊の連携強化＞

災害発⽣時に県内の消防⼒では対処できない場合に
消防庁を通して出動される緊急消防援助隊を円滑に受
け入れるため、⻘森県緊急消防援助隊受援計画を策定
している。

また、北海道東北各県持ち回りで緊急消防援助隊の
ブロック訓練を実施している。

本県は、これまで緊急消防援助隊の受入れを⾏った
ことがないため、北海道東北ブロック訓練を開催・参
加すること等により、災害発⽣時における対応の実効
性を高める必要がある。

○

災害発⽣時に緊急消防援助隊の受入れを円滑に⾏う
ため、北海道東北ブロック訓練を開催・参加すること
等により、災害発⽣時における対応の実効性を高める。

危機管理局
市町村

＜防災航空隊への航空⽀援＞
⼤規模災害発⽣時、緊急消防援助隊航空部隊等の応

援を受ける場合、航空部隊が円滑に活動できるよう、
県内の消防機関と⻘森県防災航空隊経験者を航空⽀援
員として派遣する協定を締結している。

本県では、これまで協定に基づく航空⽀援員の派遣
を要請するような事態が発⽣していないことから、災
害時における対応の実効性を高める必要がある。

○
⼤規模災害時に航空部隊が円滑に活動できるように、

航空⽀援員の活動も想定した訓練を実施し、災害時に
おける対応の実効性を高める。

危機管理局
市町村



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること
リスクシナリオ 2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等により救助・救急活動等が実施できない事態

－ 87 － － 88 －

リスクシナリオ 2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等により救助・救急活動等が実施できない事態

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

＜医療従事者確保に係る連携体制＞
災害発⽣時の医療提供体制確保のため、⽇本ＤＭＡ

Ｔ活動要領に基づき、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チー
ム）を派遣できる病院を指定するとともにＤＭＡＴ隊
員の養成を進めている。

また、県総合防災訓練等にＤＭＡＴの参加を促すな
ど、対応能⼒の向上を図っている。

災害発⽣により医療従事者が絶対的に不⾜する中で、
円滑にＤＭＡＴを派遣したり、他県からのＤＭＡＴ派
遣を受け入れることができるよう、引き続き、他県等
との連携体制を構築する必要がある。

○

引き続き、災害発⽣時の医療提供体制確保のため、
ＤＭＡＴの派遣・受入体制など他県等との連携体制を
構築する。

健康福祉部
病院局
市町村

＜総合防災訓練の実施＞
⼤規模災害発⽣時の応急態勢の充実を図るため、防

災関係機関の連携強化に向けて、消防・警察・海上保
安庁・自衛隊等の防災関係機関が⼀同に会した防災訓
練を実施している。

他県における近年の災害発⽣状況等を踏まえるとと
もに、複数の自然災害が同時又は連続して発⽣する複
合災害も視野に入れ、応急体制の更なる充実に向け、
訓練内容の⾒直し等を図っていく必要がある。

○
⼤規模災害発⽣時の応急体制の更なる充実を図るた

め、地域特性に応じ発⽣可能性が高い複合災害も想定
し、防災関係機関の連携強化に向け、消防・警察・自
衛隊等の関係機関の参加を得て、より実効性の高い総
合防災訓練を実施していく。

危機管理局
警察本部
市町村

＜図上訓練の実施＞
災害対策本部の運営、防災関係機関との連携強化や

各種防災システムの機器操作の習熟を図るため、図上
訓練を実施している。

職員の異動等へ対応し、職員のスキルの維持、向上
を図るとともに、防災関係機関との顔の⾒える関係を
構築するため、継続的に訓練を実施する必要がある。

○
災害発⽣時に迅速に災害対策本部を設置・運営でき

るよう、また、防災関係機関と連携し適切な応急対策
が実施できるよう、引き続き定期的に図上訓練を実施
する。

危機管理局

【救急・救助活動の体制強化】
＜消防⼒の強化＞

消防本部は、消防⼒の強化を図るため、国の「消防
⼒の整備指針」に基づき地域の実情を踏まえ消防体制
（施設・人員）の整備を進めている。

また、各消防本部の消防⼒では対応できない⼤規模
災害等に対応するため、県内消防の相互応援体制及び
県を越えた応援体制である緊急消防援助隊を整備して
いる。

再
掲

⼤規模災害等に迅速・的確に対応するため、引き続
き、施設等の整備を進めるとともに、災害発⽣時に他
消防本部との応援・受援及び関係機関との連携等の対
応が円滑に⾏われる必要がある。 ○

国の指針に基づく施設等の整備を進めるとともに、
災害発⽣時に他消防本部との応援・受援及び関係機関
との連携等の対応が円滑に⾏われるよう、訓練を実施
するほか、近年発⽣した事案の教訓を踏まえた対応を
検討する。

危機管理局
市町村

＜消防団の充実＞
市町村では、地域に密着し、災害時に重要な役割を

果たす消防団について、各地域の実情に応じ、消防団
員の確保と装備の充実を図っている。

また、県では、市町村の団員確保活動を⽀援するた
め、県内のイベントや⼤学祭、高校でのＰＲ等、消防
団活動の理解と入団促進を図るための広報活動を実施
しているほか、学⽣消防団活動認証制度や消防団協⼒
事業所表⽰制度の導入、消防団員の処遇改善の検討等
を市町村に働きかけている。

再
掲

近年、消防団員は年々減少しており、平成28年4月
1⽇現在で19,080人となっていることから、市町村で
は、地域の消防⼒を確保するため、消防団員の確保と
装備の充実を図る必要がある。

また、県として、引き続き、効果的な手法を検討し
ながら、市町村の団員確保活動を⽀援するとともに、
市町村に対し、学⽣消防団活動認証制度の導入等を働
きかけていく必要がある。

○

市町村は、引き続き、地域の実情に応じて消防団員
の確保と装備の充実を進める。

また、市町村の消防団員確保活動を⽀援するため、
県として、効果的な手法を検討しながら、広報活動等
を実施するとともに、市町村の学⽣消防団活動認証制
度の導入等を働きかけていく。

危機管理局
市町村

＜災害医療・救急救護・福祉⽀援に携わる人材の育成＞
災害発⽣時における医療救護活動及び福祉⽀援活動

を⾏うため、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）、ＤＰ
ＡＴ（災害派遣精神医療チーム）、ＤＣＡＴ（災害福
祉⽀援チーム）の育成や訓練の実施、研修会の開催等
に取り組んでいる。

災害発⽣時に被災地の医療・福祉ニーズに応じた活
動が円滑に実施できるよう、高度な知識や専門的な技
術を有する人材を育成するための訓練・研修を実施す
るとともに、チーム数の増加を図る必要がある。

○
災害発⽣時の医療救護活動及び福祉⽀援活動を⾏う

ため、ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ、ＤＣＡＴの育成等を計画
的に推進していく。

健康福祉部
危機管理局

ＤＭＡＴの数
18チーム【H28.8現在】

ＤＰＡＴの数
3チーム【H28.9現在】

ＤＣＡＴについては、H28年度から具体
的な取組を進めている。

＜救急・救助活動等の体制強化＞
災害発⽣時における救命率の向上等を図るため、メ

ディカルコントロール協議会を設置し、救急救命⼠に
対する指⽰体制及び救急隊員に対する指導・助言体制
の充実等を図っている。

また、各消防本部が⾏う救急救命⼠の新規養成等を
⽀援しているほか、救急救命⼠に対する講習等を実施
している。

消防職員に救急や救助に係る専門的知識・技能を習
得させ、災害発⽣時に適切な救急・救助活動を実施で
きるよう、消防学校において教育訓練を実施している。

災害発⽣時の救急体制の更なる充実を図るため、引
き続き救急救命⼠の養成等の⽀援を⾏うとともに、救
急救命⼠の更なる資質向上を図るため、講習等を実施
する必要がある。

また、消防職員が災害発⽣時に救急や救助に係る技
能を発揮できるよう、引き続き教育訓練を実施する必
要がある。

○

災害発⽣時の救急体制の更なる充実を図るため、引
き続き救急救命⼠の養成等の⽀援、救急救命⼠に対す
る講習等を実施する。

また、消防職員が災害発⽣時に救急や救助に係る技
能を発揮できるよう、引き続き教育訓練を実施する。

健康福祉部
危機管理局
市町村
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リスクシナリオ 2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等により救助・救急活動等が実施できない事態

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【⽀援物資等の供給体制の確保】
＜災害応援の受入体制の構築＞

復旧・復興を担う技術職員等が不⾜した場合の応援
職員を確保するため、全国知事会及び関係省庁を通じ
て、全国の自治体に応援職員の派遣要請を⾏う等の対
応マニュアルを整備している。 再

掲

全国自治体に派遣要請を⾏っても、職員数が少ない
分野等については、十分な人員が確保できない可能性
があることから、必要な技術職員等を確実に確保でき
る仕組み（スキーム）を構築する必要がある。

また、応援職員の受入れを円滑に実施するため、受
援体制を強化する必要がある。

○

必要に応じて、マニュアル等の⾒直しを⾏うほか、
必要な技術職員等を確実に確保できる仕組みの構築に
向けて、国による任期付職員の⼀括採用などを、国へ
働きかけていくことを検討する。

また、応援職員の受入れを円滑に実施するため、あ
らかじめ、応援職員が実施する対象業務や応援職員の
調整を実施する受援組織等を検討し、受援体制の強化
を推進する。

総務部
危機管理局
市町村

＜救援物資等の受援体制の構築＞
災害発⽣時、他自治体等からの応急措置等の応援を

迅速かつ円滑に遂⾏するため、災害発⽣時の相互応援
協定を締結している。

再
掲

協定等に基づく救援物資、国からの⽀援物資、国⺠
や企業等からの義援物資等について、具体的な受入れ
の運用等が定まっておらず、受援体制を強化させるた
め、これらを具体化する必要がある。

○
物資等の受援を円滑に実施するため、物資等の受入

調整機能等について検討のうえ、受援体制の構築を進
める。

危機管理局
市町村

【防災意識の啓発・地域防災⼒の向上】
＜防災意識の啓発＞

地域住⺠の防災意識を高めるため、災害等への備え
や避難勧告等が発令された場合の避難について、講
座・講演等を通じて啓発を⾏っている。

再
掲

早期避難の重要性等について十分な浸透が図られて
いないことから、地域住⺠の防災意識の向上に向けて、
より⼀層の取組を実施していく必要がある。

各種講演会や出前講座等の場などを活用し、県⺠に
対する防災意識の啓発を図るとともに、防災に対する
関⼼をさらに高めていくため、効果的な普及啓発の在
り方を検討する。

危機管理局
市町村

＜防災訓練の推進＞
地域住⺠の防災意識を高めるとともに、災害発⽣時

における安全かつ迅速な対応が可能となるよう、市町
村が実施する防災訓練に対する⽀援を⾏っている。

また、地域コミュニティの再⽣と地域防災⼒の向上
を図るため、住⺠参加による防災訓練を開発している。

再
掲

市町村単位の防災訓練は、定期的に実施されていな
い地域もあることから、地域住⺠の防災意識を高める
ため、各市町村において地域単位での防災訓練を⾏う
必要がある。

市町村においても、地域特性に応じた防災訓練を実
施できるよう、市町村を⽀援し実効性の高い総合防災
訓練を実施していく。

また、地域単位での防災訓練を開発し、その普及に
努めていく。

危機管理局
市町村

＜自主防災組織の設⽴・活性化⽀援＞
災害発⽣時に地域住⺠が自助・共助による救助・救

急活動ができるよう、自主防災組織リーダー研修会、
防災啓発研修等を実施し、自主防災組織の設⽴を促進
している。

再
掲

災害発⽣時の公助による救助・救急活動の絶対的人
員不⾜の際、各地域において地域住⺠が救助・救急活
動を⾏う自主防災組織活動カバー率は46.5％
（H28.4)と全国ワースト2位であり、さらに自主防災
組織を設⽴させる必要がある。

自主防災組織の設⽴促進と、既存組織の活動の活発
化に向けて、引き続き、市町村と連携を図りながら、
リーダー研修会や防災啓発研修等の取組を実施する。

危機管理局
市町村

自主防災組織活動カバー率
46.5％【H28】 → 50％以上【H30】

＜地域防災リーダーの育成＞
災害発⽣時に地域住⺠が自助・共助による救助・救

急活活動ができるよう、地域防災のリーダーとなる人
材が必要なため、人材育成を⾏っている。

地域防災の中⼼となり得る人材が不⾜しているため、
各地域の自治会や防災知識・技能を有する防災⼠等と
の連携を進め、地域防災リーダーとなる人材の育成を
⾏う必要がある。

地域防災リーダーの人材育成のため、各地域の自治
会や防災知識・技能を有する防災⼠等との連携を図り
ながら、リーダー研修会や防災啓発研修会等の取組を
実施する。

危機管理局
市町村
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事前に備えるべき目標 2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること

リスクシナリオ 2-4 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の⻑期途絶

※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の⻑期途絶を防ぐため、緊急⾞両・災害拠点病院等に対する燃料
供給の確保や、輸送路の確保を図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【緊急⾞両・災害拠点病院に対する燃料の確保】
＜石油燃料供給の確保＞

災害発⽣時には⽯油燃料の調達及び供給に⽀障を来
すおそれがあるため、⽣活の維持や業務継続が求めら
れる病院や避難所等重要施設や緊急⾞両に対し、災害
発⽣時に安定的な調達・供給ができるよう、⻘森県⽯
油商業組合などの関係機関と安定供給に関する協定を
締結している。

また、災害発⽣時における⽯油燃料の供給体制の整
備を図るため、⻘森県⽯油商業組合と連携して県内の
中核給油所等への⽯油燃料の備蓄を⽀援している。

再
掲

災害発⽣時においては⻘森県⽯油商業組合等関係機
関との協定が有効に機能することが必要であることか
ら、引き続き、供給先の情報更新や防災訓練の実施な
どにより連携体制を維持・強化する必要がある。 ○

災害発⽣時において、協定に基づき円滑に必要な施
設等に⽯油燃料が供給されるよう、関係機関の情報を
更新するとともに定期的に訓練を実施する。

商⼯労働部

＜緊急⾞両等への燃料供給の確保＞
災害発⽣時において、緊急⾞両や災害対応に従事す

る⾞両等への燃料を確保するため、⻘森県⽯油商業組
合等と協定を締結している。

災害発⽣時において、緊急⾞両等への応急対策等を
安定的に確保するため、燃料の備蓄や供給事業者との
協定の締結が必要である。

○ 協定締結事業者と図上訓練の実施等を通じて、連携
強化を図る。

危機管理局
市町村

＜警察⾞両への燃料供給の確保＞
災害発⽣時の燃料供給を目的として、警察敷地内に

燃料備蓄施設を整備し、平成26年から運用している。
災害発⽣時において、警察⾞両への燃料を供給する

ため、警察施設内に燃料を備蓄しているが、適正管理
を継続する必要がある。

○ 災害発⽣時において、警察⾞両に燃料を供給するた
め、警察施設内に燃料を備蓄しており、適正管理を継
続する。

警察本部

＜医療施設の燃料等確保＞
災害発⽣時の医療機能確保のため、災害拠点病院等

の電源や燃料の確保を推進している。
災害拠点病院では概ね電源や燃料が確保されている

が、その他の病院についても、確保を促進していく必
要がある。

○

市町村等との連携を図りながら、災害拠点病院等の
病院施設において、停電時でも医療⾏為が⾏えるよう、
引き続き、非常用電源装置の設置や燃料の備蓄等、電
源や燃料を確保するとともに、その他の病院について
も確保を促進していく。

病院局
健康福祉部
市町村

災害拠点病院の非常用電源の設置率
100％【H28.4.1現在】

災害拠点病院の緊急用の燃料の備蓄量
通常時の1⽇分〜10⽇分以上程度
【H28.4.1現在】

災害時医療拠点の非常用電源の設置
設置済（中央病院、つくしが丘病院）

緊急用の燃料の備蓄量
常時72時間分程度

【防災ヘリ・ドクターヘリの燃料の確保】
＜防災ヘリコプターの燃料確保＞

⼤規模災害発⽣時等に防災ヘリコプターが継続して
運航できるよう航空燃料を確保するため、⻘森空港内
に所在する供給事業者及び県外からタンクローリー等
での燃料搬送も可能な県外の供給事業者それぞれと協
定を締結し、燃料供給体制を構築している。

また、各消防本部等に航空燃料を備蓄し、航空燃料
の劣化を防ぐため定期的に燃料交換を⾏っている。

各消防本部等に保管している備蓄燃料の保管施設の
⽼朽化対策・耐震化を進める必要がある。

また、消防本部等に備蓄している航空燃料の劣化を
防ぐため、定期的に交換する必要がある。 ○

備蓄燃料保管場所の耐震化・⽼朽化の状況を確認し、
各消防本部等へ耐震化対策・⽼朽化対策を依頼する。

また、消防本部等に備蓄している航空燃料の劣化を
防ぐため、4ヶ月毎に交換を実施する。

危機管理局
市町村

＜ドクターヘリの燃料確保＞
災害発⽣時にドクターヘリ運航に⽀障を及ぼさない

よう航空燃料を確保するため、⻘森空港内に所在する
供給事業者と協定を締結し、燃料供給体制を構築して
いる。

本県の給油施設が被災する可能性もあることから、
ドクターヘリの運航委託先とも協⼒し、航空燃料を搬
送する体制を構築する必要がある。

○
災害発⽣時における航空燃料確保の体制構築のため、

ドクターヘリ運航委託業者と協議を⾏う。
健康福祉部
病院局
危機管理局



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること
リスクシナリオ 2-4 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の⻑期途絶

－ 93 － － 94 －

リスクシナリオ 2-4 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の⻑期途絶

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【道路施設の防災対策】
＜緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策＞

災害発⽣時の広域的な避難路や救援物資の輸送路と
なる緊急輸送道路を確保するため、優先的に機能強化
や⽼朽化対策を推進している。

再
掲

依然として、多くの脆弱性を有する箇所が残ってお
り、災害発⽣時の救助・救援に係る人員や物資などの
緊急輸送路の確保が課題であるため、緊急輸送道路の
機能強化・⽼朽化対策を優先的に進める必要がある。

○
災害に強い道路を整備し、⼤規模災害発⽣時の広域

的な避難路や救援物資の輸送路の確保を図るため、国
の交付⾦を活用する等により、道路整備や危険箇所対
策、道路施設の耐震化といった機能強化と⽼朽化対策
を実施する。

国
県土整備部
市町村

＜緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策＞
緊急輸送道路が損壊した場合に備え、これを補完す

る緊急輸送道路以外の道路の安全性等を確保するため、
機能強化や⽼朽化対策を推進している。

再
掲

緊急輸送道路が損壊した場合にこれを補完する道路
について、依然多くの脆弱性を有する箇所が残ってい
るため、機能強化や⽼朽化対策を⾏う必要がある。

○
緊急輸送道路を補完する道路の安全性等を確保する

ため、国の交付⾦を活用する等により、道路整備や危
険箇所対策、道路施設の耐震化といった機能強化と⽼
朽化対策を実施する。

県土整備部
農林水産部
市町村

(漁港)
臨港道路の機能保全⼯事完了漁港数
4漁港【H33まで】

＜市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策＞
災害発⽣時の避難路・代替輸送路となる市町村管理

の農道・林道の安全性等を確保するため、市町村によ
る定期的な点検診断等を促進している。

再
掲

整備後、相当の年数を経過している施設もあること
から、点検診断等を実施の上、計画的に⽼朽化対策等
を実施する必要がある。

○ 市町村管理の農道・林道については、必要な改良や
⽼朽化対策等が実施されるよう、定期的な点検診断等
の取組を⽀援する。

農林水産部
市町村

個別施設ごとの⻑寿命化計画（農道橋
（橋⻑15m以上)）の策定数
1橋【H27】 → 102橋【H32】



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること
リスクシナリオ 2-5 想定を超える⼤量かつ⻑期の帰宅困難者（県外からの来訪客等）への水・⾷料等の供給不⾜

－ 95 － － 96 －

事前に備えるべき目標 2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること

リスクシナリオ 2-5 想定を超える大量かつ⻑期の帰宅困難者（県外からの来訪客等）への⽔・⾷料等の
供給不⾜

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

祭り期間中の災害発⽣等により、多数の県外来訪客等が避難できない事態や、避難⽣活が⻑期にわたること等に
より水・⾷料等の供給が不⾜する事態を防ぐため、避難場所や⽀援物資の供給を確保する。

また、外国人観光客等に対する情報提供体制の強化等を図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【帰宅困難者の避難体制の確保】
＜観光客の避難体制の強化＞

災害発⽣時の観光客の安全確保を図るため、危機管
理の必要性を県内市町村や観光事業者・団体等に普及
啓発するセミナーを開催するなど、災害発⽣時を想定
した観光客への適切な対応体制の整備を推進している。

個人観光客が多くを占める現状にあって、災害が発
⽣し帰宅困難となった場合に対応するため、外国人を
含む観光客が自⼒で避難し、情報収集できるような体
制を構築し、観光客に安全・安⼼に滞在してもらえる
受入環境を整備する必要がある。

外国人観光客が安⼼して本県を旅⾏できるようにす
るため、受入環境の改善を図るとともに、災害発⽣時
において外国人観光客が自⼒で情報収集、避難ができ
る体制を整えるため、事業者や市町村、警察等と連携
しながら、事業者の災害発⽣時対応⼒の向上を図る。

観光国際戦略局
⺠間事業者

＜観光客等に対する広域避難の強化＞
市町村においては、災害発⽣時に地域住⺠が安全に

避難できる避難所等の確保のため、指定避難所等の指
定を進めている。

県内で開催される祭りなどの期間中に、災害が発⽣
し、観光客等が帰宅困難となった場合、被災市町村の
避難所だけでは十分に対応できないことが想定される
ため、周辺市町村や隣県へ避難する広域避難などの対
応を検討する必要がある。

周辺市町村や隣県へ避難する広域避難等について、
災害時に円滑に避難が実施できるよう調整機能及び連
携体制を検討のうえ、充実・強化を図る。

また、地域特性を考慮し、船舶等の多様な交通手段
を活用した広域避難体制の強化を推進する。

危機管理局
市町村

【⽀援物資等の供給体制の確保】
＜非常物資の備蓄＞

災害発⽣時に被災者の⾷料・飲料水を確保するため、
県及び市町村は、住⺠が各家庭や職場で、平時から３
⽇分の⾷料を備蓄するよう、啓発している。

また、県及び市町村は、災害発⽣時における⾷料、
飲料水、⽇用品等の物資供給に関する協定をスーパー、
飲料水メーカー等と締結し、災害発⽣時に事業者等が
製造・調達することが可能な物資の提供を受ける流通
在庫備蓄を進めている。

再
掲

引き続き住⺠等に家庭内備蓄について啓発活動を実
施する。また、スーパー、飲料水メーカー等と、災害
発⽣時における⽀援物資の供給に関する協定を17件締
結しているが、⾷料調達に関する協定を締結している
件数が十分でないと考えられることから、今後も協定
締結を推進するなど備蓄の確保を図る必要がある。

住⺠に対して⾷料を備蓄するよう、引き続き啓発す
るとともに、災害発⽣時に⾷料調達に関する協定の締
結を推進していく。

また、県⺠の３⽇分の⾷料備蓄を基本としつつも、
これを⼀層促進する取組や、県⺠の備蓄を補完する県
及び市町村の備蓄目標、役割分担等、これからの県全
体としての災害備蓄の在り方について検討し、推進す
る。

危機管理局
農林水産部
市町村

＜応急給⽔資機材の整備＞
災害による断水発⽣時において、被災者が必要とす

る最⼩限の飲料水の供給が確保できるよう、水道事業
者（市町村等）においては、応急給水のための体制を
整えるとともに、応急給水資機材の整備を図っている。

再
掲

災害による断水発⽣時において、被災者が必要とす
る最⼩限の飲料水の供給が確保できるよう、引き続き、
応急資機材の整備を図る必要がある。

災害による断水発⽣時において、被災者が必要とす
る最⼩限の飲料水の供給が確保できるよう、引き続き、
必要に応じ、応急給水のための体制の⾒直し及び応急
給水資機材の更新を図る。

健康福祉部
市町村等水道事業者

＜災害応援の受入体制の構築＞
復旧・復興を担う技術職員等が不⾜した場合の応援

職員を確保するため、全国知事会及び関係省庁を通じ
て、全国の自治体に応援職員の派遣要請を⾏う等の対
応マニュアルを整備している。 再

掲

全国自治体に派遣要請を⾏っても、職員数が少ない
分野等については、十分な人員が確保できない可能性
があることから、必要な技術職員等を確実に確保でき
る仕組み（スキーム）を構築する必要がある。

また、応援職員の受入れを円滑に実施するため、受
援体制を強化する必要がある。

必要に応じて、マニュアル等の⾒直しを⾏うほか、
必要な技術職員等を確実に確保できる仕組みの構築に
向けて、国による任期付職員の⼀括採用などを、国へ
働きかけていくことを検討する。

また、応援職員の受入れを円滑に実施するため、あ
らかじめ、応援職員が実施する対象業務や応援職員の
調整を実施する受援組織等を検討し、受援体制の強化
を推進する。

総務部
危機管理局
市町村

＜救援物資等の受援体制の構築＞
災害発⽣時、他自治体等からの応急措置等の応援を

迅速かつ円滑に遂⾏するため、災害発⽣時の相互応援
協定を締結している。

再
掲

協定等に基づく救援物資、国からの⽀援物資、国⺠
や企業等からの義援物資等について、具体的な受入れ
の運用等が定まっておらず、受援体制を強化させるた
め、これらを具体化する必要がある。

物資等の受援を円滑に実施するため、物資等の受入
調整機能等について検討のうえ、受援体制の構築を推
進する。

危機管理局
市町村



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること
リスクシナリオ 2-5 想定を超える⼤量かつ⻑期の帰宅困難者（県外からの来訪客等）への水・⾷料等の供給不⾜

－ 97 － － 98 －

リスクシナリオ 2-5 想定を超える大量かつ⻑期の帰宅困難者（県外からの来訪客等）への⽔・⾷料等の
供給不⾜

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【情報伝達の強化】
＜外国人観光客等に対する防災情報提供体制の強化＞

外国人観光客が安⼼できる受入環境を整備するため、
外国語による情報発信、交通機関や宿泊・観光施設で
のＷｉ－Ｆｉ利用環境の充実、案内表記の多言語化・
記号化、外国語対応を推進し、災害発⽣時において自
⼒で情報収集、避難ができる体制を整えている。

⻘森県防災ＨＰでは、災害発⽣時の外国人に対する
防災情報提供のため、⼀部の防災情報について、多言
語（英語､中国語、韓国語）で表記し伝達している。

再
掲

依然として、宿泊施設や交通機関で、外国人観光客
のための外国語表記やＷｉ－Ｆｉ利用環境が不十分な
ところがあるため、それらの整備を推進するとともに、
外国人観光客向けの外国語による情報発信を充実する
必要がある。

また、⻘森県防災ＨＰで表⽰している防災情報につ
いては、扱う情報の全てが多言語化されているわけで
はないため、さらに多言語化による情報発信を強化し
ていく必要がある。

外国人観光客が安⼼して本県を旅⾏できるようにす
るため、県が管理する観光施設のＷｉ－Ｆｉ利用環境
を充実させるとともに、宿泊事業者等が⾏うＷｉ－Ｆ
ｉ利用環境整備等の取組に係る⼀部⽀援をするなど、
受入環境の改善を図る。

他都道府県の取組等を参考にしながら、⻘森県防災
ＨＰを含めた多言語による防災情報の伝達の在り方に
ついて検討していく。

観光国際戦略局
危機管理局
市町村

【帰宅困難者の輸送手段の確保】
＜バスによる帰宅困難者の輸送＞

災害発⽣時等の交通手段確保のため、バス事業者と
運⾏状況等に関する情報共有を図っているほか、路線
維持を図るため、運⾏⽋損・⾞両購入に対する補助を
⾏っている。

災害発⽣時における人員輸送について、バス事業者
等との連携体制が構築されていないことから、対応を
検討していく必要がある。

引き続き、バス事業者と運⾏状況等に関する情報共
有や、バス路線維持に係る補助を実施するほか、災害
発⽣時における人員輸送について、バス事業者等との
連携体制構築に向けて対応を検討していく。

企画政策部



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること
リスクシナリオ 2-6 医療施設及び関係者の絶対的不⾜・被災、⽀援ルートの途絶による医療機能の⿇痺

－ 99 － － 100 －

事前に備えるべき目標 2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること

リスクシナリオ 2-6 医療施設及び関係者の絶対的不⾜・被災、⽀援ルートの途絶による医療機能の⿇痺

【人命保護に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ】

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

医療施設及び関係者の絶対的不⾜等による医療機能の⿇痺を防ぐため、病院・福祉施設等の耐震化を推進する
とともに、医療圏単位での医療連携体制の構築や災害医療派遣等による連携体制の構築等を図る。

また、避難に当たり配慮を要する方々に対する⽀援体制を構築する。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【病院・福祉施設等の耐震化】
＜病院施設の耐震化＞

災害発⽣時の医療機能確保のため、災害拠点病院等
の病院施設の耐震化を推進している。 再

掲

耐震基準を満たしていない病院があることから、災
害拠点病院等の病院施設が災害時に機能不全に陥らな
いよう、施設の耐震化を進める必要がある。

災害拠点病院である県⽴中央病院の耐震化は実施済
みであるが、建築物及び設備の⽼朽化対策を計画的に
実施する必要がある。

○

引き続き市町村と連携し、国の医療提供体制施設整
備交付⾦等の活用を図りながら、耐震化されていない
病院の耐震改修等を促進する。

健康福祉部
病院局
市町村

病院施設の耐震化率
国調査結果【H27.9現在】

県内病院（97病院）の
耐震化率：73.2％

県内災害拠点病院等（9病院）の
耐震化率：77.8％

＜社会福祉施設等の耐震化＞
災害発⽣時に、避難することが困難な方が多く入所

する施設等の安全・安⼼を確保するため、介護施設や
障害福祉施設、児童福祉施設等の社会福祉施設等の耐
震化を推進している。

再
掲

耐震化が図られていない社会福祉施設等があること
から、引き続き耐震化を推進する必要がある。 ○

社会福祉施設等に係る耐震化率の向上を図るため、
引き続き国の交付⾦等を活用し、耐震改修や改築の実
施を促進する。

健康福祉部
社会福祉法人等

「社会福祉施設等耐震化等臨時特例
交付⾦」による対象施設の耐震化⼯事
対応状況
10施設中7施設が⼯事完了

【災害発⽣時における医療提供体制の構築】
＜災害時医療の連携体制＞

災害発⽣時において、災害拠点病院での適切な医療
⾏為を確保するため、二次医療圏毎の連携体制構築に
向けて、地域災害拠点病院を中⼼とした災害医療に係
る訓練の実施を促進している。

災害医療訓練について、実施していない地域がある
ことから、全ての地域で訓練が実施され、連携体制の
構築が図られる必要がある。

○
引き続き、災害発⽣時において適切な医療⾏為が⾏

えるよう、二次医療圏毎に地域災害拠点病院を中⼼と
した災害医療に係る訓練の実施を促進し、連携体制を
構築する。

健康福祉部
危機管理局
市町村

地域災害拠点病院を中⼼とした災害医療
訓練が実施された地域

2地域【H27】

＜災害医療・救急救護・福祉⽀援に携わる人材の育成＞
災害発⽣時における医療救護活動及び福祉⽀援活動

を⾏うため、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）、ＤＰ
ＡＴ（災害派遣精神医療チーム）、ＤＣＡＴ（災害福
祉⽀援チーム）の育成や訓練の実施、研修会の開催等
に取り組んでいる。

再
掲

災害発⽣時に被災地の医療・福祉ニーズに応じた活
動が円滑に実施できるよう、高度な知識や専門的な技
術を有する人材を育成するための訓練・研修を実施す
るとともに、チーム数の増加を図る必要がある。

○
災害発⽣時の医療救護活動及び福祉⽀援活動を⾏う

ため、ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ、ＤＣＡＴの育成等を計画
的に推進していく。

健康福祉部
危機管理局

ＤＭＡＴの数
18チーム【H28.8現在】

ＤＰＡＴの数
3チーム【H28.9現在】

ＤＣＡＴについては、H28年度から具体
的な取組を進めている。

＜医療従事者確保に係る連携体制＞
災害発⽣時の医療提供体制確保のため、⽇本ＤＭＡ

Ｔ活動要領に基づき、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チー
ム）を派遣できる病院を指定するとともにＤＭＡＴ隊
員の養成を進めている。

また、県総合防災訓練等にＤＭＡＴの参加を促すな
ど、対応能⼒の向上を図っている。

再
掲

災害の発⽣により医療従事者が絶対的に不⾜する中
で、円滑にＤＭＡＴを派遣したり、他県からのＤＭＡ
Ｔ派遣を受け入れることができるよう、引き続き、他
県等との連携体制を構築する必要がある。

○

引き続き、災害発⽣時の医療提供体制確保のため、
ＤＭＡＴの派遣・受入体制など他県等との連携体制を
構築する。

病院局
健康福祉部
市町村

＜お薬手帳の利用啓発＞
災害発⽣時に医療従事者が不⾜する場合においても、

持病を抱える被災者が必要な投薬を受けることがてき
るよう、「お薬手帳」の普及啓発に向けて、「薬と健
康の週間」の際、広報誌等を配布しているほか、県薬
剤師会及び薬局において、「お薬手帳」の携⾏につい
て、普及啓発を図っている。

引き続き、持病者には「お薬手帳」を作成・携⾏す
るよう啓発する必要がある。

災害発⽣時においても、持病を抱える被災者が必要
な投薬を受けることがてきるよう、引き続き、薬剤師
会と連携しながら、広報誌等を配布する等、「お薬手
帳」に係る普及啓発を図る。

健康福祉部
市町村
薬剤師会
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【ドクターヘリの運航の確保】
＜ドクターヘリの運航確保＞

平時から、救急医療提供体制の構築・充実のため、
ドクターヘリを２機保有・運用しているが、災害発⽣
時でも円滑な救急活動を⾏うため、運航要領を整備し
ているほか、各種災害訓練に参加している。

また、北東北三県による広域連携体制を構築してい
る。

再
掲

災害発⽣時においても、機動的に２機のドクターヘ
リを活用するため、引き続き、運航体制の整備や消防
機関との連携強化を図る必要である。 ○

災害発⽣時の医療提供体制の構築・充実のため、ド
クターヘリを活用した関係機関での訓練を実施する。 健康福祉部

病院局 訓練の参加回数：年2回程度

【防災ヘリコプターの運航の確保】
＜防災ヘリコプターの連携体制の確⽴＞

他都道府県の防災航空隊や防災関係機関と相互の連
携・協⼒関係を確⽴するため、定期的に訓練を実施し
ている。

⼤規模災害が発⽣した場合の他都道府県からの広域
航空消防応援に係る受入体制に係るマニュアルを作成
し、体制を整えている。

再
掲

防災関係機関相互の連携体制を確⽴するため、引き
続き、共通の航空管制の下、訓練を実施する必要があ
る。

また、相互応援協定等に基づき隣県等の防災航空隊
と⼤規模災害発⽣時の迅速かつ的確な活動が実施でき
るよう、引き続き、関係機関相互の連携・協⼒体制を
確⽴するため訓練を実施する必要がある。

○

ヘリコプター又は固定翼機を保有する防災関係機関
相互の連携体制を確⽴するため、県総合防災訓練や合
同指揮本部図上訓練等において、共通の航空管制の下、
訓練を実施する。

また、相互応援協定等に基づき隣県等の防災航空隊
と⼤規模災害発⽣時の迅速かつ的確な活動が実施でき
るよう、関係機関相互の連携・協⼒体制を確⽴するた
め訓練を実施する。

危機管理局

【要配慮者への⽀援等】
＜要配慮者等への⽀援＞

災害発⽣時に要配慮者（要介護高齢者・障がい者・
妊婦・乳幼児等）に対する⽀援を⾏うため、災害福祉
⽀援チーム（ＤＣＡＴ）の派遣体制の構築を図るとと
もに、避難所等における要配慮者⽀援の重要性等につ
いて、市町村に対する研修や会議を通じ啓発している。

災害発⽣時における要配慮者への⽀援については、
受入医療機関との調整や避難所運営における配慮を要
することから、福祉ニーズに対応できるチームを編成
する必要がある。

また、要配慮者への⽀援の体制が十分に構築されて
いないことから、引き続き、市町村に対して研修や会
議を通じて、要配慮者⽀援の啓発を実施する必要があ
る。

併せて、県外からの⽀援について、円滑な⽀援活動
を実施できるよう、受入体制を整える必要がある。

○

災害発⽣時における要配慮者の⽀援体制の構築に向
けて、福祉⽀援チーム（ＤＣＡＴ）の養成研修を実施
するとともに、市町村に対し研修等の啓発を⾏う。

併せて、県外からの⽀援受入体制について検討する。
健康福祉部
危機管理局
病院局
市町村

災害派遣福祉チーム数
0チーム → 8チーム

＜男⼥のニーズの違いに配慮した⽀援＞
男⼥共同参画の視点を取り入れた地域防災体制をつ

くるため、「安⼼避難所づくり」ハンドブックを作成
し、誰もが安⼼して過ごすことのできる避難所づくり
のための研修会の開催等をしている。

避難所等では、⽣活環境が変化し、性別により役割
分担がなされる傾向にあるなど、様々な不安や悩みを
抱えることが考えられることから、引き続き、男⼥の
ニーズを的確に把握し、それぞれに配慮した⽀援を⾏
う必要がある。

災害発⽣時には、⼥性が様々な不安や悩みを抱える
ことや、⼥性に対する暴⼒等が懸念されることから、
男⼥共同参画センターを中⼼として、相談窓口や⼥性
に対する暴⼒等の予防方法の周知を⾏うなど、男⼥共
同参画センターの災害発⽣時の役割を明確にするとと
もに、平時から地域防災⼒の推進拠点として位置付け
を明確にし、活動を展開する。

環境⽣活部

＜心のケア体制の確保＞
何らかの要因により、⼼理的ストレスを抱えている

方のために、精神保健福祉センター、保健所、精神科
病院等の⽀援体制の中で、こころのケア⽀援を⾏って
いる。

災害発⽣時においては、⼼理的ストレスを抱える方
が増加することが予想されることから、被災者に対す
るきめ細かな⼼のケアを⾏うためにも、引き続き人材
の育成や関係機関のネットワークを強化する必要があ
る。

災害発⽣時には、ＤＰＡＴ（災害派遣精神医療チー
ム）との役割分担を踏まえたこころのケア実施の⽀援
体制等が必要となることから、役割分担を踏まえた連
携体制を構築する。

健康福祉部
危機管理局
市町村

＜児童⽣徒の心のサポート＞
被災による急性ストレス障害や⼼的外傷後ストレス

障害等の発症が⼼配される児童⽣徒等の⼼のケアを⾏
うため、スクールカウンセラーの派遣等を⾏っている。

スクールカウンセラーの確保が課題となっているこ
とから、災害発⽣時の迅速な対応や複数の学校への派
遣など、児童⽣徒等の⼼のサポート体制を確保するた
め、計画的な拡充を進める必要がある。

被災児童⽣徒等に対する⼼のサポートについて、災
害発⽣時における迅速な対応が可能となるよう、引き
続き、児童⽣徒等の⼼をケアする体制整備を図る。

教育庁
健康福祉部
危機管理局
市町村

⼩中学校へのスクールカウンセラー
派遣率
43%【H27】 → 100%【H31】
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＜外国人観光客等に対する防災情報提供体制の強化＞
外国人観光客が安⼼できる受入環境を整備するため、

外国語による情報発信、交通機関や宿泊・観光施設で
のＷｉ－Ｆｉ利用環境の充実、案内表記の多言語化・
記号化、外国語対応を推進し、災害発⽣時において自
⼒で情報収集、避難ができる体制を整えている。

⻘森県防災ＨＰでは、災害発⽣時の外国人に対する
防災情報提供のため、⼀部の防災情報について、多言
語（英語､中国語、韓国語）で表記し伝達している。

再
掲

依然として、宿泊施設や交通機関で、外国人観光客
のための外国語表記やＷｉ－Ｆｉ利用環境が不十分な
ところがあるため、それらの整備を推進するとともに、
外国人観光客向けの外国語による情報発信を充実する
必要がある。

また、⻘森県防災ＨＰで表⽰している防災情報につ
いては、扱う情報の全てが多言語化されているわけで
はないため、さらに多言語化による情報発信を強化し
ていく必要がある。

外国人観光客が安⼼して本県を旅⾏できるようにす
るため、県が管理する観光施設のＷｉ－Ｆｉ利用環境
を充実させるとともに、宿泊事業者等が⾏うＷｉ－Ｆ
ｉ利用環境整備等の取組に係る⼀部⽀援をするなど、
受入環境の改善を図る。

他都道府県の取組等を参考にしながら、⻘森県防災
ＨＰを含めた多言語による防災情報の伝達の在り方に
ついて検討していく。

観光国際戦略局
危機管理局
市町村

＜動物救護対策＞
災害発⽣時に動物愛護の観点から必要な動物救護活

動を⾏うため、「災害時における動物救護活動マニュ
アル」を作成するとともに、被災動物の⼀時保管用
ケージ等の物品の備蓄、ボランティアリーダーの育成
研修や飼い犬のしつけ方教室の開催、避難訓練等を実
施している。

また、⻘森県獣医師会と「災害時における動物救護
活動に関する協定」を締結している。

災害発⽣時の動物愛護については、マニュアルを作
成しているが、実効性のあるのものとするため、引き
続き関係者への周知を図る必要がある。

また、動物愛護活動を充実させるため、ボランティ
アリーダーの育成やしつけ方教室、避難訓練等を継続
して実施し、実効性のあるものにする必要がある。

災害発⽣時における動物救護マニュアルについては、
市町村等が出席する会議等において、繰り返し周知を
⾏い、必要に応じて、市町村毎のマニュアル等の整備
を働きかけていく。

また、動物との同⾏避難については、市町村の役割
が重要であるため、避難計画等に動物との同⾏避難に
関する記載をするよう、市町村への働きかけを⾏う。

健康福祉部
危機管理局
市町村

【道路施設の防災対策】
＜緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策＞

災害発⽣時の広域的な避難路や救援物資の輸送路と
なる緊急輸送道路を確保するため、優先的に機能強化
や⽼朽化対策を推進している。

再
掲

依然として、多くの脆弱性を有する箇所が残ってお
り、災害発⽣時の救助・救援に係る人員や物資などの
緊急輸送路の確保が課題であるため、緊急輸送道路の
機能強化・⽼朽化対策を優先的に進める必要がある。

○
災害に強い道路を整備し、⼤規模災害発⽣時の広域

的な避難路や救援物資の輸送路の確保を図るため、国
の交付⾦を活用する等により、道路整備や危険箇所対
策、道路施設の耐震化といった機能強化と⽼朽化対策
を実施する。

国
県土整備部
市町村

＜緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策＞
緊急輸送道路が損壊した場合に備え、これを補完す

る緊急輸送道路以外の道路の安全性等を確保するため、
機能強化や⽼朽化対策を推進している。

再
掲

緊急輸送道路が損壊した場合にこれを補完する道路
について、依然多くの脆弱性を有する箇所が残ってい
るため、機能強化や⽼朽化対策を⾏う必要がある。

○
緊急輸送道路を補完する道路の安全性等を確保する

ため、国の交付⾦を活用する等により、道路整備や危
険箇所対策、道路施設の耐震化といった機能強化と⽼
朽化対策を実施する。

県土整備部
農林水産部
市町村

(漁港)
臨港道路の機能保全⼯事完了漁港数
4漁港【H33まで】

＜市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策＞
災害発⽣時の避難路・代替輸送路となる市町村管理

の農道・林道の安全性等を確保するため、市町村によ
る定期的な点検診断等を促進している。

再
掲

整備後、相当の年数を経過している施設もあること
から、点検診断等を実施の上、計画的に⽼朽化対策等
を実施する必要がある。

○ 市町村管理の農道・林道については、必要な改良や
⽼朽化対策等が実施されるよう、定期的な点検診断等
の取組を⽀援する。

農林水産部
市町村

個別施設ごとの⻑寿命化計画（農道橋
（橋⻑15m以上)）の策定数
1橋【H27】 → 102橋【H32】
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事前に備えるべき目標 2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること

リスクシナリオ 2-7 被災地における疫病・感染症等の大規模発⽣

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

被災地における疫病・感染症等の⼤規模発⽣を防ぐため、避難所における良好な⽣活環境の確保や平時における
予防接種等を推進するとともに、下水道施設の機能確保を図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【感染症対策】
＜避難所における衛⽣環境の維持＞

避難所における衛⽣的で良好な⽣活環境を確保する
ためには、水、⾷料、トイレ、暖房等が必要であり、
県では、市町村の避難所運営に必要な資機材の不⾜に
備え、災害の広域応援協定や⺠間事業者等との協定締
結により、流通備蓄を進めている。

避難所における衛⽣的で良好な⽣活環境を確保する
ため、水、⾷料、トイレ、暖房等の物資等について、
スーパー、メーカ－、リース会社等と協定を締結して
おり、引き続き協⼒・連携する体制を構築する必要が
ある。

○

災害発⽣時において、避難所における衛⽣的で良好
な⽣活環境が確保できるよう、災害時の物資の調達に
関する協定の締結を推進するとともに、県内全市町村
や他都道府県からの応受援体制を強化する必要がある。

また、県及び市町村の備蓄目標、役割分担等、これ
らの県全体としての災害備蓄の在り方について検討し、
推進する。

危機管理局
環境⽣活部
健康福祉部
市町村

＜感染症への意識向上及び対応策の整備＞
災害発⽣時における感染症の発⽣に迅速な対応がで

きるよう、平時から、対応マニュアルを策定するとと
もに、関係職員が円滑に対応できるよう各種研修及び
訓練を実施している。

災害発⽣時における避難所等での感染症対策に係る
普及啓発等については、これまで⾏われていないこと
から、今後、災害発⽣時に起こりうる感染症について
各種研修及び訓練等を実施する必要がある。

国等で作成した「避難所における感染症対策マニュ
アル」等を参考に、災害発⽣時に関係機関が円滑に対
応できるようにするため、感染症対策を取り入れた各
種研修及び訓練を実施する。

健康福祉部
市町村

＜予防接種の促進＞
災害発⽣時における感染症の発⽣やまん延を防⽌す

るため、平時から予防接種を受けるよう、市町村と連
携し、普及啓発を⾏っている。

予防接種率の低い市町村は、災害発⽣時に感染症の
発⽣やまん延の可能性が高いことから、平時から予防
接種をするよう普及啓発を図るとともに未接種者に対
する接種勧奨を⾏う必要がある。

市町村と連携し、予防接種の必要性について普及啓
発を図るとともに、接種率が低い市町村に対しては、
未接種者の個別接種勧奨を⾏うよう指導する。

健康福祉部
市町村

⿇しん･風しん、ＢＣＧ予防接種率
95％以上

【下⽔道施設の機能確保】
＜下⽔道施設の耐震化・⽼朽化対策＞

災害発⽣時においても公衆衛⽣を確保するため、県
と市町村は下水道施設の計画的な耐震化や改築更新を
実施している。

下水道施設のストックマネジメント計画を策定の上、
耐震化や管渠施設を含めた⽼朽化対策を計画的に進め
ていく必要がある。

災害発⽣時の汚水処理機能の確保に向けて、県管理
の下水道施設についてストックマネジメント計画を策
定するとともに、市町村の取組について、助言等を実
施する。

県土整備部
市町村

ストックマネジメント計画策定率
0％【H27】 → 100％【H33】

＜農業集落排⽔施設等の耐震化・⽼朽化対策＞
災害発⽣時においても、農村・漁村地域における公

衆衛⽣を確保するため、農業集落排水施設・漁業集落
排水施設の耐震化や⽼朽化対策の計画的な実施に向け
て、市町村における⻑寿命化計画の策定を推進してい
る。

⻑寿命化計画については、まだ策定されていない施
設があることから、市町村における計画策定が進むよ
う、引き続き、指導・助言等を⾏っていく必要がある。

農業集落排水施設・漁業集落排水施設を管理する市
町村における⻑寿命化計画の策定が進むよう、計画的
な機能診断の実施等について指導・助言等を実施する。

農林水産部
市町村

個別施設ごとの⻑寿命化計画の策定数

(農業集落排水施設)
63処理区【H27】

→ 100処理区【H32】

(漁業集落排水施設)
1処理区【H27】

→ 12処理区【H33】

＜下⽔道事業の業務継続計画の策定＞
災害発⽣時の汚水処理機能の維持又は被災した場合

の速やかな回復のため、連絡体制や非常時対応計画を
定めた簡易な業務継続計画を策定している。

災害発⽣時においては、人・物等利用できる資源の
制限を考慮する必要があることから、優先業務の選定
や管渠の被害想定等の必要な事項を網羅した業務継続
計画を策定する必要がある。

災害発⽣時における汚水処理機能の維持と被災施設
の速やかな回復が図られるよう、県が管理する下水道
施設の業務継続計画の内容を⾒直すともに、勉強会の
開催や助言等により、市町村の取組を⽀援する。

県土整備部
市町村

業務継続計画（下水道ＢＣＰ）の策定率
0％【H27】 → 100％【H33】
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事前に備えるべき目標 3 必要不可⽋な⾏政機能と情報通信機能を確保すること

リスクシナリオ 3-1 ⾏政機関の職員・施設等の被災による⾏政機能の大幅な低下

※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

⾏政機関の職員・施設等の被災による⾏政機能の⼤幅な低下を防ぐため、庁舎等の耐震化・⽼朽化対策や情報
通信基盤の耐災害性の強化を推進するとともに、業務継続計画の策定や応援・受援体制の構築等を図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【災害対応庁舎等における機能の確保】
＜公共建築物・インフラ施設の耐震化・⽼朽化対策＞

県有の公共建築物やインフラ施設の⽼朽化対策とし
て、効果的・効率的な維持管理と⻑寿命化を図るため、
⻘森県公共施設等総合管理方針に基づき、施設の更
新・統廃合や耐震化・⻑寿命化などの取組を進めてい
る。

再
掲

公共建築物やインフラ施設の⽼朽化が進んでいるこ
とから、⻑期的な視点をもって、更新・統廃合や耐震
化・⽼朽化対策などを計画的に⾏う必要がある。

○
全ての分野の個別施設計画等の策定を進めるととも

に、ライフサイクルコストの低減等に留意し、計画的
に耐震化・⻑寿命化を推進する。

総務部
各施設所管部局

＜県・市町村庁舎、消防本部等の耐震化・⽼朽化対策＞
災害発⽣時に防災拠点となる県庁舎・合同庁舎の耐

震化を進めるとともに、市町村庁舎、消防本部・消防
署の耐震化を促進している。 再

掲

防災拠点となる公共施設等耐震化の進捗率は、H27
年度末時点で89.0％であることから、引き続き、各施
設管理者が施設の耐震化を進める必要がある。

県の災害対策本部を設置する県庁舎北棟については、
必要な耐震基準を満たしているが、災害対策本部機能
が確保されるよう、引き続き適切な維持管理を⾏うと
ともに、計画的な⽼朽化対策を進め、災害発⽣時の被
害を極⼒抑える必要がある。

○

引き続き県庁舎等の耐震化・⻑寿命化を進めるとと
もに、市町村と連携し、国の財政⽀援制度等の活用も
図りながら、消防庁舎等の耐震化等を市町村に促す。

県庁舎北棟の災害対策機能を確保するため、引き続
き定期的な点検や適切な修繕等を実施していく。

危機管理局
総務部
各施設所管部局
市町村

本庁舎・各合同庁舎の耐震化率
5/6庁舎【H28】 → 6/6庁舎【H30】

＜警察施設の耐震化・⽼朽化対策＞
警察本部庁舎の耐震改修については、庁舎⻑寿命化

と合わせ検討を進めている。
また、警察署については、⽼朽化対策として計画的

に庁舎の建替え、修繕等を実施している。

再
掲

警察本部庁舎については、耐震性を確保するため耐
震改修を実施する必要がある。

警察本部分庁舎及び警察署については、耐震強度は
確保されているものの、⽼朽化が進む庁舎があること
から、引き続き、計画的に⽼朽化対策を実施する必要
がある。

○

災害発⽣時に警察施設が機能不全に陥らないよう、
警察本部庁舎の耐震改修については、庁舎⻑寿命化と
合わせ検討を進めていく。

警察本部分庁舎及び警察署については、⽼朽度に応
じて計画的に庁舎の建替え、修繕等を実施していく。

警察本部

＜代替庁舎の確保・災害警備本部機能の移転訓練＞
⼤規模災害により警察本部庁舎等が使用不能となる

不測の事態も想定し、警察本部及び各警察署では、代
替施設を確保(手続き中含む）するとともに、災害警
備本部機能の移転訓練を⾏っている。

⼤規模災害により警察本部庁舎等が使用不能となる
不測の事態も想定されることから、引き続き、代替施
設の確保に努めるとともに災害警備本部機能の移転訓
練を⾏う必要がある。

○
各警察署において、引き続き代替施設の確保を推進

するとともに、実践的訓練を実施し、災害対応能⼒の
強化向上を図る。

警察本部

＜⾏政施設の非常用電源の整備＞
県・市町村庁舎等において、非常時に優先される業

務の遂⾏のため、非常用電源設備等の整備により電⼒
の確保を図っている。

災害発⽣時に非常用電源が正常に作動するよう、各
施設管理者が適切な維持管理・更新を⾏う必要がある。 ○ 非常用電源設備の適切な維持管理・更新を⾏うため、

各施設管理者が定期的な点検等を⾏っていく。
総務部
各施設所管部局
市町村

＜警察本部等の非常用電源の整備＞
災害発⽣時における電源確保のため、災害警備活動

拠点となる警察本部及び警察署庁舎に非常用電源設備
を設置している。

災害警備活動拠点となる警察本部及び各警察庁舎に
は、全て非常用電源設備が設置されているが、設置箇
所が、地下又は1階の場合、浸水により設備が機能し
なくなることも予想されることから、非常用電源設備
が機能不全に陥らないよう対策を講じる必要がある。

○
警察本部及び各警察署の地階等に配置されている非

常用電源設備について、庁舎の⽼朽化対策の実施予定
等を踏まえながら、具体的な浸水対策を検討する。

警察本部
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リスクシナリオ 3-1 ⾏政機関の職員・施設等の被災による⾏政機能の大幅な低下

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【⾏政情報通信基盤の耐災害性の強化】
＜県・市町村・防災関係機関における情報伝達＞

災害発⽣時に⼀般通信の輻輳に影響されない独自の
通信ネットワークとして、県、市町村、防災関係機関
の間の通信を⾏う防災情報ネットワーク（地上系・衛
星系）を整備している。

また、⼤規模災害発⽣時に防災情報ネットワークが
利用できない場合に備え、県警や電⼒事業者等が保有
する独自の通信網を活用した情報連絡体制を構築して
いる。

再
掲

県、市町村、防災関係機関の間の通信を確保し、災
害発⽣時の情報伝達を確実に実施するためには、設備
の適切な保守管理と通信を⾏う職員等が防災情報ネッ
トワークの操作等に習熟していく必要がある。

また、防災情報ネットワークが利用できない場合の
非常手段として、県警や電⼒事業者等が保有する独自
の通信網を活用した非常通信の体制強化を図る必要が
ある。

○

災害発⽣時の防災情報システムの運用を万全にする
ため、定期的に保守管理を⾏うとともに、県、市町村、
防災関係機関による情報伝達訓練を計画的に実施する。 危機管理局

市町村

複数の自治体を含んだ防災訓練の実施
回数

非常通信訓練２回
（東北地方１回、全国１回）

Ｌアラート操作訓練毎月１回

＜⾏政情報通信基盤の耐災害性の強化＞
⾏政情報通信基盤の耐災害性を強化するため、全庁

ＬＡＮ等の⾏政情報システム機器を設置しているサー
バ室の非常用電源を整備している。

また、サーバ室等は、平成31年度に制震構造の北棟
へ移転予定となっている。

災害発⽣時の業務の継続の確保に向けて、⾏政情報
システム機器等の適切な維持管理等を実施していく必
要がある。 ○

災害・事故等発⽣時の業務継続確保を図るため、引
き続き⾏政情報システム機器等の適切な維持管理等を
実施する。

企画政策部
市町村

＜⾏政情報の災害対策＞
災害発⽣等による⾏政データの毀損等を防⽌するた

め、遠隔地バックアップも含めた庁内情報システムの
全体最適化の検討を進めるとともに、市町村が⾏う情
報システムのクラウド導入の検討を⽀援している。

庁内情報システムの最適化について検討の上、必要
な対策を実施するとともに、市町村における情報シス
テムのクラウド化検討について⽀援していく。

災害・事故等発⽣時の⾏政情報の保全を図るため、
引き続き庁内情報システムの最適化について検討の上、
必要な対策を実施するとともに、市町村における情報
システムのクラウド化検討について⽀援する。

企画政策部
市町村

【⾏政機関の業務継続計画の策定】
＜県及び市町村の業務継続計画の策定＞

災害発⽣時に利用できる人、物、情報等に制約があ
る状況において、優先的に実施すべき業務を特定し、
業務の執⾏体制や対応手順、業務継続に必要な資源の
確保等をあらかじめ定めた「⻘森県業務継続計画（Ｂ
ＣＰ）」を策定している。

業務継続計画の内容を職員に周知徹底し、災害発⽣
時に優先的に実施すべき業務が迅速に実施できる体制
を構築しておく必要がある。

また、平成28年4月現在、県内40市町村における業
務継続計画の策定は、8市町村にとどまることから、
市町村の業務継続計画作成を促進していく必要がある。

○

防災訓練等を通じて、災害発⽣時に優先すべき業務
を確実に実施できるよう、各部局・課毎の業務継続計
画の⾒直しを⾏っていく。

また、市町村の業務継続作成に当たっては、策定に
係る方法や内容について⽀援を⾏うなど、計画策定を
促進していく。

危機管理局
市町村

【災害対策本部等機能の強化】
＜災害対策本部機能の強化＞

⼤規模災害発⽣時において応急措置を円滑かつ的確
に講ずるために設置する⻘森県災害対策本部について、
市町村や防災関係機関等と連携・協⼒体制を構築して
いる。

また、災害対策本部の効率的な運用を図るため、定
期的に図上訓練を実施している。

再
掲

災害に関する情報の収集、災害応急対策の方針、市
町村や防災関係機関との連絡調整等の災害発⽣時の応
急対策において重要な役割を果たす災害対策本部につ
いて、統制機能や⽀部の役割等の災害対策本部機能を
検証し、強化・充実する必要がある。

○

災害発⽣時に効率的な本部運営を⾏うため、災害対
策本部の体制、機能、配置等を検証し、在り方を検討
のうえ、災害対策本部の強化・充実を図る。

また、災害対策本部の効率的な運用を図るため、引
き続き定期的に訓練を実施する。

危機管理局

＜災害警備本部機能の強化＞
⼤規模災害等発⽣時においては、警察庁、管区警察

局を軸として他都道府県警察と連携･協⼒体制を構築
している。

再
掲

警察機能は代替できない機能であるため、災害発⽣
時でも警察機能が失われることのないよう、引き続き、
警察庁、管区警察局を軸とした他都道府県警察との連
携･協⼒体制を強化する必要がある。

○
災害発⽣時においても、警察機能が維持できるよう、

引き続き、警察庁等警察機関との連携強化を図る。 警察本部



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 3 必要不可⽋な⾏政機能と情報通信機能を確保すること
リスクシナリオ 3-1 ⾏政機関の職員・施設等の被災による⾏政機能の⼤幅な低下

－ 111 － － 112 －

リスクシナリオ 3-1 ⾏政機関の職員・施設等の被災による⾏政機能の大幅な低下

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【受援・連携体制の構築】
＜県内市町村の広域連携体制の構築＞

災害発⽣時に被災市町村が十分に被災者の救援等の
応急措置が実施できない場合に、円滑な応援活動を実
施するため、県内全市町村による「⼤規模災害発⽣時
の⻘森県市町村相互応援に関する協定」を締結してい
る。

⻘森県においては、市町村相互応援協定に基づく相
互応援を実施したことがないため、連携体制等を強
化・充実する必要がある。 ○

市町村相互応援協定を踏まえ、県内の市町村間の相
互応援の内容及び調整機能について検討のうえ、連携
体制を強化・充実する。

危機管理局
市町村

＜災害応援の受入体制の構築＞
復旧・復興を担う技術職員等が不⾜した場合の応援

職員を確保するため、全国知事会及び関係省庁を通じ
て、全国の自治体に応援職員の派遣要請を⾏う等の対
応マニュアルを整備している。 再

掲

全国自治体に派遣要請を⾏っても、職員数が少ない
分野等については、十分な人員が確保できない可能性
があることから、必要な技術職員等を確実に確保でき
る仕組み（スキーム）を構築する必要がある。

また、応援職員の受入を円滑に実施するため、受援
体制を強化する必要がある。

○

必要に応じて、マニュアル等の⾒直しを⾏うほか、
必要な技術職員等を確実に確保できる仕組みの構築に
向けて、国による任期付職員の⼀括採用などを、国へ
働きかけていくことを検討する。

また、応援職員の受入を円滑に実施するため、あら
かじめ、応援職員が実施する対象業務や応援職員の調
整を実施する受援組織等を検討し、受援体制の強化を
推進する。

総務部
危機管理局
市町村

【被災地の社会秩序の維持】
＜被災地の社会秩序の維持＞

⼤規模災害発⽣時における災害警備活動を迅速・的
確に実施するため、災害警備計画を策定し、毎年度、
同計画に基づき救出救助部隊のほか治安対策、交通対
策等の各部隊を編成し、被災地の社会秩序の維持を図
ることとしている。

⼤規模災害発⽣時における災害警備活動を迅速・的
確に実施するため、引き続き、災害警備計画を策定し、
同計画に基づき、救出救助部隊のほか治安対策、交通
対策の各部隊を編成し被災地の社会秩序を維持する必
要がある。

⼤規模災害発⽣時における災害警備活動を迅速・的
確に実施するため、引き続き、災害警備計画を策定し、
同計画に基づき、救出救助部隊のほか治安対策、交通
対策の各部隊を編成し被災地の社会秩序の維持を図る。

警察本部

＜留置非常計画の策定・護送訓練の実施＞
関係法令に基づき、全警察署において災害その他非

常の場合に備え、あらかじめ被留置者の避難、その他
適正な処遇を確保するため、非常計画を策定し、随時
訓練を実施している。

⼤規模災害発⽣時における被留置者の避難、その他
適正な処遇を確保するため、引き続き、非常計画の⾒
直しや留置担当官等による反復訓練を実施する必要が
ある。

必要に応じて非常計画を⾒直し、反復訓練を重ねる
ことにより、留置担当官等の技術向上を図る。 警察本部

【防災訓練の推進】
＜総合防災訓練の実施＞

⼤規模災害発⽣時の応急態勢の充実を図るため、防
災関係機関の連携強化に向けて、消防・警察・海上保
安庁・自衛隊等の防災関係機関が⼀同に会した防災訓
練を実施している。

再
掲

他県における近年の災害発⽣状況等を踏まえるとと
もに、複数の自然災害が同時又は連続して発⽣する複
合災害も視野に入れ、応急体制の更なる充実に向け、
訓練内容の⾒直し等を図っていく必要がある。

○
⼤規模災害発⽣時の応急体制の更なる充実を図るた

め、地域特性に応じ発⽣可能性が高い複合災害も想定
し、防災関係機関の連携強化に向け、消防・警察・自
衛隊等の関係機関の参加を得て、より実効性の高い総
合防災訓練を実施していく。

危機管理局
警察本部
市町村

＜図上訓練の実施＞
災害対策本部の運営、防災関係機関との連携強化や

各種防災システムの機器操作の習熟を図るため、図上
訓練を実施している。

再
掲

職員の異動等へ対応し、職員のスキルの維持、向上
を図るとともに、防災関係機関との顔の⾒える関係を
構築するため、継続的に訓練を実施する必要がある。

○
災害発⽣時に迅速に災害対策本部を設置・運営でき

るよう、また、防災関係機関と連携し適切な応急対策
が実施できるよう、引き続き定期的に図上訓練を実施
する。

危機管理局



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 3 必要不可⽋な⾏政機能と情報通信機能を確保すること
リスクシナリオ 3-2 信号機の全面停⽌等による重⼤交通事故の多発

－ 113 － － 114 －

事前に備えるべき目標 3 必要不可⽋な⾏政機能と情報通信機能を確保すること

リスクシナリオ 3-2 信号機の全面停⽌等による重大交通事故の多発

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

信号機の全面停⽌等による重⼤交通事故の多発を防ぐため、信号機の電源対策や交通整理人員の確保等を図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【災害に備えた道路交通環境の整備】
＜災害発⽣時の交通整理体制の構築＞

災害発⽣時の信号機滅灯交差点における的確な交通
規制を⾏うため、対策必要箇所に対応させた災害交通
対策計画を策定して体制の確保を図っている。

災害発⽣時の信号機全面停⽌による重⼤事故を回避
するため、引き続き、社会情勢の変化等に応じて災害
交通対策計画を修正し、交通整理体制の構築を図る必
要がある。

災害発⽣時の的確な交通規制の確保に向けて、必要
に応じて災害交通対策計画を⾒直し、信号機電源付加
装置の整備や、可搬式発動発電機の整備を図るととも
に、協定に基づく⺠間警備員の派遣等により交通整理
人員を確保する。

警察本部

＜信号機の非常用電源対策＞
停電に対する信号機の電源確保のため、信号機電源

付加装置の設置を推進している。
災害発⽣時における停電による信号機の停⽌が原因

で発⽣する重⼤事故を回避するため、引き続き、信号
機電源付加装置や太陽光電源装置の整備を進める必要
がある。

信号機が停電により機能不全となった場合、重⼤な
交通災害が発⽣するおそれがあることから、その機能
を復活させるため、信号機電源付加装置の整備や、可
搬式発動発電機の整備を図る。

警察本部

＜信号機の⽼朽化対策＞
信号機の機能維持・確保を図るため、中・⻑期計画

を策定し、これに基づき機器更新等の⽼朽化対策を実
施している。

信号機の設置数は2,592基にのぼり、⽼朽化対策の
未実施箇所が残っていることから、計画的に解消を
図っていく必要がある。

災害発⽣時においても信号機の機能が適切に維持・
確保されるよう、⽼朽化対策の⼀層の推進に向けて、
既設信号機の必要性等を検証のうえ総量の適正化を図
りながら、計画的に機器等の更新整備を実施する。

警察本部



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 3 必要不可⽋な⾏政機能と情報通信機能を確保すること
リスクシナリオ 3-3 電⼒供給停⽌等による情報通信の⿇痺・⻑期停⽌

－ 115 － － 116 －

事前に備えるべき目標 3 必要不可⽋な⾏政機能と情報通信機能を確保すること

リスクシナリオ 3-3 電⼒供給停⽌等による情報通信の⿇痺・⻑期停⽌

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

電⼒供給停⽌等による情報通信の⿇痺・⻑期停⽌を防ぐため、⾏政情報通信基盤の耐災害性の強化や非常用電源
の整備等を図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【情報通信基盤の耐災害性の強化】
＜電気通信事業者・放送事業者の災害対策＞

電気通信事業者や放送事業者においては、災害発⽣
時の通信・放送機能を確保するため、施設・設備の耐
災害性の強化など各種の災害予防措置を講じている。

災害発⽣時において通信・放送機能が停⽌しないよ
う、引き続き、災害予防措置を講じていく必要がある。

災害発⽣時における通信・放送機能の確保に向けて、
地域防災計画に基づき通信網の多重化、予備電源の確
保、防災資機材の整備など必要な災害予防措置が講じ
られるよう、電気通信事業者・放送事業者との連携を
強化する。

危機管理局
企画政策部
⺠間事業者

＜県・市町村・防災関係機関における情報伝達＞
災害発⽣時に⼀般通信の輻輳に影響されない独自の

通信ネットワークとして、県、市町村、防災関係機関
の間の通信を⾏う防災情報ネットワーク（地上系・衛
星系）を整備している。

また、⼤規模災害発⽣時に防災情報ネットワークが
利用できない場合に備え、県警や電⼒事業者等が保有
する独自の通信網を活用した情報連絡体制を構築して
いる。

再
掲

県、市町村、防災関係機関の間の通信を確保し、災
害発⽣時の情報伝達を確実に実施するためには、設備
の適切な保守管理と通信を⾏う職員等が防災情報ネッ
トワークの操作等に習熟していく必要がある。

また、防災情報ネットワークが利用できない場合の
非常手段として、県警や電⼒事業者等が保有する独自
の通信網を活用した非常通信の体制強化を図る必要が
ある。

災害発⽣時の防災情報システムの運用を万全にする
ため、定期的に保守管理を⾏うとともに、県、市町村、
防災関係機関による情報伝達訓練を計画的に実施する。 危機管理局

市町村

複数の自治体を含んだ防災訓練の実施
回数

非常通信訓練２回
（東北地方１回、全国１回）

Ｌアラート操作訓練毎月１回

＜無線通信の冗⻑化＞
主要な無線中継所は、警察独自のマイクロ多重回線

（２ルートによる冗⻑化）で接続した災害に強いシス
テムとなっている。

⺠間通信事業者の回線が停⽌した場合でも情報の収
集や提供が可能となるよう、警察の無線通信（幹線）
は、独自の冗⻑化されたマイクロ回線で接続されてい
るが、⼀部の無線中継所は⺠間通信業者の専用回線に
よる接続となっていることから、⺠間通信事業者と連
携して、耐災害性を強化する必要がある。

⺠間通信事業者の回線が⻑時間使用できなくなり、
無線システムに障害が⽣じた場合は、代替回線構築に
より無線システムを復旧させる等、引き続き、災害対
処能⼒の向上を図る。

警察本部

＜総合防災訓練の実施＞
⼤規模災害発⽣時の応急態勢の充実を図るため、防

災関係機関の連携強化に向けて、消防・警察・海上保
安庁・自衛隊等の防災関係機関が⼀同に会した防災訓
練を実施している。

再
掲

他県における近年の災害発⽣状況等を踏まえるとと
もに、複数の自然災害が同時又は連続して発⽣する複
合災害も視野に入れ、応急体制の更なる充実に向け、
訓練内容の⾒直し等を図っていく必要がある。

⼤規模災害発⽣時の応急体制の更なる充実を図るた
め、地域特性に応じ発⽣可能性が高い複合災害も想定
し、防災関係機関の連携強化に向け、消防・警察・自
衛隊等の関係機関の参加を得て、より実効性の高い総
合防災訓練を実施していく。

危機管理局
警察本部
市町村

【電⼒の供給停⽌対策】
＜エネルギー供給事業者の災害対策＞

電⼒事業者やガス事業者においては、災害によるエ
ネルギー供給施設の被害を未然に防⽌するため、施設
の耐震性強化など各種の災害予防措置等を講じている。

災害発⽣時においてエネルギー供給機能が停⽌しな
いよう、引き続き、災害予防措置を講じていく必要が
ある。

災害発⽣時におけるエネルギー供給機能の確保に向
けて、地域防災計画に基づき施設の耐震性強化など必
要な災害予防措置が講じられるよう、電気事業者・ガ
ス事業者との連携を強化する。

危機管理局
⺠間事業者

＜⾏政施設の非常用電源の整備＞
県・市町村庁舎等において、非常時に優先される業

務の遂⾏のため、非常用電源設備等の整備により電⼒
の確保を図っている。

再
掲

災害発⽣時に非常用電源が正常に作動するよう、各
施設管理者が適切な維持管理・更新を⾏う必要がある。

非常用電源設備の適切な維持管理・更新を⾏うため、
各施設管理者が定期的な点検等を⾏っていく。

総務部
各施設所管部局
市町村

＜警察本部等の非常用電源の整備＞
災害発⽣時における電源確保のため、災害警備活動

拠点となる警察本部及び警察署庁舎に非常用電源設備
を設置している。

再
掲

災害警備活動拠点となる警察本部及び各警察庁舎に
は、全て非常用電源設備が設置されているが、設置箇
所が、地下又は1階の場合、浸水により設備が機能し
なくなることも予想されることから、非常用電源設備
が機能不全に陥らないよう対策を講じる必要がある。

警察本部及び各警察署の地階等に配置されている非
常用電源設備について、庁舎の⽼朽化対策の実施予定
等を踏まえながら、具体的な浸水対策を検討する。

警察本部
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事前に備えるべき目標 4 経済活動を機能不全に陥らせないこと

リスクシナリオ 4-1 サプライチェーンの寸断等による経済活動の停滞

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

サプライチェーンの寸断等による経済活動の停滞を防ぐため、企業等における業務継続体制を強化するとともに、
物流機能の維持・確保等を図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【企業における業務継続体制の強化】
＜企業の業務継続計画作成の促進＞

災害発⽣時における中⼩企業者等の経済活動の停滞
を回避するため、「⻘森県版ＢＣＰ策定マニュアル」
を作成し、中⼩企業者等の業務継続計画（ＢＣＰ）の
策定を促進している。

経済活動が停滞することがないよう、中⼩企業等の
業務継続計画（ＢＣＰ）の策定を促進しているが、策
定していない企業に対し、引き続き、商⼯関係団体等
と連携し、ＢＣＰの必要性について普及啓発していく
必要がある。

○

中⼩企業者等における業務継続計画（ＢＣＰ）策定
がより⼀層促進されるよう、（公財）２１あおもり産
業⽀援センター等と連携し、「⻘森県版ＢＣＰ策定マ
ニュアル」等を活用したＢＣＰ策定⽀援を実施する。

また、策定したＢＣＰに基づき、耐震化や電⼒確保
対策等防災のための施設整備を⾏う場合に必要な資⾦
の低利融資制度（ＢＣＰ融資）についても併せて周知
していく。

商⼯労働部

【農林⽔産物の移出・流通対策】
＜農林⽔産物の移出・流通対策＞

災害発⽣時においても、農林水産物の集出荷体制を
確保するため、農林水産業施設の整備や、県内外の物
流・販売関係者と信頼関係の構築を図っている。

災害発⽣時に物流機能が寸断され、農林水産物の出
荷ができなくなることを防ぐため、引き続き、農林水
産業施設の整備を進めていくとともに、リスク分散の
観点から、さまざまな物流・販売関係者との信頼関係
を⽇頃から構築しておく必要がある。

農林水産物の集出荷体制を確保するため、計画的に
農林水産業施設の整備を進めるとともに、県内外の
様々な物流・販売関係者との強固な信頼関係の構築を
図る。

農林水産部

【物流機能の維持・確保】
＜災害発⽣時の物流機能の確保＞

災害発⽣時における救援物資等の輸送、受入れ、仕
分け及び保管等の物流機能確保のため、関係団体との
協定を締結している。
（（公社）⻘森県トラック協会、東北内航海運組合、
⻘森県倉庫協会）

災害発⽣時の物流に関する手順等が定められておら
ず、災害発⽣時に物流が十分機能できない可能性があ
るため、物流を担う団体との災害発⽣時の協⼒体制を
強化する必要がある。

災害発⽣時において各種協定に基づく物流機能の確
保対策が円滑に実⾏されるよう、関係団体との連携を
図りながら、課題を整理の上、手順の策定や訓練等を
実施する。

企画政策部
危機管理局

物流事業者との災害協定締結件数
3件

＜輸送ルートの代替性の確保＞
災害発⽣時等に道路が通⾏困難となった場合の代替

交通手段確保のため、航路運航事業者・航空会社等と
情報共有を図るほか、離島航路について、地元市村が
⾏う航路運航事業者の⽋損に対する⽀援に対し、補助
を⾏っている。

災害発⽣時等に道路が通⾏困難となった場合の代替
交通手段確保のため、引き続き、航路運航事業者及び
航空会社等と情報共有を図る必要がある。

災害発⽣時において、円滑な連携が図られるよう航
路運航事業者及び航空会社等と⼀層の情報共有を図っ
ていく。

企画政策部
市町村

【被災企業の⾦融⽀援】
＜被災企業への⾦融⽀援等＞

罹災企業の経営⽀援のため、県特別保証融資制度の
「経営安定化サポート資⾦」に「災害枠」を設けてい
る。

罹災した企業が早期に事業を再開できるよう、迅速
な対応が必要であることから、直ちに災害を県特別保
証融資制度の「経営安定化サポート資⾦ 災害枠」に
指定し、相談体制を構築する必要がある。

罹災した企業が早急に事業が再開できるよう、県特
別保証融資制度の「経営安定化サポート資⾦ 災害
枠」の活用と相談体制の周知を図る。

商⼯労働部

【人材育成を通じた産業の体質強化】
＜人材育成を通じた産業の体質強化＞

災害発⽣により被災した場合でも、早期に回復でき
る産業の体質強化のため、⽣産・製造技術やものづく
り先進技術等の習得をテーマに経営者層や管理者に対
し実践的な研修等を⾏い、経営基盤の維持・向上を
図っている。

迅速な経済活動の再開のためには、リーダーシップ
を発揮する人材が不可⽋であることから、引き続き企
業の人材育成を強化する必要がある。

迅速な経済活動の再開に必要なリーダーシップを発
揮する人材の育成を図るため、経営者層や管理者に対
しものづくり経営者育成実践研修を実施する。

商⼯労働部
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リスクシナリオ 4-1 サプライチェーンの寸断等による経済活動の停滞

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【道路施設の防災対策】
＜緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策＞

災害発⽣時の広域的な避難路や救援物資の輸送路と
なる緊急輸送道路を確保するため、優先的に機能強化
や⽼朽化対策を推進している。

再
掲

依然として、多くの脆弱性を有する箇所が残ってお
り、災害発⽣時の救助・救援に係る人員や物資などの
緊急輸送路の確保が課題であるため、緊急輸送道路の
機能強化・⽼朽化対策を優先的に進める必要がある。

災害に強い道路を整備し、⼤規模災害発⽣時の広域
的な避難路や救援物資の輸送路の確保を図るため、国
の交付⾦を活用する等により、道路整備や危険箇所対
策、道路施設の耐震化といった機能強化と⽼朽化対策
を実施する。

国
県土整備部
市町村

＜緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策＞
緊急輸送道路が損壊した場合に備え、これを補完す

る緊急輸送道路以外の道路の安全性等を確保するため、
機能強化や⽼朽化対策を推進している。

再
掲

緊急輸送道路が損壊した場合にこれを補完する道路
について、依然多くの脆弱性を有する箇所が残ってい
るため、機能強化や⽼朽化対策を⾏う必要がある。

緊急輸送道路を補完する道路の安全性等を確保する
ため、国の交付⾦を活用する等により、道路整備や危
険箇所対策、道路施設の耐震化といった機能強化と⽼
朽化対策を実施する。

県土整備部
農林水産部
市町村

(漁港)
臨港道路の機能保全⼯事完了漁港数
4漁港【H33まで】

＜市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策＞
災害発⽣時の避難路・代替輸送路となる市町村管理

の農道・林道の安全性等を確保するため、市町村によ
る定期的な点検診断等を促進している。

再
掲

整備後、相当の年数を経過している施設もあること
から、点検診断等を実施の上、計画的に⽼朽化対策等
を実施する必要がある。

市町村管理の農道・林道については、必要な改良や
⽼朽化対策等が実施されるよう、定期的な点検診断等
の取組を⽀援する。

農林水産部
市町村

個別施設ごとの⻑寿命化計画（農道橋
（橋⻑15m以上)）の策定数
1橋【H27】 → 102橋【H32】

【鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備】
＜鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備＞

災害発⽣時における鉄道利用者の安全性確保及び交
通手段確保のため、ＪＲ及び⺠営鉄道事業者と情報共
有を図るとともに、⺠営鉄道事業者が⾏う安全性の向
上に資する設備整備等に対し、補助を⾏っている。

再
掲

災害発⽣時における鉄道利用者の安全性確保及び交
通手段確保のため、引き続き、ＪＲ及び⺠営鉄道事業
者との情報共有を図るほか、⺠営鉄道事業者が⾏う安
全性の向上に資する施設整備等を促進していく必要が
ある。

災害発⽣時において、円滑な連携が図られるよう、
ＪＲ及び⺠営鉄道事業者と⼀層の情報共有を図るとと
もに、引き続き、国の補助制度等を活用し⺠営鉄道事
業者が⾏う施設の安全対策等の取組を促進していく。

企画政策部
鉄道事業者

＜⻘い森鉄道の耐災害性の確保・体制の整備＞
県が所有する⻘い森鉄道線の鉄道施設について、鉄

道輸送の安全を確保するため、安全管理規程により、
事業の運営の方針や管理の体制、方法などを定めてい
る。

再
掲

災害発⽣時における鉄道利用者の安全性確保及び救
援物資等の⼤量輸送に必要な鉄道機能を維持するため、
鉄道施設の耐震化など耐災害性をより⼀層確保する必
要がある。

平時における⼤量の貨物輸送に対応した鉄道施設の
耐震化等について、輸送事業者の適切な負担の下に、
計画的に対策を実施する。

企画政策部

【港湾・漁港の防災対策】
＜港湾・漁港施設の耐震化・⽼朽化対策＞

三方が海に囲まれている地域特性を⽣かし、災害発
⽣時における海路による輸送を確保するため、⻘森港、
⼋⼾港、⼤湊港について耐震強化岸壁を整備している。

港湾施設の⽼朽化に対応するため、県内14港湾で主
要な施設の維持管理計画を策定している。

被災後の物流機能の早期回復のため、重要港湾３港
で港湾ＢＣＰを策定している。

災害発⽣時における漁港を利用した輸送確保も視野
に入れ、漁港施設の⽼朽化対策・機能強化対策を⾏っ
ている。

再
掲

県内３港で耐震強化岸壁を整備しているが未整備の
重要港湾があり、また、⼀部橋梁やその他港湾施設の
耐震強化が図られていないことから、引き続き、港湾
施設の耐震強化や⽼朽化対策を進める必要がある。

また、重要港湾に係るＢＣＰの策定を推進するとと
もに実効性を確保するための取組を実施する必要があ
る。

漁港施設の⽼朽化対策・機能強化対策を対象漁港34
のうち25漁港で実施しているが、まだ十分な対策が講
じられていない施設があることから、⽼朽化対策・機
能強化対策を⾏う必要がある。

災害発⽣時の海路による輸送確保に向けて、国の交
付⾦等を活用し、主要な港湾の岸壁や橋梁、その他必
要な港湾施設の耐震強化を進める。

港湾施設の⽼朽化対策について、その他の港湾施設
の維持管理計画を策定し、施設の優先度等に応じて補
修⼯事等を進める。

また、重要港湾に係るＢＣＰの策定や実効性を確保
するための実地訓練等を実施する。

災害発⽣時の海路による輸送確保に向けて、引き続
き、漁港施設の⽼朽化対策・機能強化対策を実施する。

なお、⽣活航路に係る重要な漁港については、災害
発⽣時の漁港の啓開の在り方について検討していく。

県土整備部
農林水産部

耐震強化岸壁の整備率 75%
（H22全国目標70%）

重要港湾での港湾ＢＣＰ策定率100％
（H27末策定率 全国55％）

漁港施設の機能強化⼯事完了漁港数
24漁港【H33まで】

【空港の防災対策】

＜空港の業務継続体制の維持・確保等＞
自然災害等の発⽣時に、速やかに空港の運用を再開

するため、空港運営に携わるエアラインやターミナル
ビル管理者等関係者の役割を明確化し、復旧体制等を
取り決め、共有している。

空路による輸送を確保するため、回転翼機等の空港
利用に関する運用体制を取り決めている。

再
掲

⼤規模災害が発⽣した場合でも速やかに空港が運用
再開できるよう、空港施設の点検や補修方法などをあ
らかじめ定めておく必要がある。

また、⼤規模災害発⽣時において空港内での滞留が
⻑引く場合、飲料や⾷料等のストック不⾜が懸念され
ることから、予め備蓄する必要がある。

空港利用に係る取決めについては、実効性を検証し
ていく必要がある。

⼤規模災害発⽣時に想定される被災箇所について、
国等関係機関と協議し、点検や補修方法等を検討する。

また、継続した運用体制を確保するため、空港管理
事務所職員の飲料や⾷料等の備蓄を進める。

空路による輸送確保に向けて、空港利用に係る取決
めに基づく運用体制の実効性を検証する。

県土整備部
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－ 121 － － 122 －

事前に備えるべき目標 4 経済活動を機能不全に陥らせないこと

リスクシナリオ 4-2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停⽌

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停⽌を防ぐため、エネルギー供給事業者の
災害対策や⽯油製品の安定供給体制の構築を推進するとともに、企業における業務継続体制の強化等を図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【エネルギー供給体制の強化】
＜エネルギー供給事業者の災害対策＞

電⼒事業者やガス事業者においては、災害によるエ
ネルギー供給施設の被害を未然に防⽌するため、施設
の耐震性強化など各種の災害予防措置等を講じている。

再
掲

災害発⽣時においてエネルギー供給機能が停⽌しな
いよう、引き続き、災害予防措置を講じていく必要が
ある。

災害発⽣時におけるエネルギー供給機能の確保に向
けて、地域防災計画に基づき施設の耐震性強化など必
要な災害予防措置が講じられるよう、電気事業者・ガ
ス事業者との連携を強化する。

危機管理局
⺠間事業者

＜石油元売会社からの供給確保＞
⼤規模災害発⽣時の病院等重要施設への⽯油燃料供

給対策として、通常の流通経路によらない臨時的、緊
急的な燃料供給を円滑に実施するため、⽯油元売会社
で構成する⽯油連盟との供給体制を整備している。

災害発⽣時には⽯油元売り会社の⼤型タンクロー
リーが直接重要施設に供給することから、重要施設の
設備等の情報を正確に共有しておく必要がある。

○
⼤規模災害発⽣時に円滑に必要な施設等に⽯油燃料

が供給されるよう、定期的に⽯油連盟と情報交換等を
実施する。

商⼯労働部

＜石油燃料供給の確保＞
災害発⽣時には⽯油燃料の調達及び供給に⽀障を来

すおそれがあるため、⽣活の維持や業務継続が求めら
れる病院や避難所等重要施設や緊急⾞両に対し、災害
発⽣時に安定的な調達・供給ができるよう、⻘森県⽯
油商業組合などの関係機関と安定供給に関する協定を
締結している。

また、災害発⽣時における⽯油燃料の供給体制の整
備を図るため、⻘森県⽯油商業組合と連携して県内の
中核給油所等への⽯油燃料の備蓄を⽀援している。

再
掲

災害発⽣時においては⻘森県⽯油商業組合等関係機
関との協定が有効に機能することが必要であることか
ら、引き続き、供給先の情報更新や防災訓練の実施な
どにより連携体制を維持・強化する必要がある。 ○

災害発⽣時において、協定に基づき円滑に必要な施
設等に⽯油燃料が供給されるよう、関係機関の情報を
更新するとともに定期的に訓練を実施する。

商⼯労働部

【石油コンビナート等防災計画に基づく防災体制の充実】
＜石油コンビナート等防災計画に基づく特別防災区域
の防災対策＞
⻘森市、⼋⼾市、六ヶ所村の⽯油コンビナート等特

別防災区域に係る災害の防⽌を図るため、⽯油コンビ
ナート等災害防⽌法の規定に基づき、⻘森県⽯油コン
ビナート等防災計画を定め、関係機関が連携し、防災
訓練の実施等、防災対策を実施している。

再
掲

⽯油コンビナート等特別防災区域の状況変化等を踏
まえ、⽯油コンビナート等防災計画を必要に応じ適切
に⾒直す必要がある。

⽯油コンビナート等特別防災区域の災害防⽌対策を
適切に⾏うため、必要に応じ⻘森県⽯油コンビナート
等防災計画を⾒直すとともに、引き続き関係機関と連
携し、防災訓練等の防災対策を実施する。

危機管理局
⺠間事業者

【企業における業務継続体制の強化】
＜企業の業務継続計画作成の促進＞

災害発⽣時における中⼩企業者等の経済活動の停滞
を回避するため、「⻘森県版ＢＣＰ策定マニュアル」
を作成し、中⼩企業者等の業務継続計画（ＢＣＰ）の
策定を促進している。 再

掲

経済活動が停滞することがないよう、中⼩企業等の
業務継続計画（ＢＣＰ）の策定を促進しているが、策
定していない企業に対し、引き続き、商⼯関係団体等
と連携し、ＢＣＰの必要性について普及啓発していく
必要がある。

○

中⼩企業者等における業務継続計画（ＢＣＰ）策定
がより⼀層促進されるよう、（公財）２１あおもり産
業⽀援センター等と連携し、「⻘森県版ＢＣＰ策定マ
ニュアル」等を活用したＢＣＰ策定⽀援を実施する。

また、策定したＢＣＰに基づき、耐震化や電⼒確保
対策等防災のための施設整備を⾏う場合に必要な資⾦
の低利融資制度（ＢＣＰ融資）についても併せて周知
していく。

商⼯労働部



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 4 経済活動を機能不全に陥らせないこと
リスクシナリオ 4-2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停⽌

－ 123 － － 124 －

リスクシナリオ 4-2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停⽌

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【道路施設の防災対策】
＜緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策＞

災害発⽣時の広域的な避難路や救援物資の輸送路と
なる緊急輸送道路を確保するため、優先的に機能強化
や⽼朽化対策を推進している。

再
掲

依然として、多くの脆弱性を有する箇所が残ってお
り、災害発⽣時の救助・救援に係る人員や物資などの
緊急輸送路の確保が課題であるため、緊急輸送道路の
機能強化・⽼朽化対策を優先的に進める必要がある。

災害に強い道路を整備し、⼤規模災害発⽣時の広域
的な避難路や救援物資の輸送路の確保を図るため、国
の交付⾦を活用する等により、道路整備や危険箇所対
策、道路施設の耐震化といった機能強化と⽼朽化対策
を実施する。

国
県土整備部
市町村

＜緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策＞
緊急輸送道路が損壊した場合に備え、これを補完す

る緊急輸送道路以外の道路の安全性等を確保するため、
機能強化や⽼朽化対策を推進している。

再
掲

緊急輸送道路が損壊した場合にこれを補完する道路
について、依然多くの脆弱性を有する箇所が残ってい
るため、機能強化や⽼朽化対策を⾏う必要がある。

緊急輸送道路を補完する道路の安全性等を確保する
ため、国の交付⾦を活用する等により、道路整備や危
険箇所対策、道路施設の耐震化といった機能強化と⽼
朽化対策を実施する。

県土整備部
農林水産部
市町村

(漁港)
臨港道路の機能保全⼯事完了漁港数
4漁港【H33まで】

＜市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策＞
災害発⽣時の避難路・代替輸送路となる市町村管理

の農道・林道の安全性等を確保するため、市町村によ
る定期的な点検診断等を促進している。

再
掲

整備後、相当の年数を経過している施設もあること
から、点検診断等を実施の上、計画的に⽼朽化対策等
を実施する必要がある。

市町村管理の農道・林道については、必要な改良や
⽼朽化対策等が実施されるよう、定期的な点検診断等
の取組を⽀援する。

農林水産部
市町村

個別施設ごとの⻑寿命化計画（農道橋
（橋⻑15m以上)）の策定数
1橋【H27】 → 102橋【H32】



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 4 経済活動を機能不全に陥らせないこと
リスクシナリオ 4-3 ⽯油コンビナート等の損壊、火災、爆発等

－ 125 － － 126 －

事前に備えるべき目標 4 経済活動を機能不全に陥らせないこと

リスクシナリオ 4-3 石油コンビナート等の損壊、⽕災、爆発等

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

⽯油コンビナート等の損壊、火災、爆発等を防ぐため、⽯油コンビナート等防災計画に基づく特別防災区域の
防災対策を推進する。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【石油コンビナート等防災計画に基づく防災体制の充実】
＜石油コンビナート等防災計画に基づく特別防災区域
の防災対策＞
⻘森市、⼋⼾市、六ヶ所村の⽯油コンビナート等特

別防災区域に係る災害の防⽌を図るため、⽯油コンビ
ナート等災害防⽌法の規定に基づき、⻘森県⽯油コン
ビナート等防災計画を定め、関係機関が連携し、防災
訓練の実施等、防災対策を実施している。

再
掲

⽯油コンビナート等特別防災区域の状況変化等を踏
まえ、⽯油コンビナート等防災計画を必要に応じ適切
に⾒直す必要がある。

⽯油コンビナート等特別防災区域の災害防⽌対策を
適切に⾏うため、必要に応じ⻘森県⽯油コンビナート
等防災計画を⾒直すとともに、引き続き関係機関と連
携し、防災訓練等の防災対策を実施する。

危機管理局
⺠間事業者



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 4 経済活動を機能不全に陥らせないこと
リスクシナリオ 4-4 基幹的交通ネットワーク（陸上・海上・航空）の機能停⽌

－ 127 － － 128 －

事前に備えるべき目標 4 経済活動を機能不全に陥らせないこと

リスクシナリオ 4-4 基幹的交通ネットワーク（陸上・海上・航空）の機能停⽌

※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

基幹的交通ネットワークの機能停⽌を防ぐため、道路、鉄道、港湾・漁港、空港施設の防災対策の強化を図る
とともに、高規格幹線道路等の整備を推進する。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【道路施設の防災対策】
＜緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策＞

災害発⽣時の広域的な避難路や救援物資の輸送路と
なる緊急輸送道路を確保するため、優先的に機能強化
や⽼朽化対策を推進している。

再
掲

依然として、多くの脆弱性を有する箇所が残ってお
り、災害発⽣時の救助・救援に係る人員や物資などの
緊急輸送路の確保が課題であるため、緊急輸送道路の
機能強化・⽼朽化対策を優先的に進める必要がある。

○
災害に強い道路を整備し、⼤規模災害発⽣時の広域

的な避難路や救援物資の輸送路の確保を図るため、国
の交付⾦を活用する等により、道路整備や危険箇所対
策、道路施設の耐震化といった機能強化と⽼朽化対策
を実施する。

国
県土整備部
市町村

＜緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策＞
緊急輸送道路が損壊した場合に備え、これを補完す

る緊急輸送道路以外の道路の安全性等を確保するため、
機能強化や⽼朽化対策を推進している。

再
掲

緊急輸送道路が損壊した場合にこれを補完する道路
について、依然多くの脆弱性を有する箇所が残ってい
るため、機能強化や⽼朽化対策を⾏う必要がある。

○
緊急輸送道路を補完する道路の安全性等を確保する

ため、国の交付⾦を活用する等により、道路整備や危
険箇所対策、道路施設の耐震化といった機能強化と⽼
朽化対策を実施する。

県土整備部
農林水産部
市町村

(漁港)
臨港道路の機能保全⼯事完了漁港数
4漁港【H33まで】

＜市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策＞
災害発⽣時の避難路・代替輸送路となる市町村管理

の農道・林道の安全性等を確保するため、市町村によ
る定期的な点検診断等を促進している。

再
掲

整備後、相当の年数を経過している施設もあること
から、点検診断等を実施の上、計画的に⽼朽化対策等
を実施する必要がある。

市町村管理の農道・林道については、必要な改良や
⽼朽化対策等が実施されるよう、定期的な点検診断等
の取組を⽀援する。

農林水産部
市町村

個別施設ごとの⻑寿命化計画（農道橋
（橋⻑15m以上)）の策定数
1橋【H27】 → 102橋【H32】

＜幹線街路の整備＞
市街地における災害発⽣時の避難路の確保や延焼を

防⽌するため、市町村と連携して幹線街路の整備を推
進している。

再
掲

平成27年度末時点での幹線街路の整備率は56.1％
であり、都市計画道路の未整備区間が多く、市街地で
の災害発⽣時における避難路の確保や延焼防⽌が課題
であるため、引き続き、幹線街路の整備を推進する必
要がある。

市街地において、災害発⽣時の避難路の確保や延焼
防⽌を図るため、市町村と連携を図りながら、国の交
付⾦等を活用し、幹線街路の整備を実施する。

県土整備部
市町村

幹線街路の整備率
56.1％【H27】 → 56.6％【H32】

【基幹的道路交通ネットワークの形成】
＜基幹的道路交通ネットワークの形成＞

被災地への速やかなアクセスや多様なルートを確保
するため、高規格幹線道路や地域高規格道路の整備を
推進している。

被災地への速やかなアクセスや多様なルートを確保
するため、高規格幹線道路や地域高規格道路の建設が
遅れているところは、早期に整備を進める必要がある。

○ 被災地への確実かつ速やかなアクセスや多様なルー
トを確保するため、高規格幹線道路や地域高規格道路
の整備を実施する。

国
県土整備部

【鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備】
＜鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備＞

災害発⽣時における鉄道利用者の安全性確保及び交
通手段確保のため、ＪＲ及び⺠営鉄道事業者と情報共
有を図るとともに、⺠営鉄道事業者が⾏う安全性の向
上に資する設備整備等に対し、補助を⾏っている。

再
掲

災害発⽣時における鉄道利用者の安全性確保及び交
通手段確保のため、引き続き、ＪＲ及び⺠営鉄道事業
者との情報共有を図るほか、⺠営鉄道事業者が⾏う安
全性の向上に資する施設整備等を促進していく必要が
ある。

○
災害発⽣時において、円滑な連携が図られるよう、

ＪＲ及び⺠営鉄道事業者と⼀層の情報共有を図るとと
もに、引き続き、国の補助制度等を活用し⺠営鉄道事
業者が⾏う施設の安全対策等の取組を促進していく。

企画政策部
鉄道事業者

＜⻘い森鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備＞
県が所有する⻘い森鉄道線の鉄道施設について、鉄

道輸送の安全を確保するため、安全管理規程により、
事業の運営の方針や管理の体制、方法などを定めてい
る。

再
掲

災害発⽣時における鉄道利用者の安全性確保及び救
援物資等の⼤量輸送に必要な鉄道機能を維持するため、
鉄道施設の耐震化など耐災害性をより⼀層確保する必
要がある。

○
平時における⼤量の貨物輸送に対応した鉄道施設の

耐震化等について、輸送事業者の適切な負担の下に、
計画的に対策を実施する。

企画政策部



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 4 経済活動を機能不全に陥らせないこと
リスクシナリオ 4-4 基幹的交通ネットワーク（陸上・海上・航空）の機能停⽌

－ 129 － － 130 －

リスクシナリオ 4-4 基幹的交通ネットワーク（陸上・海上・航空）の機能停⽌

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【港湾・漁港の防災対策】
＜港湾・漁港施設の耐震化・⽼朽化対策＞

三方が海に囲まれている地域特性を⽣かし、災害発
⽣時における海路による輸送を確保するため、⻘森港、
⼋⼾港、⼤湊港について耐震強化岸壁を整備している。

港湾施設の⽼朽化に対応するため、県内14港湾で主
要な施設の維持管理計画を策定している。

被災後の物流機能の早期回復のため、重要港湾3港
で港湾ＢＣＰを策定している。

災害発⽣時における漁港を利用した輸送確保も視野
に入れ、漁港施設の⽼朽化対策・機能強化対策を⾏っ
ている。

再
掲

県内３港で耐震強化岸壁を整備しているが未整備の
重要港湾があり、また、⼀部橋梁やその他港湾施設の
耐震強化が図られていないことから、引き続き、港湾
施設の耐震強化や⽼朽化対策を進める必要がある。

また、重要港湾に係るＢＣＰの策定を推進するとと
もに実効性を確保するための取組を実施する必要があ
る。

漁港施設の⽼朽化対策・機能強化対策を対象漁港34
のうち25漁港で実施しているが、まだ十分な対策が講
じられていない施設があることから、⽼朽化対策・機
能強化対策を⾏う必要がある。

○

災害発⽣時の海路による輸送確保に向けて、国の交
付⾦等を活用し、主要な港湾の岸壁や橋梁、その他必
要な港湾施設の耐震強化を進める。

港湾施設の⽼朽化対策について、その他の港湾施設
の維持管理計画を策定し、施設の優先度等に応じて補
修⼯事等を進める。

また、重要港湾に係るＢＣＰの策定や実効性を確保
するための実地訓練等を実施する。

災害発⽣時の海路による輸送確保に向けて、引き続
き、漁港施設の⽼朽化対策・機能強化対策を実施する。

なお、⽣活航路に係る重要な漁港については、災害
発⽣時の漁港の啓開の在り方について検討していく。

県土整備部
農林水産部

耐震強化岸壁の整備率 75%
（H22全国目標70%）

重要港湾での港湾ＢＣＰ策定率100％
（H27末策定率 全国55％）

漁港施設の機能強化⼯事完了漁港数
24漁港【H33まで】

【空港の防災対策】

＜空港の業務継続体制の維持・確保等＞
自然災害等の発⽣時に、速やかに空港の運用を再開

するため、空港運営に携わるエアラインやターミナル
ビル管理者等関係者の役割を明確化し、復旧体制等を
取り決め、共有している。

空路による輸送を確保するため、回転翼機等の空港
利用に関する運用体制を取り決めている。

再
掲

⼤規模災害が発⽣した場合でも速やかに空港が運用
再開できるよう、空港施設の点検や補修方法などをあ
らかじめ定めておく必要がある。

また、⼤規模災害発⽣時において空港内での滞留が
⻑引く場合、飲料や⾷料等のストック不⾜が懸念され
ることから、予め備蓄する必要がある。

空港利用に係る取決めについては、実効性を検証し
ていく必要がある。

○

⼤規模災害発⽣時に想定される被災箇所について、
国等関係機関と協議し、点検や補修方法等を検討する。

また、継続した運用体制を確保するため、空港管理
事務所職員の飲料や⾷料等の備蓄を進める。

空路による輸送確保に向けて、空港利用に係る取決
めに基づく運用体制の実効性を検証する。

県土整備部

＜空港施設の機能維持・⽼朽化対策＞
災害発⽣時における航空ネットワークの維持・確保

のため、空港施設の計画的で効率的な維持管理及び施
設更新を進めている。

空港施設の⽼朽化対策として維持管理・更新計画は
既に策定済みであり、引き続き計画的で効率的な維持
管理を推進する必要がある。

○ 災害発⽣時における航空ネットワークの維持・確保
のため、引き続き維持管理及び施設更新を計画的に進
める。

県土整備部



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 4 経済活動を機能不全に陥らせないこと
リスクシナリオ 4-5 ⾷料等の安定供給の停滞

－ 131 － － 132 －

事前に備えるべき目標 4 経済活動を機能不全に陥らせないこと

リスクシナリオ 4-5 ⾷料等の安定供給の停滞

※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

⾷料等の安定供給の停滞を防ぐため、自給⾷料の確保に向けて、平時から県産⾷料品の⽣産・供給体制の強化等
を図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【被災農林漁業者の⾦融⽀援】
＜被災農林漁業者への⾦融⽀援＞

災害により被害を受けた農林漁業者の経営の維持・
安定を図るため、施設の復旧や再⽣産に要する経費を
使途として融資する天災資⾦について、利子補給を⾏
い、被害農林漁業者の⾦利負担を軽減している。

被災農林漁業者が速やかに事業再開できるよう、適
切な融資制度の選択に係る情報提供や融資手続きの迅
速化を図る必要がある。

被災農林漁業者の速やかな事業再開に向けて、平時
より融資制度の周知を図るとともに、手続きが速やか
に⾏われるよう、関係機関との連携を強化する。

農林水産部

【⾷料流通機能の維持・確保】
＜⾷料市場の早期復旧体制の構築＞

⽣鮮⾷料品等の取引の適正化とその⽣産及び流通の
円滑化を図るため、地方卸売市場に対する助言・指導
を⾏っている。

災害発⽣後においても、速やかに市場が開設される
よう、平時から、地方卸売市場と連携し、市場再開に
向けた体制を構築する必要がある。

災害発⽣時等においても業務を確実に継続できる体
制を検討するとともに、被災者等への⾷品の確保・提
供のための機能の充実を図る。

農林水産部
市町村

＜災害発⽣時における適正価格の維持＞
⾷料品をはじめとした⽣活関連物資について、売り

惜しみ等による価格の高騰等を抑⽌し、適正な価格で
の供給を維持するため、関係法令に基づく所要の措置
を執るのに必要な、⼩売業者等の店頭での⼩売価格の
調査を実施する体制を整備している。

災害発⽣時には物資が不⾜し、価格が上昇しやすい
傾向にあり、⽣活関連物資の適正かつ公平な供給がで
きなくなるおそれがあることから、適正な価格の維持
のため、あらかじめ災害発⽣時における調査体制を構
築する必要がある。

災害発⽣時において、法令等に基づく所要の措置を
とるのに必要な⼩売業者等の調査の迅速な実施に向け
た体制を構築する。

環境⽣活部



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 4 経済活動を機能不全に陥らせないこと
リスクシナリオ 4-5 ⾷料等の安定供給の停滞

－ 133 － － 134 －

リスクシナリオ 4-5 ⾷料等の安定供給の停滞

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【県産⾷料品の⽣産・供給体制の強化】
＜⾷料⽣産体制の強化＞

本県のきれいな水と豊かな土からなる優良な農地等
を⽣かして、⽣産から販売までを⼀体的に取り組む
「攻めの農林水産業」を展開しており、その⼀環とし
て、「安全・安⼼で優れた⻘森県産品づくり」等を推
進している。

再
掲

本県では米・野菜・果実・畜産物・水産物をバラン
スよく産出しており、⾷料自給率は、平成26年度の概
算値で全国第４位の123％となっている。

農業・畜産業については、災害発⽣時においても農
畜産物が安定供給できるよう、平時から、⽣産基盤や
⽣産体制の強化を図る必要がある。

水産業については、漁獲量が減少傾向にある。

○

農林水産業の成⻑産業化に向けて、引き続き「攻めの
農林水産業」を推進していく。

農業・畜産業については、⽣産体制の強化に向けて、
⽣産基盤の強化等の必要な対策を実施する。

水産業については、水産物の安定供給のため、資源
管理型漁業、つくり育てる漁業を、より⼀層推進する。

農林水産部

＜多様なニーズに対応した県産品づくり＞
⽣産から販売までを⼀体的に取り組む「攻めの農林

水産業」の⼀環として、安全・安⼼で、多様な需要に
対応する⻘森県産品づくりを図るため、加⼯⾷品の⽣
産拡⼤、農作物の新たな品種やそれを育てる新たな技
術の開発を⾏っている。

消費者等のニーズが多様化していること等を踏まえ、
これに対応した安全・安⼼な農林水産物や加⼯⾷品を
安定して供給するため、ニーズに即した品種の育成や
加⼯⾷品の⽣産拡⼤をさらに推進していく必要がある。

○
多様なニーズに対応した農林水産物や加⼯⾷品の安

定供給に向けて、新たな品種や育成技術を開発すると
ともに、加⼯⾷品にあっては、その⽣産拡⼤に必要な
加⼯機器の有効利用を図る。

農林水産部

＜県産⾷料品の供給を⽀える人づくり＞
本県の安全・安⼼な農林水産物や加⼯⾷品を今後と

も供給していくため、農林水産業及び⾷品加⼯業の担
い手育成や労働⼒確保が不可⽋であることから、人材
確保に向けた取組を実施している。

本県の安全・安⼼な農林水産物や加⼯⾷品を安定供
給するためには、後継者等の農林水産業及び⾷品加⼯
業従事者の確保が必要であるが、現状では減少傾向に
あることから、後継者の育成及び労働⼒確保の必要が
ある。

○
本県の農林水産業を維持・発展させ、農林水産物や

加⼯⾷品を安定して供給するため、農林漁業者、⾷品
加⼯業者の後継者の育成や、労働⼒確保に向けた取組
を実施する。

農林水産部

＜⾷料品製造業者の供給体制強化＞
供給体制強化のため、⾷料品製造事業者を対象に、

⼯場診断や⽣産性向上への⽀援を⾏うとともに、人材
育成に対する取組を⾏っている。

災害発⽣時においても県産⾷料品が供給されるよう、
引き続き、⽣産⼯場の診断や、今後の⽣産性の向上を
担う人材の育成を⾏う必要がある。

供給体制を強化するため、⽣産性向上への⽀援を⾏
うとともに、ものづくり基盤技術人材育成実習や研修
等受講に要する費用の⼀部助成により人材の育成を図
る。

商⼯労働部

＜農業・⽔産施設の⽼朽化対策＞
農作物の⽣産に必要な農業用水を安定的に供給する

農業水利施設の⻑寿命化対策を実施するため、市町村
や土地改良区に対し、施設の⻑寿命化計画を策定する
よう技術的な⽀援等を実施している。

水産物の安定供給のため、漁港施設の⽼朽化対策を
⾏っている。

再
掲

まだ⻑寿命化計画を策定していない施設があること
から、市町村や土地改良区の取組を促進していく必要
がある。

対策が講じられていない漁港施設があることから、
⽼朽化対策を実施する必要がある。

○

農作物の⽣産に必要な農業用水を安定的に供給する
ため、受益面積100ha以上の基幹的農業水利施設の⻑
寿命化対策として、市町村や土地改良区に対し、施設
ごとの計画を策定し、⻑寿命化を図るよう技術的な⽀
援等を実施する。

⽼朽化した漁港施設の機能保全に向けて、計画的に
⽼朽化対策を実施する。

農林水産部
市町村
土地改良区

個別施設ごとの⻑寿命化計画（農業水利
施設（ダム・ため池を除く））の策定数
102施設【H27】 → 333施設【H32】



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 5 必要最低限のライフライン等を確保するとともに、これらの早期復旧を図ること
リスクシナリオ 5-1 電気・⽯油・ガス等のエネルギー供給機能の⻑期停⽌

－ 135 － － 136 －

事前に備えるべき目標 5 必要最低限のライフライン等を確保するとともに、これらの早期復旧を図ること

リスクシナリオ 5-1 電気・石油・ガス等のエネルギー供給機能の⻑期停⽌

※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

電気・⽯油・ガス等のエネルギー供給機能の⻑期停⽌を防ぐため、エネルギー供給事業者の災害対策や⽯油製品
の安定供給体制の構築を推進するとともに、再⽣可能エネルギーの導入促進等を図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【エネルギー供給体制の強化】
＜エネルギー供給事業者の災害対策＞

電⼒事業者やガス事業者においては、災害によるエ
ネルギー供給施設の被害を未然に防⽌するため、施設
の耐震性強化など各種の災害予防措置等を講じている。

再
掲

災害発⽣時においてエネルギー供給機能が停⽌しな
いよう、引き続き、災害予防措置を講じていく必要が
ある。

○
災害発⽣時におけるエネルギー供給機能の確保に向

けて、地域防災計画に基づき施設の耐震性強化など必
要な災害予防措置が講じられるよう、電気事業者・ガ
ス事業者との連携を強化する。

危機管理局
⺠間事業者

＜ガス供給施設の⽼朽化対策＞
中⼩企業者（県内ガス供給事業者）が組織する組合

等（東北ガス事業協同組合）における施設等の高度化
を推進するため、中⼩企業高度化資⾦貸付事業を実施
している。

災害発⽣時においても県内ガス供給事業者が円滑な
供給を確保できるよう、引き続き、施設の整備等を図
るための融資等の対策を講じる必要がある。

災害発⽣時においても、県内ガス供給事業者がガス
の供給ができるよう、施設の維持や高度化に必要な資
⾦の融資を⾏う。

商⼯労働部
危機管理局
⺠間事業者

＜避難所等への燃料等供給の確保＞
災害発⽣時に液化⽯油ガス等を調達するため、県と

（⼀社）⻘森県エルピーガス協会との間で「災害時に
おける液化⽯油ガス及び応急対策用資機材の調達に関
する協定」を締結している。

再
掲

災害発⽣時において、避難所等への応急対策用燃料
等を安定的に確保するため、必要に応じて協定を⾒直
す必要がある。

○
災害発⽣時に協定が有効に機能するよう、必要に応

じて協定を⾒直す。 危機管理局

＜企業の業務継続計画作成の促進＞
災害発⽣時における中⼩企業者等の経済活動の停滞

を回避するため、「⻘森県版ＢＣＰ策定マニュアル」
を作成し、中⼩企業者等の業務継続計画（ＢＣＰ）の
策定を促進している。

再
掲

経済活動が停滞することがないよう、中⼩企業等の
業務継続計画（ＢＣＰ）の策定を促進しているが、策
定していない企業に対し、引き続き、商⼯関係団体等
と連携し、ＢＣＰの必要性について普及啓発していく
必要がある。

○

中⼩企業者等における業務継続計画（ＢＣＰ）策定
がより⼀層促進されるよう、（公財）２１あおもり産
業⽀援センター等と連携し、「⻘森県版ＢＣＰ策定マ
ニュアル」等を活用したＢＣＰ策定⽀援を実施する。

また、策定したＢＣＰに基づき、耐震化や電⼒確保
対策等防災のための施設整備を⾏う場合に必要な資⾦
の低利融資制度（ＢＣＰ融資）についても併せて周知
していく。

商⼯労働部

＜石油燃料供給の確保＞
災害発⽣時には⽯油燃料の調達及び供給に⽀障を来

すおそれがあるため、⽣活の維持や業務継続が求めら
れる病院や避難所等重要施設や緊急⾞両に対し、災害
発⽣時に安定的な調達・供給ができるよう、⻘森県⽯
油商業組合などの関係機関と安定供給に関する協定を
締結している。

また、災害発⽣時における⽯油燃料の供給体制の整
備を図るため、⻘森県⽯油商業組合と連携して県内の
中核給油所等への⽯油燃料の備蓄を⽀援している。

再
掲

災害発⽣時においては⻘森県⽯油商業組合等関係機
関との協定が有効に機能することが必要であることか
ら、引き続き、供給先の情報更新や防災訓練の実施な
どにより連携体制を維持・強化する必要がある。 ○

災害発⽣時において、協定に基づき円滑に必要な施
設等に⽯油燃料が供給されるよう、関係機関の情報を
更新するとともに定期的に訓練を実施する。

商⼯労働部

【石油コンビナート等防災計画に基づく防災体制の充実】
＜石油コンビナート等防災計画に基づく特別防災区域
の防災対策＞
⻘森市、⼋⼾市、六ヶ所村の⽯油コンビナート等特

別防災区域に係る災害の防⽌を図るため、⽯油コンビ
ナート等災害防⽌法の規定に基づき、⻘森県⽯油コン
ビナート等防災計画を定め、関係機関が連携し、防災
訓練の実施等、防災対策を実施している。

再
掲

⽯油コンビナート等特別防災区域の状況変化等を踏
まえ、⽯油コンビナート等防災計画を必要に応じ適切
に⾒直す必要がある。

⽯油コンビナート等特別防災区域の災害防⽌対策を
適切に⾏うため、必要に応じ⻘森県⽯油コンビナート
等防災計画を⾒直すとともに、引き続き関係機関と連
携し、防災訓練等の防災対策を実施する。

危機管理局
⺠間事業者



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 5 必要最低限のライフライン等を確保するとともに、これらの早期復旧を図ること
リスクシナリオ 5-1 電気・⽯油・ガス等のエネルギー供給機能の⻑期停⽌

－ 137 － － 138 －

リスクシナリオ 5-1 電気・石油・ガス等のエネルギー供給機能の⻑期停⽌

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【再⽣可能エネルギーの導入促進】
＜再⽣可能エネルギーの導入＞

本県には風⼒発電をはじめとした再⽣可能エネル
ギーなどの地域エネルギー資源が豊富にあり、これら
の最⼤限の活用及び自⽴分散型のスマートコミュニ
ティの形成のため、地域のエネルギー資源を地域が主
体となって活用する新たなシステムづくりに取り組ん
でいる。

災害発⽣時等において必要なエネルギーが自給でき
るよう、地域のエネルギー資源を地域が主体となって
活用する新たなシステムづくりに取り組んでいるが、
未だその形成には至っていないため、引き続き取組を
継続する必要がある。

○

災害発⽣時等において必要なエネルギーを自給する
ため、地域のエネルギー資源を地域が主体となって活
用する新たなシステムづくりを推進する。

エネルギー
総合対策局

市町村

＜電⼒系統の接続制約等の改善＞
2030年度の再⽣可能エネルギー発電導入量⾒込み

を達成するために、送電線の増強や系統安定化のため
の対策を国に要望している。

送電網が脆弱な状況となっているため、再⽣可能エ
ネルギー導入を拡⼤し、災害発⽣時においても有効に
機能させるためには、送電線の着実な整備や蓄電池に
よる系統安定化対策など、送電網の充実強化を図る必
要がある。

脆弱な送電網を解消するため、送電網の充実強化を
引き続き国に要望する。 エネルギー

総合対策局

【道路施設の防災対策】

＜緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策＞
災害発⽣時の広域的な避難路や救援物資の輸送路と

なる緊急輸送道路を確保するため、優先的に機能強化
や⽼朽化対策を推進している。

再
掲

依然として、多くの脆弱性を有する箇所が残ってお
り、災害発⽣時の救助・救援に係る人員や物資などの
緊急輸送路の確保が課題であるため、緊急輸送道路の
機能強化・⽼朽化対策を優先的に進める必要がある。

○
災害に強い道路を整備し、⼤規模災害発⽣時の広域

的な避難路や救援物資の輸送路の確保を図るため、国
の交付⾦を活用する等により、道路整備や危険箇所対
策、道路施設の耐震化といった機能強化と⽼朽化対策
を実施する。

国
県土整備部
市町村

＜緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策＞
緊急輸送道路が損壊した場合に備え、これを補完す

る緊急輸送道路以外の道路の安全性等を確保するため、
機能強化や⽼朽化対策を推進している。

再
掲

緊急輸送道路が損壊した場合にこれを補完する道路
について、依然多くの脆弱性を有する箇所が残ってい
るため、機能強化や⽼朽化対策を⾏う必要がある。

○
緊急輸送道路を補完する道路の安全性等を確保する

ため、国の交付⾦を活用する等により、道路整備や危
険箇所対策、道路施設の耐震化といった機能強化と⽼
朽化対策を実施する。

県土整備部
農林水産部
市町村

(漁港)
臨港道路の機能保全⼯事完了漁港数
4漁港【H33まで】

＜市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策＞
災害発⽣時の避難路・代替輸送路となる市町村管理

の農道・林道の安全性等を確保するため、市町村によ
る定期的な点検診断等を促進している。

再
掲

整備後、相当の年数を経過している施設もあること
から、点検診断等を実施の上、計画的に⽼朽化対策等
を実施する必要がある。

市町村管理の農道・林道については、必要な改良や
⽼朽化対策等が実施されるよう、定期的な点検診断等
の取組を⽀援する。

農林水産部
市町村

個別施設ごとの⻑寿命化計画（農道橋
（橋⻑15m以上)）の策定数
1橋【H27】 → 102橋【H32】



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 5 必要最低限のライフライン等を確保するとともに、これらの早期復旧を図ること
リスクシナリオ 5-2 上水道等の⻑期間にわたる機能停⽌

－ 139 － － 140 －

事前に備えるべき目標 5 必要最低限のライフライン等を確保するとともに、これらの早期復旧を図ること

リスクシナリオ 5-2 上⽔道等の⻑期間にわたる機能停⽌

※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

上水道等の⻑期間にわたる機能停⽌を防ぐため、水道施設等の耐震化・⽼朽化対策や、早期復旧のための体制の
整備等を図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【⽔道施設の防災対策】
＜⽔道施設の耐震化・⽼朽化対策＞

災害発⽣時においても給水機能を確保するため、水
道事業者（市町村等）における水道施設の耐震化・⽼
朽化対策を計画的に進めている。

再
掲

⻑期的資産管理（アセットマネジメント）の未実施
等より計画的な耐震化・⽼朽化対策が図られていない
場合もあることから、将来の人口の減少も踏まえた経
営の効率化やアセットマネジメントの実施を進めてい
く必要がある。

○
災害発⽣時における給水機能の確保に向けて、水道

事業の広域連携等による経営の効率化やアセットマネ
ジメントの実施など水道事業者における取組を推進し
ていく。

健康福祉部
市町村等水道事業者

＜⽔道施設の応急対策＞
災害発⽣時に水道施設が損壊した場合、速やかに給

水が可能となるよう、水道事業者（市町村等）におい
ては応急復旧のための体制を整えるとともに、修繕資
機材の整備を図っている。

再
掲

災害により水道施設が損壊した場合、できるだけ速
やかに給水を再開できるよう、引き続き、修繕資機材
の整備を図る必要がある。

○
災害により水道施設が損壊しても迅速に給水が再開

できるよう、引き続き、必要に応じ、応急復旧のため
の体制の⾒直し及び修繕資機材の更新を図る。

健康福祉部
市町村等水道事業者

＜⽔道事業者の業務継続計画の策定＞
災害発⽣時でも上水道供給業務が継続できるよう、

市町村等水道事業に対し、業務継続計画（ＢＣＰ）を
策定するよう、指導している。

ＢＣＰを策定していない水道事業者もあることから、
策定していない水道事業者については、ＢＣＰを策定
する必要がある。

○ 災害発⽣時においても上水道供給が可能となるよう、
市町村等水道事業者に対し、ＢＣＰを策定するよう指
導する。

健康福祉部
市町村等水道事業者

【工業用⽔道施設の防災対策】
＜工業用⽔道施設の耐震化・⽼朽化対策＞

⼯業用水安定供給のため、⼯業用水道事業１０ヵ年
計画書により修繕及び建設改良等を実施している。

計画的に施設の⽼朽化対策・耐震化を⾏うため、⼯
業用水道⻑寿命化計画の策定に取り組んでいる。

地震等の災害発⽣時に、⽼朽化が進んだり耐震性の
低い⼯業用水道施設が被災するおそれがあることから、
被害を最⼩限にとどめ、⼯業用水の安定供給を図るた
め、施設の計画的な更新や⻑寿命化・耐震化を進める
必要がある。

災害に強い⼯業用水道施設を整備し、⼯業用水の安
定供給を図るため、⼯業用水道⻑寿命化計画（策定
中）に基づき、⽼朽化した施設の計画的な更新や⻑寿
命化を進めるとともに耐震化を実施する。

県土整備部



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 5 必要最低限のライフライン等を確保するとともに、これらの早期復旧を図ること
リスクシナリオ 5-3 汚水処理施設等の⻑期間にわたる機能停⽌

－ 141 － － 142 －

事前に備えるべき目標 5 必要最低限のライフライン等を確保するとともに、これらの早期復旧を図ること

リスクシナリオ 5-3 汚⽔処理施設等の⻑期間にわたる機能停⽌

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

汚水処理施設等の⻑期間にわたる機能停⽌を防ぐため、下水道施設や農業集落排水施設等の耐震化・⽼朽化対策
等の推進を図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【下⽔道施設の機能確保】
＜下⽔道施設の耐震化・⽼朽化対策＞

災害発⽣時においても公衆衛⽣を確保するため、県
と市町村は下水道施設の計画的な耐震化や改築更新を
実施している。

再
掲

下水道施設のストックマネジメント計画を策定の上、
耐震化や管渠施設を含めた⽼朽化対策を計画的に進め
ていく必要がある。

災害発⽣時の汚水処理機能の確保に向けて、県管理
の下水道施設についてストックマネジメント計画を策
定するとともに、市町村の取組について、助言等を実
施する。

県土整備部
市町村

ストックマネジメント計画策定率
0％【H27】 → 100％【H33】

＜下⽔道事業の業務継続計画の策定＞
災害発⽣時の汚水処理機能の維持又は被災した場合

の速やかな回復のため、連絡体制や非常時対応計画を
定めた簡易な業務継続計画を策定している。

再
掲

災害発⽣時においては、人・物等利用できる資源の
制限を考慮する必要があることから、優先業務の選定
や管渠の被害想定等の必要な事項を網羅した業務継続
計画を策定する必要がある。

災害発⽣時における汚水処理機能の維持と被災施設
の速やかな回復が図られるよう、県が管理する下水道
施設の業務継続計画の内容を⾒直すともに、勉強会の
開催や助言等により、市町村の取組を⽀援する。

県土整備部
市町村

業務継続計画（下水道ＢＣＰ）の策定率
0％【H27】 → 100％【H33】

＜農業集落排⽔施設等の耐震化・⽼朽化対策＞
災害発⽣時においても、農村・漁村地域における公

衆衛⽣を確保するため、農業集落排水施設・漁業集落
排水施設の耐震化や⽼朽化対策の計画的な実施に向け
て、市町村における⻑寿命化計画の策定を推進してい
る。

再
掲

⻑寿命化計画については、まだ策定されていない施
設があることから、市町村における計画策定が進むよ
う、引き続き、指導・助言等を⾏っていく必要がある。

農業集落排水施設・漁業集落排水施設を管理する市
町村における⻑寿命化計画の策定が進むよう、計画的
な機能診断の実施等について指導・助言等を実施する。

農林水産部
市町村

個別施設ごとの⻑寿命化計画の策定数

(農業集落排水施設)
63処理区【H27】

→ 100処理区【H32】

(漁業集落排水施設)
1処理区【H27】

→ 12処理区【H33】

＜農業集落排⽔施設等の耐災害性の確保＞
市町村が管理する農業集落排水施設・漁業集落排水

施設の耐災害性の向上を図るため、非常用電源装置の
設置等を促進している。

農業集落排水施設・漁業集落排水施設の汚水処理施
設については、災害発⽣時の停電による冠水を防⽌す
るための非常用電源装置が設置されていない施設があ
ることから、施設の管理者である市町村に対して、設
置又は整備するよう助言等を⾏う必要がある。

災害発⽣時における農業集落排水施設・漁業集落排
水施設の汚水の流下機能及び消毒機能の確保に向けて、
市町村における非常用電源装置や固形塩素剤の添加装
置の設置が進むよう、助言等を⾏う。

農林水産部
市町村

＜避難所等におけるトイレ機能の確保＞
災害発⽣時の避難所等における衛⽣環境の維持のた

め、仮設トイレ等の確保に係る協定を締結している。
災害発⽣時の対応としては避難所等に設置されてい

る既設のトイレの活用が中⼼となっていることから、
汚水処理施設等の機能が停⽌した場合においても、避
難所等の衛⽣環境を維持できるよう、既設のトイレ以
外に必要となるトイレの数量及び種類（仮設トイレ、
簡易トイレ、携帯トイレ等）、調達方法を予め定めて
おく必要がある。

災害発⽣時における仮設トイレ、簡易トイレ、携帯
トイレの調達について、市町村と連携を図りながら⺠
間事業者との協⼒体制を構築するとともに、家庭にお
ける携帯トイレの備蓄についての普及啓発を図る。

危機管理局
市町村

【合併処理浄化槽への転換の促進】
＜合併処理浄化槽への転換の促進＞

⽼朽化した単独処理浄化槽から、災害に強い合併処
理浄化槽への転換等、合併処理浄化槽の設置を促進す
るため、市町村が⾏う浄化槽整備事業に要する経費の
⼀部を補助している。

また、合併処理浄化槽への転換を単独処理浄化槽設
置者に促すため、普及啓発を⾏っている。

依然として多くの単独処理浄化槽が残っていること
から、災害発⽣時に備え、引き続き単独処理浄化槽か
ら災害に強い合併処理浄化槽への転換を促進する必要
がある。

単独処理浄化槽から災害に強い合併処理浄化槽への
転換等、合併処理浄化槽の設置を促進するため、国の
循環型社会交付⾦等を活用することにより、災害に強
い合併処理浄化槽への転換を促進するとともに、単独
処理浄化槽設置者に対し、転換の必要性について周知
を図る。

環境⽣活部
市町村

合併処理浄化槽の普及率※

9.6％【H26】 → 9.9％【H37】
→ 11.8％【H47】

※浄化槽普及人口の総人口に対する割合



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 5 必要最低限のライフライン等を確保するとともに、これらの早期復旧を図ること
リスクシナリオ 5-4 地域交通ネットワークが分断する事態

－ 143 － － 144 －

事前に備えるべき目標 5 必要最低限のライフライン等を確保するとともに、これらの早期復旧を図ること

リスクシナリオ 5-4 地域交通ネットワークが分断する事態

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

地域交通ネットワークが分断する事態を防ぐため、道路施設や鉄道施設の防災対策を推進するとともに、バス
路線等の維持を図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【道路施設の防災対策】
＜緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策＞

災害発⽣時の広域的な避難路や救援物資の輸送路と
なる緊急輸送道路を確保するため、優先的に機能強化
や⽼朽化対策を推進している。

再
掲

依然として、多くの脆弱性を有する箇所が残ってお
り、災害発⽣時の救助・救援に係る人員や物資などの
緊急輸送路の確保が課題であるため、緊急輸送道路の
機能強化・⽼朽化対策を優先的に進める必要がある。

災害に強い道路を整備し、⼤規模災害発⽣時の広域
的な避難路や救援物資の輸送路の確保を図るため、国
の交付⾦を活用する等により、道路整備や危険箇所対
策、道路施設の耐震化といった機能強化と⽼朽化対策
を実施する。

国
県土整備部
市町村

＜緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策＞
緊急輸送道路が損壊した場合に備え、これを補完す

る緊急輸送道路以外の道路の安全性等を確保するため、
機能強化や⽼朽化対策を推進している。

再
掲

緊急輸送道路が損壊した場合にこれを補完する道路
について、依然多くの脆弱性を有する箇所が残ってい
るため、機能強化や⽼朽化対策を⾏う必要がある。

緊急輸送道路を補完する道路の安全性等を確保する
ため、国の交付⾦を活用する等により、道路整備や危
険箇所対策、道路施設の耐震化といった機能強化と⽼
朽化対策を実施する。

県土整備部
農林水産部
市町村

(漁港)
臨港道路の機能保全⼯事完了漁港数
4漁港【H33まで】

＜市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策＞
災害発⽣時の避難路・代替輸送路となる市町村管理

の農道・林道の安全性等を確保するため、市町村によ
る定期的な点検診断等を促進している。

再
掲

整備後、相当の年数を経過している施設もあること
から、点検診断等を実施の上、計画的に⽼朽化対策等
を実施する必要がある。

市町村管理の農道・林道については、必要な改良や
⽼朽化対策等が実施されるよう、定期的な点検診断等
の取組を⽀援する。

農林水産部
市町村

個別施設ごとの⻑寿命化計画（農道橋
（橋⻑15m以上)）の策定数
1橋【H27】 → 102橋【H32】

【鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備】
＜鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備＞

災害発⽣時における鉄道利用者の安全性確保及び交
通手段確保のため、ＪＲ及び⺠営鉄道事業者と情報共
有を図るとともに、⺠営鉄道事業者が⾏う安全性の向
上に資する設備整備等に対し、補助を⾏っている。

再
掲

災害発⽣時における鉄道利用者の安全性確保及び交
通手段確保のため、引き続き、ＪＲ及び⺠営鉄道事業
者との情報共有を図るほか、⺠営鉄道事業者が⾏う安
全性の向上に資する施設整備等を促進していく必要が
ある。

災害発⽣時において、円滑な連携が図られるよう、
ＪＲ及び⺠営鉄道事業者と⼀層の情報共有を図るとと
もに、引き続き、国の補助制度等を活用し⺠営鉄道事
業者が⾏う施設の安全対策等の取組を促進していく。

企画政策部
鉄道事業者

＜⻘い森鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備＞
県が所有する⻘い森鉄道線の鉄道施設について、鉄

道輸送の安全を確保するため、安全管理規程により、
事業の運営の方針や管理の体制、方法などを定めてい
る。

再
掲

災害発⽣時における鉄道利用者の安全性確保及び救
援物資等の⼤量輸送に必要な鉄道機能を維持するため、
鉄道施設の耐震化など耐災害性をより⼀層確保する必
要がある。

平時における⼤量の貨物輸送に対応した鉄道施設の
耐震化等について、輸送事業者の適切な負担の下に、
計画的に対策を実施する。

企画政策部

【路線バスの運⾏体制・むつ湾内航路運航体制の維持】
＜路線バスの運⾏体制の維持＞

災害発⽣時等の交通手段確保のため、バス事業者と
運⾏状況等に関する情報共有を図っているほか、路線
維持を図るため、運⾏⽋損・⾞両購入に対する補助を
⾏っている。

再
掲

災害発⽣時における人員輸送について、バス事業者
等との連携体制が構築されていないことから、対応を
検討していく必要がある。

引き続き、バス事業者と運⾏状況等に関する情報共
有や、バス路線維持に係る補助を実施するほか、災害
発⽣時における人員輸送について、バス事業者等との
連携体制構築に向けて対応を検討していく。

企画政策部

＜むつ湾内航路の運航体制の維持＞
災害発⽣時等に道路が通⾏困難となった場合の交通

手段確保のため、離島航路について、地元市村が⾏う
航路運航事業者の⽋損に対する⽀援に対し、補助を
⾏っている。

災害発⽣時等に道路が通⾏困難となった場合に円滑
に代替交通が確保されるよう、引き続き、航路運航事
業者や地元市村と連携を図る必要がある。

災害発⽣時等に道路が通⾏困難となった場合に円滑
に代替交通手段確保が確保されるよう、引き続き、航
路運航事業者や地元市村と連携を図っていく。

企画政策部
市町村



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 6 重⼤な二次災害を発⽣させないこと
リスクシナリオ 6-1 ため池、ダム、防災施設、天然ダム等の損壊・機能不全による二次災害の発⽣

－ 145 － － 146 －

事前に備えるべき目標 6 重大な二次災害を発⽣させないこと

リスクシナリオ 6-1 ため池、ダム、防災施設、天然ダム等の損壊・機能不全による二次災害の発⽣

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

ため池、ダム、防災施設、天然ダム等の損壊・機能不全による二次災害の発⽣を防ぐため、ダム施設、防災施設
等の⽼朽化対策等を推進するとともに、ため池ハザードマップの作成により危険地区の周知や防災意識の醸成を
図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【ため池、ダム等の防災対策】

＜ダム施設の⽼朽化対策＞
災害発⽣時においてダム施設が機能不全に陥らない

よう、⽼朽化対策として⻑寿命化計画を策定し、これ
に基づく対策を進めている。

耐用年数を超過し障害が発⽣している機器があるこ
とから、⻑寿命化計画に基づき、計画的に対策を実施
する必要がある。

ダム施設が機能不全に陥ることがないよう、⽼朽化
対策として、耐用年数・障害の頻度等を考慮し、計画
的に機器の更新・修繕等を⾏う。

国
県土整備部

⽼朽化対策を完了したダムの数
0施設【H28.3末】

→ 1施設【H32.3末】

＜農業用ダム・ため池の防災対策＞
将来にわたる農業用防災ダム・ため池の機能発揮に

向けて、⻑寿命化計画の策定を推進している。
市町村及び土地改良区が管理している農業用ダム・

ため池についても、⻑寿命化計画の策定が進むよう、
技術的な⽀援等を実施している。

再
掲

県管理の農業用防災ダムについては、⽼朽化が進⾏
していることから、計画的に点検・診断を実施し、⻑
寿命化計画を策定する必要がある。

市町村及び土地改良区が管理する農業用ダム・ため
池については、⻑寿命化計画の策定が進んでいないこ
とから、計画策定に向けた⽀援等を継続していく必要
がある。

県管理の農業用防災ダムについて、計画的に点検・
診断を実施の上、⻑寿命化計画を策定する。

市町村及び土地改良区が管理する農業用ダム・ため
池に係る⻑寿命化計画の策定に向けて、引き続き技術
的な⽀援等を実施する。

農林水産部
市町村
土地改良区

個別施設ごとの⻑寿命化計画（農業用
ダム）の策定数
0基【H27】

→ 11基（100％）【H32】

個別施設ごとの⻑寿命化計画（農業用
ため池）の策定数
0施設【H27】

→ 140施設（100％）【H32】

＜ダム施設等の非常用電源の整備＞
災害発⽣時においても、ダム施設や農業水利施設の

電⼒を確保し、適切な管理体制を維持するため、非常
用電源装置を設置している。

災害発⽣時でも非常用電源設備が適切に機能するよ
う、引き続き適切な維持管理を⾏っていく必要がある。

災害発⽣により電⼒の供給が停⽌しても、ダム施設
や農業水利施設の適切な管理体制を維持できるよう、
引き続き、適切に維持管理を実施する。

国
県土整備部
農林水産部

非常用電源を整備しているダム施設の
割合
100%

＜ため池ハザードマップの作成＞
下流に人家や公共施設等があり、規模の⼤きいため

池について、災害等により決壊した場合の人命の安全
を確保するため、市町村にハザードマップの整備を指
導している。

下流に人家や公共施設等があり、ため池が決壊した
場合、人命に関わるため池があることから、ハザード
マップの作成を進めているが、作成していないため池
もあることから、その作成を推進する必要がある。

ため池が決壊した場合の下流域の安全を確保するた
め、該当するため池のハザードマップの作成を⾏うよ
う、市町村を指導する。

農林水産部
市町村

防災重点ため池（140カ所）について、
ハザードマップ作成

H32までに100％

【防災施設の機能維持】
＜砂防関係施設の整備＞

土砂災害に対し安全安⼼な県⺠⽣活を確保するため、
砂防堰堤等の土砂災害対策を実施している。 再

掲
土砂災害危険箇所整備率が約3割と低いことから、

砂防関係施設の整備を進める必要がある。
災害履歴のある箇所のほか、避難所、防災拠点、要

配慮者利用施設が⽴地する箇所などを対象として、国
の防災・安全交付⾦等を活用し、砂防関係施設の整備
を推進する。

県土整備部
土砂災害危険箇所整備率
（要対策箇所1,514箇所)
31.6%【H25】 → 33.1%【H30】

＜砂防関係施設の⽼朽化対策＞
土砂災害を防⽌する砂防関係施設の機能及び性能を

⻑期にわたり維持・確保するため、⻑寿命化計画を策
定している。

再
掲

既存砂防関係施設の中には、施⼯後⻑期間経過し、
その機能及び性能が低下したものがあることから、計
画的に点検・評価を実施し、⻑寿命化計画を策定する
必要がある。

砂防関係施設⻑寿命化計画に基づき、国の防災・安
全交付⾦等を活用しながら、施設の機能及び性能を維
持・確保する。

県土整備部 ⻘森県砂防関係施設⻑寿命化計画策定率
0%【H28】 → 100%【H30】

＜農⼭村地域における防災対策＞
農⼭村地域における土砂崩れ・土⽯流・地すべりか

ら地域住⺠の人命や財産、農地等を守るため治⼭施設
や地すべり防⽌施設等を整備している。

ダムや水⽥などの⾬水の貯留機能を発揮させ、洪水
を防⽌するため、農業水利施設や農地の整備を推進し
ている。

再
掲

治⼭施設や地すべり防⽌施設等については、定期的
に点検診断を実施し、⻑寿命化計画の策定を進めると
ともに、引き続き必要に応じて整備を進める必要があ
る。

洪水防⽌や土砂崩壊防⽌機能など農業・農村の有す
る多面的機能を維持・発揮するため、地域や施設の状
況を踏まえ、農地や農業水利施設等の⽣産基盤整備を
着実に推進する必要がある。

荒廃地(荒廃するおそれのある場所を含む)の早期復
旧のため、治⼭施設等を整備すると共に、現在の施設
の状況を踏まえ、必要に応じて⽼朽化対策を実施する。

ダムや水⽥などの⾬水の貯留機能を発揮できるよう、
農業用ダムの維持管理を適切に実施するとともに、必
要に応じて水⽥の区画整理など、農業農村整備事業を
実施する。

農林水産部
市町村

個別施設ごとの⻑寿命化計画（地すべり
防⽌施設）の策定数
0施設【H27】 → 10施設【H32】



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 6 重⼤な二次災害を発⽣させないこと
リスクシナリオ 6-2 有害物質の⼤規模流出・拡散

－ 147 － － 148 －

事前に備えるべき目標 6 重大な二次災害を発⽣させないこと

リスクシナリオ 6-2 有害物質の大規模流出・拡散

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

有害物質の⼤規模流出・拡散による二次災害の発⽣を防ぐため、有害物質取扱事業所等に対する監視・検査指導
等を通じた流出・拡散防⽌対策の推進や、坑廃水処理関係施設の稼働の確保等を図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【有害物質の流出・拡散防⽌対策】
＜有害物質の流出・拡散防⽌対策＞

災害発⽣に伴う危険物や毒劇物の流出・拡散を防⽌
するために、消防本部では、事業者の施設管理、保管
等を関係法令等に基づいて指導している。

消防本部に対し、法令改正や技術基準等の必要な情
報提供等を⾏うことにより、流出・拡散等の防⽌を
図っている。

毒物・劇物の流失防⽌のため、毒物劇物取扱い施設
に対し保管・管理・使用等について監視指導を⾏って
いる。

毒物劇物農薬について、破損、漏れ等を⽣じないよ
う適切な処置をとられているか確認するため、農薬販
売者に対し⽴入検査を⾏っている。

災害発⽣時においても、危険物・毒劇物の流出・拡
散が起こることのないよう、適切な管理・保管や、流
出防⽌対策の実施等について指導等を⾏っていく必要
がある。

災害発⽣に伴う危険物・毒劇物の流出・拡散を防⽌
するため、引き続き、関係法令等に基づき監視・検
査・指導等を実施する。

危機管理局
健康福祉部
農林水産部
市町村
⺠間事業者

＜公共用⽔域等への有害物質の流出・拡散防⽌対策＞
公共用水域及び地下水への有害物質の流出・地下浸

透を防⽌するため、水質汚濁防⽌法に基づく有害物質
使用特定施設及び貯蔵指定施設に適用される構造等基
準の遵守を指導している。

水質汚濁防⽌法に基づく有害物質使用特定施設及び
貯蔵指定施設に適用される構造等基準については、災
害発⽣時を考慮したものではないことから、流出時の
措置について、指導・周知する必要がある。

災害発⽣時に有害物質が流出した時に迅速に適切な
措置を講じさせるため、すべての有害物質使用特定施
設及び貯蔵指定施設に年1回以上⽴入検査を⾏い、流出
時の措置について、指導・周知を図る。

環境⽣活部

＜毒性ガスの大規模漏えいに係る保安対策＞
アンモニアガス等の毒性ガスの⼤規模漏えいの災害

を防⽌するため、保安検査を実施するとともに、法令
改正や技術上の基準等の必要な情報等を適宜提供する
ことにより、保安対策の向上を図っている。

引き続き、災害発⽣時の毒性ガスの⼤規模漏えいを
防⽌するため、第⼀種製造者の設備が技術上の基準に
適合しているか確認するなど、保安検査を実施すると
ともに、法令改正や技術上の基準等の必要な情報等を
適宜提供する必要がある。

災害発⽣時の毒性ガスの⼤規模漏えいを防⽌するた
め、引き続き保安検査を実施するとともに、法令改正
や技術上の基準等の必要な情報等を適宜提供する。

危機管理局
⺠間事業者

＜有害な産業廃棄物の流出等防⽌対策＞
廃棄物の飛散、流出等防⽌のため、事業者に対し、

廃棄物処理法に基づく廃棄物の処理基準、保管基準等
の遵守、管理責任者の設置等を指導している。

有害な産業廃棄物（特にＰＣＢ廃棄物等）が事業場
外に流出することにより、住⺠の健康被害、⽣活環境
への影響が懸念されることから、適正保管の確保、緊
急時における拡散防⽌対策、連絡体制等を整備する必
要がある。

また、健康被害や環境への悪影響を防⽌するため、
事業者に対し、有害な廃棄物の適正な保管や早期の処
分を指導していく必要がある。

災害発⽣時の健康被害や環境への悪影響を防⽌する
ため、事業者に対し、ＰＣＢ廃棄物の期限内処理及び
処理するまでの間の適正保管について普及啓発等を進
める。 環境⽣活部

＜大気中への有害物質の飛散防⽌対策＞
特定粉じん（アスベスト）排出等作業現場において、

アスベスト飛散がないことを確認するため、アスベス
トの濃度測定を⾏っている。

災害発⽣時には、被災建物等の解体等により⼤気中
にアスベストが飛散するおそれがあることから、⼤気
中のアスベスト濃度を測定し、状況を把握する必要が
ある。

災害発⽣時における、⼤気中へのアスベストの飛散
の度合いを迅速に把握するため、緊急時のモニタリン
グ体制の強化を図る。

環境⽣活部



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 6 重⼤な二次災害を発⽣させないこと
リスクシナリオ 6-2 有害物質の⼤規模流出・拡散

－ 149 － － 150 －

リスクシナリオ 6-2 有害物質の大規模流出・拡散

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【坑廃⽔処理関係施設の稼働の継続】
＜坑廃⽔処理関係施設の稼働の継続＞

地域住⺠の健康保護や⽣活環境の保全のため、休廃
⽌鉱⼭等から排出されている強酸性の坑廃水について、
排水基準以下となるよう、関係施設を整備し、必要な
処理を⾏っている。

未処理の強酸性の坑廃水が流出した場合は、地域住
⺠の健康や⽣活環境の保全に⽀障を及ぼすおそれがあ
ることから、坑廃水処理関係施設が稼働停⽌にならな
いよう、引き続き防災機能の強化を進めていく必要が
ある。

強酸性の坑廃水の流出を未然に防⽌していくため、
引き続き、定期的に現場調査を⾏うとともに、国の休
廃⽌鉱⼭鉱害防⽌等補助⾦を活用し、坑廃水処理関係
施設の稼働の継続を図る。

商⼯労働部

【有害物質流出時の処理体制の構築】
＜有害物質流出時の処理体制の構築＞

有害物質が河川等に流出した場合の迅速な処理を⾏
うため、平時から国及び県管理河川において水質事故
等発⽣時の連絡体制が構築されている。

流出事故発⽣時においては、公共用水域の水質保全
のため、必要に応じて現地調査及び水質測定を実施し
ている。

災害発⽣時に、有害物質が河川等に流出した場合、
健康被害の発⽣や水質汚染等の二次被害が発⽣するお
それがあることから、平時と同様に迅速な処理が⾏え
るよう速やかに水質測定を⾏い、汚染の度合いを把握
する必要がある。

災害発⽣時の有害物質の流出・拡散時に、迅速な処
理が⾏えるよう、速やかに汚染の度合いを把握するた
め、引き続き連絡体制を維持するとともに緊急時のモ
ニタリング体制の強化を図る。

環境⽣活部

＜有害物質の大規模流出・拡散対応＞
有害物質の流出等が発⽣した場合は、被害の拡⼤防

⽌、事態収束のため、消防機関が出動し、対応してい
る。

有害物質が⼤規模に流出等した場合は、早期に事態
を収束させる必要があることから、消防機関の対応⼒
の向上を図る必要がある。

有害物質が⼤規模に流出した場合における事態の早
期収束等のため、資機材の整備等、消防機関の対応⼒
の向上を図る。

危機管理局
市町村



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 6 重⼤な二次災害を発⽣させないこと
リスクシナリオ 6-3 原子⼒施設からの放射性物質の放出

－ 151 － － 152 －

事前に備えるべき目標 6 重大な二次災害を発⽣させないこと

リスクシナリオ 6-3 原⼦⼒施設からの放射性物質の放出

※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

原子⼒施設からの放射性物質の放出による二次災害の発⽣を防ぐため、国・事業者が責任をもって施設の安全性
確保に取り組むことはもとより、県としても平時から安全協定に基づく⽴入調査や環境放射線モニタリング等を
実施する。

また、万が⼀の原子⼒災害の発⽣に備え、地域防災計画の⾒直し、防災訓練の実施や防災資機材の整備など、
防災対策の充実・強化を図る。

さらに、施設の安全性確保に係る事業者の対策や国の対応について、県議会、関係市町村⻑、原子⼒政策懇話会、
県⺠説明会等の意⾒を踏まえつつ、安全性を検証していく。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

＜原⼦⼒施設の安全対策＞
県⺠の安全と安⼼を守るという⽴場から、県内の原

子⼒施設について、⽴地村とともに事業者と安全協定
を締結して、環境の監視や⽴入調査等を⾏っている。

原子⼒施設について、新規制基準への適合性を含め、
その安全性を確保する必要がある。 ○

県内の原子⼒施設の安全を確保するため、引き続き、
国の審査動向を注視するとともに、必要に応じ⽴入調
査等を⾏い、適宜事業者に対し必要な報告等を求めて
いく。

危機管理局
市町村

＜原⼦⼒施設に係る環境放射線モニタリング＞
環境放射線モニタリング計画を策定し、モニタリン

グを実施しており、その結果については専門家による
評価を受けるとともに、広く県⺠に公表している。

再処理⼯場に係る、環境モニタリングについて、必
要に応じ対象項目の追加を⾏う等、充実を図る必要が
ある。

○ 環境モニタリングを継続し、施設からの影響につい
て調査していく。 危機管理局

＜原⼦⼒災害時の防災対策＞
万が⼀の原子⼒災害の発⽣に備え、地域防災計画の

整備や防災訓練の実施、防災資機材の整備などにより、
防災対策の充実・強化に取り組んでいる。

住⺠避難等の具体的な防護措置の対応について充実
を図る必要がある。

原子⼒発電所以外の原子⼒施設の防護措置について
は、国が早期に原子⼒災害対策指針に定めるよう引き
続き要請する必要がある。

○

平成28年3月に策定した「東通原子⼒発電所の原子⼒
災害時における広域避難の基本的な考え方」を踏まえ、
県の地域防災計画（原子⼒編）及び関係市町村の地域
防災計画及び避難計画の⾒直しを⾏うとともに、引き
続き、防災訓練等を通じた関係機関との連携強化や資
機材の整備等を推進する。

危機管理局
健康福祉部
市町村

＜原⼦⼒施設の安全性検証＞
原子⼒施設に係る⽴地要請や安全協定などに際し、

原子⼒施設の安全性等について、国や事業者の対応を
踏まえつつ、県⺠の安全・安⼼に重点を置いた対応を
⾏う観点から、県として節目節目において検証を⾏っ
ている。

原子⼒施設の安全性については、国による新規制基
準への適合性審査が進められているが、国や事業者の
対応を注視し、適切に対処する必要がある。 ○

事業者の対策や国の対応について、県議会や関係市
町村⻑、原子⼒政策懇話会、県⺠説明会、各種団体な
ど各界各層の意⾒を踏まえつつ、県⺠の安全・安⼼に
重点を置いた観点から、適時・適切に検証を⾏ってい
く。

危機管理局



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 6 重⼤な二次災害を発⽣させないこと
リスクシナリオ 6-4 農地・森林等の荒廃による被害の拡⼤

－ 153 － － 154 －

事前に備えるべき目標 6 重大な二次災害を発⽣させないこと

リスクシナリオ 6-4 農地・森林等の荒廃による被害の拡大

※人命に直接的・重⼤な影響を及ぼすリスクシナリオ

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

農地・森林等の荒廃による被害の拡⼤を防ぐため、荒廃農地の発⽣防⽌・利用促進や森林資源の適切な保全管理
を推進するとともに、砂防・治⼭施設等の⽼朽化対策等を実施する。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【荒廃農地の発⽣防⽌・利用促進】
＜農地利用の最適化⽀援＞

荒廃農地の発⽣防⽌・解消と、農業の⽣産性向上を
図るため、担い手への農地の集積・集約化を推進する
とともに、荒廃農地の再⽣利用の取組を⽀援している。

有効に活用されていない荒廃農地は、災害発⽣時に
崩壊等の危険性が高いことや、湛水機能の低下を招き
洪水発⽣リスクが高まること、さらに災害発⽣後の⽣
産を維持していく上で障害となる可能性があることか
ら、担い手への農地の集積・集約化と再⽣作業の⽀援
により更なる農地の集積・集約化と荒廃農地の解消を
推進する必要がある。

災害発⽣時の被害発⽣・拡⼤の防⽌に向けて、市町
村、農業委員会及び農地中間管理機構等と連携し、農
地の利用集積と再⽣利用を進め、荒廃農地の発⽣防
⽌・解消に取り組む。

農林水産部
市町村

担い手が利用する農地面積の割合
41.8％【H24】 →  90％【H35】

荒廃農地面積
7,401ha【H24】

→ 3,900ha【H35】

＜農地の⽣産基盤の整備推進＞
荒廃農地の発⽣を抑制し、農地を有効に活用するた

め、農地の⼤区画化や用排水対策など⽣産基盤の整備
を推進している。

異常気象による被害発⽣・拡⼤防⽌には、農地を農
地として維持し、適切に管理しながら農作物を⽣産し
ていくことが有効であることから、引き続き、農業⽣
産基盤の整備等を実施していく必要がある。

災害発⽣時の被害発⽣・拡⼤の防⽌に向けて、引き
続き、荒廃農地の発⽣を抑制し、農地を有効に活用す
るための、農業⽣産基盤の整備を推進する。

農林水産部 水⽥整備率（30a程度以上）64％

【森林資源の適切な保全管理】
＜森林の計画的な保全管理＞

将来にわたり、森林が有する土砂災害防⽌をはじめ
とする多面的機能の維持・増進を図るため、国の造林
補助事業等を活用し、間伐や再造林などの森林整備を
推進している。

近年、木材需要の高まりに応じて伐採面積が増加す
る中、森林施業コストが高いため、再造林されずに放
置される森林が増加していることから、再造林や間伐
の着実な実施に向けた対策を講ずる必要がある。

○
再造林や間伐を着実に実施していくため、森林所有

者の造林意欲向上につながる低コスト化技術の普及・
定着や社会全体で再造林を⽀援する新たな仕組みづく
りに取り組み、森林の適切な保全を図る。

農林水産部
⺠間事業者

再造林割合
32％【H25】 → 65％【H35】

＜森林整備事業等の森林所有者への普及啓発＞
土砂災害防⽌等重要な役割を持つ森林を良好な状態

で次世代に引き継ぐため、森林組合等を対象とした説
明会や巡回指導などの普及啓発活動を実施している。

森林を良好な状態で次世代に引き継ぐためには、森
林所有者の理解が不可⽋であるため、これまで以上に、
森林整備の必要性等について、森林所有者への普及啓
発活動を強化する必要がある。

○
森林整備事業等の推進に向けて、引き続き、森林組

合等を対象とした説明会や巡回指導を⾏うほか、再造
林のＰＲリーフレットを整備し、森林所有者等への普
及啓発活動を実施する。

農林水産部
⺠間事業者

【農⼭村地域における防災対策】
＜農⼭村地域における防災対策＞

農⼭村地域における土砂崩れ・土⽯流・地すべりか
ら地域住⺠の人命や財産、農地等を守るため治⼭施設
や地すべり防⽌施設等を整備している。

ダムや水⽥などの⾬水の貯留機能を発揮させ、洪水
を防⽌するため、農業水利施設や農地の整備を推進し
ている。

再
掲

治⼭施設や地すべり防⽌施設等については、定期的
に点検診断を実施し、⻑寿命化計画の策定を進めると
ともに、引き続き必要に応じて整備を進める必要があ
る。

洪水防⽌や土砂崩壊防⽌機能など農業・農村の有す
る多面的機能を維持・発揮するため、地域や施設の状
況を踏まえ、農地や農業水利施設等の⽣産基盤整備を
着実に推進する必要がある。

○

荒廃地(荒廃するおそれのある場所を含む)の早期復
旧のため、治⼭施設等を整備すると共に、現在の施設
の状況を踏まえ、必要に応じて⽼朽化対策を実施する。

ダムや水⽥などの⾬水の貯留機能を発揮できるよう、
農業用ダムの維持管理を適切に実施するとともに、必
要に応じて水⽥の区画整理など、農業農村整備事業を
実施する。

農林水産部
市町村

個別施設ごとの⻑寿命化計画（地すべり
防⽌施設）の策定数
0施設【H27】 → 10施設【H32】

【農林⽔産業の⽣産基盤の防災対策】
＜農業・⽔産施設の⽼朽化対策＞

農作物の⽣産に必要な農業用水を安定的に供給する
農業水利施設の⻑寿命化対策を実施するため、市町村
や土地改良区に対し、施設の⻑寿命化計画を策定する
よう技術的な⽀援等を実施している。

水産物の安定供給のため、漁港施設の⽼朽化対策を
⾏っている。

再
掲

まだ⻑寿命化計画を策定していない施設があること
から、市町村や土地改良区の取組を促進していく必要
がある。

対策が講じられていない漁港施設があることから、
⽼朽化対策を実施する必要がある。

○

農作物の⽣産に必要な農業用水を安定的に供給する
ため、受益面積100ha以上の基幹的農業水利施設の⻑
寿命化対策として、市町村や土地改良区に対し、施設
ごとの計画を策定し、⻑寿命化を図るよう技術的な⽀
援等を実施する。

⽼朽化した漁港施設の機能保全に向けて、計画的に
⽼朽化対策を実施する。

農林水産部
市町村
土地改良区

個別施設ごとの⻑寿命化計画（農業水利
施設（ダム・ため池を除く））の策定数
102施設【H27】 → 333施設【H32】



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 6 重⼤な二次災害を発⽣させないこと
リスクシナリオ 6-5 風評被害等による地域経済等への甚⼤な影響

－ 155 － － 156 －

事前に備えるべき目標 6 重大な二次災害を発⽣させないこと

リスクシナリオ 6-5 風評被害等による地域経済等への甚大な影響

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

風評被害等による地域経済等への甚⼤な影響の発⽣を防ぐため、平時より県産品に関する正確な情報を発信する
体制の整備や、物流関係者との信頼関係の構築等を図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【風評被害の発⽣防⽌】
＜正確な情報発信による風評被害の防⽌＞

安全・安⼼な県産農林水産品を国内外に広くアピー
ルするため、県産品のウェブサイトや、量販店・スー
パー・レストラン等での⻘森フェア開催などを通じて、
平時から消費者や販売業者等に対し安全・安⼼な県産
品の情報発信を⾏っている。

購入者が県産農林水産物の安全性を確認できるよう、
放射性物質モニタリング調査結果を海外に情報提供し
ている。

災害発⽣に伴う風評被害を防⽌するためには、何よ
りも正確な情報を発信する必要があることから、県産
品の正確な情報発信のための仕組みを平時から構築し
ておく必要がある。

海外においては、⼀部に依然として放射性物質につ
いて懸念している消費者等がいることから、引き続き、
県産農林水産物の安全性を情報提供していく必要があ
る。

災害発⽣時における県産品の風評被害の防⽌に向け
て、県産品の正確な情報発信のために、ウェブサイト
とＳＮＳを連携させた情報発信の仕組みを構築すると
ともに、必要に応じて説明会等を開催して直接情報を
提供するなど、情報発信の強化を図る。

海外の消費者等の不安を払拭するため、引き続き、
放射性物質モニタリング調査結果の情報提供を実施す
る。

農林水産部
観光国際戦略局

＜物流関係者との信頼関係の構築＞
美味しく、安全・安⼼な県産品をＰＲするため、

トップセールスや⻘森フェア等を実施し、県内外の販
売関係者と信頼関係を構築するとともに、消費者に対
する情報発信を⾏っている。

県産農林水産物の安全・安⼼確保に向けて、⽣産か
ら加⼯・流通・販売に携わる関係者と情報を共有する
ための会議を開催している。

災害発⽣に伴う風評被害を防⽌するためには、⽇ご
ろから本県産の安全・安⼼性を積極的にＰＲし、物
流・販売関係者や消費者との強固な信頼関係を構築し
ておく必要がある。

災害発⽣時の風評被害防⽌に向けて、量販店・スー
パーや消費者等との間にさらに強い信頼関係を構築す
るのため、県と市町村の連携によるトップセールスの
実施や、ウェブサイトの適切な更新等により、安全・
安⼼性のＰＲの強化を図る。

引き続き、⽣産・流通・販売等関係者との情報共有
を図るとともに、消費者に対して正確な情報を提供す
るための研修会等を実施する。

農林水産部
⾷の安全・安⼼に関する消費者向け研修
会等の開催回数
69回【H27】 → 120回【H29】

【風評被害の軽減対策】
＜風評被害の軽減対策＞

東⽇本⼤震災時には、県産品の安全性を確認すると
ともに、消費者の信頼を確保するため、放射性モニタ
リング調査を実施し、県のホームページに公表してい
る。

災害発⽣等により風評被害が発⽣した場合には、直
ちに正確な情報を発信するなど被害軽減のための活動
を実施し、速やかに風評被害を根絶する必要がある。

災害発⽣等による風評被害が発⽣した場合には、平
時において構築された情報発信・連携体制を最⼤限に
活用して早急に正確な情報を発信し、風評被害を根絶
する。

農林水産部



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 7 地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備すること
リスクシナリオ 7-1 ⼤量に発⽣する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態

－ 157 － － 158 －

事前に備えるべき目標 7 地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備すること

リスクシナリオ 7-1 大量に発⽣する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

⼤量に発⽣する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態を防ぐため、市町村における災害
廃棄物処理計画の策定を促進するとともに、災害廃棄物等の処理に関する連携体制の強化等を図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【災害廃棄物の処理体制の構築】
＜災害廃棄物処理計画の策定＞

災害廃棄物の円滑な処理を⾏うため、国の廃棄物の
減量等に関する施策に係る基本方針に基づき、災害廃
棄物処理計画の策定に取り組んでいる。

また、市町村における災害廃棄物の円滑な処理体制
の構築を図るため、市町村に災害廃棄物処理計画の策
定を促している。

災害廃棄物は⼀般廃棄物とされ、基本的には被災市
町村がその処理を担うことから、市町村において円滑
な処理体制が構築されるよう、市町村に対して助言等
を⾏いながら、災害廃棄物処理計画の策定を求めてい
く必要がある。

県の災害廃棄物処理計画については、国の基本方針
を踏まえるとともに、本県の実情等を適切に反映した
計画となるよう策定を進める必要がある。

○

災害廃棄物の円滑な処理に向けて、災害廃棄物処理
計画の策定を進めるとともに、災害廃棄物の広域処理
を、受入れ可能な市町村と⼀体となって推進する。

環境⽣活部

＜災害廃棄物等の処理に関する連携の強化＞
災害が発⽣した場合において、円滑に災害廃棄物処

理やし尿処理が⾏われるよう、関係団体（県産業廃棄
物協会、県環境整備事業協同組合、県解体⼯事業協
会）や関係自治体と協定を締結している。

災害廃棄物の円滑な処理を⾏うため、事業者等に関
係する情報を共有する等、県、市町村、関係団体の連
携を推進する必要がある。

○
災害発⽣時において各種協定に基づき円滑に災害廃

棄物が処理されるよう、県、市町村、関係団体間の情
報共有を図り連携を強化する。

環境⽣活部

＜農林⽔産業に係る災害廃棄物等の処理に関する連携
の強化＞

農業資材、ホタテガイ養殖資材・養殖残さ等に係る
廃棄物の円滑な処理を⾏うため、市町村適正処理協議
会や農協等による処理体制が構築されている。

災害発⽣時においても、被災農業資材等の廃棄物が
円滑に処理されるよう、平時から、事業者等に関係す
る情報を共有し、引き続き、県、市町村、関係団体の
連携を推進する必要がある。

○
災害発⽣時においても、被災農業資材等の廃棄物が

円滑に処理されるよう、関係団体との協定等の締結や、
連携・連絡体制の構築を図る。

農林水産部
市町村

＜大気中への有害物質の飛散防⽌対策＞
特定粉じん（アスベスト）排出等作業現場において、

アスベスト飛散がないことを確認するため、アスベス
トの濃度測定を⾏っている。

再
掲

災害発⽣時には、被災建物等の解体等により⼤気中
にアスベストが飛散するおそれがあることから、⼤気
中のアスベスト濃度を測定し、状況を把握する必要が
ある。

災害発⽣時における、⼤気中へのアスベストの飛散
の度合いを迅速に把握するため、緊急時のモニタリン
グ体制の強化を図る。

環境⽣活部



起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 事前に備えるべき目標 7 地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備すること
リスクシナリオ 7-2 道路啓開等の復旧・復興を担う人材等の不⾜により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態

－ 159 － － 160 －

事前に備えるべき目標 7 地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備すること

リスクシナリオ 7-2 道路啓開等の復旧・復興を担う人材等の不⾜により復旧・復興が大幅に遅れる事態

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

道路啓開等の復旧・復興を担う人材等の不⾜により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態を防ぐため、受援・連携体制
の構築を図るとともに、建設業・農林水産業の担い手の育成・確保や産業を⽀える人材の育成等を図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【防災ボランティア受入体制の構築】
＜防災ボランティア受入体制の構築＞

県内で⼤規模災害が発⽣し、県に災害対策本部又は
災害対策連絡本部が設置された場合には、県社会福祉
協議会及び⽇本⾚十字社⻘森県⽀部と協議の上、防災
ボランティア情報センターを設置する体制を構築して
いる。

災害発⽣時における防災ボランティアの円滑な受入
れと効果的に活動できる体制を構築するため、防災ボ
ランティアコーディネーターの育成に係る研修を実施
している。

災害からの復旧・復興には、ボランティアが⼤きな
⼒となることから、引き続き、防災ボランティアコー
ディネーターを育成していく必要がある。

災害発⽣時における防災ボランティアの受入体制を
総合的に調整する仕組みが確⽴されていないことから、
関係機関と連携を図りながら体制を検討する必要があ
る。

○

災害発⽣時における防災ボランティアの円滑な受入
れと効果的に活動できる体制の構築に向けて、引き続
き、計画的に防災ボランティアコーディネーターの育
成研修を実施するとともに、これまでの参加者による
ネットワークづくりを進めるなど、関係機関と連携を
図りながら、総合調整の仕組みを検討する。

環境⽣活部
危機管理局
市町村

＜防災ボランティアの育成＞
災害発⽣時の応急対策や復旧活動を⾏う上で、防災

ボランティアの役割や活動が重要であることから、県
社会福祉協議会等と連携し防災ボランティアの育成に
取り組んでいる。

災害発⽣時に、被災者の多様なニーズに対応し円滑
な救援活動を実施するためには、平常時から、様々な
ボランティア団体を対象とした防災に関する研修・訓
練等を実施し、防災ボランティアの育成強化を図る必
要がある。

○
県社会福祉協議会等と連携し、様々なボランティア

団体やＮＰＯの参画を得ながら、防災ボランティア育
成のための研修を実施するとともに、防災訓練への積
極的な参加を促すなど、防災ボランティアの育成を強
化する。

危機管理局
教育庁
市町村

【技術職員等の確保】
＜復旧作業等に係る技術者等の確保＞

⼤規模災害等が発⽣した場合の応急対策業務（障害
物除去用の重機・資機材等の調達を伴う⼯事）を速や
かに実施するため、官⺠連携による対応⼒強化を図っ
ている。

再
掲

⼤規模災害発⽣時に、技術者の不⾜により復旧作業
等に⽀障をきたすおそれがあることから、建設企業と
の連携を強化するとともに、i-Constructionを活用し、
道路啓開や応急対策業務を迅速に⾏う人材を確保・育
成する必要がある。

※ i-Construction ： ICT技術の活用、規格の標準化
及び施⼯の平準化により⽣産性の向上を図る取組で
あり、ここでは技術者不⾜を補うための、災害時の
調査や復旧⼯事へのICT技術の活用、規格の標準化
された⼯法等の採用を⽰す。

道路啓開や応急対策業務を迅速に⾏うため、i-
Constructionを活用し、⻘森県建設業協会や⻘森県測
量設計業協会等と締結している災害時における応急対
策業務に関する協定等の既存の取組を含め、官⺠連携
による対応⼒強化に引き続き取り組んでいく。 県土整備部

＜災害応援の受入体制の構築＞
復旧・復興を担う技術職員等が不⾜した場合の応援

職員を確保するため、全国知事会及び関係省庁を通じ
て、全国の自治体に応援職員の派遣要請を⾏う等の対
応マニュアルを整備している。 再

掲

全国自治体に派遣要請を⾏っても、職員数が少ない
分野等については、十分な人員が確保できない可能性
があることから、必要な技術職員等を確実に確保でき
る仕組み（スキーム）を構築する必要がある。

また、応援職員の受入れを円滑に実施するため、受
援体制を強化する必要がある。

必要に応じて、マニュアル等の⾒直しを⾏うほか、
必要な技術職員等を確実に確保できる仕組みの構築に
向けて、国による任期付職員の⼀括採用などを、国へ
働きかけていくことを検討する。

また、応援職員の受入れを円滑に実施するため、あ
らかじめ、応援職員が実施する対象業務や応援職員の
調整を実施する受援組織等を検討し、受援体制の強化
を推進する。

総務部
危機管理局
市町村

【建設業の担い手の育成・確保】
＜建設業の担い手の育成・確保＞

社会資本整備や災害対応を担うなど、県⺠の暮らし
と地域の安全・安⼼を守り、地域に不可⽋な建設業が
将来にわたり存続できるよう、経営の多角化⽀援とと
もに、担い手確保に向けた取組を進めている。

本県の建設業は、建設投資の縮⼩に伴う競争の激化
や、従業員の高齢化、若年入職者の減少による担い手
不⾜がとりわけ深刻であることから、地域の建設業が
将来にわたり存続していくため、担い手の安定的な確
保に向けた取組を引き続き推進していく必要がある。

社会資本整備や災害からの復旧・復興を担う建設業
の担い手の安定的な確保に向けて、中⻑期的な観点か
ら、⼥性建設技術者の入職促進を図る取組や、児童・
⽣徒及びその親に対し、建設業の魅⼒を発信する取組
を引き続き実施していく。

県土整備部
農林水産部
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現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【農林⽔産業の担い手の育成・確保】
＜農林⽔産業の担い手育成・確保＞

本県の基幹産業である農林水産業を将来にわたって
維持・発展させるため、担い手の確保に取り組んでい
る。

災害による被害から県経済を迅速に復旧するために
は、基幹産業である農林水産業を維持し、成⻑産業と
して発展させていくことが重要となるが、農林水産業
従事者が減少傾向にあることから、平時から後継者の
育成や新規参入を推進し担い手を確保していく必要が
ある。

基幹産業である農林水産業の成⻑産業化に向けて引
き続き、農業・林業・水産業それぞれの課題を踏まえ
ながら、「攻めの農林水産業」を⽀える担い手の育
成・確保に取り組む。

農林水産部

（農業の担い手育成・確保）
⽣産活動や地域活動などを実践し、地域の将来を⽀

えていく担い手を育成している。
農業を⽀える多様な人材を育成・確保するとともに、

地域経営の視点に⽴って、地域をけん引するリーダー
及び経営体を育成する必要がある。

高品質な農産物の⽣産や高付加価値化など、これか
らの農業を⽀える多様な人材を確保・育成するととも
に、地域経営の視点に⽴って、地域をけん引するリー
ダー及び経営体を育成するための取組を実施する。

農林水産部 地域経営体数
217【H26】 → 300【H32】

（林業の担い手育成・確保）
森林の整備や木材を⽣産する担い手の育成確保や、

雇用管理体制の改善、労働安全衛⽣対策への⽀援を実
施している。

林業の機械化が進んでおり、専門的かつ高度な知識
と技術が求められていることから、⼀定の能⼒を⾝に
つけた後継者の育成や新規参入を推進する必要がある。

林業の機械化に対応した、専門的かつ高度な知識と
技術を備えた林業技術者の確保に向けて、⼀定の能⼒
を⾝に着けた後継者の育成や新規参入を推進する。

農林水産部 ⼀定の能⼒を⾝につけた林業技術者数
182名【H25】 → 350名【H35】

（⽔産業の担い手育成・確保）
漁村地域の活性化や、新規就業を推進するための漁

業後継者育成機関（賓陽塾）の運営、また、漁業者の
リーダー的存在となる漁業⼠や漁村地域の活性化を図
るためのリーダーとなる「浜のマネージャー」の育成
に取り組んでいる。

つくり育てる漁業・資源管理型漁業を⽀える人材や、
漁村地域の活性化を担うリーダーを育成するとともに、
後継者の育成・確保を推進する必要がある。

つくり育てる漁業・資源管理型漁業を⽀える人材や、
漁村地域の活性化に必要なリーダーを育成するととも
に、減少傾向にある漁業者の後継者育成・確保をする
ための取組を継続する。

農林水産部

【人材育成を通じた産業の体質強化】
＜産業を⽀える人材の育成＞

経済や雇用の⼤きな柱である本県のものづくり産業
を⽀えるため、技術者から経営者に至る各階層を対象
とした人材育成カリキュラムを実施し、産業基盤の強
化に取り組んでいる。

⼤規模災害発⽣後の円滑な復旧・復興のためには、
高度な人材が必要になることから、引き続き開発⼒や
マネジメント⼒などの様々な技能を有した人材の育成
を積極的に進める必要がある。

円滑な復旧・復興を⽀える技術者の専門スキルの向
上や経営者層に必要な技術習得を⽀援するなど、各階
層を対象とした人材育成カリキュラムを実施し、高度
な人材の育成を図る。

商⼯労働部

【キャリア教育等の推進】
＜キャリア教育等の推進＞

建設業・農林水産業の担い手や地域産業を⽀える人
材を育成するため、⼯業高校・農業高校等の専門高校
等において、インターンシップや体験学習などのキャ
リア教育・職業教育を推進している。

建設業や農林水産業において担い手確保が課題と
なっている現状を踏まえながら、それぞれの業種に必
要とされる知識、技能、態度等を備えた人材の育成を
図るため、キャリア教育、職業教育の⼀層の充実を図
る必要がある。

災害からの復旧・復興を担う建設業・農林水産業の
担い手や、地域産業を⽀える人材に必要な知識、技能、
態度等を育むため、関係校におけるキャリア教育、職
業教育の充実を図る。

教育庁
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現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【防災人材育成】
＜災害医療・救急救護・福祉⽀援に携わる人材の育成＞

災害発⽣時における医療救護活動及び福祉⽀援活動
を⾏うため、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）、ＤＰ
ＡＴ（災害派遣精神医療チーム）、ＤＣＡＴ（災害福
祉⽀援チーム）の育成や訓練の実施、研修会の開催等
に取り組んでいる。

再
掲

災害発⽣時に被災地の医療・福祉ニーズに応じた活
動が円滑に実施できるよう、高度な知識や専門的な技
術を有する人材を育成するための訓練・研修を実施す
るとともに、チーム数の増加を図る必要がある。

災害発⽣時の医療救護活動及び福祉⽀援活動を⾏う
ため、ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ、ＤＣＡＴの育成等を計画
的に推進していく。

健康福祉部
危機管理局

ＤＭＡＴの数
18チーム【H28.8現在】

ＤＰＡＴの数
3チーム【H28.9現在】

ＤＣＡＴについては、H28年度から具体
的な取組を進めている。

＜自主防災組織の設⽴・活性化⽀援＞
災害発⽣時に地域住⺠が自助・共助による救助・救

急活動ができるよう、自主防災組織リーダー研修会、
防災啓発研修等を実施し、自主防災組織の設⽴を促進
している。

再
掲

災害発⽣時の公助による救助・救急活動の絶対的人
員不⾜の際、各地域において地域住⺠が救助・救急活
動を⾏う自主防災組織活動カバー率は46.5％
（H28.4)と全国ワースト2位であり、さらに自主防災
組織を設⽴させる必要がある。

自主防災組織の設⽴促進と、活動の活発化に向けて、
引き続き、市町村と連携を図りながら、リーダー研修
会や防災啓発研修等の取組を実施する。

危機管理局
市町村

自主防災組織活動カバー率
46.5％【H28】 → 50％【H30】

＜消防⼒の強化＞
消防本部は、消防⼒の強化を図るため、国の「消防

⼒の整備指針」に基づき地域の実情を踏まえ消防体制
（施設・人員）の整備を進めている。

また、各消防本部の消防⼒では対応できない⼤規模
災害等に対応するため、県内消防の相互応援体制及び
県を越えた応援体制である緊急消防援助隊を整備して
いる。

再
掲

⼤規模災害等に迅速・的確に対応するため、引き続
き、施設等の整備を進めるとともに、災害発⽣時に他
消防本部との応援・受援及び関係機関との連携等の対
応が円滑に⾏われる必要がある。

国の指針に基づく施設等の整備を進めるとともに、
災害発⽣時に他消防本部との応援・受援及び関係機関
との連携等の対応が円滑に⾏われるよう、訓練を実施
するほか、近年発⽣した事案の教訓を踏まえた対応を
検討する。

危機管理局
市町村

＜消防団の充実＞
市町村では、地域に密着し、災害時に重要な役割を

果たす消防団について、各地域の実情に応じ、消防団
員の確保と装備の充実を図っている。

また、県では、市町村の団員確保活動を⽀援するた
め、県内のイベントや⼤学祭、高校でのＰＲ等、消防
団活動の理解と入団促進を図るための広報活動を実施
しているほか、学⽣消防団活動認証制度や消防団協⼒
事業所表⽰制度の導入、消防団員の処遇改善の検討等
を市町村に働きかけている。

再
掲

近年、消防団員は年々減少しており、平成28年4月
1⽇現在で19,080人となっていることから、市町村で
は、地域の消防⼒を確保するため、消防団員の確保と
装備の充実を図る必要がある。

また、県として、引き続き、効果的な手法を検討し
ながら、市町村の団員確保活動を⽀援するとともに、
市町村に対し、学⽣消防団活動認証制度の導入等を働
きかけていく必要がある。

市町村は、引き続き、地域の実情に応じて消防団員
の確保と装備の充実を進める。

また、市町村の消防団員確保活動を⽀援するため、
県として、効果的な手法を検討しながら、広報活動等
を実施するとともに、市町村の学⽣消防団活動認証制
度の導入等を働きかけていく。

危機管理局
市町村
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事前に備えるべき目標 7 地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備すること

リスクシナリオ 7-3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態を防ぐため、応急仮設住宅を迅速
に供給する体制を確保するとともに、地域コミュニティ・農⼭漁村の活性化や地域を⽀えるリーダーの育成等を
図る。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【応急仮設住宅の確保等】
＜応急仮設住宅の迅速な供給＞

災害発⽣時において、迅速に応急仮設住宅を供給す
るため、関係団体と応急仮設住宅の建設又は⺠間賃貸
住宅の提供に関する協定を締結しているとともに、木
造応急仮設住宅の標準設計を作成している。

応急仮設住宅の建設候補地が不⾜しているほか、建
設に関する具体的な手順等が定められていないことか
ら、建設に関する具体的な整備マニュアルを作成する
必要がある。

また、災害発⽣時に提供可能な⺠間賃貸住宅が把握
されていないことから、提供可能な⺠間賃貸住宅の具
体的なリストを作成する必要がある。

災害発⽣時に、より迅速に応急仮設住宅を供給する
ため、市町村と連携して、建設候補地の選定と整備マ
ニュアルの作成を⾏うとともに、関係団体と連携して
災害発⽣時に提供可能な⺠間賃貸住宅のリストを作成
する。

県土整備部
市町村

【地域コミュニティ⼒の強化】
＜地域防災⼒の向上・コミュニティ再⽣＞

地域コミュニティの再⽣と地域防災⼒の向上を図る
ため、住⺠参加による防災訓練を開発している。

地域コミュニティの希薄化により、地域防災⼒の低
下が懸念されることから、地域コミュニティの再⽣、
自助・共助を軸とした地域防災⼒の向上が急務である。

○ 地域単位での新しい形の訓練を構築・実施し、地域
コミュニティの再⽣と地域防災⼒の向上を図る。

危機管理局
市町村

＜地域コミュニティ⼒の強化＞
地域特性を⽣かした地域づくり等を通じ地域コミュ

ニティを強化するため、コミュニティ活動の再⽣等地
域⼒の向上等を目的とする事業を対象に、各市町村へ
補助⾦を⽀出している。
また、地域おこし協⼒隊等の外部人材の市町村への

定着を促すため、セミナー等を開催しているほか、市
町村における導入の取組を⽀援している。

※ 地域おこし協⼒隊：都市地域から過疎地域等に⽣
活の拠点を移した者を、地方公共団体が「地域おこ
し協⼒隊員」として委嘱し、隊員は地域おこしの⽀
援など「地域協⼒活動」を⾏いながら、その地域へ
の定住・定着を図る取組。

少子高齢化や個人の価値観の変化などに加え、地域
における人口減少が進んでおり、地域活動の担い手不
⾜が⼤きな課題となっているため、地域コミュニティ
機能の維持・再⽣に向けた取組が必要である。

また、地域コミュニティ⼒の強化は、⼀朝⼀⼣でで
きるものではないことから、地域における自発的・主
体的な取組が継続的に⾏われることが求められる。

人口減少が続く中、地域おこし協⼒隊等の外部人材
が新たな地域コミュニティの担い手として期待される
が、市町村においては受入れが伸び悩んでいる。

○

災害発⽣時における共助を⽀える地域コミュニティ
⼒の強化に向けて、引き続き、地域における取組を⽀
援し、自主的・主体的な活動の促進を図る。

また、地域おこし協⼒隊等の外部人材の円滑な受入
れと地域コミュニティ⼒の強化が図られるよう、隊員
の定着に向けた⽣業づくりやコミュニティ形成を⽀援
するとともに、市町村に対する⽀援を強化していく。

企画政策部
市町村

＜農⼭漁村の活性化＞
「農林水産業を⽀えることは地域の環境を守ること

につながる」との観点から、農林水産業の⽣産基盤や
農⼭漁村の⽣活環境などの整備を⾏う公共事業を「環
境公共」と位置付け、その⼀環として地域⼒の再⽣を
実現するための取組を推進している。

人口減少が進む中、農⼭漁村が有する自然・景観・
文化などの地域資源を将来に引き継いでいくためには、
自⽴した農林水産業の確⽴を図りながら地域コミュニ
ティ機能の維持・再⽣に取り組んでいく必要がある。

あおもり環境公共推進基本方針に基づき、公共事業
のプロセスに、農林漁業者はもとより地域の人々など
の参加を促進し、水路の泥上げや草刈りなどの作業を
通じて、こうした多様な主体（地区環境公共推進協議
会）の参加の下で、自ら⾏えることは自ら実施してい
くことにより、地域⼒の再⽣を実現していく。

農林水産部
市町村

平成26年度以降５年間の新規着手地区
における地区環境公共推進協議会の設⽴
等を⾏った地区数の割合
50％【H27】 → 80％【H30】

＜地域コミュニティを牽引する人材の育成＞
地域コミュニティの維持と活性化のため、⼀般県⺠

向けに地域づくりに取り組む活動者としての資質を高
める講座を実施するなど、学びを通じて、地域を⽀え
る人材の育成とネットワーク化に取り組んでいる。

地域を⽀える人材として、多様な人材の関わりが必
要であるため、ネットワークの形成・強化、地域を越
えた人材交流の促進に取り組む必要がある。

地域コミュニティの持続と活性化に向けて、地域を
⽀える多様な人材の育成とネットワーク化を図り、持
続的に人材を輩出する仕組みづくりに取り組む。

教育庁

＜地域を⽀えるリーダーの育成＞
チャレンジ精神、豊かな発想⼒、広い視野を持って、

起業・創業、経営革新、地域おこしに果敢に挑戦して
いく人材の育成とネットワークづくりを図るため、著
名な講師による講演やワークショップなど「あおもり
⽴志挑戦塾」の取組を実施している。

地域コミュニティ維持・活性化のためには、地域の
核となるリーダーを育成する必要があるが、リーダー
の数を増やすこと、人材のスキルを上げるには継続的
な取組が必要である。

地域コミュニティの維持・活性化を担う地域の核と
なるリーダーの育成に向けて、今後も継続して「あお
もり⽴志挑戦塾」を開催する。

企画政策部
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リスクシナリオ 7-3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

＜消防団の充実＞
市町村では、地域に密着し、災害時に重要な役割を

果たす消防団について、各地域の実情に応じ、消防団
員の確保と装備の充実を図っている。

また、県では、市町村の団員確保活動を⽀援するた
め、県内のイベントや⼤学祭、高校でのＰＲ等、消防
団活動の理解と入団促進を図るための広報活動を実施
しているほか、学⽣消防団活動認証制度や消防団協⼒
事業所表⽰制度の導入、消防団員の処遇改善の検討等
を市町村に働きかけている。

再
掲

近年、消防団員は年々減少しており、平成28年4月
1⽇現在で19,080人となっていることから、市町村で
は、地域の消防⼒を確保するため、消防団員の確保と
装備の充実を図る必要がある。

また、県として、引き続き、効果的な手法を検討し
ながら、市町村の団員確保活動を⽀援するとともに、
市町村に対し、学⽣消防団活動認証制度の導入等を働
きかけていく必要がある。

市町村は、引き続き、地域の実情に応じて消防団員
の確保と装備の充実を進める。

また、市町村の消防団員確保活動を⽀援するため、
県として、効果的な手法を検討しながら、広報活動等
を実施するとともに、市町村の学⽣消防団活動認証制
度の導入等を働きかけていく。

危機管理局
市町村

【被災地域の治安維持】
＜被災地の社会秩序の維持＞

⼤規模災害発⽣時における災害警備活動を迅速・的
確に実施するため、災害警備計画を策定し、毎年度、
同計画に基づき救出救助部隊のほか治安対策、交通対
策等の各部隊を編成し、被災地の社会秩序の維持を図
ることとしている。

再
掲

⼤規模災害発⽣時における災害警備活動を迅速・的
確に実施するため、引き続き、災害警備計画を策定し、
同計画に基づき、救出救助部隊のほか治安対策、交通
対策の各部隊を編成し被災地の社会秩序を維持する必
要がある。

⼤規模災害発⽣時における災害警備活動を迅速・的
確に実施するため、引き続き、災害警備計画を策定し、
同計画に基づき、救出救助部隊のほか治安対策、交通
対策の各部隊を編成し被災地の社会秩序の維持を図る。

警察本部
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事前に備えるべき目標 7 地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備すること

リスクシナリオ 7-4 鉄道・幹線道路等の基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態

【リスクシナリオを回避するための対応方策の概要】

鉄道・幹線道路等の基幹インフラの損壊により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態を防ぐため、鉄道の運⾏確保や
代替交通・輸送手段の確保を図るとともに、道路施設の防災対策や高規格幹線道路等の整備を推進する。

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【鉄道の運⾏確保】
＜鉄道事業者との連携による早期復旧＞

災害発⽣時における鉄道の運⾏確保・早期復旧を図
るため、ＪＲとの間で、列⾞の重⼤事故、トンネル橋
梁の崩落等、⼤規模な交通障害が発⽣又は発⽣するお
それのある場合における連絡体制を構築している。

また、その他の鉄道事業者との間で、緊急時対応の
ため、運休情報等を含む情報共有を平時から⾏ってい
る。

災害発⽣時における人員輸送・物流の確保と、早期
復旧に向けて、引き続き、平時からの情報共有をはじ
め、鉄道事業者との連携を図っていく必要がある。

災害発⽣時における人員輸送・物流の確保と、早期
復旧に向けて、引き続き、平時からの情報共有をはじ
め、鉄道事業者との連携を図っていく。 企画政策部

＜⻘い森鉄道の災害対策＞
災害発⽣時における鉄道施設の被害状況や⻘い森鉄

道線の運⾏状況に係る情報を収集し、必要な対策を講
じるため災害時初動体制マニュアルを定めている。

⻘い森鉄道は、地域住⺠の⾜であることはもとより、
我が国物流の⼤動脈であることから、災害発⽣時の輸
送体制を維持するとともに、被災した場合においても
早期に復旧できる体制を構築する必要がある。

災害発⽣時において、円滑な連携が図られるよう⻘
い森鉄道と⼀層の情報共有を図るとともに、引き続き、
施設の安全対策等の取組を促進していく。

企画政策部

【道路施設の防災対策】
＜緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策＞

災害発⽣時の広域的な避難路や救援物資の輸送路と
なる緊急輸送道路を確保するため、優先的に機能強化
や⽼朽化対策を推進している。

再
掲

依然として、多くの脆弱性を有する箇所が残ってお
り、災害発⽣時の救助・救援に係る人員や物資などの
緊急輸送路の確保が課題であるため、緊急輸送道路の
機能強化・⽼朽化対策を優先的に進める必要がある。

災害に強い道路を整備し、⼤規模災害発⽣時の広域
的な避難路や救援物資の輸送路の確保を図るため、国
の交付⾦を活用する等により、道路整備や危険箇所対
策、道路施設の耐震化といった機能強化と⽼朽化対策
を実施する。

国
県土整備部
市町村

＜緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策＞
緊急輸送道路が損壊した場合に備え、これを補完す

る緊急輸送道路以外の道路の安全性等を確保するため、
機能強化や⽼朽化対策を推進している。

再
掲

緊急輸送道路が損壊した場合にこれを補完する道路
について、依然多くの脆弱性を有する箇所が残ってい
るため、機能強化や⽼朽化対策を⾏う必要がある。

緊急輸送道路を補完する道路の安全性等を確保する
ため、国の交付⾦を活用する等により、道路整備や危
険箇所対策、道路施設の耐震化といった機能強化と⽼
朽化対策を実施する。

県土整備部
農林水産部
市町村

(漁港)
臨港道路の機能保全⼯事完了漁港数
4漁港【H33まで】

＜市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策＞
災害発⽣時の避難路・代替輸送路となる市町村管理

の農道・林道の安全性等を確保するため、市町村によ
る定期的な点検診断等を促進している。

再
掲

整備後、相当の年数を経過している施設もあること
から、点検診断等を実施の上、計画的に⽼朽化対策等
を実施する必要がある。

市町村管理の農道・林道については、必要な改良や
⽼朽化対策等が実施されるよう、定期的な点検診断等
の取組を⽀援する。

農林水産部
市町村

個別施設ごとの⻑寿命化計画（農道橋
（橋⻑15m以上)）の策定数
1橋【H27】 → 102橋【H32】

【基幹的道路交通ネットワークの形成】
＜基幹的道路交通ネットワークの形成＞

被災地への速やかなアクセスや多様なルートを確保
するため、高規格幹線道路や地域高規格道路の整備を
推進している。

再
掲

被災地への速やかなアクセスや多様なルートを確保
するため、高規格幹線道路や地域高規格道路の建設が
遅れているところは、早期に整備を進める必要がある。

被災地への確実かつ速やかなアクセスや多様なルー
トを確保するため、高規格幹線道路や地域高規格道路
の整備を実施する。

国
県土整備部
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リスクシナリオ 7-4 鉄道・幹線道路等の基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態

現在の取組・施策 脆弱性評価 重
点

対応方策
（今後必要となる取組・施策） 取組主体 重要業績評価指標

（参考値）

【代替交通・輸送手段の確保】
＜代替交通手段の確保＞

災害発⽣時等に道路が利用できなくなった場合の代
替交通手段確保のため、航路運航事業者・航空会社等
と情報共有を図っている。

また、離島航路について、地元市村が⾏う航路運航
事業者の⽋損に対する⽀援に対し、補助を⾏っている。

再
掲

災害発⽣時等に道路が利用できなくなった場合に、
円滑・迅速に代替交通手段が確保できるよう、引き続
き、航路運航事業者及び航空会社等と情報共有を図る
必要がある。

また、引き続き、離島航路運航事業者や地元市村と
連携を図る必要がある。

災害発⽣時等に道路が通⾏困難となった場合に円滑
に代替交通手段が確保されるよう、引き続き、航路運
航事業者及び航空会社等と情報共有を図っていく。

また、引き続き、離島航路運航事業者や地元市村と
連携を図っていく。

企画政策部
市町村

＜代替輸送手段の確保＞
三方が海に囲まれている地域特性を⽣かし、災害発

⽣時における海路による輸送を確保するため、⻘森港、
⼋⼾港、⼤湊港について耐震強化岸壁を整備している。

港湾施設の⽼朽化に対応するため、県内14港湾で主
要な施設の維持管理計画を策定している。

被災後の物流機能の早期回復のため、重要港湾３港
で港湾ＢＣＰを策定している。

空路による輸送を確保するため、回転翼機等の空港
利用に関する運用体制を取り決めている。

災害発⽣時における漁港を利用した輸送確保も視野
に入れ、漁港施設の⽼朽化対策・機能強化対策を⾏っ
ている。

再
掲

県内３港で耐震強化岸壁を整備しているが未整備の
重要港湾があり、また、⼀部橋梁やその他港湾施設の
耐震強化が図られていないことから、引き続き、港湾
施設の耐震強化や⽼朽化対策を進める必要がある。

また、重要港湾に係るＢＣＰの策定を推進するとと
もに実効性を確保するための取組を実施する必要があ
る。

空港利用に係る取決めについては、実効性を検証し
ていく必要がある。

漁港施設の⽼朽化対策・機能強化対策を対象漁港34
のうち25漁港で実施しているが、まだ十分な対策が講
じられていない施設があることから、⽼朽化対策・機
能強化対策を⾏う必要がある。

災害発⽣時の海路による輸送確保に向けて、国の交
付⾦等を活用し、主要な港湾の岸壁や橋梁、その他必
要な港湾施設の耐震強化を進める。

港湾施設の⽼朽化対策について、その他の港湾施設
の維持管理計画を策定し、施設の優先度等に応じて補
修⼯事等を進める。

また、重要港湾に係るＢＣＰの策定や実効性を確保
するための実地訓練等を実施する。

空路による輸送確保に向けて、空港利用に係る取決
めに基づく運用体制の実効性を検証する。

災害発⽣時の海路による輸送確保に向けて、引き続
き、漁港施設の⽼朽化対策・機能強化対策を実施する。

なお、⽣活航路に係る重要な漁港については、災害
発⽣時の漁港の啓開の在り方について検討していく。

県土整備部
農林水産部

耐震強化岸壁の整備率 75%
（H22全国目標70%）

重要港湾での港湾ＢＣＰ策定率100％
（H27末策定率 全国55％）

漁港施設の機能強化⼯事完了漁港数
24漁港【H33まで】

＜輸送ルートの代替性の確保＞
災害発⽣時等に道路が通⾏困難となった場合の代替

交通手段確保のため、航路運⾏事業者・航空会社等と
情報共有を図っている。

再
掲

災害発⽣時等に道路が通⾏困難となった場合の代替
交通手段確保のため、引き続き、航路運航事業者及び
航空会社等と情報共有を図る必要がある。

災害発⽣時において、円滑な連携が図られるよう航
路運航事業者及び航空会社等と⼀層の情報共有を図っ
ていく。

企画政策部
市町村



◎印は主体となって取り組む部局等
○印は連携して取り組む部局等

資料１ 対応方策に係る役割分担⼀覧表 事前に備えるべき目標 1 人命の保護が最⼤限図られること
リスクシナリオ 1-1 地震等による建築物の倒壊や住宅密集地における火災による死傷者の発⽣

－ 173 － － 174 －

リスクシナリオ／対応方策 総務部 企画政策部 環境⽣活部 健康福祉部 商⼯労働部 農林水産部 県土整備部 危機管理局 観光国際
戦略局

エネルギー
総合対策局 病院局 教育庁 警察本部 国 市町村 ⺠間事業者等

1-1 地震等による建築物の倒壊や住宅密集地における⽕災による死傷者の発⽣

【住宅・病院・学校等の耐震化】

住宅の耐震化 ◎ ○ ◎

⼤規模建築物の耐震化 ◎ ○ ◎

公営住宅の耐震化・⽼朽化対策 ◎ ◎

病院施設の耐震化 ◎ ◎ ◎

社会福祉施設等の耐震化 ◎ ◎

公⽴学校施設等の耐震化・⽼朽化対策 ◎ ◎

私⽴学校の耐震化 ◎ ◎

建築物等からの二次災害防⽌対策 ◎ ◎

文化財の防災対策の推進 ◎ ◎

【公共建築物・防災施設等の耐震化・⽼朽化対策】

公共建築物・インフラ施設の耐震化・⽼朽化対策 ◎

県・市町村庁舎、消防本部等の耐震化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

警察施設の耐震化・⽼朽化対策 ◎

港湾・漁港施設の耐震化・⽼朽化対策 ◎ ◎

ため池施設の耐震化・⽼朽化対策 ◎ ◎

【市街地の防災対策】

都市公園における防災対策 ◎ ◎

幹線街路の整備 ◎ ◎

【道路施設の防災対策】

緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策 ◎ ◎

【鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備】

鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備 ◎ ◎

⻘い森鉄道の耐災害性の確保・体制の整備 ◎

【空き家対策】

空き家対策 ◎ ◎

【防⽕対策・消防⼒強化】

防火対策 ◎ ◎

消防⼒の強化 ◎ ◎

消防団の充実 ◎ ◎

防災ヘリコプター等の活動の確保 ◎
【石油コンビナート等防災計画に基づく防災
体制の充実】

⽯油コンビナート等防災計画に基づく特別
防災区域の防災対策 ◎ ○



資料１ 対応方策に係る役割分担⼀覧表 事前に備えるべき目標 1 人命の保護が最⼤限図られること
リスクシナリオ 1-1 地震等による建築物の倒壊や住宅密集地における火災による死傷者の発⽣

－ 175 － － 176 －

リスクシナリオ／対応方策 総務部 企画政策部 環境⽣活部 健康福祉部 商⼯労働部 農林水産部 県土整備部 危機管理局 観光国際
戦略局

エネルギー
総合対策局 病院局 教育庁 警察本部 国 市町村 ⺠間事業者等

1-1 地震等による建築物の倒壊や住宅密集地における⽕災による死傷者の発⽣

【避難場所の指定・確保】

指定緊急避難場所及び指定避難所の指定 ○ ◎ ◎

福祉避難所の指定・協定締結 ◎ ○ ◎

防災公共の推進 ○ ◎ ○ ◎

福祉施設・学校施設等の安全対策 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎

【避難⾏動⽀援】

避難⾏動要⽀援者名簿の作成 ◎ ◎

避難⾏動要⽀援者名簿の活用 ◎ ◎

【防災意識の啓発・地域防災⼒の向上】

自主防災組織の設⽴・活性化⽀援 ◎ ◎

防災意識の啓発 ◎ ◎

防災訓練の推進 ◎ ◎

◎印は主体となって取り組む部局等
○印は連携して取り組む部局等



資料１ 対応方策に係る役割分担⼀覧表 事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最⼤限図られること
リスクシナリオ 1-2 ⼤規模津波等による多数の死傷者の発⽣

－ 177 － － 178 －

リスクシナリオ／対応方策 総務部 企画政策部 環境⽣活部 健康福祉部 商⼯労働部 農林水産部 県土整備部 危機管理局 観光国際
戦略局

エネルギー
総合対策局 病院局 教育庁 警察本部 国 市町村 ⺠間事業者等

1-2 大規模津波等による多数の死傷者の発⽣

【津波防災施設の整備】

津波防災施設の整備 ○ ◎

海岸陸閘の管理体制の強化 ○ ◎

【河川・海岸施設の耐震化・⽼朽化対策】

河川関連施設の耐震化・⽼朽化対策 ◎

【警戒避難体制の整備】

津波浸水想定の設定・津波災害警戒区域の指定 ○ ○ ◎

地震・津波被害想定調査の実施 ◎

津波ハザードマップの作成 ○ ○ ◎ ◎

漁船避難ルールづくりの促進 ◎ ◎ ◎

【避難場所の指定・確保】

指定緊急避難場所及び指定避難所の指定 ○ ◎ ◎

福祉避難所の指定・協定締結 ◎ ○ ◎

防災公共の推進 ○ ◎ ○ ◎

福祉施設・学校施設等の安全対策 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎

都市公園における防災対策 ◎ ◎

【避難⾏動⽀援】

避難⾏動要⽀援者名簿の作成 ◎ ◎

避難⾏動要⽀援者名簿の活用 ◎ ◎

【消防⼒の強化】

消防⼒の強化 ◎ ◎

消防団の充実 ◎ ◎

消防団員の安全確保 ◎ ◎

【防災意識の啓発・地域防災⼒の向上】

自主防災組織の設⽴・活性化⽀援 ◎ ◎

防災意識の啓発 ◎ ◎

防災訓練の推進 ◎ ◎

◎印は主体となって取り組む部局等
○印は連携して取り組む部局等



資料１ 対応方策に係る役割分担⼀覧表 事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最⼤限図られること
リスクシナリオ 1-3 異常気象等による広域的かつ⻑期的な市街地の浸水や河川の⼤規模氾濫

－ 179 － － 180 －

リスクシナリオ／対応方策 総務部 企画政策部 環境⽣活部 健康福祉部 商⼯労働部 農林水産部 県土整備部 危機管理局 観光国際
戦略局

エネルギー
総合対策局 病院局 教育庁 警察本部 国 市町村 ⺠間事業者等

1-3 異常気象等による広域的かつ⻑期的な市街地の浸⽔や河川の大規模氾濫

【河川改修等の治⽔対策】

河川改修等の治水対策 ◎ ◎

【河川・ダム施設等の防災対策】

河川関連施設の耐震化・⽼朽化対策 ◎

内水危険箇所の被害防⽌対策 ◎ ◎

農業用ダム・ため池の防災対策 ◎ ◎ ◎

農業水利施設の防災対策・⽼朽化対策 ◎ ◎

海岸保全施設の整備 ◎

【警戒避難体制の整備】

洪水ハザードマップの作成 ◎ ◎

内水ハザードマップの作成 ◎ ◎

高潮浸水想定区域の指定 ○ ◎

避難勧告等発令の⽀援 ◎ ◎

避難勧告等の発令基準の作成 ◎ ◎

住⺠等への情報伝達手段の多様化 ◎ ◎

県・市町村・防災関係機関における情報伝達 ◎ ◎

【避難場所の指定・確保】

指定緊急避難場所及び指定避難所の指定 ○ ◎ ◎

福祉避難所の指定・協定締結 ◎ ○ ◎

防災公共の推進 ○ ◎ ○ ◎

福祉施設・学校施設等の安全対策 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎

都市公園における防災対策 ◎ ◎

【避難⾏動⽀援】

避難⾏動要⽀援者名簿の作成 ◎ ◎

避難⾏動要⽀援者名簿の活用 ◎ ◎

【消防⼒の強化】

消防⼒の強化 ◎ ◎

消防団の充実 ◎ ◎

【防災意識の啓発・地域防災⼒の向上】

水防災意識社会再構築ビジョンの取組 ◎ ○ ◎ ◎

防災意識の啓発 ◎ ◎

◎印は主体となって取り組む部局等
○印は連携して取り組む部局等



資料１ 対応方策に係る役割分担⼀覧表
事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最⼤限図られること

リスクシナリオ 1-4 火⼭噴火や土砂災害等による多数の死傷者の発⽣のみならず、後年度にわたり県土の脆弱性が
高まる事態

－ 181 － － 182 －

リスクシナリオ／対応方策 総務部 企画政策部 環境⽣活部 健康福祉部 商⼯労働部 農林水産部 県土整備部 危機管理局 観光国際
戦略局

エネルギー
総合対策局 病院局 教育庁 警察本部 国 市町村 ⺠間事業者等

1-4 ⽕⼭噴⽕や⼟砂災害等による多数の死傷者の発⽣のみならず、後年度にわたり県⼟の脆弱性が高まる事態

【警戒避難体制の整備（⼟砂災害）】

土砂災害ハザードマップの作成・公表 ◎ ◎

避難勧告等発令及び自主避難のための情報提供 ◎ ◎ ◎

【⼟砂災害対策施設の整備・⽼朽化対策】

砂防関係施設の整備 ◎

砂防関係施設の⽼朽化対策 ◎

【農⼭村地域における防災対策】

農⼭村地域における防災対策 ◎ ◎

農業用ダム・ため池の防災対策 ◎ ◎ ◎

【警戒避難体制の整備（⽕⼭噴⽕）】

岩木⼭の警戒避難体制の整備 ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ◎

⼋甲⽥⼭の警戒避難体制の整備 ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ◎

十和⽥の警戒避難体制の整備 ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ◎

火⼭の警戒体制の強化 ◎ ◎

【登⼭者等の安全対策】

登⼭者等の安全対策 ◎

情報通信利用環境の強化 ◎ ○ ◎ ◎ ○

【避難場所の指定・確保】

指定緊急避難場所及び指定避難所の指定 ○ ◎ ◎

福祉避難所の指定・協定締結 ◎ ○ ◎

防災公共の推進 ○ ◎ ○ ◎

福祉施設・学校施設等の安全対策 ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎

都市公園における防災対策 ◎ ◎

【避難⾏動⽀援】

避難⾏動要⽀援者名簿の作成 ◎ ◎

避難⾏動要⽀援者名簿の活用 ◎ ◎

【消防⼒の強化】

消防⼒の強化 ◎ ◎

消防団の充実 ◎ ◎

【防災意識の啓発・地域防災⼒の向上】

土砂災害に対する防災意識の啓発 ○ ○ ◎ ◎

火⼭に対する防災意識の啓発 ○ ◎ ○ ○ ◎

自主防災組織の設⽴・活性化⽀援 ◎ ◎

◎印は主体となって取り組む部局等
○印は連携して取り組む部局等



資料１ 対応方策に係る役割分担⼀覧表
事前に備えるべき目標 １ 人命の保護が最⼤限図られること

リスクシナリオ 1-5 暴風雪や豪雪による重⼤事故や交通途絶等に伴う多数の死傷者の発⽣
リスクシナリオ 1-6 情報伝達の不備、⿇痺、⻑期停⽌や防災意識の低さ等による避難⾏動の遅れ等に伴う多数の

死傷者の発⽣

－ 183 － － 184 －

リスクシナリオ／対応方策 総務部 企画政策部 環境⽣活部 健康福祉部 商⼯労働部 農林水産部 県土整備部 危機管理局 観光国際
戦略局

エネルギー
総合対策局 病院局 教育庁 警察本部 国 市町村 ⺠間事業者等

1-5 暴風雪や豪雪による重大事故や交通途絶等に伴う多数の死傷者の発⽣

【防雪施設の整備】

防雪施設の整備 ○ ◎ ◎

【道路交通の確保】

除排雪体制の強化 ◎ ◎ ◎

⽴往⽣⾞両の未然防⽌ ◎

【代替交通手段の確保】

代替交通手段の確保 ◎ ◎

【情報通信の確保】

情報通信利用環境の強化 ◎ ○ ◎ ◎ ○

【防災意識の啓発・地域防災⼒の向上】

冬季の防災意識の啓発 ◎ ◎

1-6 情報伝達の不備、⿇痺、⻑期停⽌や防災意識の低さ等による避難⾏動の遅れ等に伴う多数の死傷者の発⽣

【⾏政情報連絡体制の強化】

県・市町村・防災関係機関における情報伝達 ◎ ◎

【住⺠等への情報伝達の強化】

住⺠等への情報伝達手段の多様化 ◎

情報通信利用環境の強化 ◎ ○ ◎ ◎ ○

障害者等に対するICT利活用⽀援 ◎

障害者等に対する避難情報伝達 ◎

外国人観光客等に対する防災情報提供体制の強化 ◎ ◎ ◎

【防災意識の啓発・地域防災⼒の向上】

防災意識の啓発 ◎ ◎

防災情報の入手に関する普及啓発 ○ ◎

【防災教育の推進・学校防災体制の確⽴】

防災教育の推進 ◎ ◎

学校防災体制の確⽴ ○ ○ ◎ ◎ ◎

◎印は主体となって取り組む部局等
○印は連携して取り組む部局等



資料１ 対応方策に係る役割分担⼀覧表 事前に備えるべき目標 2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること
リスクシナリオ 2-1 被災地での⾷料・飲料水等、⽣命に関わる物資供給の⻑期停⽌

－ 185 － － 186 －

リスクシナリオ／対応方策 総務部 企画政策部 環境⽣活部 健康福祉部 商⼯労働部 農林水産部 県土整備部 危機管理局 観光国際
戦略局

エネルギー
総合対策局 病院局 教育庁 警察本部 国 市町村 ⺠間事業者等

2-1 被災地での⾷料・飲料⽔等、⽣命に関わる物資供給の⻑期停⽌

【⽀援物資等の供給体制の確保】

非常物資の備蓄 ○ ◎ ◎

災害発⽣時の物流インフラの確保 ◎

⽯油燃料供給の確保 ◎

避難所等への燃料等供給の確保 ◎

災害応援の受入体制の構築 ◎ ◎ ◎

救援物資等の受援体制の構築 ◎ ◎

要配慮者（難病疾患等）への医療的⽀援 ◎

災害用医薬品等の確保 ◎

【⽔道施設の防災対策】

水道施設の耐震化・⽼朽化対策 ◎ ◎

応急給水資機材の整備 ◎ ◎

水道施設の応急対策 ◎ ◎

【道路施設の防災対策】

緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策 ◎ ◎

【鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備】

鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備 ◎ ◎

⻘い森鉄道の耐災害性の確保・体制の整備 ◎

【港湾・漁港の防災対策】

港湾・漁港施設の耐震化・⽼朽化対策 ◎ ◎

【空港の防災対策】

空港の業務継続体制の維持・確保等 ◎

【⾷料⽣産体制の強化】

⾷料⽣産体制の強化 ◎

農業・水産施設の⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

◎印は主体となって取り組む部局等
○印は連携して取り組む部局等



資料１ 対応方策に係る役割分担⼀覧表 事前に備えるべき目標 2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること
リスクシナリオ 2-2 多数かつ⻑期にわたる孤⽴集落等の同時発⽣

－ 187 － － 188 －

リスクシナリオ／対応方策 総務部 企画政策部 環境⽣活部 健康福祉部 商⼯労働部 農林水産部 県土整備部 危機管理局 観光国際
戦略局

エネルギー
総合対策局 病院局 教育庁 警察本部 国 市町村 ⺠間事業者等

2-2 多数かつ⻑期にわたる孤⽴集落等の同時発⽣

【集落の孤⽴防⽌対策】

集落の孤⽴防⽌対策 ○ ◎ ○ ◎

【孤⽴集落発⽣時の⽀援体制の構築】

孤⽴集落発⽣時の⽀援体制の確保 ◎ ◎

【代替交通・輸送手段の確保】

代替交通手段の確保 ◎ ◎

代替輸送手段の確保 ◎ ◎

【防災ヘリコプターの運航の確保】

防災ヘリコプターの連携体制の確⽴ ◎

防災ヘリコプター等の活動の確保 ◎

【ドクターヘリの運航の確保】

ドクターヘリの運航確保 ◎ ○

【情報通信の確保】

情報通信利用環境の強化 ◎ ○ ◎ ◎ ○

【道路施設の防災対策】

緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策 ◎ ◎

復旧作業等に係る技術者等の確保 ◎

◎印は主体となって取り組む部局等
○印は連携して取り組む部局等



資料１ 対応方策に係る役割分担⼀覧表 事前に備えるべき目標 2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること
リスクシナリオ 2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等により救助・救急活動等が実施できない事態

－ 189 － － 190 －

リスクシナリオ／対応方策 総務部 企画政策部 環境⽣活部 健康福祉部 商⼯労働部 農林水産部 県土整備部 危機管理局 観光国際
戦略局

エネルギー
総合対策局 病院局 教育庁 警察本部 国 市町村 ⺠間事業者等

2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等により救助・救急活動等が実施できない事態

【防災関連施設の耐震化・⽼朽化対策】

県・市町村庁舎、消防本部等の耐震化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

警察施設の耐震化・⽼朽化対策 ◎

【災害対策本部等機能の強化】

災害対策本部機能の強化 ◎

災害警備本部機能の強化 ◎

【関係機関の連携強化・防災訓練の推進】

災害発⽣時の緊急消防援助隊の連携強化 ◎ ◎

防災航空隊への航空⽀援 ◎ ◎

医療従事者確保に係る連携体制 ◎ ○ ◎

総合防災訓練の実施 ◎ ○ ◎

図上訓練の実施 ◎

【救急・救助活動の体制強化】

消防⼒の強化 ◎ ◎

消防団の充実 ◎ ◎

災害医療・救急救護・福祉⽀援に携わる人材の育成 ◎ ○

救急・救助活動等の体制強化 ◎ ◎ ◎

【⽀援物資等の供給体制の確保】

災害応援の受入体制の構築 ◎ ◎ ◎

救援物資等の受援体制の構築 ◎ ◎

【防災意識の啓発・地域防災⼒の向上】

防災意識の啓発 ◎ ◎

防災訓練の推進 ◎ ◎

自主防災組織の設⽴・活性化⽀援 ◎ ◎

地域防災リーダーの育成 ◎ ◎

◎印は主体となって取り組む部局等
○印は連携して取り組む部局等



資料１ 対応方策に係る役割分担⼀覧表
事前に備えるべき目標 2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること

リスクシナリオ 2-4 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の⻑期途絶
リスクシナリオ 2-5 想定を超える⼤量かつ⻑期の帰宅困難者（県外からの来訪客等）への水・⾷料等の供給不⾜

－ 191 － － 192 －

リスクシナリオ／対応方策 総務部 企画政策部 環境⽣活部 健康福祉部 商⼯労働部 農林水産部 県土整備部 危機管理局 観光国際
戦略局

エネルギー
総合対策局 病院局 教育庁 警察本部 国 市町村 ⺠間事業者等

2-4 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の⻑期途絶

【緊急⾞両・災害拠点病院に対する燃料の確保】

⽯油燃料供給の確保 ◎

緊急⾞両等への燃料供給の確保 ◎ ◎

警察⾞両への燃料供給の確保 ◎

医療施設の燃料等確保 ○ ◎ ◎

【防災ヘリ・ドクターヘリの燃料の確保】

防災ヘリコプターの燃料確保 ◎ ◎

ドクターヘリの燃料確保 ◎ ○ ○

【道路施設の防災対策】

緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策 ◎ ◎

2-5 想定を超える大量かつ⻑期の帰宅困難者（県外からの来訪客等）への⽔・⾷料等の供給不⾜

【帰宅困難者の避難体制の確保】

観光客の避難体制の強化 ◎ ○

観光客等に対する広域避難の強化 ◎ ◎

【⽀援物資等の供給体制の確保】

非常物資の備蓄 ○ ◎ ◎

応急給水資機材の整備 ◎ ◎

災害応援の受入体制の構築 ◎ ◎ ◎

救援物資等の受援体制の構築 ◎ ◎

【情報伝達の強化】

外国人観光客等に対する防災情報提供体制の強化 ◎ ◎ ◎

【帰宅困難者の輸送手段の確保】

バスによる帰宅困難者の輸送 ◎

◎印は主体となって取り組む部局等
○印は連携して取り組む部局等



資料１ 対応方策に係る役割分担⼀覧表
事前に備えるべき目標 2 救助・救急、医療活動等が迅速に⾏われること

リスクシナリオ 2-6 医療施設及び関係者の絶対的不⾜・被災、⽀援ルートの途絶による医療機能の⿇痺
リスクシナリオ 2-7 被災地における疫病・感染症等の⼤規模発⽣

－ 193 － － 194 －

リスクシナリオ／対応方策 総務部 企画政策部 環境⽣活部 健康福祉部 商⼯労働部 農林水産部 県土整備部 危機管理局 観光国際
戦略局

エネルギー
総合対策局 病院局 教育庁 警察本部 国 市町村 ⺠間事業者等

2-6 医療施設及び関係者の絶対的不⾜・被災、⽀援ルートの途絶による医療機能の⿇痺

【病院・福祉施設等の耐震化】

病院施設の耐震化 ◎ ○ ◎

社会福祉施設等の耐震化 ◎ ◎

【災害発⽣時における医療提供体制の構築】

災害時医療の連携体制 ◎ ○ ◎

災害医療・救急救護・福祉⽀援に携わる人材の育成 ◎ ○

医療従事者確保に係る連携体制 ◎ ○ ◎

お薬手帳の利用啓発 ◎ ○ ◎

【ドクターヘリの運航の確保】

ドクターヘリの運航確保 ◎ ○

【防災ヘリコプターの運航の確保】

防災ヘリコプターの連携体制の確⽴ ◎

【要配慮者への⽀援等】

要配慮者等への⽀援 ◎ ◎ ○ ◎

男⼥のニーズの違いに配慮した⽀援 ◎

⼼のケア体制の確保 ◎ ○ ◎

児童⽣徒の⼼のサポート ○ ○ ◎ ◎

外国人観光客等に対する防災情報提供体制の強化 ◎ ◎ ◎

動物救護対策 ◎ ○ ◎

【道路施設の防災対策】

緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策 ◎ ◎

2-7 被災地における疫病・感染症等の大規模発⽣

【感染症対策】

避難所における衛⽣環境の維持 ○ ○ ◎ ◎

感染症への意識向上及び対応策の整備 ◎ ◎

予防接種の促進 ◎ ◎

【下⽔道施設の機能確保】

下水道施設の耐震化・⽼朽化対策 ◎ ◎

農業集落排水施設等の耐震化・⽼朽化対策 ◎ ◎

下水道事業の業務継続計画の策定 ◎ ◎

◎印は主体となって取り組む部局等
○印は連携して取り組む部局等



資料１ 対応方策に係る役割分担⼀覧表 事前に備えるべき目標 3 必要不可⽋な⾏政機能と情報通信機能を確保すること
リスクシナリオ 3-1 ⾏政機関の職員・施設等の被災による⾏政機能の⼤幅な低下

－ 195 － － 196 －

リスクシナリオ／対応方策 総務部 企画政策部 環境⽣活部 健康福祉部 商⼯労働部 農林水産部 県土整備部 危機管理局 観光国際
戦略局

エネルギー
総合対策局 病院局 教育庁 警察本部 国 市町村 ⺠間事業者等

3-1 ⾏政機関の職員・施設等の被災による⾏政機能の大幅な低下

【災害対応庁舎等における機能の確保】

公共建築物・インフラ施設の耐震化・⽼朽化対策 ◎

県・市町村庁舎、消防本部等の耐震化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

警察施設の耐震化・⽼朽化対策 ◎

代替庁舎の確保・災害警備本部機能の移転訓練 ◎

⾏政施設の非常用電源の整備 ◎ ◎

警察本部等の非常用電源の整備 ◎

【⾏政情報通信基盤の耐災害性の強化】

県・市町村・防災関係機関における情報伝達 ◎ ◎

⾏政情報通信基盤の耐災害性の強化 ◎ ◎

⾏政情報の災害対策 ◎ ◎

【⾏政機関の業務継続計画の策定】

県及び市町村の業務継続計画の策定 ◎ ◎

【災害対策本部等機能の強化】

災害対策本部機能の強化 ◎

災害警備本部機能の強化 ◎

【受援・連携体制の構築】

県内市町村の広域連携体制の構築 ◎ ◎

災害応援の受入体制の構築 ◎ ◎ ◎

【被災地の社会秩序の維持】

被災地の社会秩序の維持 ◎

留置非常計画の策定・護送訓練の実施 ◎

【防災訓練の推進】

総合防災訓練の実施 ◎ ○ ◎

図上訓練の実施 ◎

◎印は主体となって取り組む部局等
○印は連携して取り組む部局等



資料１ 対応方策に係る役割分担⼀覧表
事前に備えるべき目標 3 必要不可⽋な⾏政機能と情報通信機能を確保すること

リスクシナリオ 3-2 信号機の全面停⽌等による重⼤交通事故の多発
リスクシナリオ 3-3 電⼒供給停⽌等による情報通信の⿇痺・⻑期停⽌

－ 197 － － 198 －

リスクシナリオ／対応方策 総務部 企画政策部 環境⽣活部 健康福祉部 商⼯労働部 農林水産部 県土整備部 危機管理局 観光国際
戦略局

エネルギー
総合対策局 病院局 教育庁 警察本部 国 市町村 ⺠間事業者等

3-2 信号機の全面停⽌等による重大交通事故の多発

【災害に備えた道路交通環境の整備】

災害発⽣時の交通整理体制の構築 ◎

信号機の非常用電源対策 ◎

信号機の⽼朽化対策 ◎

3-3 電⼒供給停⽌等による情報通信の⿇痺・⻑期停⽌

【情報通信基盤の耐災害性の強化】

電気通信事業者・放送事業者の災害対策 ○ ◎ ◎

県・市町村・防災関係機関における情報伝達 ◎ ◎

無線通信の冗⻑化 ◎

総合防災訓練の実施 ◎ ○ ◎

【電⼒の供給停⽌対策】

エネルギー供給事業者の災害対策 ◎ ◎

⾏政施設の非常用電源の整備 ◎ ◎

警察本部等の非常用電源の整備 ◎

◎印は主体となって取り組む部局等
○印は連携して取り組む部局等



資料１ 対応方策に係る役割分担⼀覧表
事前に備えるべき目標 4 経済活動を機能不全に陥らせないこと

リスクシナリオ 4-1 サプライチェーンの寸断等による経済活動の停滞
リスクシナリオ 4-2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停⽌

－ 199 － － 200 －

リスクシナリオ／対応方策 総務部 企画政策部 環境⽣活部 健康福祉部 商⼯労働部 農林水産部 県土整備部 危機管理局 観光国際
戦略局

エネルギー
総合対策局 病院局 教育庁 警察本部 国 市町村 ⺠間事業者等

4-1 サプライチェーンの寸断等による経済活動の停滞

【企業における業務継続体制の強化】

企業の業務継続計画作成の促進 ◎

【農林⽔産物の移出・流通対策】

農林水産物の移出・流通対策 ◎

【物流機能の維持・確保】

災害発⽣時の物流機能の確保 ◎ ◎

輸送ルートの代替性の確保 ◎ ◎

【被災企業の⾦融⽀援】

被災企業への⾦融⽀援等 ◎

【人材育成を通じた産業の体質強化】

人材育成を通じた産業の体質強化 ◎

【道路施設の防災対策】

緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策 ◎ ◎

【鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備】

鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備 ◎ ◎

⻘い森鉄道の耐災害性の確保・体制の整備 ◎

【港湾・漁港の防災対策】

港湾・漁港施設の耐震化・⽼朽化対策 ◎ ◎

【空港の防災対策】

空港の業務継続体制の維持・確保等 ◎

4-2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停⽌

【エネルギー供給体制の強化】

エネルギー供給事業者の災害対策 ◎ ◎

⽯油元売会社からの供給確保 ◎

⽯油燃料供給の確保 ◎
【石油コンビナート等防災計画に基づく防災
体制の充実】

⽯油コンビナート等防災計画に基づく特別防災
区域の防災対策 ◎ ○

【企業における業務継続体制の強化】

企業の業務継続計画作成の促進 ◎

【道路施設の防災対策】

緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策 ◎ ◎

◎印は主体となって取り組む部局等
○印は連携して取り組む部局等



資料１ 対応方策に係る役割分担⼀覧表
事前に備えるべき目標 4 経済活動を機能不全に陥らせないこと

リスクシナリオ 4-3 ⽯油コンビナート等の損壊、火災、爆発等
リスクシナリオ 4-4 基幹的交通ネットワーク（陸上・海上・航空）の機能停⽌
リスクシナリオ 4-5 ⾷料等の安定供給の停滞

－ 201 － － 202 －

リスクシナリオ／対応方策 総務部 企画政策部 環境⽣活部 健康福祉部 商⼯労働部 農林水産部 県土整備部 危機管理局 観光国際
戦略局

エネルギー
総合対策局 病院局 教育庁 警察本部 国 市町村 ⺠間事業者等

4-3 石油コンビナート等の損壊、⽕災、爆発等

【石油コンビナート等防災計画に基づく防災
体制の充実】

⽯油コンビナート等防災計画に基づく特別
防災区域の防災対策 ◎ ○

4-4 基幹的交通ネットワーク（陸上・海上・航空）の機能停⽌

【道路施設の防災対策】

緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策 ◎ ◎

幹線街路の整備 ◎ ◎

【基幹的道路交通ネットワークの形成】

基幹的道路交通ネットワークの形成 ◎ ◎

【鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備】

鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備 ◎ ◎

⻘い森鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備 ◎

【港湾・漁港の防災対策】

港湾・漁港施設の耐震化・⽼朽化対策 ◎ ◎

【空港の防災対策】

空港の業務継続体制の維持・確保等 ◎

空港施設の機能維持・⽼朽化対策 ◎

4-5 ⾷料等の安定供給の停滞

【被災農林漁業者の⾦融⽀援】

被災農林漁業者への⾦融⽀援 ◎

【⾷料流通機能の維持・確保】

⾷料市場の早期復旧体制の構築 ◎ ◎

災害発⽣時における適正価格の維持 ◎

【県産⾷料品の⽣産・供給体制の強化】

⾷料⽣産体制の強化 ◎

多様なニーズに対応した県産品づくり ◎

県産⾷料品の供給を⽀える人づくり ◎

⾷料品製造業者の供給体制強化 ◎

農業・水産施設の⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

◎印は主体となって取り組む部局等
○印は連携して取り組む部局等



資料１ 対応方策に係る役割分担⼀覧表
事前に備えるべき目標 5 必要最低限のライフライン等を確保するとともに、これらの早期復旧を図ること

リスクシナリオ 5-1 電気・⽯油・ガス等のエネルギー供給機能の⻑期停⽌
リスクシナリオ 5-2 上水道等の⻑期間にわたる機能停⽌

－ 203 － － 204 －

リスクシナリオ／対応方策 総務部 企画政策部 環境⽣活部 健康福祉部 商⼯労働部 農林水産部 県土整備部 危機管理局 観光国際
戦略局

エネルギー
総合対策局 病院局 教育庁 警察本部 国 市町村 ⺠間事業者等

5-1 電気・石油・ガス等のエネルギー供給機能の⻑期停⽌

【エネルギー供給体制の強化】

エネルギー供給事業者の災害対策 ◎ ◎

ガス供給施設の⽼朽化対策 ◎ ○ ◎

避難所等への燃料等供給の確保 ◎

企業の業務継続計画作成の促進 ◎

⽯油燃料供給の確保 ◎
【石油コンビナート等防災計画に基づく防災
体制の充実】

⽯油コンビナート等防災計画に基づく特別
防災区域の防災対策 ◎ ○

【再⽣可能エネルギーの導入促進】

再⽣可能エネルギーの導入 ◎ ◎

電⼒系統の接続制約等の改善 ◎

【道路施設の防災対策】

緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策 ◎ ◎

5-2 上⽔道等の⻑期間にわたる機能停⽌

【⽔道施設の防災対策】

水道施設の耐震化・⽼朽化対策 ◎ ◎

水道施設の応急対策 ◎ ◎

水道事業者の業務継続計画の策定 ◎ ◎

【工業用⽔道施設の防災対策】

⼯業用水道施設の耐震化・⽼朽化対策 ◎

◎印は主体となって取り組む部局等
○印は連携して取り組む部局等



資料１ 対応方策に係る役割分担⼀覧表
事前に備えるべき目標 5 必要最低限のライフライン等を確保するとともに、これらの早期復旧を図ること

リスクシナリオ 5-3 汚水処理施設等の⻑期間にわたる機能停⽌
リスクシナリオ 5-4 地域交通ネットワークが分断する事態

－ 205 － － 206 －

リスクシナリオ／対応方策 総務部 企画政策部 環境⽣活部 健康福祉部 商⼯労働部 農林水産部 県土整備部 危機管理局 観光国際
戦略局

エネルギー
総合対策局 病院局 教育庁 警察本部 国 市町村 ⺠間事業者等

5-3 汚⽔処理施設等の⻑期間にわたる機能停⽌

【下⽔道施設の機能確保】

下水道施設の耐震化・⽼朽化対策 ◎ ◎

下水道事業の業務継続計画の策定 ◎ ◎

農業集落排水施設等の耐震化・⽼朽化対策 ◎ ◎

農業集落排水施設等の耐災害性の確保 ◎ ◎

避難所等におけるトイレ機能の確保 ◎ ◎

【合併処理浄化槽への転換の促進】

合併処理浄化槽への転換の促進 ◎ ◎

5-4 地域交通ネットワークが分断する事態

【道路施設の防災対策】

緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策 ◎ ◎

【鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備】

鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備 ◎ ◎

⻘い森鉄道施設の耐災害性の確保・体制の整備 ◎
【路線バスの運⾏体制・むつ湾内航路運航
体制の維持】

路線バスの運⾏体制の維持 ◎

むつ湾内航路の運航体制の維持 ◎ ◎

◎印は主体となって取り組む部局等
○印は連携して取り組む部局等



資料１ 対応方策に係る役割分担⼀覧表
事前に備えるべき目標 6 重⼤な二次災害を発⽣させないこと

リスクシナリオ 6-1 ため池、ダム、防災施設、天然ダム等の損壊・機能不全による二次災害の発⽣
リスクシナリオ 6-2 有害物質の⼤規模流出・拡散
リスクシナリオ 6-3 原子⼒施設からの放射性物質の放出

－ 207 － － 208 －

リスクシナリオ／対応方策 総務部 企画政策部 環境⽣活部 健康福祉部 商⼯労働部 農林水産部 県土整備部 危機管理局 観光国際
戦略局

エネルギー
総合対策局 病院局 教育庁 警察本部 国 市町村 ⺠間事業者等

6-1 ため池、ダム、防災施設、天然ダム等の損壊・機能不全による二次災害の発⽣

【ため池、ダム等の防災対策】

ダム施設の⽼朽化対策 ◎ ◎

農業用ダム・ため池の防災対策 ◎ ◎ ◎

ダム施設等の非常用電源の整備 ◎ ◎ ◎

ため池ハザードマップの作成 ◎ ◎

【防災施設の機能維持】

砂防関係施設の整備 ◎

砂防関係施設の⽼朽化対策 ◎

農⼭村地域における防災対策 ◎ ◎

6-2 有害物質の大規模流出・拡散

【有害物質の流出・拡散防⽌対策】

有害物質の流出・拡散防⽌対策 ◎ ◎ ◎ ◎ ○

公共用水域等への有害物質の流出・拡散防⽌対策 ◎

毒性ガスの⼤規模漏えいに係る保安対策 ◎ ○

有害な産業廃棄物の流出等防⽌対策 ◎

⼤気中への有害物質の飛散防⽌対策 ◎

【坑廃⽔処理関係施設の稼働の継続】

坑廃水処理関係施設の稼働の継続 ◎

【有害物質流出時の処理体制の構築】

有害物質流出時の処理体制の構築 ◎

有害物質の⼤規模流出・拡散対応 ◎ ◎

6-3 原⼦⼒施設からの放射性物質の放出

原子⼒施設の安全対策 ◎ ◎

原子⼒施設に係る環境放射線モニタリング ◎

原子⼒災害時の防災対策 ○ ◎ ◎

原子⼒施設の安全性検証 ◎

◎印は主体となって取り組む部局等
○印は連携して取り組む部局等



資料１ 対応方策に係る役割分担⼀覧表
事前に備えるべき目標 6 重⼤な二次災害を発⽣させないこと

リスクシナリオ 6-4 農地・森林等の荒廃による被害の拡⼤
リスクシナリオ 6-5 風評被害等による地域経済等への甚⼤な影響

－ 209 － － 210 －

リスクシナリオ／対応方策 総務部 企画政策部 環境⽣活部 健康福祉部 商⼯労働部 農林水産部 県土整備部 危機管理局 観光国際
戦略局

エネルギー
総合対策局 病院局 教育庁 警察本部 国 市町村 ⺠間事業者等

6-4 農地・森林等の荒廃による被害の拡大

【荒廃農地の発⽣防⽌・利用促進】

農地利用の最適化⽀援 ◎ ◎

農地の⽣産基盤の整備推進 ◎

【森林資源の適切な保全管理】

森林の計画的な保全管理 ◎ ◎

森林整備事業等の森林所有者への普及啓発 ◎ ○

【農⼭村地域における防災対策】

農⼭村地域における防災対策 ◎ ◎

【農林⽔産業の⽣産基盤の防災対策】

農業・水産施設の⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

6-5 風評被害等による地域経済等への甚大な影響

【風評被害の発⽣防⽌】

正確な情報発信による風評被害の防⽌ ◎ ◎

物流関係者との信頼関係の構築 ◎

【風評被害の軽減対策】

風評被害の軽減対策 ◎

◎印は主体となって取り組む部局等
○印は連携して取り組む部局等



資料１ 対応方策に係る役割分担⼀覧表
事前に備えるべき目標 7 地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備すること

リスクシナリオ 7-1 ⼤量に発⽣する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態
リスクシナリオ 7-2 道路啓開等の復旧・復興を担う人材等の不⾜により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態

－ 211 － － 212 －

リスクシナリオ／対応方策 総務部 企画政策部 環境⽣活部 健康福祉部 商⼯労働部 農林水産部 県土整備部 危機管理局 観光国際
戦略局

エネルギー
総合対策局 病院局 教育庁 警察本部 国 市町村 ⺠間事業者等

7-1 大量に発⽣する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態

【災害廃棄物の処理体制の構築】

災害廃棄物処理計画の策定 ◎

災害廃棄物等の処理に関する連携の強化 ◎
農林水産業に係る災害廃棄物等の処理に
関する連携の強化 ◎ ◎

⼤気中への有害物質の飛散防⽌対策 ◎

7-2 道路啓開等の復旧・復興を担う人材等の不⾜により復旧・復興が大幅に遅れる事態

【防災ボランティア受入体制の構築】

防災ボランティア受入体制の構築 ◎ ◎ ◎

防災ボランティアの育成 ◎ ◎ ◎

【技術職員等の確保】

復旧作業等に係る技術者等の確保 ◎

災害応援の受入体制の構築 ◎ ◎ ◎

【建設業の担い手の育成・確保】

建設業の担い手の育成・確保 ○ ◎

【農林⽔産業の担い手の育成・確保】

農林水産業の担い手育成・確保 ◎

（農業の担い手育成・確保） ◎

（林業の担い手育成・確保） ◎

（水産業の担い手育成・確保） ◎

【人材育成を通じた産業の体質強化】

産業を⽀える人材の育成 ◎

【キャリア教育等の推進】

キャリア教育等の推進 ◎

【防災人材育成】

災害医療・救急救護・福祉⽀援に携わる人材の育成 ◎ ○

自主防災組織の設⽴・活性化⽀援 ◎ ◎

消防⼒の強化 ◎ ◎

消防団の充実 ◎ ◎

◎印は主体となって取り組む部局等
○印は連携して取り組む部局等



資料１ 対応方策に係る役割分担⼀覧表
事前に備えるべき目標 7 地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備すること

リスクシナリオ 7-3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態
リスクシナリオ 7-4 鉄道・幹線道路等の基幹インフラの損壊により復旧・復興が⼤幅に遅れる事態

－ 213 － － 214 －

リスクシナリオ／対応方策 総務部 企画政策部 環境⽣活部 健康福祉部 商⼯労働部 農林水産部 県土整備部 危機管理局 観光国際
戦略局

エネルギー
総合対策局 病院局 教育庁 警察本部 国 市町村 ⺠間事業者等

7-3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態

【応急仮設住宅の確保等】

応急仮設住宅の迅速な供給 ◎ ◎

【地域コミュニティ⼒の強化】

地域防災⼒の向上・コミュニティ再⽣ ◎ ◎

地域コミュニティ⼒の強化 ◎ ◎

農⼭漁村の活性化 ◎ ◎

地域コミュニティを牽引する人材の育成 ◎

地域を⽀えるリーダーの育成 ◎

消防団の充実 ◎ ◎

【被災地域の治安維持】

被災地の社会秩序の維持 ◎

7-4 鉄道・幹線道路等の基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態

【鉄道の運⾏確保】

鉄道事業者との連携による早期復旧 ◎

⻘い森鉄道の災害対策 ◎

【道路施設の防災対策】

緊急輸送道路の機能強化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

緊急輸送道路以外の道路の機能強化・⽼朽化対策 ◎ ◎ ◎

市町村管理農道・林道の機能保全・⽼朽化対策 ◎ ◎

【基幹的道路交通ネットワークの形成】

基幹的道路交通ネットワークの形成 ◎ ◎

【代替交通・輸送手段の確保】

代替交通手段の確保 ◎ ◎

代替輸送手段の確保 ◎ ◎

輸送ルートの代替性の確保 ◎ ◎

◎印は主体となって取り組む部局等
○印は連携して取り組む部局等



資料２ 計画策定までの経過

－ 215 － － 216 －

－ 計画策定までの経過 － ⻘森県国⼟強靱化地域計画策定有識者会議

１．設置の趣旨

⻘森県国土強靱化地域計画を策定するに当たり、学識経験を有する者等から幅広く意⾒
を聴取するために設置。

２．委員名簿

（敬称略、五十⾳順）

平成 28 年
9 月

⻘森県国⼟強靱化地域計画策定本部 設置

策定本部（第1回）
（計画策定の趣旨・計画の位置付け・検討組織体制・スケジュール等を確認）

10 月

⻘森県国⼟強靱化地域計画策定有識者会議 設置

有識者会議（第1回）
（計画（骨子案）・リスクシナリオ等について意⾒聴取）

12 月 有識者会議（第2回）
（計画（検討案）・脆弱性評価結果・対応方策等について意⾒聴取）

平成 29 年
2 月

策定本部（第2回）
（計画（素案）とりまとめ）

2 月 有識者会議（第3回）
（計画（素案）について意⾒聴取）

2 月 ⻘森県議会に対する情報提供
（計画（素案）について情報提供）

2 月 パブリックコメント
（計画（素案）について意⾒聴取 2月16⽇〜3月17⽇）

3 月 ⻘森県防災会議に対する情報提供
（計画（素案）について情報提供）

3 月 27 ⽇ 計画決定

所属・役職 氏 名 分 野

⻘森県町村会 常務理事 ⼩笠原 靖 介 地方⾏政

特定非営利活動法人⻘森県防災⼠会
代表理事 ⼩⼭内 敬 子 地域防災

弘前⼤学理⼯学部 准教授 片 岡 俊 ⼀ 地震⼯学・防災学

⻘森県建築⼠会 理事 ⼯ 藤 淳 子 建 築

⻘森県商⼯会議所連合会 常任幹事 櫻 庭 洋 ⼀ 産業・雇用

⻘森県市⻑会 常務理事 佐 藤 省 二 地方⾏政

⻘森⼤学 名誉教授
（座⻑）

末 永 洋 ⼀ 経 済


